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Ⅰ 法人の特徴 
 
 
  １ 神戸大学は，昭和 24 年 5 月 31 日，神戸経済大学・神戸工業専門学校・姫路高等学校・兵庫

師範学校・兵庫青年師範学校を包摂して設置された。当初は文理学部・教育学部・法学部・経済

学部・経営学部・工学部の 6 学部でスタートし，附属図書館が置かれ，経済経営研究所が附置さ

れた。経済学部と経営学部には第二課程が設置された。 
    その後，多くの兵庫県立の大学の国立移管，修士課程・博士課程の充実，神戸商船大学との統

合，学部・研究科の改組再編等を行い，平成 16 年 4 月には国立大学法人神戸大学が設置する大

学となり，11 学部 13 研究科 1 附置研究所（平成 20 年 5 月 1 日現在）という多様な研究教育分

野と，前身校の神戸高等商業学校の創立（明治 35 年）から数えて 100 有余年の歴史・伝統を有

する総合大学となっている。 
 
 
  ２ 本学は，「開放的で国際性に富む固有の文化の下，『真摯・自由・協同』の精神を発揮し，人類

社会に貢献するため，普遍的価値を有する『知』を創造するとともに，人間性豊かな指導的人材

を育成する」ことを使命としており，その実現に向けた「神戸大学ビジョン 2015」を策定して

いる。本ビジョンのスローガンは“Toward Global Excellence in Research and Education”であり，

世界トップクラスの研究機関・教育機関となることと，卓越した社会貢献と大学経営を行うこと

を目指している。 
 
 
  ３ 現在，研究面では，文部科学省が世界的な研究教育拠点形成を目指して公募した「21 世紀 COE

プログラム」に 5 分野・7 拠点，「グローバル COE プログラム」に１拠点が採択される等，学外から高

い評価を受ける一方，学内においては「戦略的・独創的な教育研究プロジェクト」「教育研究環境高

度化事業」「若手研究者育成支援経費」等による経費措置や「学内発の卓越した研究プロジェクト」

による戦略的人員配置を通じて，各学術研究分野の一層の発展・充実を図っている。 
 
 
  ４ 教育面でも，「魅力ある大学院教育イニシアティブ」に 6 件，「現代的教育ニーズ取組支援プロ

グラム」に 3 件，その他「地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラム」等に

採択されるなど，その取組は高く評価されている。また，教養教育については，専門教育との有機的

連携を図るため，実施体制，開講科目等を質的・量的に拡充するとともに，新入生の大学教育への円

滑な適応を図るため，少人数形式の導入教育やリメディアル教育を実施している。 
 
 
  ５ さらに，本学の特徴である国際性に富む文化を活かすべく，国際交流推進本部を設置（文部科

学省の「大学国際戦略本部強化事業」に採択）し，海外大学との学術交流協定の充実や国際交流

業務の革新を図りつつ，研究分野等の対象に応じた戦略的な国際的活動を推進している。また，

EU に関する研究・教育と日・欧関係強化を目的としてコンソーシアム「EUIJ 関西」を立ち上

げ，幹事校として世界的な活動を展開している。 
 
 
  ６ 社会連携・地域連携面では，国際的にはイエメンの女子教育支援，タイにおける感染症予防の

海外研究拠点形成，インドネシアの災害復旧支援等を展開し，国内では，本学の研究成果を一堂

に公開する「神戸大学東京フェア」の実施，地元産業界との協同による酒米の開発，へき地医療

の充実と医師不足解消のための「へき地医療学講座」の設置，高校への出前授業や公開授業，子

育て支援を中心としたコミュニティセンターの展開，全国各地での保護者説明会の実施など，国

内外の社会・地域との連携を図っている。 
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Ⅱ 中期目標ごとの自己評価 
 
１ 教育に関する目標（大項目） 

 
（１）中項目１「入学者の選抜に関する目標」の達成状況分析 

 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「神戸大学が求める学生像（平成１５年１月１６日評議会決定）にふさわしい学生

の受け入れ方策を講じるとともに，学生定員を適切に定める。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「各学部・研究科は，教育理念と目標を策定し，中期目標期間中に達成を目指す

具体的な計画を公表する。」に係る状況 
 

本学は，学問の発展，人類の幸福，地球環境の保全及び世界の平和に貢献するために，学

部及び大学院で国際的に卓越した教育を提供することを教育の基本理念としており，教育憲

章としてこれを明文化・公表している《資料１》。 
各学部・研究科においては，この基本理念の下に，個別の教育理念と目標を策定し，学部

教育では，全学共通教育と専門教育の有機的な連携を，大学院教育では，研究者養成，高度

専門職業人養成の充実，社会人の再学習機能の強化及び学術研究の高度化と国際化の推進を

目標とし，高い見識とグローバルな視野を修得できる教育プログラムを展開してきた。 
現在，これらの教育理念と目標は「人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的」と

して，大学ホームページで広く公表している《資料２》。 
また，教育理念と目標の実現のため，社会的ニーズを勘案した既設の学部・研究科の組織

（学科・専攻等）の見直しや，新たな授業科目を設定し，カリキュラムを拡充するなどの具

体的計画を策定し，学部・研究科等の案内に記載するとともに，これらを中期計画及び年度

計画として大学ホームページで公表している《資料３》。 
 
《資料１：神戸大学教育憲章》 

 
（神戸大学 HP：http://www.kobe-u.ac.jp/info/educational-charter.htm） 
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《資料２：人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的の公表》 
○学部 

 
 

○研究科 

 
（大学 HP：http://www.kobe-u.ac.jp/info/index.htm） 
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《資料３：中期計画及び年度計画の公表》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/plan/index.htm） 

 
 

計画１－２ 「大学教育研究センターは，国内外の大学教育等に関する教育研究及び全学共通

教育に関する開発研究を推進し，また，全学共通教育の実施体制の見直しを実現

するために，その具体的使命と運営方法を確立する。」に係る状況 
 

大学教育研究センターでは，国内外における大学教育等に関する教育研究として，文部科

学省先導的大学改革推進委託事業に採択された「今後の大学像の在り方に関する調査研究：

教養教育について」を実施した《資料４，５》。また，初年次教育，FD，ピア・レビュー，

到達目標型プログラムに関する国内外の調査研究を行い，日本高等教育学会第 10 回大会に

おいてその成果を報告した《資料６》。 
全学共通教育に関する開発研究を推進し，その成果を全学教育等専門委員会で「平成 18

年度以降の全学共通教育について（報告２）」《資料７》として取りまとめた。この決定に基

づいて，平成 18 年度入学生から，全学共通授業科目に係る新カリキュラムを開始した。 
さらに，全学共通教育の実施体制を見直し，平成 17 年７月に，「大学教育研究センター」

を「大学教育推進機構」に改組・再編するとともに，教養教育の目的を再定義した《資料８》。

また，当該機構の運営体制として，大学教育推進機構長を委員長とする企画運営委員会と同

機構全学共通教育部長を委員長とする全学共通教育運営協議会を毎月開催し，緊密な連携を

図った《資料９》。 
 
《資料４：「先導的大学改革推進委託事業」内容》 

 
Ⅰ 委託業務の内容 
 １．事業のテーマ 
    今後の「大学像の在り方に関する調査研究：教養教育について」 
 
 ２．事業の趣旨 
    高等教育が多様化し，ユニバーサル化した時代における「大学像」の検討に当たり，学士課程教育とその

基盤である教養教育について，大学としての必要条件，望ましい在り方，及び評価方法を調査研究すること

は不可欠の作業である。 
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 ３．事業の内容等 
    学士課程教育とくに教養教育について，国内外で資料収集，調査分析等を実施する。 
 

（「先導的大学改革推進委託事業」実施計画書から抜粋） 
 
《資料５：「先導的大学改革推進委託事業」実施内容》 
 
１．業務の実績 
 (2)業務の実績の説明 
【先行研究・事前分析】 
東アジアにおける大学入試改革に関する文献調査と，韓国の大学入学に関する仕組み・情報の収集を行った。 

 
【事例調査】 
 韓国と台湾の大学と関係機関を訪問し，以下の事例調査を行った。 
韓国 
・ 各大学における CSAT の利用方法，CSAT が高校に及ぼしている影響，CSAT の成績と大学入学後の成績との関係，

高校と大学の接続に関する問題点・改良点，大学入試の抱える課題 
以上について，下記の諸大学・機関へ訪問し，ヒアリング（インタビュー）調査を行った。 
・ ソウル大学，ソウル教育大学，西江大学，釜山大学，韓国大学，忠南大学，教育課程評価院，韓国科学技術院 
・ その他（新政権における高等教育改革関係者，ソウル大学学生の保護者，大学評価委員会のスタッフ）へのインタ

ビュー 
台湾 
・ 台湾の入試制度・現状・課題，各大学の入試の仕組み・現状・課題・S.L，各大学での大学卒業に関する現状・課題・

S.L，学生募集の仕組み 
以上について，以下の諸大学・諸機関へ訪問し，ヒアリング（インタビュー）調査を行った。 
・ 大考中心，大学招生委員会連合会，国立台北大学，台中教育大学，台湾静宜大学 
 
【報告書作成】 
上記の調査結果をとりまとめ，ユニーバーサル段階と大学全入時代における大学入試のあり方について，韓国と台湾

の経験による示唆としてまとめた報告書を作成した。 
 

（「先導的大学改革推進委託事業」実施報告書から抜粋） 
 
《資料６：国内外の大学教育等に関する教育研究の成果例》 

 
（日本高等教育学会第 10 回大会プログラムから抜粋） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。



神戸大学 教育 

- 7 - 

《資料７：全学共通教育に関する開発研究成果》 
Ⅰ全学共通教育の枠組の具体案 
（1）全学共通教育の枠組 
 全学共通教育の枠組は次の通りとする。 
  a.外国語科目，情報科目，健康・スポーツ科学 
    全学生の履修の対象とし，大学教育の基盤として共通に修得すべき資質・能力を涵養することを目指す教育 
  b.教養原論 
    専門分野のみの学習による視野の限られたものの考え方を防ぎ，複眼的な思考を可能とし，多様な問題関心 

を喚起するような授業科目群から成る全学共通教育の基幹となるべき教育 
  c.共通専門基礎科目 
    専門科目を履修するにあたって，その基礎となる科目であって，共通に設定される教育 
  d.その他の科目 
    教員免許・資格に関わる教育 
    総合科目（洋上セミナー） 
 
（2）全学共通教育の科目構成 
 1．教養原論 
  次の１０の分野区分を設定する。 
    人間形成と思想 24［1］   文学と芸術 23［1］ 
    歴史と文化   26［1］   人間と社会 21 
    法と政治    21      経済と社会 18 
    数理と情報   18      物質と技術 21［1］ 
    生命と環境   21［1］   総合教養  10＋ 
  各数字は，昼間主の開講予定数（［ ］内は夜間主平均開講予定数；外数）を示す。 
  それぞれ，学問の基礎または方法を提示する科目及びその応用または展開を示す科目から構成される。「総合教養」

は現在の総合教養科目を引き継ぎ，上記の分野区分を越える科目や企画科目により構成する。ただし，洋上セミナ 
ーに関わる総合教養科目は「その他の科目」の総合科目として引き継ぐ。 

  授業科目名及びその内容，各々の開講予定数等は資料 1 に記す。 
 
 教養原論の履修について 
  a. 自分野の履修制限は原則として行わない。ただし，共通専門基礎科目や学部の専門科目との関係を考慮して，

個別に履修を制限することを可能とする。 
  b. 履修年次については，1・２年次を中心とし，その上で必要な場合は３年次へ配当する。 
  c. 履修単位数は 16 単位を標準とする。その上限及び下限は各学部の履修体系に合わせ，速やかに定めるものと 

する。 
  d. 夜間主コースの開講授業料目については，昼間主コースの授業科目を整理して開講する。 
 
 開講について 
  e. 教養原論には原則として非常勤講師をあてない。 
  f. オムニバス講義は「総合教養」区分を除き，原則として行わない。ただし，特別に必要があると認められる場 

合は，「機構」（後述）の承認を得て，担当者数が複数になることを認める。その場合も多くとも４名とする。 
  g. 成績評価方法については，今後研究を進める。 
  h. 教養原論の学生当たり履修登録数には，一定の上限を設ける。 
 
 2．外国語教育科目 
  l）．次の３区分を設け，それぞれ下記の言語を開講する。 
   外国語第 I（英語） 
   外国語第 II（独語，仏語，中国語，露語） 
   外国語第 III（韓国語，スペイン語，独語，仏語） 
  その詳細は資料２に記す。その概略は以下の通り。 
 
  2）．外国語第Ⅰ（英語）について 
  a. 教育科目を基礎コースとアドバンスト・コースに分け，基礎コースに英語リーディングⅠ,II,III 及び英語オーラ

ルⅠ,II,III，アドバンスト・コースに英語アドバンスト A,B,C を置く。現行の２年次のリスニング，プロダクテ

イブ，リーディング上級，スピーキング，ライティング，実用英語，英語同時通訳は廃止する。 
  b. 単位不修得者に対しては次の方策を検討する。 
     ［1］基礎コースの開講数を減少させて，各学期毎に再履修専用クラスを設ける。 
     ［2］単位不修得者を出さないよう習熟度別クラス分けを行う。 
  c. アドバンスト・コースは２年次前期以降に受講可能として，開講時限・形態については，幅広い学部・年次の学

生の受講が可能となるよう配慮する。 
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  d. アドバンスト・コースの授業科目は国際コミュニケーションセンター専任教員が担当する。 
  e. TOEIC-IP など外部試験成績の活用方法について多角的に検討する。 
  f. 基礎コースのⅠ,II,III を通じて緊密かつ有機的な授業を展開するため，科目コーディネーターを置き科目ごと 

の調整を行う。 
 
  3）．外国語第 II（独語，仏語，中国語，露語）について 
  a. 教育科目を基礎コース，中級コース，アドバンスト・コースに分け，それぞれの語学種ごとに授業科目 
    基礎コース     IA，IB，IIA，IIB，SA，SB 
    中級コース     IIIA，IIIB 
    アドバンスト・コース IVA，IVB 
   を置く。また，再履修クラスを新設する。ただし，露語については，SA，SB 及び再履修クラスは開設しない。

また露語の，IVA，IVB の開設は未定である。 
  b. SA，SB はそれぞれ IIA，IIB に代替できる特設コースとし，IIA，IIB と同一時間帯に開講する。各クラスに 

30 人の人数制限を行う。 
  c. アドバンスト・コースは中級コース IIIA，IIIB の単位取得者，もしくは特設コースなどで，これに相当するレ

ベルに達した者を対象に行う。 
  d. Ⅰ,II,III を通じて緊密かつ有機的な授業の展開を確保するため，科目コーディネーターを置き，科目ごとの調 

整を行う。 
 
  4）．外国語第 III（韓国語，スペイン語，独語，仏語）について 
  a. 新たに２年次に韓国語，スペイン語，独語，仏語を外国語第 III として開設する。授業科目は XI，XII とする。

  b. 外国語第 II の中級コースの時間帯に開講する。外国語第 II 中級コースの指定された必修単位については，外 
国語第 III によって代替できるものとする。ただし，外国語第 II 基礎コースで独語あるいは仏語を履修した学 
生は，同一言語を第 III で履修することは出来ないものとする。 

 
 3．情報教育科目 
  平成 16 年度から実施している「情報基礎」（1 単位，必修）及び「情報科学」（2 単位，選択講義）を開講する。「情

報基礎」の実施状況の見直しにより必要な場合は，平成 18 年度改訂とは別途に改訂を進める。 
 
 4．健康・スポーツ科学科目 
  健康・スポーツ科学講義（2 単位），実習Ⅰ（1 単位），実習 II（1 単位）を開講する。 
  各科目の内容は 
   講義：学生生活をおくるために基礎的な健康科学にかかわる事項（人間の発達，医療，ライフスタイル，エイ 

ズ，生活習慣病，保健，福祉等）について 
   実習Ⅰ：スポーツ科学の理論とその実践実習 
   実習 II：生涯スポーツの理論と実践実習 
  とする。健康・スポーツ科学講義は従来通りとする。実習Ⅰは基本的に必修とする（開講予定数は 60 程度）。実 

習 II は選択とし，履修制限を設ける（開講予定数は 20-30）。 
 
 5．共通専門基礎科目 
  理系の共通専門基礎科目のうち，数学，物理，化学，生物，地学，図学については，現行の 
  開講方式を継続する。自然科学史は教養原論の「歴史と文化」に移行する。 
  文系の共通専門基礎科目については，新たに次の措置を採る。 

・ 政治学，法学は教養原論の「法と政治」に移行する。 
・ 経済学，経済史，経営学，統計学は学部専門科目に移行する。 
・ 論理学，心理学，社会思想史，文化人類学，社会学，地理学はそれぞれⅠ及び Il（各々2 単位科目）からな

る科目として開講する。 
・ 日本国憲法（開講数は昼間主 1，夜間主 0.5）は継続する。 

  なお，教職科目としての日本国憲法（開講数は昼間主 2）は別途開講する。共通専門基礎科目として開講する科目

の内容については，文系について関係学部及び関係教科集団の合同の会議で基本的な擦り合わせを行った。今後も 
必要に応じ，検討を行うものとする。 

 
 6．人権教育について 
  授業科目「人権Ⅰ，II」は教養原論「総合教養」の授業科目「社会と人権」（開講数 2）として開講する。 
 
 7．資格免許のための科目 
  日本国憲法を引続き開講する。 
 
 8．夜間主コースの全学共通教育科目について 
  平成 18 年度以降の全学共通教育対象の夜間主学生数は 120 名程度となる見込である。 
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  昼間主の授業科目を整理し，以下の科目構成とする。 
   ［1］教養原論について 
     分野区分「人間形成と思想」，「文学と芸術」，「歴史と文化」，「物質と技術」，「生命と環境」に各々２つの 

授業科目を開設し，隔年で開講する。その区分の内容を表す適切な授業科目名を別途検討する。 
   ［2］その他の科目について 
     共通専門基礎科目については， 
      心理学Ⅰ，II，地理学Ⅰ，II，文化人頬学Ⅰ，II，社会学Ⅰ，II：隔年開講 
      日本国憲法（教職を兼ねる）：隔年開講 
      数学基礎：毎年開講 
    とし，数理統計学，統計学は専門科目に移行する。 
     外国語科目については， 
      英語：必修 4 単位（英語リーディングⅠ，II，英語オーラルⅠ，II）， 
         選択 2 単位（英語リーディング III，英語オーラル III）， 
         独語，仏語，中国語：必修 4 単位（ⅠA，ⅠB，IIA，IIB），選択 1 単位（IIIA） 
    とし，露語を廃止する。 
     健康・スポーツ科学：講義，実習Ⅰを必修とし，実習 II は廃止する。 
     情報教育：情報基礎を開講する。 
 
（3）全学共通教育科目の履修の方法及び時間割 
 1．履修の方法 
  全学共通授業科目の一覧は資料３の学期配当表に記す。 
  各学部においては学部教育のカリキュラム体系の検討を行い，全学共通教育科目の履修方法  を全学的な整合性 
を取りつつ定めるものとする。 

 
 2．全学共通授業開講時間割 
  次の諸点を考慮にいれ，学部の履修要件を勘案して，早急に時間割案を作成する。 
  ［1］ 平成 18 年度及び 19 年度は履修形態の変更に伴う経過措置が必要である。18 年度は特別な対策をとる必 

要があることを前提に，平成 19 年度/20 年度の時間割案を作成する。 
  ［2］ 5 時限制を採用する。 
  ［3］ 教養原論，外国語科目，共通専門基礎科目，健康・スポーツ科学及び情報基礎の規模・形態を考慮して， 
     ・教養原論，外国語第Ⅰをまとめて週 2 日開講 
     ・共通専門基礎科目，外国語第 II 及び健康・スポーツ科学講義をまとめて週 2 日開講 
     ・情報基礎，健康スポーツ科学実習 I をまとめて週 3 日開講 
    を基本とし，1 年次と 2 年次に共通する開講科目については同一曜日・同一時限に開講する。 
  ［4］ 教室の規模，実習施設，実験室，情報処理教室の合理的かつ効率的な使用を考慮する。特に，健康・スポ 

ーツ科学実習Ⅰ及び情報基礎の 1 時限当たり受講可能数（300 名程度）を考慮して時間割を構成する。 
  ［5］ 実験は授業の延長に対処できるように，4・5 時限目に開講する。 
  ［6］ キャンパスの異なる医学部，海事科学部の特殊事情は考慮する。また，学部の専門科目の開講との調整は 

時間割の基本モデル作成後に行う。 
 
（4）全学共通教育実施に関わる幾つかの方策 
 1．夜間主コース生の全学共通授業科目の履修について 
  平成 17 年度から夜間主コース学生が昼間主コースの講義のうち，教養原論及び（共通）専門基礎科目を履修でき 

るように，制度を改める。夜間主コース生の再履修を容易にすることを主眼とし，20 単位を上限とする。この趣旨 
で，関係学部において制度改正を行う。 

  教養原論の履修届けは，昼間主コースの抽選後に行う。 
 
 2．3 年次編入生の全学共通授業科目の履修について 
  3 年次編入生に対して資格免許科目として指定しているものについては，平成 17 年度から履修できるように，制 

度を改める。また，教養原論についても，4 単位を上限として平成 17 年度から履修を認める。その履修届けは，昼 
間主コースの抽選後に行う。 

 
 3．キャップ制について 
  キャップ制の実施については，その制度の趣旨に含まれていた「受講科目の的確な選定」，「各授業に対して充分 
な予習及び復習を課す」ことについては，必ずしも実効を見ていない。現時点においては，過度な履修登録を排除 
する程度に止めるべきと考える。全学的な履修登録の上限は設けない。ただし，各学部においては教育体系の中に，

これらの趣旨が生かされるように努めるものとする。 
 
 4．授業時間について 
  平成 17 年度から，授業時間を 1 時限 90 分に統一する。 
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 5．「2006 年問題」について 
  理系共通専門基礎科目のうち数学，物理学においては，現教科集団において授業体系及び内容の再検討を行って 
いる。その改善方策に従う。その他の共通専門基礎科目において，直ちに授業体系の変更を要するとは思われない 
ので，入学生の実状に合わせ対応するものとする。 

 
 6．教員免許及びその他の資格の取得について 
  教員免許及びその他の資格の取得に関わる教育の体系及び開講方法等については，全学教務委員会及びそのもと 
に置かれる予定の検討委員会（仮称）において「報告 1」において明らかとなった問題点の検討を行う。その際，「機

構」（後述）の所掌事項とするかどうかについても検討する。 
 
 

（「平成 18 年度以降の全学共通教育について（報告２）」から抜粋） 
 
《資料８：教養教育の目的》 
学生の『人間と社会，人間と自然』に関する幅広い知識と深い洞察力を培い，これに基づいた創造力を涵養するとと

もに，知的教養人としての使命の自覚を促し，ますます複雑化していく社会の中で適正な批判力と判断力をもって行動

しうる知性と能力及び豊かな人間性を育む。 
（大学 HP：http://www.iphe.kobe-u.ac.jp/puropse.htm） 

 
《資料９：大学教育推進機構「概念図」》 

 
学 長

大学教育委員会

大学教育推進委員会

大学教務委員会

各 学 部 等

機構長（副学長）

企画運営委員会

各種委員会

機構職員

助手
技術専門職員
事務補佐員
技術補佐員

事務部

学務部

全学共通教育運営協議会

全学共通教育部

全学共通教育部長

共通教育部門 外国語教育部門

1 情報科学
2 健康・スポーツ科学
3 人間形成と思想
4 文学・芸術
5 歴史と文化
6 人間と社会
7 法と政治
8 経済と社会
9 数学
10 物理学
11 化学
12 生物学
13 地球惑星科学
14 図形科学
15 応用科学技術
16 医学
17 農学
18 総合教養

1 外国語Ⅰ
2 外国語Ⅱ

研究推進室会議

大学教育支援研究推進室

大学教育支援研究推進室長

大学教育戦略会議

大学教育推進本部

副本部長（専任教員）
本部教員（専任教員、学務部長）

大学教育推進本部長（機構長）

理系教養言論実施部会

1 数理と情報
2 物質と技術
3 生命と環境
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計画１－３ 「各学部・研究科は，学生受け入れ方針に基づいて，選抜の方法及び学生定員に

ついて再検討を行う。」に係る状況 
 

入学試験委員会において社会的ニーズ等を勘案しつつ，入学者の選抜方法及び募集人員に

ついて検討を行い，平成 17 年度から発達科学部人間行動学科，平成 18 年度から発達科学部

人間環境学科及び海事科学部で新たに AO 入試を導入することを決定した《資料 10》。また，

平成 16 年度の法科大学院設置に伴い，法学部の入学定員減（夜間主コースの募集停止）及

び博士前期・後期課程の入学定員削減を行い，少人数教育による学生の志望に応じた教育の

充実を図った。《別添資料１：平成 16 年度組織整備計画調》 
この他，平成 18 年度に経営学部夜間主コースの募集を停止し，替わりに経営学研究科専

門職学位課程（MBA プログラム）の定員を増やすことで社会人教育の充実を図った。《別添

資料２：経営学研究科及び経営学部の改組について》 
さらに，平成 20 年度に医学部医学科の後期日程を廃止すること，経済学部夜間主コース

の募集停止に伴い経済学研究科博士課程前期課程の定員増等を図ることを決定した。《別添

資料３：経済学研究科及び経済学部の改組について》 
研究科においては，人文・人間科学系大学院を「人文学研究科」，「国際文化学研究科」及

び「人間発達環境学研究科」に再編するとともに，自然科学研究科を「理学研究科」，「工学

研究科」，「農学研究科」及び「海事科学研究科」に改組《資料 11》し，新たに設置した各研

究科において，学生受け入れ方針（アドミッションポリシー）及びそれに基づく入学者選抜

方法を決定した《資料 12》。 
 
《資料 10：AO 入試による学士課程の入学者選抜（平成 20 年度）》 

募  集  人  員 

一般選抜 特別選抜 
 

学 部 
 

学科等 入学 
定員 

前期 
日程 

後期 
日程 

ｱﾄﾞﾐｯｼ 
ｮﾝｵﾌｨｽ 
入試 

推薦 
入学 

社会
人 

私費外
国人留
学生特
別選抜

３年次
編入学

 

人間形成学科 90 65 20  5 
人間行動学科 

50 28  
小論文受験8
身体運動受

験 12 
 2 

人間表現学科 

40

音楽受験

12 
美術受験

12 
身体表現

受験 4 

10  2 

発達科学部 

人間環境学科 
100

文科系受

験 25 
理科系受

験 40 

小論文受

験 10 
理科系数

学受験 12

8  5 

若干人 10 

医学科 95 70  25   若干人 5 
保健学科 
看護学専攻 80 56 20  4 

保健学科 
検査技術科学専攻 40 29 10  1 

保健学科 
理学療法学専攻 20 13 5  2 

 

医学部 

保健学科 
作業療法学専攻 20 13 5  2 

若干人 25 

海事技術ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学

科 90 30   

海洋ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ科学

科 50 5   

海事科学部 

ﾏﾘﾝｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ学科 60

119 40 

6   

若干人 10 

（入学者選抜要項を基に作成） 
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《資料 11：人文・人間科学系大学院の再編概要，自然科学研究科の改組概要》 

文
学
部

文
学
研
究
科

文
化
学
研
究
科

国
際
文
化
学
部

総
合
人
間
科
学
研
究
科発

達
科
学
部

文
学
部

国
際
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

発
達
科
学
部

国
際
文
化
学
部

人文学研究科人文学研究科

国際文化学研究科国際文化学研究科

人間発達環境学研究科人間発達環境学研究科

人文・人間科学系大学院の再編概要人文・人間科学系大学院の再編概要
【旧】

Ｍ ５０人
Ｄ ２０人

Ｍ １４０人 Ｄ ２０人

Ｍ ５０人 Ｄ ２０人

Ｍ ５０人 Ｄ １５人

Ｍ ９６人 Ｄ １７人

〈 前期後期を通じて一貫した教育課程 〉

文化基礎専攻

文化動態専攻

文化構造専攻

社会文化専攻

文化構造専攻

社会動態専攻

文化相関専攻

グローバル文化専攻

心身発達専攻

教育・学習専攻

人間行動専攻

人間表現専攻

人間環境学専攻

留
学
生

セ
ン
タ
ー

【新】

前期課程 後期課程

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻 人間文化科学専攻

地域文化学専攻 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科学専攻

人間発達科学専攻 人間形成科学専攻

人間環境科学専攻 

人間行動・表現学専攻  
 

（改組・再編計画資料から抜粋） 
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《資料 12：新たに設置した研究科におけるアドミッションポリシー例》 

 
（理学研究科 HP http://www.sci.kobe-u.ac.jp/introduction/policy.htm） 

 
 

計画１－４ 「出題及び採点の体制を含む入学者選抜のための体制を常に改善する。」に係る

状況 
 

平成 16～19 年度の各年度において，国語，数学（文系・理系），英語の３教科における志

願者，合格者のセンター試験と個別学力検査の相関データ，個別学力検査における得点分布

データを次年度の問題作成のための参考資料として国語，数学及び英語関係の入学試験教科

委員会委員に配付した。《別添資料４：入学試験結果の分析》 
また，入学者選抜の体制の改善に資するため，入学試験教科委員会で作題及び採点等に関

する問題点等の意見をとりまとめ，次年度の教科委員に引き継いだ。《別添資料５：入学試

験教科委員会に関わる申し送り事項》 
さらに，入学試験委員会において，平成 20 年度分の入試情報開示の内容について決定し

た。《別添資料６：平成 20 年度入試情報の開示について》 
 
 

計画１－５ 「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況 
 

入試広報に係る新しい組織体制として平成 18 年度に「入試広報室」を設置した。 
入試広報室を中心として，本学の学生受け入れ方針（アドミッションポリシー）を理解し

た学生がより多く受験してくれるよう，①大学独自の進学説明会を全国５ヶ所で開催，②主

要大学説明会（全国７ヶ所で実施）に参加，③岡山大学，鳥取大学，山口大学及び本学の４

大学による合同説明会を福岡で開催，④本学オープン・キャンパスを各学部別に開催，⑤高

等学校からの要請に基づき，大学見学会を実施した《資料 13》。 
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《資料 13：進学説明会等の参加者数推移》 

単位：名  

１． 大学独自進学説明会 
開催地 東京 名古屋 大阪 岡山 広島 合計 

平成 17 年度 78 140 35 － 203 456
平成 18 年度 45 86 43 130 120 424
平成 19 年度 27 31 31 43 67 199

 
２． 主要大学説明会 

開催地 札幌 仙台 東京 金沢 名古屋 京都 神戸 高松 福岡 合計 
平成 18 年度 33 16 64 91 74 111 － － 101 490
平成 19 年度 18 － 65 67 68 － 285 115 96 714

 
３． ４大学合同説明会 

開催地 福岡 
平成 17 年度 73 
平成 18 年度 60 
平成 19 年度 47 

 
４． オープン・キャンパス 

開催地 本学 
平成 16 年度 6,784 
平成 17 年度 8,259 
平成 18 年度 9,259 
平成 19 年度 9,030 

 
５． 大学見学会（入試説明・施設見学） 

開催地 本学 
平成 16 年度 2,001（31 校）

平成 17 年度 2,315（38 校）

平成 18 年度 2,592（45 校）

平成 19 年度 2,555（40 校）

  
（進学説明会等の報告書を基に作成） 

 
 

b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，社会のニーズを踏まえた学生定員の見直しを行ったこ

とや，入試広報室を設置してオープン・キャンパス等や県外での進学説明会を積極

的に実施したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画１－2，１－３

を「良好」，計画１－１，１－４を「おおむね良好」と判断することから，当該小

項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

②中項目１の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
   （判断理由） 小項目１を「達成状況が良好である」と判断することから，当該中項目の達成状

況を上記のとおりと判断する。 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 全学共通教育に関する開発研究を推進し，その成果を全学教育等専門委員

会において「平成 18 年度以降の全学共通教育について（報告２）」に取りま

とめた。これに基づき，平成 18 年度から新高校課程に対応した全学共通教

育カリキュラムを開始した。また，全学共通教育の実施体制を見直し，平成

17 年７月に，「大学教育研究センター」を「大学教育推進機構」に改組・再
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編した。当該機構の運営体制として，大学教育推進機構長を委員長とする企

画運営委員会と同機構全学共通教育部長を委員長とする全学共通教育運営

協議会を設置し，緊密な連携を図った。（計画１－２） 
２． 社会的ニーズを考慮し，教育研究組織の大幅な再編・改組を行うとともに，

各学部・研究科の学生定員の見直し等を行った。また，発達科学部人間行動

学科，同人間環境学科及び海事科学部で新たに AO 入試を導入し，入学者選

抜方法の改善を図った。（計画１－３） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） 特になし 
 
 

（２）中項目２「教育の成果に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「学部教育における全学共通と専門教育の関係を見直し，学部教育を通じて，課題

探求能力の育成を重視する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 
計画１－１ 「平成１６年度・平成１７年度に，全学共通教育科目の開講枠を増やし，受講者

数の適正化を進めるとともに，教育内容の充実を図る。更に，新たな高校教育課

程を経た者が入学する平成１８年度以降における全学共通教育の抜本的改革に

向けて，カリキュラムや実施体制について本格的な検討を進める。」に係る状況 
 

平成 16 年度から全学共通授業科目の開講科目数の増により受講者数の適正化を進めた。

特に，平成 18 年度には，新高校教育課程を経た入学者に対応するため，カリキュラムの抜

本的改革について検討し，教養原論科目（教養科目の根幹をなす科目群）の開講科目数を 32
科目から 66 科目に，開講コマ数を 142 コマから 206 コマに大幅に増加させ，教育内容の充

実を図った《資料 14》。これにより，教養原論科目１科目当たりの平均受講者数の適正化を

更に進めた。（平成 17 年度：177 名 → 平成 18 年度：160 名） 
また，外国語カリキュラム改革として，外国語第Ⅰ（英語）にアドバンスト・コース（上

級年次用）《資料 15》，外国語第Ⅱに SA・SB 科目《資料 16》を開設するとともに，平成 19
年度から新たに外国語第Ⅲ《資料 17》を開設した。 
さらに，新たな高校教育課程を経た入学生への対応策として，特に数学と物理のフォロー

アップが必要との観点から，学習支援室を設置し，学生からの質問等に随時対応した。 
これらの新たな全学共通教育を円滑に実施するため，大学教育推進機構の全学共通教育部

に全学共通教育科目担当教員で組織する 20 の教育部会を設置し，体制を整備した《資料 18》。 
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《資料 14：教養原論科目開講数の増加による教育内容の充実》 
平成17年度以前の教養原論科目 平成18年度以降の教養原論科目

区 分 授 業 科 目 名 区 分 授 業 科 目 名 区 分 授 業 科 目 名

（人文）人間形成と文化 人間と世界 人間形成と思想 哲学 経済と社会 経済入門

行動と規範 行為と規範 経済社会の発展

人と行動 論理学 現代の経済

発達と教育 心理学 企業と経営

（人文）文学と芸術 日本の言語文化 心と行動 数理と情報 構造の数理

世界の文学 教育学 現象の数理

芸術の思想と表現 教育と人間形成 数理の世界

（人文）歴史と社会 伝統と社会変動 文学と芸術 日本の文学 「カタチ」の文化学

近代日本の政治と社会 世界の文学 「カタチ」の科学

近代アジアと日本 言語と文化 情報の世界

人の移動と世界史 文学と芸術 伝統芸術 物質と技術 素粒子と宇宙

（社会）人間と社会 人間と環境 芸術と文化 現代の物性科学

人間と文化 歴史と文化 日本史 分子の世界

人間と社会集団 西洋史 物質の成り立ち

社会理論と思想 アジア史 資源・材料とエネルギー

（社会）現代社会と法・政治 法と社会 考古学 ものづくりと科学技術

法と国家 歴史と現代 情報化社会を支える基盤技術

政治と社会 科学史 惑星系の起源・進化・多様性

（社会）現代社会と経済 現代と経済 芸術史 生命と環境 身体の成り立ちと働き

経済と社会 人間と社会 社会学 健康と病気

経済社会の発展 社会思想史 生命の成り立ちと営み

（自然）自然と環境 科学の発達と社会 地理学 生物の多様性と進化

環境と生物 文化人類学 生物の生態と自然環境

地球と惑星（地球と環境） 現代社会論 生物資源と農業

自然とエネルギー（環境とエネルギー） 越境する文化 食と健康

（自然）自然の構造 素粒子と宇宙 生活環境と技術 地球と惑星

物質の組み立て 学校教育と社会 総合教養 社会と人権

分子の世界 法と政治 法の世界 神戸大学の成り立ち

生命の科学 社会生活と法 神戸大学史

（自然）数理の世界 数理の考え方（数理構造と社会） 国家と法 社会科学のフロンティア

情報と数理 政治の世界 海への誘い

現象の数理（数理解析と社会） 現代社会と政治 瀬戸内海学入門

総合海洋学

国際協力の現状と課題  
 

（大学教育推進機構 HP を基に作成） 
 
《資料 15：外国語第Ⅰアドバンスト・コース例》 

 
（平成 19 年度全学共通教育授業科目の電子シラバス） 
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《資料 16：外国語第Ⅱ SA・SB 科目例》 

 
（平成 19 年度全学共通教育授業科目の電子シラバス） 

 
《資料 17：外国語第Ⅲ 平成 19 年度開講科目一覧》 

 
（平成 19 年度全学共通教育授業科目の電子シラバス） 

 
《資料 18：神戸大学大学教育推進機構規則（抜粋）》 
 
 （部門) 
第 17 条 全学共通教育部に，次の部門を置く。 
  （1) 共通教育部門 
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  （2) 外国語教育部門 
2 前項の部門に部門長を置く。 
 
 （外国語教育部門長) 
第 19 条 外国語教育部門長は，神戸大学国際コミュニケーションセンター長をもって充てる。 
2 外国語教育部門長は，外国語教育部門の業務を総括する。 
 
 （教育部会) 
第 20 条 共通教育部門に，全学共通授業科目（外国語科目を除く｡)を担当する教員により組織する次の教育部会を設

ける。 
  （1)  情報科学 
  （2)  健康・スポーツ科学 
  （3)  人間形成と思想 
  （4)  文学と芸術 
  （5)  歴史と文化 
  （6)  人間と社会 
  （7)  法と政治 
  （8)  経済と社会 
  （9)  数学 
  （10) 物理学 
  （11) 化学 
  （12) 生物学 
  （13) 地球惑星科学 
  （14) 図形科学 
  （15) 応用科学技術 
  （16) 医学 
  （17) 農学 
  （18） 総合教養 
 

（神戸大学大学教育推進機構規則から抜粋） 
 
 

b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，全学共通教育を大幅に充実させたこと及びその実施体

制を強化したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画１－１を「良好」

と判断したことから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目２「全学共通教育を，全学を挙げて取り組むべき根幹的教育として明確に位置付け，

幅広く深い知識の習得，外国語運用能力や情報リテラシーの育成のための教育の場とし，そ

の教育内容の充実を目指す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「外国語教育の実施体制を一新し，国際コミュニケーションセンターを中心に，

学部生及び大学院生を対象として，総合的なコミュニケーション能力開発を目指

した教育を展開する。」に係る状況 
 

外国語教育の実施体制として大学教育推進機構の下の全学共通教育部に外国語教育部門

を設け，国際コミュニケーションセンターが運営主体となることにより外国語教育に果た

す役割を明確にした《前掲資料 18》。 
外国語カリキュラムの改善・充実を図るため，平成 18 年度から外国語第Ⅰ（英語）にア

ドバンスト・コース（上級年次用）《前掲資料 15》，外国語第Ⅱに SA・SB 科目《前掲資料

16》を開設するとともに，平成 19 年度には新たに外国語第Ⅲを開講した《前掲資料 17》。 
また，外国語運用能力の向上を目指し，言語を「使う」ための空間としてランゲージ・

ハブ室（外国人教員や TA 等が常駐），英語プレゼンテーション実習室を整備した《資料

19》。 
さらに，学生の自習スペース及び語学教育の実践の場として，平成 19 年度末までに
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CALL 教室を５室整備した《資料 20》。ランゲージ・ハブ室，CALL 教室の授業での使用

及び学生の自習利用状況は《資料 21》に示すとおりである。 
CALL 教室には，本格的なマルチメディア・スタジオを附設し，CALL 用デジタルコン

テンツの開発に向けて撮影・編集活動を行った《資料 22》。 
この他，平成 17 年度に文部科学省の現代的教育ニーズ取組支援プログラムに採択され

た「PEP コース導入による先進的英語教育改革：総合大学におけるプロフェッショナル・

イングリッシュ・プレゼンテーション能力育成プログラムの開発」に基づく PEP コースの

開講に向け，全学生を対象に，ネイティブ講師による授業外での英語プレゼンテーション

セミナーを実施した。受講者数は平成 17 年度 160 人，平成 18 年度 623 人，平成 19 年度

478 人であった《資料 23》。 
平成 19年度から実施した正規のPEP授業では参加予定者 39人が 2クラスに分かれて，

専任教員，ネイティブ補佐員，ビジネス OB 補佐員の指導を受けた。後期には，メルボル

ン大学での 3 週間にわたる集中授業も実施し，28 人の学生が参加した《資料 24》。 
その他，ワシントン大学，北京外国語大学，グラーツ大学，フランシュ・コンテ大学，

メルボルン大学において語学研修を行った。実施に当たっては，説明会・事前ガイダンス

等を十分に行うとともに，電子メール等を介して学生との連絡を緊密に行うなどの方法に

より，研修の事前・事後をも含めた形での一貫した指導を行うことで，教育効果の増進を

図った《資料 25》。 
 
《資料 19：ランゲージ・ハブ室利用案内》 
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（国際コミュニケーションセンターHP http://solac.cla.kobe-u.ac.jp/hub/guideline.htm） 

 
《資料 20：CALL 教室の設置状況》 

平成 15 年度 １室（PC40 台）設置 
平成 16 年度 １室（PC52 台）設置，既存の室に PC８台増設 
平成 17 年度 － 
平成 18 年度 １室（PC48 台）設置 
平成 19 年度 ２室（各 PC48 台）設置，付帯設備として，教材作成支援のスタジオも設置。 

（各年度の実績報告書より作成） 
 
《資料 21：ランゲージ・ハブ室，CALL 教室利用者実績》 
○自習利用者数                 
平成 18 年度 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計

LH 243 327 457 101 ※ ※ 230 324 160 ※ ※ ※ 1,842
CALL 516 656 828 391 ※ 13 595 370 297 386 73 ※ 4,125

 
平成 19 年度 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計

LH 226 318 122 114 ※ ※ 178 215 131 133 ※ ※ 1,437
CALL 432 499 273 758 28 ※ 714 669 330 448 ※ ※ 4,151

※･･･データなし

・表中，LH はランゲージ・ハブ室，CALL は CALL 教室を示す。 
・ランゲージ・ハブ室の利用者数には，外国語履修に関する教員への相談者も含まれる。 
 
○CALL 教室を使用した授業クラス数 

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 
30 クラス 34 クラス 50 クラス 79 クラス（予定） 

  
（国際コミュニケーションセンター・メディア研究部門年次報告書を基に作成） 
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《資料 22：マルチメディア・スタジオ使用状況》 
スタジオの主な使用状況 

2007 年 4 月 1 日 マルチメディア・スタジオ運用開始 

5 月 1 日 モデルプレゼンテーション撮影 

8 日 持ち込みカメラで学生のプレゼンテーション撮影 

21 日～25 日 プレゼンテーションセミナー修了発表会撮影（参加人数 46 人） 

22 日 持ち込みカメラで学生のプレゼンテーション撮影 

30 日 持ち込みカメラで学生のプレゼンテーション撮影 

6 月 13 日 持ち込みカメラで学生のプレゼンテーション撮影 

7 月 19 日 Ashley Rex 先生のプレゼンテーション撮影 
・ Chopsticks are better than knives and forks. 
・ 効果的なプレゼンテーションのためのヒント 

23 日～26 日 プレゼンテーションセミナー修了発表会撮影（参加人数 46 人） 

7 月 30 日 兵庫県高等学校英語教員集中研修プログラムでの撮影 

9 月 マルチメディア・スタジオホームページ開設 

9 月 29 日 ホームカミングデイにてライブ配信 
・センター長の挨拶 

後期火曜 3 限 D418 教室，K601 教室にて PEP1 授業風景撮影 

11 月 6 日 持ち込みカメラで学生のプレゼンテーション撮影 

11 月 11 日 北米ウィークシンポジウム撮影  

12 日～16 日 プレゼンテーションセミナー修了発表会撮影 （参加人数 34 人） 

 12 月 PEP1 受講生の最終プレゼンテーションリハーサル撮影 
石川先生クラス（17 人分） 

17 日～21 日 プレゼンテーションセミナー修了発表会撮影 （参加人数 20 人） 

2008 年 1 月 15 日 持ち込みカメラで学生のプレゼンテーション撮影 

 １月 PEP1 受講生の最終プレゼンテーションリハーサル撮影 
沖原先生クラス（16 人分） 

28 日・29 日 プレゼンテーションセミナー修了発表会撮影 （参加人数 5 人） 
 

（国際コミュニケーションセンター・メディア研究部門年次報告書を基に作成） 
 
《資料 23：平成 19 年度の英語プレゼンテーションセミナー受講者数》 

（単位：人） （単位：人）

学部
前期

受講者数
後期

受講者数
研究科

前期
受講者数

後期
受講者数

文学部 14 3 文学研究科 0 1

国際文化学部 48 30 文化学研究科 0 1

発達科学部 34 14 国際文化学研究科 19 7

法学部 26 12 総合人間科学研究科 0 3

経済学部 29 17 人間発達環境学研究科 3 1

経営学部 29 20 法学研究科 3 0

理学部 0 16 経済学研究科 0 1

医学部 35 8 経営学研究科 8 1

工学部 15 11 理学研究科 1 1

農学部 21 9 医学系研究科 7 1

海事科学部 8 0 工学研究科 0 3

計 259 140 農学研究科 1 0

自然科学研究科 2 0

国際協力研究科 9 1

教職員 3 2

計 56 23  
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（現代 GP 平成 19 年度活動報告書を基に作成） 
《資料 24：PEP コース概要》 

平成 19 年度後期 選抜制 PEP コース実施概要 
 
０．はじめに 
神戸大学では，平成 19 年度後期に，仕事で使える英語プレゼンテーション力（Professional English Presentation）
を鍛える下記の特別履修コース（選抜制 PEP 特修コース）を開講します。事前申込は昨年度中に終了していますが，

定員に若干の余裕ができましたので，このたび，追加募集を行います。 
 
１．コース概要 
本コースは，文部科学省の選定・支援による「現代 GP プロジェクト」の一部として開講されます。本コースでは，

一定基準をクリアした選抜学生を対象に，2 年次後期に下記の 3 つの授業（PEP1, PEP2, PEP3）を集中受講させ，

国際水準の英語プレゼンテーション能力を養成しようとするものです。下記の授業は，すべて「英語アドバンスト C」

の正規科目として開講されます。 
 ■PEP1（通常学内授業，火曜 3 時間目） 2007 年 10 月～2008 年 1 月 
 ■PEP2（淡路国際会議場合宿，2 泊 3 日），2008 年 2 月 11 日（月・祝）～13 日（水） 
 ■PEP3（メルボルン大学特別研修，約 3 週間），2008 年 2 月 15 日（金）～3 月 9 日（日）  
コース終了後，卒業年次までに，TOEIC800 点以上を取得のうえ，最終プレゼンテーション試験に合格した者には，

大学より公式の「PEP Certificate」資格が授与されます。 
  

（国際コミュニケーションセンターHP  http://solac.cla.kobe-u.ac.jp/GP/pep2007.html） 
 
《資料 25：語学研修の例 北京外国語大学》 
＜夏季中国語研修プログラム＞ 
期間：2007 年 8 月 11 日（土）～9 月 1 日（土）の約 3 週間 
対象・募集人数：神戸大学在籍の学部学生および大学院生 25 名（申込みは先着順とする。） 
費用：約 17 万円（航空券，ビザ取得費用，旅行保険，研修・宿泊費用などを含む） 
授業プログラム：北京外国語大学の夏期研修講座（月～金：8：00～12：00） 
その他の活動：ホームステイ（一泊二日），太極拳，水墨画，書道，二胡（別料金：約 5000 円で１科目 10 時間受講），

万里の長城，紫禁城，北京ダック，京劇・曲芸鑑賞等の観光コース（別料金：約 1 万円） 
申込受付期間：平成 19 年 5 月 18 日（金）～6 月 8 日（金） 
 
スケジュール 
4 月 27 日（金） 第一回説明会（M301，12:35～13:15） 
5 月 18 日（金） 第二回説明会（M301，12:35～13:15） 
5 月 18 日（金） 申込み開始（受付：朱春躍まで） 
6 月 8 日（金） 申込み締切り・参加者確定 → 締切日，6 月 20 日（火）に延期 
7 月 20 日（金） 第一回オリエンテーション 12:35～13:15 （M301) 
8 月 6 日（月） 第二回オリエンテーション 14:00～16:00 （M301) 
8 月 11 日（土） 出発（関西国際空港集合）当日北京外大到着 
9 月 1 日（土） 帰国（関西国際空港解散） 
10 月上旬 研修報告会（予定） 

（国際コミュニケーションセンターHP http://solac.cla.kobe-u.ac.jp/index.html） 
 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，外国語科目を充実させたこと，ランゲージ・ハブ室や

CALL 教室といった語学学習環境を整備したこと及び学生が積極的にそのような

施設・設備を活用していること等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画２

－１を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断

する。 
 
 

○ 小項目３「学部における専門教育では，全学共通教育との有機的な連携を図り，各学部の理

念と目標に従って，学生に基礎的な専門性と幅広い視野を身に付けさせるような教育を行

う。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 
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計画３－１ 「平成１６年度から，新入生全員に対し情報倫理，情報機器操作等の内容を習得

させるため「情報基礎」を新設，提供することにより，適正かつ充実した情報処

理教育を進める。」に係る状況 
 

平成 16 年度から，全学必修科目として一般的な情報系科目である「情報科学」とは別

に，本学独自の科目として「情報基礎」を新設した《資料 26》。この科目は，現代のネット

ワーク社会で必要となる，ネットワーク上でのコミュニケーションのマナーやセキュリティ

に関する基礎知識等の情報リテラシーを習得するためのものである。 
テキストとして「情報基礎 2004」を作成（その後 Web 化した上で適宜改訂）し，講義

資料及び通常マニュアルとしての利用を図ったほか，授業時間外及び学外からでも自学自

習が可能なように，専用の e-Learning システム（課題評価システムや出欠管理システム

等を含む）等の準備を経て開講しており，全学必修とした当該科目は，単なる情報機器操

作技術の習得だけでなく，情報倫理を含めた本学における情報リテラシーの浸透に貢献し

ている《資料 27》。 
 
《資料 26：「情報基礎」シラバス》 
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（平成 19 年度電子シラバス） 

 
《資料 27：Web 教材「情報基礎２００８」》 
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（学術情報基盤センターHP http://johokiso.center.kobe-u.ac.jp/） 

 
 

計画３－２ 「学生が社会現場で自ら学ぶための海外インターンシップや留学等の制度を一層

充実すると同時に，ＵＭＡＰ（アジア太平洋大学交流機構）等への参加を通じて，

国際交流を促進する。」に係る状況 
 

平成 16 年度に学生の海外インターンシップ支援として，渡航費，滞在費等の一部を神

戸大学国際交流事業促進基金から補助する制度を創設して，夏期休業期間中に毎年５名の

学生をアメリカワシントン州にある兵庫県ワシントン州事務所及び西オーストラリア州パ

ースにある兵庫文化交流センターに派遣した。また，海事科学部では学部独自で渡航経費

等一部を補助し，毎年１ヶ月間，大学院生１～２名を日本海事検定協会シンガポール事務

所に派遣した《資料 28，29》。 
また，海外留学支援として，神戸大学国際交流事業促進基金から渡航費等の補助を平成

16 年度から開始した《資料 30》。 
その他，海外研修として，医学部では学生が医療現場で自ら学ぶための海外短期研修と

して５，６年生をマヒドン大学他 7 大学へ，農学部・農学研究科では海外学生実習にハノ

イ農科大学に派遣した《資料 31，32》。医学部の海外短期研修は，「基礎配属実習」の単位

として認定している。 
さらに，平成 18 年度に台湾で開催された「UMAP 交換留学生国際フォーラム」に，日

本国内委員会事務局を通じて本学学生１名（日本から 5 名）が参加した。 
 
《資料 28：海外インターンシップ実施状況一覧》 

実施年度 派遣先 派遣

人数
就業期間 補助金* 

兵庫県ワシントン州事務所 
（シアトル） 2  H.16.8.25～9.15 

（22 日間） 
平成 16 年度 西オーストラリア州   

兵庫文化センター  
（パース） 

2  H.16.8.16～9. 3 
（19 日間) 

 兵庫県ワシントン州事務所

（シアトル） 3  H.17.8.24～9.14 
（22 日間) 

平成 17 年度 

西オ ストラリア州   2  H.17.8.17 9. 7 

300 千円 
／人 
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兵庫文化センター  
（パース） 

（22 日間) 

兵庫県ワシントン州事務所 
（シアトル） 3 H.18.8.23～9.13 

（22 日間) 
平成 18 年度 西オーストラリア州   

兵庫文化センター  
（パース） 

2 H.18.8.16～9.6 
（22 日間) 

兵庫県ワシントン州事務所 
（シアトル） 3 H.18.8.23~9.12 

（21 日間） 
平成 19 年度 西オーストラリア州   

兵庫文化センター  
（パース） 

1 H.18.8.23~9.12 
（21 日間） 

200 千円 
／人 

＊神戸大学国際交流事業促進基金による海外派遣経費補助    
（交流実績を基に作成） 

 
《資料 29：海事科学部・海事科学研究科における海外インターンシップ支援実績》 

年度 派遣先企業等 派遣国 派遣 
人数 期間 業務概要 

16 （社)日本海事検定協会

シンガポール事務所 シンガポール ２ 11 月 21 日～

12 月 20 日 
海上貨物等の鑑定，検査業

務の補助 

17 （社)日本海事検定協会

シンガポール事務所 シンガポール １ 8 月 17 日～

9 月 17 日 
海上貨物等の鑑定，検査業

務の補助 

18 （社)日本海事検定協会

シンガポール事務所 シンガポール １ 3 月 4 日～ 
3 月 19 日 

海上貨物等の鑑定，検査業

務の補助 

19 （社)日本海事検定協会

シンガポール事務所 シンガポール １ 8 月 26 日～

9 月 18 日 
海上貨物等の鑑定，検査業

務の補助 
（交流実績を基に作成） 

 
《資料 30：海外留学支援実績一覧表》 

年度 １回目 
支援人数

派遣先 ２回目 
支援人数

派遣先 合計 

平成 16 年度 1 アメリカ 16 イギリス（５），アメリカ（４），フ

ランス（２），フィリピン（２），中

国，ベトナム，ドイツ 

17 

平成 17 年度 1 韓国 12 アメリカ（５），イギリス（３），フ

ランス，中国，ラオス，オーストラ

リア 

13 

平成 18 年度 3 イタリア，オーストラリ

ア，アメリカ 
14 中国（３），アメリカ（２），イギリ

ス（２），イタリア，ドイツ，ポーラ

ンド，ベトナム 

17 

平成 19 年度 1 フランス 15 アメリカ（８），フランス（３），ド

イツ（２），イギリス，ポーランド 
16 

（支援実績を基に作成） 
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《資料 31：医学部医学科学生の海外派遣状況》 

男 女
タイ マヒドン大学 5 4週間 1 3
シンガポール シンガポール大学 5 6週間 1 1

ハワイ大学 6 4週間 2
ハーバード大学 5 1週間 2 2

オーストラリア 西オーストラリア大学 6 7週間 1 1
マレーシア 国際医療大学 5 5週間 2
韓国 東亜大学校 5 2週間 2 1
タイ マヒドン大学 5 4週間 2 2
シンガポール シンガポール大学 5 6週間 2

ハワイ大学 6 4週間 2
ハーバード大学 5 1週間 3
ピッツバーグ大学 6 2週間 2

オーストラリア 西オーストラリア大学 6 4～6週間 1 1
マレーシア 国際医療大学 5 4週間 2
韓国 東亜大学校 5 2週間 1
タイ マヒドン大学 5 4週間 2 2

5 4週間 2
5 6週間 1

韓国 東亜大学校 5 2週間 1 1
5 4週間 2
5 5週間 1

ハワイ大学 5 4週間 2
ハーバード大学 5 1週間 4
ピッツバーグ大学 5 2週間 2

タイ マヒドン大学 5 4週間 3 1
シンガポール シンガポール大学 5 6週間 1 1
韓国 東亜大学校 5 2週間 2
マレーシア 国際医療大学 5 4週間 1 1

ハワイ大学 5 4週間 2
アメリカ ハーバード大学 5 1週間 1 1

ピッツバーグ大学 5 2週間 2
オーストラリア 西オーストラリア大学 5 2週間 1

19年度

派遣国名年度
人数派遣

期間学年大学名

16年度
アメリカ合衆国

17年度
アメリカ合衆国

18年度

シンガポール シンガポール大学

マレーシア 国際医療大学

アメリカ合衆国

 
（医学研究科 HP http://www.med.kobe-u.ac.jp/global/g_student.html） 

 
《資料 32：平成 19 年度熱帯農学海外演習報告書（抜粋）》 
期間： 2007 年 9 月 16－21 日 
演習国： ベトナム 
主な演習先： ハノイ農科大学（HAU)，National Institute of Vegetable and Fruit Research, Phung Cong commune of 
horticulture and ornamental planting in Hung Yen Province，Halong Bay 
参加者： 農学研究科２回生（16 名），３回生（22 名） 
引率者： 伊藤教授（熱帯有用植物学），石井准教（植物育種学），池川（戦略的国際化推進プログラムスタッフ） 

（平成 19 年度熱帯農学海外演習報告書から抜粋） 
 
 

b)「小項目３」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている 
（判断理由） 当該小項目の状況として，本学独自の「情報基礎」科目を開講したことや海外イ

ンターンシップや海外留学の支援を積極的に行ってきたこと等を踏まえ，計画３－

１，２を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判

断する。 
 
 

○ 小項目４「博士前期（修士）課程の教育においては，各専門領域に関する基礎から応用及び

先端まで学べる教育体制の充実を目指す。また，研究者と高度専門職業人の養成及び社会人

と留学生の受け入れを促進する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画４－１ 「博士前期（修士）課程においては，各研究科の理念と目標を達成するために学

生受け入れ方針と教育体制の整合性を平成１８年度までに見直し，その特徴を再

規定して個性を発揮しうる教育体制を確立する。」に係る状況 
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各研究科の理念と目標を達成するために学生受け入れ方針と教育体制の整合性を見直し，

平成 19 年４月に，「文学研究科」，「文化学研究科」，「総合人間科学研究科」を「人文学研

究科」，「国際文化学研究科」，「人間発達環境学研究科」に，「自然科学研究科」を「理学研

究科」，「工学研究科」，「農学研究科」，「海事科学研究科」の 4 研究科に改組・再編し，各

分野の教育の特色を発揮しうる教育体制とした。また，人材養成に関する目的，教育研究

上の目的については，改組・再編を行わなかった研究科も含めて大学ホームページ等で公

表した《前掲資料２》。 
また，平成 20 年４月には，「医学系研究科」を，「医学研究科」と「保健学研究科」に

改組・再編し，より研究分野の特性を発揮しうる教育体制とした。 
この他，学内の自然科学系研究センター群を統合して平成 19 年４月に設置した自然科

学系先端融合研究環では，融合研究を推進する体制を確立するとともに，先端研究の成果

を理，工，農，海事の各研究科における教育に還元する体制を確立した《資料 33，後掲資

料 44》。 
 
《資料 33：自然科学系先端融合研究環による教育プログラム》 

 
（自然科学系先端融合研究環 HP http://www.oast.kobe-u.ac.jp/education/index.html） 

 
 

計画４－２ 「各研究科において高度な専門的知識・技術を持った職業人養成を推進するとと

もに，専門職大学院創設の可能性を検討する。」に係る状況 
 

社会人教育の充実を図るため，経営学研究科専門職学位課程（MBA プログラム）の入

学定員を増やした（定員 54 名→69 名）《別添資料２：経営学研究科及び経営学部の改組に

ついて》。 
学生の多様なニーズに対応するため，平成 20 年度に，経済学部夜間主コースの募集を

停止し，経済学研究科博士前期課程の２専攻（入学定員 68 名）を経済学専攻の１専攻（入

学定員 83 名）に再編することを決定した《別添資料３：経済学研究科及び経済学部の改組

について》。 
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また，海事科学研究科では，水先案内人をはじめ，船舶検査官，海難審判官等の養成の

ため，海事系専門職大学院の設置の可能性について検討を行った《資料 34》。 
 
《資料 34：海事系専門職大学院設置の検討状況について》 

海事専門職大学院等について 
 
○専門職大学院関係 
１．海事専門職大学院の社会的ニーズ 
① 国土交通省が，水先人不足から水先人養成教育を推進している。 
② 国土交通省交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフラ部会答申素案に，優秀な日本人海技者の確保・育成の

ための施策として，海事専門職大学院設置の検討を掲げている。 
③ ３級水先人については，全国で毎年２５人の養成が必要とされており，平成 20 年 10 月から水先人養成教育をス

タートする。 
④ 海事科学研究科は，水先人養成施設として登録され，大学院前期課程の中で水先人養成教育を行うこととしてい

る。（神戸大学 10 人，東京海洋大学８人，海技大学校７人） 
 

２．課題 
① 専任教員（９人）の確保が困難である。 
② 従来から，海技者教育については，文科省と国土交通省との協議の下，東京海洋大学と協力を行いながら進めて

きているため，各機関との協議が必要と思われる。 
（海事系大学院設置検討資料から抜粋） 

 
 

b)「小項目４」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，各研究科の理念と目標を達成するため改組を行い，よ

り専門性に沿った基礎から応用・先端までの教育が出来る体制を整備したこと，特

に，理系の先端研究の教育への還元については，自然科学系先端融合研究環を設置

し体制を整備したこと及び社会的ニーズの高い専門職業人の育成を積極的に行う

ため定員増を図ったこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画４－１を

「良好」，計画４－２を「おおむね良好」と判断したことから，当該小項目の達成

状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目５「博士後期（博士）課程の教育においては，独創性・創造性に富み「知のフロンテ

ィア」を開拓する能力を有し，教育研究面での国際的貢献に寄与する人材の養成を目指す。」

の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画５－１ 「博士後期（博士）課程においては，有能な研究者を養成するため，学生に学内

外の共同研究や研究集会への参加と発表を促し，国際性を身に付けさせる指導体

制を強化する。」に係る状況 
 

平成 14 年度から，全研究科学生を対象に，外国において行う研究発表時の経費を援助す

る大学院海外派遣援助事業を実施し，より多くの学生に研究発表の機会を与えてきた《資料

35》。 
この他，学生に国際性を身に付けさせるための研究科独自の取組として，例えば，経済学

研究科では，レフェリー付き雑誌に論文が採択された大学院生に六甲台研究奨励賞を授与し

ており，平成 19 年度は 16 名（うち英文執筆９名）に授与した《資料 36》。また，経営学研

究科では，平成 18 年度から英語論文の校閲のための補助制度を開始し，平成 19 年度末まで

に 10 件の補助を行った。 
医学系研究科では，平成 19 年度に，「統合的膜生物学の国際教育拠点」プログラムが文部

科学省の「グローバル COE プログラム」に採択された。採択に伴い設置した膜生物学リサ

ーチリーダー育成コースには，膜生物学に関する広い知識・方法論と研究創生・国際的活動

能力を養う教育を行うため，７名の大学院生（博士課程）を選抜した《資料 37》。また，「拠

点融合型プロフェッショナル臨床教育」が，文部科学省の「大学院教育改革支援プログラム」
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に採択されたことに伴い設置した，「プロフェッショナル臨床医教育プログラム」の学生の

中から 11 名を海外へ派遣することとした。 
海事科学研究科では，国際性に富む人材を育成するため，国際インターンシップとして日

本海事検定協会シンガポール事務所へ１ヶ月派遣するとともに，国内インターンシップにも

派遣した《前掲資料 29》。 
国際協力研究科では，海外フィールドワークや，インターンシップを教育課程に取り入れ

た《資料 38》。 
 
《資料 35：大学院海外派遣援助事業による派遣実績》 
 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 計 
人文学研究科    2 2
文化学研究科 3 4 3 2 12
国際文化学研究科    1 1
総合人間科学研究科 2 6 5 3 16
人間発達環境学研究科     0
法学研究科     0
経済学研究科 1 1  3 5
経営学研究科 2 2  2 6
理学研究科    3 3
医学系研究科 13 11 9 5 38
医学部保健学科 1 2 1 2 6
工学研究科    3 3
農学研究科    1 1
海事科学研究科     0
自然科学研究科 19 23 19 15 76
国際協力研究科   1 1 2

合    計 41 49 38 43 171
（派遣実績を基に作成） 

 
《資料 36：平成 19 年度六甲台研究奨励賞受賞業績》 
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（経済学研究科 HP http://www.econ.kobe-u.ac.jp/rokkou/shoureishou/kishimoto.html） 

 
《資料 37：グローバル COE 採択プログラムにおける若手研究者養成のスキーム》 
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（医学研究科 HP http://www.research.kobe-u.ac.jp/fmed-gcoe/jpn/personnel/） 

 
《資料 38：海外フィールドワーク，海外インターンシップの教育課程への組込》 

 
（国際協力研究科規則から抜粋） 

 
 

b)「小項目５」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，教育研究面での国際的貢献に寄与する人材育成のため

に学生に積極的な研究発表を促す支援を全学レベルでも研究科レベルでも実施し

たこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画５－１を「良好」と判断す

ることから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

②中項目２の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
   （判断理由） 小項目１～４を「達成状況が非常に優れている」，小項目５を「達成状況が良好

である」と判断することから，当該中項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 全学共通教育カリキュラムの抜本的改革について検討し，新高校教育課程
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を経た者に対応するため，平成 18 年度から教養原論科目（教養教育の根幹

をなす科目群）の開講科目数を 32 科目から 66 科目に，開講コマ数を 142
コマから 206 コマに大幅に増加させ，教育内容の充実を図るとともに，一

科目当たりの平均受講者数の適正化を更に進めた。（計画１－１） 
２． 全学の外国語教育の実施主体である国際コミュニケーションセンターでは，

学生の多様な教育ニーズに対応するため，平成 18 年度に全学共通教育の外

国語Ⅰにアドバンスト科目（上級年次用），外国語Ⅱに SA・SB 科目を開設

し，外国語カリキュラムの改善・充実を図るとともに，平成 19 年度には新

たに外国語Ⅲ科目を開講した。また，外国語運用能力の向けて，ランゲージ

ハブ室，英語プレゼンテーション実習室及び CALL 教室を設置した。（計画

２－１） 
３． 国際コミュニケーションセンターでは，外国語運用能力，特にプレゼンテ

ーション能力の向上を目差して「PEP コース導入による先進的英語教育改

革：総合大学におけるプロフェショナル・イングリッシュ・プレゼンテーシ

ョン能力育成プログラムの開発」（平成 17 年度「現代的教育ニーズ取組支援

プログラム」に採択）に取り組んでいる。当該コースに対する学生の関心は

高く，本格的開講に向けた英語プレゼンテーションセミナーには授業外であ

るにもかかわらず多数の受講生を集めた（平成 17 年度 170 名，平成 18 年

度 623 名，平成 19 年度 478 名）。このような先行施策を踏まえて，平成 19
年度から正規の PEP 授業をメルボルン大学での集中授業も含めて開講した。

（計画２－１） 
４． 平成 16 年度に，学部専門教育と連携した全学共通教育の一環として，一

般的な情報系の授業とは別に，現代の情報化社会で必要とされる情報リテラ

シーを学習させるための本学独自の科目として「情報基礎」を新設した。当

該科目の講義資料だけでなく，通常のマニュアルとしても利用できるテキス

ト（「情報基礎 2004」：その後 Web 化し，適宜改訂）の作成や，e-Learning
システム（課題評価システムや出欠管理システム等を含む）等の準備を経て

開講した当該科目は，全学必修とし，情報倫理を含めた本学における情報リ

テラシーの浸透に貢献している。（計画３－１） 
５． 兵庫県の海外事務所を海外インターンシップ先として活用し，派遣される

学生固有のレベルに合わせたインターンシップを可能とするとともに，県と

の連携を強固のものとしている。（計画３－２） 
６． 「基礎配属実習」の単位認定に際し，医療制度が異なる国において学生が

研修する機会として，マヒドン大学への海外研修に参加することが選択肢の

一つとして提供している。（計画３－２） 
７． 各分野の教育研究上の特色を発揮し得る体制を構築するために，平成 19

年４月に「文学研究科」・「文化学研究科」・「総合人間科学研究科」を再編・

改組し，「人文学研究科」・「国際文化学研究科」・「人間発達環境学研究科」

を設置した。また，「自然科学研究科」を「理学研究科」・「工学研究科」・「農

学研究科」・「海事科学研究科」の４研究科に改組した。さらに，「医学系研

究科」を改組して，平成 20 年４月に「医学研究科」と「保健学研究科」を

設置することを決定した。この新研究科では，各研究科の理念と目標を達成

するために，学生受け入れ方針と教育体制の整合性を見直した。（計画４－

１） 
８． 法人化以前から，外国において研究発表を行う際の経費を援助してきたこ

とに加え，レフェリー付き雑誌への採択者に対する表彰や英文論文に関する

経費的支援，国際インターンシップの単位認定等の各種支援を，研究科の特

性に応じて行った。（計画５－１） 
９． グローバル COE に採択された「統合的膜生物学の国際教育研究拠点」プ

ロジェクトでは，膜生物に関する幅広い知識と国際的活動能力を涵養するた

め，３段階からなる若手研究者独立支援プログラムを開始した。（計画５－

１） 
   （改善を要する点） 特になし 
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   （特色ある点） １． 水先案内人を始め，船舶検査官，海難審判官等の養成のため，海事系専

門職大学院設置の可能性の検討を行った。（計画４－２）  
 
 

（３）中項目３「教育内容等に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「教育理念と目標を達成するための整合性かつ一貫性のある教育課程の構築を図

る。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「教育理念に基づき，新しい学問研究の動向や社会的ニーズを勘案し，学生の学

問に対する意欲と目的に対応できる新たな授業科目の設定など教育課程の改善

を行う。」に係る状況 

 
教育理念に基づき，新しい学問研究の動向や社会的ニーズを勘案し，教育改革プログラム

に積極的に応募する等して，教育課程の改善を行ってきた。本学では，平成 16～19 年度に

かけて，以下のプログラムに多数のプロジェクトが採択されている。（採択された個々のプ

ロジェクト名については，《資料 39》参照のこと。） 
『特色ある大学教育支援プログラム（特色 GP）』  １件 
『大学院教育改革支援プログラム』  ５件 
『「魅力ある大学院教育」イニシアティブ』  ６件 
『現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代 GP）』  ５件 
『大学教育の国際化推進プログラム』  31 件 
『社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム』  １件 
『専門職大学院等教育推進プログラム』  ２件 
『法科大学院等専門職大学院教育推進プログラム』  １件 
『法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム』  ２件 
『資質の高い教員養成推進プログラム』  １件 
『地域医療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム』  ２件 
『地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラム』  １件 
『がんプロフェッショナル養成プラン』  １件 
このうち学士課程教育における反映例を挙げると，例えば，都市安全研究センター，工学

部，文学部が中核となり，地域社会と協力して実施している「震災教育システムの開発と普

及-阪神淡路大震災の経験を活かして」（平成 17 年度現代 GP 採択）の研究成果は，工学部

の平成 18 年度総合科目Ⅱ「阪神・淡路大震災」に反映しており，平成 19 年度からは全学共

通授業科目の教養原論で「阪神・淡路大震災」として採用している。「アートマネジメント

教育による都市文化再生」（平成 19 年度現代 GP 採択）に関しては，国際文化学部において

「アートマネジメントと都市文化」他 2 科目を臨時授業科目として開設した。 
教育改革プログラムを活用した教育改善以外の例として，工学研究科では，医工連携コー

スの新規展開と推進を図るため，コース設立一周年記念シンポジウムを平成 20 年２月に開

催した。また，同研究科のマルチメジャーコースは，平成 19 年度から正規科目「学際工学

特論」として衣替えし，「経営概論コース」「安全と共生の都市学コース」を加え，内容の更

なる充実を図った。さらに，平成 19 年度から開始された先端的 IT スペシャリスト人材育成

コースでは，大阪大学との大学連合でソフトウェアに関するスペシャリストの人材育成を行

った。派遣型人材育成コースでは COOP 教育による実践的開発研究を通じ，新たな受入企

業の確保に努めた。その他，各部局の改善事例については，《資料 40》に示すとおりである。 
 
《資料 39：文部科学省の教育改革プログラムに採択されたプロジェクト》 

採択年度 プロジェクト名 

◆特色ある大学教育支援プログラム 
平成 19 年度 ○ 協働の知を創造する体系的 IPW 教育の展開－多職種の医療人による協働を基盤にしたカリキュラム

の開発－ 
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◆大学院教育改革支援プログラム 
平成 19 年度 ○ 文化情報リテラシーを駆使する専門家の養成  

○ 正課外活動の充実による大学院教育の実質化  
○ 経営学研究者の先端的養成プログラム  
○ 大学連合による計算科学の最先端人材育成 
○ 拠点融合型プロフェッショナル臨床医教育 
 

◆「魅力ある大学院教育」イニシアティブ 
平成 17 年度 ○ 国際水準に挑む次世代政治学研究者養成計画 

○ 教育組織と手法の Re-bundling (共同研究を軸とする経済学の先端教育) 
○ 経営学研究者養成の先端的教育システム 
○ 国際交流と地域連携を結合した人文学教育 
○ 国際政策学研究者養成に向けた大学院教育 
○ 生命医科学リサーチリーダー育成プログラム 
 

◆現代的教育ニーズ取組支援プログラム 
平成 19 年度 ○ アートマネジメント教育による都市文化再生－阪神地域の文化・芸術復興を目指す教育カリキ

ュラムの開発－  
○ アクション・リサーチ型ＥＳＤの開発と推進－学部連携によるフィールドを共有した環境教育

の創出－ 
 

平成 17 年度 ○ 震災教育システムの開発と普及―阪神淡路大震災の経験を活かして―  
○ PEP コース導入による先進的英語教育改革: 総合大学におけるプロフェッショナル・イングリ

ッシュ・プレゼンテーション能力育成プログラムの開発 
 

平成 16 年度 ○ 地域歴史遺産の活用を図る地域リーダーの養成 
 

◆大学教育の国際化推進プログラム 
平成 19 年度 ○ 三極連携による複数学位共同教育プログラム (アジア研究の専門的人材養成における日・欧米・

亜の国際協力  
○ 大学院教育の国際展開と国際的人材育成 
○ 海外先進研究実践支援 7 件 
 

平成 18 年度 ○ 国際海事セキュリティ管理の高度教育推進 
○ 海外先進教育実践支援 1 件 
○ 海外先進研究実践支援 5 件 
 

平成 17 年度 ○ アジア農業戦略に資する国際連携教育の推進―国際的指導者を育成する革新的な学部連携教育

プログラムの開発― 
 

平成 16 年度 ○ 海外先進研究実践支援 14 件 

◆社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム 
平成 19 年度 ○ 医療用デバイス開発コーディネート人材育成プログラム (共同プロジェクト) 

 
◆専門職大学院等教育推進プログラム 
平成 19 年度 ○ 実務科目等の内容の明確・標準化の調査研究 (共同プロジェクト)  

○ 総合法律教育に関する手法と教材の開発－法領域横断的な複合問題に対応できる法曹の養成－

 
◆法科大学院等専門職大学院教育推進プログラム 
平成 18 年度 ○ 大学と企業における経営教育の相乗的高度化―B-C スクール連携の仕組みづくりと高度専門職教材

の開発― 
 

◆法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム 
平成 16 年度 ○ 実務基礎教育の在り方に関する調査研究 (共同プロジェクト) 

○ プロジェクト方式による MBA 教育の高度化 
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◆資質の高い教員養成推進プログラム 
平成 18 年度 ○ 地域文化を担う地歴科高校教員の養成－我が国の人文科学分野の振興に資する国立大学と公立

高校の連携プロジェクト－ 
 

◆地域医療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム 
平成 19 年度 ○ Ｄ＆Ｎブラッシュアップ教育の組織的展開－女性医師・看護師の職場復帰に向けたネットプロ

グラム・キャッチアッププログラムの開発－  
○ 先進的ＣＲＥＳＰによる臨床研究教育の改革－神戸ローカル医療クラスターにおけるクリニカ

ル・リサーチ・エキスパート特修プログラム (ＣＲＥＳＰ) の開発－ 
 

◆地域医療等社会的ニーズに対応した医療人教育支援プログラム 
平成 17 年度 ○ 総合病床でのクリニシャンエデュケーター養成 

 
◆がんプロフェッショナル養成プラン 
平成 19 年度 ○ 6 大学連携オンコロジーチーム養成プラン－近畿圏のがん医療水準の向上と均てん化を目指し

た国公私立大連携プロジェクト－ (共同プロジェクト) 
 

（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/education-reform-projects/index.htm） 
 
《資料 40：学問研究の動向や学生・社会からのニーズに対応した教育課程の改善事例》 
①他学部の授業科目の履修，②他大学との単位互換，③インターンシップ，④編入学への配慮，⑤修士課程教育との連携 

学 部 学生のニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等を踏まえた教育課程の編成への配慮 
①②④⑤ 文学部 

そ
の
他 

○ 「地域歴史遺産保全活用基礎論（Ａ）（Ｂ）」： 歴史を専門とする大学教員，文化財行

政に携わる自治体職員，博物館・資料館等の職員，地域文化を活かしたまちづくりを進める

市民などが順次教壇に立つオムニバス形式の授業を，毎年２回（前後期各１回。内容は異な

る）開講している。 
○ 「地域歴史遺産保全活用演習（Ａ）（Ｂ）」： 毎年度前期に，宿泊を伴う集中講義とし

て，古文書の読解及び整理・修復を行う地域歴史遺産保全活用演習を開講している。既習者

と未習者とを分け，既習者はチームで協力しながら古文書の整理・修復を行い，未習者は複

数の教員の指導で古文書の読解に努める。古文書の取り扱いを指導する講義も行われる。博

物館実習 C の事後実習としての履修も認めている。 
○ 「博物館実習 C」： 学芸員資格の取得を目指す学生が，４年次に地域の博物館・美術館

等で実習を行っている。 
○ 神戸大学全学の歴史文化に関わる学部横断的カリキュラムを試行した。 

①②③ 国際文化学部 
そ
の
他

○ 平成 19 年度の現代ＧＰに「アートマネジメント教育による都市文化再生」が採択されたた

め，それを受けて「アートマネジメントと都市文化」他 2 科目を臨時授業科目として開設し

た。 
①②③④ 発達科学部 

そ
の
他 

○ 地域社会との密接な関わりの中で取り組む臨床的，実践的研究につながる学科横断的な教

育を行うための発達支援論コースを設置し，「ヘルスプロモーション」，「子ども・家庭支援」，

「ボランティア社会・学習支援」，「ジェンダー研究・学習支援」，「障害共生支援」，「労働・

成人教育支援」など，社会的要請の高い課題領域に関わる教育を，アクション・リサーチの

方法論を用いて展開している。 
①②③④⑤ 法学部 

そ
の
他 

○ EUIJ 関西提携の近隣大学における関連授業科目の履修を認め，単位認定を行っている。 
○ ジャーナリズム・プログラムとして，「国際ジャーナリズム」「国際報道」を複数の新聞社

と提携して開講し，単位認定を行っている。 
○ 博士課程前期課程専修コースとの連携として，法学研究科社会人コース・専修コース特殊

講義で，法学部生にも受講が認められている科目の成績が優秀な場合，当該単位を大学院で

の修得単位に算入する「既修得単位認定制度」が設けられている。 
経済学部 ①②④⑤ 
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そ
の
他 

○ 学生のニーズの多様化に応え，社会人による特別講義を開講している。 
○ 学習意欲の高い学生に対しては，少人数（20 名程度）のアドヴァンスト・コースを設け，

特別演習（２単位），特別演習Ⅱ（４単位）を３科目以上，外国書講読（４単位），大学院・

学部共通授業科目 12 単位を修得した学生には同コースの修了証書が授与される。また，同コ

ースの学生が本学経済学研究科に進学した場合，学部時代に修得した大学院・学部共通授業

科目 10 単位を上限として研究科の必要修得単位数に算入することを認めている。 
○ 経済学部が提供する科目以外に，同じく社会科学系学部である経営学部，法学部を中心に，

他学部科目の履修を認めている。他大学との単位互換では，本学が幹事校となっている EUIJ
関西の Certificate プログラムを利用した，大阪大学，関西学院大学の EUIJ 科目の履修を認

めている。 
①②④ 経営学部 

そ
の
他 

○ 英語による授業科目や，わが国の代表的な企業人を非常勤講師として採用する「トップマ

ネジメント講座」，中堅企業人を専任教員として採用する「社会人専任教員制度」を設けてい

る（平成 19 年 5 月 1 日現在、６人在籍）。これは，現実の企業経営に根付いた経験とその背

後にある経営の知識や知恵に触れるとともに，学部学生にとってのロール・モデル（役割手

本）としての本学卒業生に接する貴重な機会となっている。 
○ 最近の学部学生の資格志向の高まりを受け，公認会計士や税理士といった高度会計職業人

を育成するための特別プログラム「会計プロフェッショナル育成プログラム」を開設してい

る。 
○ 全学共通教育科目「企業と経営」等で他学部学生を対象とした実践的な経営教育を実施し

た。 
①②④⑤ 理学部 

そ
の
他 

○ 主に高等専門学校卒業生と専門領域の異なる大学生を対象とし，学部 3 年次編入制度を設

けている。学科により編入生担当教員や学年担任を置くところもあるが，教務委員を中心と

した入学前からの指導体制をとっている。特に数学科では合格から入学までの６ヶ月間通信

添削を行って編入生がスムースに学部教育を受け入れられるよう配慮している。 
○ 学生の学習環境の充実の一環として平成 16 年２月に明石工業高等専門学校との単位互換

協定を結んでおり，これまで１名の理学部学生が合計４単位を取得するとともに，明石工業

高等専門学校学生５名が 17 単位を取得している。 
①②④ 医学部 

（医学科） そ
の
他

○ 外国の大学を含む他大学の授業科目を履修することも当該大学との協定に基づき可能であ

り，医学部医学科では５年次学生海外派遣を６年次臨床配属実習のユニットと互換させてい

る。 
④ 医学部 

（保健学科） 
そ
の
他 

○ 文部科学省が実施する「特色ある大学教育支援プログラム」（特色ＧＰ）に「協働の知を創

造する体系的ＩＰＷ教育の展開－多職種の医療人による協働を基盤にしたカリキュラムの開

発－」が採択され，４年間を通じて，医学科との協働を含め，学生にチーム医療の重要性を

教授すると共に，患者さん本人に講義，演習に参加してもらい患者主体型の講義を進めてい

る。 
①②③④ 工学部 

そ
の
他 

○ 工学部市民工学科で実施される教育プログラムは，社会の要求を満たす技術者教育プログ

ラムとして，日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）の認定を受けており，本プログラムを

修了した者には，ＪＡＢＥＥプログラム修習技術者の資格が与えられることとなる。 
○ 新たに「技術経営導入講座（MOT）」を開講した。 

農学部 ①③④ 
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そ
の
他 

○ 倫理観，自主性を養う科目の履修： 技術者倫理を涵養するための科目「技術・社会・倫

理」，発表・討議により自主性，創造力を高める学科共通導入科目「バイオシステム工学通論」

等，更に地域連携に関する科目「兵庫県農林水産行政論」を設定している。 
○ ３年次編入制度： 主に，高等専門学校卒業生と専門領域の異なる大学生を対象とした学

部３年次編入制度を設け，学習歴の異なる編入学生からの履修指導の要求に対し，教務委員

とチューター教員による指導体制を敷いている。学部３年次編入学生への配慮として，入学

前の既修得単位を，65 単位を上限として認定している 
○ ＪＡＢＥＥ認定プログラム： 食料生産環境工学科において，複数のＪＡＢＥＥ認定プロ

グラムが運用されており，技術者教育の質の確保に対する社会の要請への対応が採られてい

る。 
○ 大学教育の国際化推進プログラム： 平成 17 年度に採択された文部科学省「大学教育の国

際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）」において，「熱帯農学海外演習」と「アジア農

業環境海外演習」などが隔年で実施されており，国際的コミュニケーション能力や国際的視

点に基づく分析能力の涵養，社会からの要請に対応する内容により，教育目的の達成が図ら

れている。 
①②③④ 海事科学部 

そ
の
他 

○ 海事科学に関連して社会的要請と関心が高い事項に対応するために，学部基礎科目の中に

「環境総論」，「輸送総論」を開設し，様々な分野の専門家である専任教員がリレー方式で講

義を担当している。 
○ 社会的ニーズに対応した科目として「海事社会のキャリアパス」，「海事産業社会事情」を

各界で活躍している実務者を講師として招き，将来海運企業を中心とする海運産業界で貢献

できるための教育を目的とした特別講義を実施している。 
（各部局の自己点検・評価報告書を基に作成） 

 
 

b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，積極的に教育改革プログラムに申請し，多数のプロジ

ェクトが採択され，教育改善を図ってきたこと，その他にも各学部において学問分

野の動向や社会のニーズに対応した教育課程の編成を進めてきたことが挙げられ

る。このような状況を踏まえ，計画１－１を「良好」と判断することから，当該小

項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目２「学際性を重視した柔軟な教育課程の編成を目指す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「学部・学科，研究科・専攻を越えた横断的な履修制度について検討を進める。」

に係る状況 

 
各部局において，様々な形式による横断的履修制度を検討・推進した。例えば，人文学

研究科では，現代 GP に採択された「地域歴史遺産の活用を図る地域リーダー養成」に関

連して，全研究科学生が履修可能な「地域歴史遺産活用研究」を試行した《資料 41》。経

済学部では，アドヴァンスト・コースを選択した学生を対象に，大学院科目を履修できる

環境を整えた《資料 42》。医学部保健学科では，様々な職種の医療人が共同してケアに当

たる IPW 教育として，医学科・保健学科学生を対象とした共通授業を開始した《資料 43》。
自然科学系４研究科では，研究科横断型の教育として，自然科学系先端融合研究環の重点

研究チームが中心となって「先端融合科学特論Ⅰ，Ⅱ」，「自然科学系プログラム教育コー

ス」を展開した《前掲資料 33，資料 44》。加えて，工学研究科では，専攻横断的履修制度

として「マルチメジャーコース」を展開した《資料 45》。 
また，関西における欧州連合（EU）の高度な学術研究，教育・広報活動の推進及び日本・

EU 間の国際交流拠点のひとつとして，EU インスティテュート関西（EUIJ 関西：神戸大

学を幹事校とする関西学院大学，大阪大学とのコンソーシアム）を設立し，EU から資金

援助を受けながら，EU 教育研究プログラムを展開した。このプログラムは，法学及び経
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済学を中心とした学部・研究科，学科・専攻横断的プログラムであるだけでなく，大学横

断的なプログラムでもある《資料 46》《別添資料７：EUIJ 関西が提供するカリキュラム》。 
さらに，経済学研究科と理学研究科において，それぞれの研究科における教育の特色を

尊重し，相互の教育交流を推進するため，平成 19 年度に部局間協定を締結し，cross faculty 
教育を開始する準備を整えた《資料 47》。 

 
《資料 41：研究科横断的履修例 人文学研究科》 

授 業 科 目 名 単位数 
人文学研究科 

（2007 年度生） 地域歴史遺産活用研究 
文学研究科 

（2006 年度以前生） 地域歴史遺産活用研究Ｂ 
２ 

担当教員名 足立 裕司（工学部）ほか数名 
（リレー講義） 開講曜日・時限 金曜日 １時限 

全研究科学生履修可 ○ 人文学（文学）研究科学

生に限る  専攻学生に限る  
履修指定 

その他  
 

講義内容 
 

題目 
目的 
内容 

 
○ 「地域歴史遺産の保全・継承と活用を考える」 
 現在、多くの地域社会では、それぞれの地域の歴史遺産や文化財を保全活用できる人材の育成

が必要となっている。本講はこうした地域歴史遺産の現状と課題を明らかにするとともに、それ

を守り継承していくための基礎的能力を学ぶことを目的とする。歴史的環境の保全・活用は、多

岐にわたる職能・職域に関係しているため、一つの専門だけでなく、さまざまな領域を包括しう

る能力をもつ人材の育成が望まれている。そこで本講では、前期に開講した「地域歴史遺産保全

活用基礎論 A」をうけ、扱う分野・対象を地域文献史料（古文書等）から、さらに歴史的な建造

物・美術工芸・埋蔵文化財・農業遺産・環境（景観）等に広げ、受講生がこの問題をめぐり幅広

い知識を得られるよう努力する。またそれとともに地域遺産の活用・展示公開に際して配慮すべ

き身障者対応の用件、あるいは博物館運営法等をめぐる基礎的知識の獲得もめざす。リレー講義

の予定は、以下の通り（以下略）。 
 

（平成 19 年度人文学研究科シラバスから抜粋） 
 
《資料 42：学部・研究科を超えた横断的履修例 経済学部アドヴァンスト・コース》 

アドヴァンスト・コースについて 
 
5. コースの内容 
 （1） 特別演習（2 単位）・特別演習Ⅱ（4 単位） 
     アドヴァンスト・コースのために特別に設けられた少人数ゼミナール形式の授業科目。ミクロ経済学， 

マクロ経済学，統計学・計量経済学及び応用経済学の諸分野で，密度の高い中級ないし上級の経済学 
 （2） 大学院・学部共通授業科目 
     大学院のコア科目を学部学生にも上級科目として開放する。 

（経済学部学生便覧から抜粋） 
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《資料 43：学科横断的履修例 医学部体系的 IPW 教育概念図》 

（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/education-reform-projects/index.htm） 
 
《資料 44：自然科学系４研究科横断型履修例》 
○ 先端融合科学特論Ⅰ・Ⅱ 
 総合性の追求や幅広い知識及び学際的視点を有する人材を養成するため４研究科共通の講義を開講 

計算による数理科学の展開 災害リスク減災戦略研究 
最先端加速器で探る素粒子と時空の物理研究 安全と共生の都市学 
創製光分子科学研究 バイオリファイナリー研究 
都市域沿岸環境再生プロジェクト ヘルスバイオサイエンス研究 
蛋白質のシグナル伝達機能研究 循環型地域環境の創成科学研究 
惑星系の起源と進化研究 ゲノム育種研究 
ナノエンジニアリング研究 病害虫・雑草の総合防除研究 
IT 技術とロボティックス技術の融合 環境遺伝子研究 
環境・エネルギー研究 海事環境保全研究 
地域創生のための建設学研究 国際海事社会の知的拠点形成研究 
知的精密生産研究  

 
○ プログラム教育コース 
 理学・工学・農学・海事科学研究科の共同によって魅力的なテーマを選定し，これらを教育プログラム化し，コー

ス修了者に修了認定書を交付するもの 
コース名 連携研究科 授業科目 
ゲノム機能科学 理学研究科・農学研究科 生理学特論Ⅰ，分子遺伝学特論，情報伝

達機構特論，動物ゲノム学，植物遺伝学，

機能ゲノム学 
計算数理 理学研究科・工学研究科 解析学Ⅱ，計算情報数学，数理論理学特

論Ⅰ，数理統計学特論 
海洋環境科学 理学研究科・海事科学研究科 系統分類学特論，人類紀環境科学特論，

海洋環境生化学，海洋環境管理論，海洋

情報解析学 
バイオリファイナリー 工学研究科・農学研究科 生物反応工学，生物化学工学特論，分子
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生物工学，植物分子生物学，植物感染分

子生物学，環境分子制御科学 
減災戦略 工学研究科・海事科学研究科 避難計画特論，震災復興工学，海事安全

管理論，海事技術評価論，災害危機管理

論 
国際食料流通 農学研究科・海事科学研究科 国際食料戦略論，食料産業システム論，

環境情報論，国際交通経済論，ロジステ

ィクス特論，貨物安全輸送論 
  

（各学部・研究科の自己点検・評価報告書を基に作成） 
 
《資料 45：専攻横断的履修例 工学研究科マルチメジャーコース》 

 
（工学研究科 HP http://www.eng.kobe-u.ac.jp/interdisciplinary/index.html） 
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《資料 46：大学横断的履修例 EUIJ 関西が提供するカリキュラムに基づく単位互換》 

 
（EUIJ 関西 HP http://euij-kansai.jp/work/curriculum/index.html） 

 
《資料 47：経済学研究科と理学研究科による部局横断教育のための準備》 

 
（プログラム教育コースに関する協定書） 

 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，学科横断的履修科目や学部・研究科横断型履修制度，

研究科横断型の履修プログラム等を多数開始したことが挙げられる。このような状

況を踏まえ，計画２－１を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を
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上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目３「学部１年次における転換教育・導入教育を重視する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画３－１ 「平成１８年度以降，１年次において高校教育からの移行を円滑にし，かつ自ら

学ぶ態度を養うために全学的に少人数教育の拡充を図る。」に係る状況 

 
高校教育からの移行を円滑にするため，平成 18 年度から入門科目や導入科目を開講する

など，全学部で様々な対応を行った《資料 48》。また，少人数教育として，１年次生向けの

少人数ゼミ（基礎ゼミ）を 10 学部で開講した《資料 49》。各学部とも，カリキュラムの内

容を見直し，更なる充実を図った。例えば，経営学研究科で実施している導入科目「経営

学入門」は，従来「経営学の基礎を学ぶ」ことに重点を置いていたが，平成 19 年度から

は，「経営学を学ぶことの楽しさと意義」を伝えることに重点を置いた講義内容に改めた。 
 
《資料 48：高校教育からの移行を円滑にするための入門科目，導入科目事例》 

学部 科目名 授業概要 
哲学入門，文学入

門，史学入門，知

識システム入門，

社会文化入門 

○ 文学部を構成する，哲学，文学，史学，知識システム，社会文化の 5
大講座で行われている学問の概要や特徴をわかりやすく紹介し，文学部

の研究全体を俯瞰するものである。また学生の専修選択をサポートする

意味も持っている。 
人文学導入演習 
 

○ 人文学の思考方法や研究技法について入門的訓練を行う少人数授業であ

る。 

文学部 
 
 

人文学基礎 
 

○ 人文学の思考方法や研究技法について，人文学導入演習より専門性を高

めた基礎的訓練を行う少人数授業である。 
国 際 文 化 学

部 
基礎ゼミ ○ 大学特有の授業形式である「ゼミ」による勉強の方法を学びます。 

ゼミでは，各人が主体的に勉強を進め，その結果として得た知識や意

見を，同じゼミに出席する他の学生に説明することで更に自分自身での

理解を深めます。 
基礎ゼミでは，資料収集や分析の方法，これらに基づいて自分の意見

を論理的に構成するための考え方，さらには，知識や意見を他人にうま

く伝えるためのプレゼンテーションやレポート作成の方法について学び

ます。 
発達科学部 発達科学演習 ○ 「発達科学演習」は，大学に入ったばかりのみなさんが，今後の大学

での学習を有意義に進めるための基礎として，少人数ゼミ形式で学習・

討論・レポートなどのスキルを学ぶための授業です。このようなスキル

を初めに身につけておくかどうかで，これから何年かの大学における勉

強の効果は全く違ってくるでしょう。 

  本年度は，30 名の教員が担当し，学生 10 名ほどのクラスに分かれてそ

れぞれ授業を行います。扱うテーマや具体的な授業内容は，それぞれの教

員の専門などによって異なりますが，その目標は共通で， 

  （1）大学における学習（学び方）とはどのようなことかを知る 

  （2）討論を深める方法を身につける 

  （3）レポートの書き方を身につける 

です。 

現代政治学入門 ○ 歴史の理解，価値の考察，現実の科学的認識といった，政治学のさまざ

まな面を検討し，政治学とは何かを理解する。また，政策的思考力を今後

身に付けられるよう，政治学の基本を学ぶ。 
実定法入門 ○ これから専門的に実定法を学ぶ 1 回生を対象として，実定法学習のため

の基礎知識を提供し，今後の学習をより効果的にすることを目標とする。

法社会学入門 ○ 日本の司法制度を概説し，その現実の姿と問題点とを社会的文脈の中で

検討する。また現在，前後改革に比肩するともいわれる「司法改革」が進

行中である。この動きについても紹介する。 

法学部 

1 年次演習 ○ 法学政治学教育を受けるための知的基礎体力を養成する。答が用意され

ているとは限らない問題について，調べ，考え，議論し，文章表現する力

を鍛える。英語を含む文献・資料が与えられ，それに基づいて討論やレポ

ート執筆等を行う。 
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基礎演習 ○ 基礎演習では，テキストの輪読によって経済学の基本的な考え方を身に

つけさせるとともに，レジュメ・レポートの書き方や，プレゼンテーショ

ンの仕方なども指導することとしている。 

経済学部 

経済学 ○ 経済学の基本的な考え方を身につけさせることを目的としており，ミク

ロ経済学，マクロ経済学の基礎を教えると同時に，経済学部の講義体系も

理解させるようにつとめている。 
経営学入門 ○ 経営学をはじめて学ぶ人々に経営学を学ぶことの意義と楽しさを伝え

る。経営学を学び，経営を実践する上で土台となるマイ･ライブラリーを

作る出発点とする。 
市場経済入門 ○ 現代経済が直面する課題を，受講者自らの頭で考える土台を習得する

ことを目標に，われわれが生活している市場経済の基本的な仕組みにつ

いて講義する。 
経営史入門 ○ 日本，海外の企業家，企業経営の歴史について概説する。 

経営学部 

経営数学入門 ○ 経営学を学ぶ上で最低限知っておいて欲しい数学について講義しま

す。 
数学通論 ○ この講義は数学科の学生諸君が大学での数学を学ぶ上で基本的な概念

と技術のいくつかを身に着ける事を目的としている。本年度は，「写像」，

「同値関係」，「図形と論証」という項目をテーマにして，高等学校まで

の数学と大学での数学の接続をはかる。合わせてそれらの基礎的な概念

や技術が現代の数学とどの様に結びついているかも折りにふれて解説し

たい。 

理学部 
 

現代物理学Ⅰ ○ この授業の目標は，「皆さんが高校の物理から大学の物理学へスムーズ

に転換して行けることを目指す」ということです。大学では高校で学ん

だ力学，電磁気学などの古典的物理を更に深く学ぶことに加えて，「量子

力学」等の現代物理も学習します。授業では，高校の知識だけを前提に

最新のトピックまで含めてわかりやすく大学で学ぶ物理の紹介を行いま

す。 
医学部（医学

科） 
 

初期体験臨床実習 
 

○ 保健医療及び福祉の対象となる「ひと」に接し，彼らの生活の実際と，

受けているあるいは受けたケアの実際を知り，当事者中心の保健医療・福

祉について考える。 

○ 臨床医学の実践の場である大学病院及び学外の教育病院の病棟や診療

の場で医師，看護師をはじめとする医療従事者と１日中生活を共にする

ことによって，医療の現場を観察し体験する。 
○ 保健医療及び福祉施設における自己の目指す専門職の役割や機能を知る

と共に，ヘルスケアチームを構成する様々な専門職の役割・機能を知る。

○ チーム医療の実際を知り，インター・プロフェッショナルワークの視点

から，職種間の協働の重要性に気づく。 
医学部（保健

学科） 
 

初期体験実習 ○ 保健医療福祉は，健康の保持・増進・疾病の予防・早期発見，疾病の治

療・回復，リハビリテーションなど広範囲の活動を含み，各種の専門家が

様々な場所でチームとして協働していることを知ることが狙いで，医学部

医学科，保健学科合同で保健医療実践現場の見学実習を行います。 
建築演習 
 

○ 建築学を学ぶにあたって，基本的な学習の姿勢，視座を確認するため，

建築学科全教員の１/３と学生による少人数，双方向的演習を行う。この

演習は，今後の大学教育の出発点となる時期に，建築学を学ぶ意義や可

能性を展望し，自らが学習目的を設定・獲得する契機となる場と，教員

との交流機会を提供する。 
創造思考ゼミナー

ル 
○ 市民工学に関する内容について，小グループごとにテーマを設定し，

それぞれ調査・分析を行った後に，全体での発表会（中間発表，最終発

表）を実施している。このゼミナールを通じて，学生と教員との間のコ

ミュニケーションが深まるとともに，学生は調査・分析能力，コンピュ

ータの操作能力，プレゼンテーション能力，コミュニケーション能力な

どさまざまな能力を身につけることになる。なお，グループは教員１名，

学生約８人によって構成されている。 

工学部 

電気電子工学導入

ゼミナール 
○ 自分からテーマを模索し自ら研究するスタイルを学ぶことにより，電

気電子工学科における学生の基本的な勉学姿勢を習得する。 
電気電子工学の歴史及び工学倫理を理解し，技術者として身につける

べき課題探索能力，問題解決能力，プレゼンテーション能力の素養を養

うことを目標とする。 
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機械工学基礎 
 

○ 機械工学とものづくりの関わりを意識させ，今後の専門知識修得へのモ

チベーションを高めるための導入講義であり，以下の内容で構成される。

① ４,５名少人数グループのコンテスト形式で取り組む機械製作。② 非常

勤講師（企業 OB）による企業におけるものづくりの取り組みや日本をと

りまく世界の動向についての講義。③ 学内教員によるそれぞれの専門領域

での研究とものづくりの関わり，研究の最前線についての講義。④ 研究室

見学を通じて研究の現場，最前線を知り，自分たちの近未来像を想像して

もらうラボツアー。⑤ 企業の中堅研究者／技術者の OB を招き，企業現場

の体験を聞く講演会。⑥ ものづくりの現場を見学する工場見学 
導入ゼミナール ○ 応用化学科は物質化学と化学工学の分野を有機的に統合して取り扱う工

学部の化学系学科である。分子レベルのミクロな基礎化学から、分子集合

体である化学物質・材料への機能の付与、機能性の発現、物質の創製及び

生産技術への生物機能の工学的応用、実際のマクロな工業規模の製造、生

産技術やシステムにわたる広範囲な領域に関する教育を行う。また、授業

の前半は工学倫理の初年度教育として共通的な工学倫理教育を行う。 
情報知能工学総論 
 

○ 情報知能工学を構成する主な学問分野を概説するとともに，研究室見

学や企業見学，OB 談話を通して，情報知能工学に関する初期知識を身に

つけさせる。 
食の倫理 ○ 食料生産に関わる者が払っている努力，生産時に有害物を除く，加工時

に有害物が混入するのを防ぐなどを説明し，その倫理を論述する。講義は

学部教員のオムニバス形式で行う。 
緑の保全 ○ 人口増加と工業化による人間活動の拡大が，環境汚染，資源・エネルギ

ーの枯渇，生態系の劣悪化，オゾン層の破壊，酸性雨，地球温暖化などを

まねいている。このような地球環境危機の現状を解説し，持続可能な社会

の構築のための倫理を論述する。 
応用動物学概論 ○ 応用動物学の概念，各教育研究分野の特色と基礎的な概念について理解

する。応用動物学科教員がオムニバス形式で行う。 
資源植物学概論 ○ 資源植物である食用・産業用植物，樹木・森林及びこれらの近縁野生植

物について，それぞれ生理，生態，遺伝学的基礎を解説する。さらに，資

源植物の農業的利用に不可欠な調査探索方法，遺伝的改良方法，生産方法

に関する基礎理論とその応用について紹介する。 
園芸資源学概論 ○ 現在の園芸資源学分野の専門科目と専門分野の研究を理解するための基

礎となる「３つの課題」を学びます。 
１．園芸作物の栽培に直接ふれながら，植物を「どのような目的から」，

「どのように育て」，「どのように儲けるか」を考え，収穫物の品質・

収量に大きく影響する条件について「温度，光，土壌」などの基本

的事項を理解します。 
２．園芸の中の果樹は，「春」「夏」「秋」「冬」と年間を通して栽培管理

を必要とします。季節毎の管理を学びながら，果樹では「どの時期

に」「どのような管理」で「どのような品質」の果実を生産できるの

か，を理解します。 
３．園芸生産物は，収穫され，鮮度を維持して消費者に利用されます。

収穫後の生理的変化と環境条件との関係を学びながら，どのように

取り扱えば品質を保持できるか，を理解します。 
生物機能化学概論 ○ 生物機能化学は，食糧をはじめとする人間にとって必須な物質を生産す

る動物，植物，微生物が持っている特異な機能を化学的に解析し，物質生

産に活用する学問である。本科目では，生物機能化学に関わる各学問分野

を概観することによって，生物機能化学科の教育・研究内容を理解するこ

とを目的とする。 

農学部 

地域環境工学通論 
 

○ 地域環境工学で何を学んでいくのか，どういった事項が問題となってお

り，それらの問題に対してどういった取り組み方をしているのかについて，

具体例を踏まえながら解説する。本講義を通じて，日本や兵庫県の農業・

農村・地域環境の問題，及び地球規模の様々な環境問題などの問題点を，

学生自らが考え，今後学んでいく諸問題への取組のモチベーションを得る

ことを目的とする。 
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バイオシステム工

学通論 
○ バイオシステム工学とは，従来の農業機械学の関連学問領域が発展した

分野である。作物生産の準備から栽培・収穫を経て，食品に至るまでの食

料生産システムの構築，バイオマス資源の開発・利用，生物資源循環シス

テムの構築を目標としている。 
本講義の前半(6 回)では，担当教員毎によるバイオシステム工学の研究・

活動例の紹介を通して，分野の特徴と領域を学ぶ。後半 (9 回)では，課題

研究のグループ学習を通じて，問題の発見，情報収集，解決法の考案，成

果の取りまとめと発表の方法について，学生が主体的に取り組み，学習す

る。 
海・船に親しむ ○ クルーザーヨット，カッター，小型船操縦(エンジンボート)の初歩操船技

術を実習することで，「海」や「船」に親しみ理解を深めること，及び安全

教育を目標としている。あわせて，国際海洋人の教養としての基礎体験を

することを目標とする。 
海事科学船上セミ

ナー 
○ １学年の夏期休暇中に約１０日間，集中実習として附属練習船「深江丸」

による乗船実習をとおして，国際海洋人としての人格形成を目指し，船舶

運航や海上輸送，海洋環境の実態を理解すると共に，共同生活をとおして

協調性や適応性，指導力などを身につける。 
学内船舶実習 ○ 附属練習船「深江丸」による航海実習を通じて，航海当直，揚投鎖・出

入港作業などの船舶運航実務の概要を理解するとともに，船内オリエンテ

－リング・プログラム（船内設備調査）を行うことで，船体構造や諸設備

の配置と役割等の概要を把握し理解する。 
実習を通じて，船内生活の楽しさや苦しさ等を共に体験しながら仲間意

識を培い，併せて慣海性及び協調性並びにリーダーとしての責任感や資質

を涵養する。 

海事科学部 

海を学ぶ ○ 本講義では，広く「海」をテーマにした社会的・経済的活動，及び研

究活動の紹介を行います。複数の講師から，それぞれの研究専門分野や

その他「海」に関する講義をしてもらい，学生が，自分自身は「どのよ

うなことに興味を惹かれるのか」に気づく機会を与えるとともに，自分

自身の「海」とのかかわりを模索する上での一助となることを目的とし

ます。 
（平成 19 年度シラバスを基に作成） 

 
《資料 49：少人数教育事例》 

学部 科目名 授業概要 
人文学導入演習 
 

○ 人文学の思考方法や研究技法について入門的訓練を行う少人数授業であ

る。１年次前期に開講されている。 
文学部 
 
 
 

人文学基礎 
 

○ 人文学の思考方法や研究技法について，人文学導入演習より専門性を高

めた基礎的訓練を行う少人数授業である。１年次後期に開講さている。 

国 際 文 化 学

部 
基礎ゼミ ○ 大学特有の授業形式である「ゼミ」による勉強の方法を学びます。 

ゼミでは，各人が主体的に勉強を進め，その結果として得た知識や意

見を，同じゼミに出席する他の学生に説明することで更に自分自身での

理解を深めます。 
基礎ゼミでは，資料収集や分析の方法，これらに基づいて自分の意見

を論理的に構成するための考え方，さらには，知識や意見を他人にうま

く伝えるためのプレゼンテーションやレポート作成の方法について学び

ます。 
発達科学部 発達科学演習 ○ 「発達科学演習」は，大学に入ったばかりのみなさんが，今後の大学で

の学習を有意義に進めるための基礎として，少人数ゼミ形式で学習・討論・

レポートなどのスキルを学ぶための授業です。このようなスキルを初めに

身につけておくかどうかで，これから何年かの大学における勉強の効果は

全く違ってくるでしょう。 
  本年度は，30 名の教員が担当し，学生 10 名ほどのクラスに分かれてそ

れぞれ授業を行います。扱うテーマや具体的な授業内容は，それぞれの教

員の専門などによって異なりますが，その目標は共通で， 
  （1）大学における学習（学び方）とはどのようなことかを知る 
  （2）討論を深める方法を身につける 
  （3）レポートの書き方を身につける 
です。 
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法学部 1 年次演習 ○ 法学政治学教育を受けるための知的基礎体力を養成する。答が用意され

ているとは限らない問題について，調べ，考え，議論し，文章表現する力

を鍛える。英語を含む文献・資料が与えられ，それに基づいて討論やレポ

ート執筆等を行う。 
経済学部 基礎演習 ○ 基礎演習は，１クラス 30 名の規模で，レジュメ・レポートの書き方やプ

レゼンテーションの仕方などを指導することことを狙いとしている。 
理学部 数学演義 ○ この講義では，代数学，幾何学，解析学などの分野から教科書を選ん

でセミナー形式で行う。ここでセミナー形式とは，あらかじめ下調べを

してその内容を咀嚼理解した上で，学生が順番に発表する（講義する）

形式を言う。数学は個人的にいくらわかっていても（わかっているつも

りでも），どのようにわかっているのかが他人に伝わらないのでは完全に

理解しているとは言えない。セミナー形式をとり，各自が発表すること

を通じて，理解の深化と発表能力の向上を目標とする。 
医学部（医学

科） 
 

初期体験臨床実習 
 

○ 保健医療及び福祉の対象となる「ひと」に接し，彼らの生活の実際と，

受けているあるいは受けたケアの実際を知り，当事者中心の保健医療・福

祉について考える。 

○ 臨床医学の実践の場である大学病院及び学外の教育病院の病棟や診療の

場で，医師，看護師をはじめとする医療従事者と１日中生活を共にするこ

とによって，医療の現場を観察し体験する。 

○ 保健医療及び福祉施設における自己の目指す専門職の役割や機能を知る

と共に，ヘルスケアチームを構成する様々な専門職の役割・機能を知る。

○ チーム医療の実際を知り，インター・プロフェッショナルワークの視点

から，職種間の協働の重要性に気づく。 
医学部（保健

学科） 
 

初期体験実習 ○ 保健医療福祉は，健康の保持・増進・疾病の予防・早期発見，疾病の治

療・回復，リハビリテーションなど広範囲の活動を含み，各種の専門家が

様々な場所でチームとして協働していることを知ることが狙いで，医学部

医学科，保健学科合同で保健医療実践現場の見学実習を行います。 
建築演習 
 

○ 建築学を学ぶにあたって，基本的な学習の姿勢，視座を確認するため，

建築学科全教員の１/３と学生による少人数，双方向的演習を行う．この

演習は，今後の大学教育の出発点となる時期に，建築学を学ぶ意義や可

能性を展望し，自らが学習目的を設定・獲得する契機となる場と，教員

との交流機会を提供する。そのため，１０名程度の学生がグループを形

成し，教員とのゼミナール，共同実習を中心に演習を進めることを基本

とする。 
創造思考ゼミナー

ル 
○ 市民工学に関する内容について，小グループごとにテーマを設定し，

それぞれ調査・分析を行った後に，全体での発表会（中間発表，最終発

表）を実施している。このゼミナールを通じて，学生と教員との間のコ

ミュニケーションが深まるとともに，学生は調査・分析能力，コンピュ

ータの操作能力，プレゼンテーション能力，コミュニケーション能力な

どさまざまな能力を身につけるになる。なお，グループは教員１名，学

生約８人によって構成されている。 
電気電子工学導入

ゼミナール 
○ 自分からテーマを模索し自ら研究するスタイルを学ぶことにより，電

気電子工学科における学生の基本的な勉学姿勢を習得する。電気電子工

学の歴史及び工学倫理を理解し，技術者として身につけるべき課題探索

能力，問題解決能力，プレゼンテーション能力の素養を養うことを目標

とする。 
機械工学基礎 
 

○ 機械工学とものづくりの関わりを意識させ，今後の専門知識修得へのモ

チベーションを高めるための導入講義であり，以下の内容で構成される。

① ４,５名少人数グループのコンテスト形式で取り組む機械製作。② 非常

勤講師（企業 OB）による企業におけるものづくりの取り組みや日本をと

りまく世界の動向についての講義。③ 学内教員によるそれぞれの専門領域

での研究とものづくりの関わり，研究の最前線についての講義。④ 研究室

見学を通じて研究の現場，最前線を知り，自分たちの近未来像を想像して

もらうラボツアー。⑤ 企業の中堅研究者／技術者の OB を招き，企業現場

の体験を聞く講演会。⑥ ものづくりの現場を見学する工場見学。 

工学部 

探求ゼミナール ○ 応用化学科の学生に対して、少人数単位での教員とのふれ合いの場を設

け、いち早く化学研究に対する能動的な動機付けを行い、課題探求能力を

養うことを目的とする。具体的には、グループで課題を設定し、それに対

して学習し、解決していく中で、親密な交流、チームワーク能力、コミュ

ニケーション能力、プレゼンテーション能力の修得に努める。そして人間

的にも調和のとれた化学研究者・技術者の育成を目指す。 
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農学部 食料環境経済学概

論 
○ 食料環境経済学分野で研究を行っている食料の生産・流通・消費及び環

境の社会科学分野において，問題となっていることがらやその研究方法の

概要について理解するための科目として位置付ける。 
総合科目２(ゼミ) ○ 海事科学部の研究内容を選択できる総合科目２（ゼミ）（２年次開講）で

は，５０ゼミ以上を開講し，２～１０名の受講生の少人数体制での授業を

実施し，教育指導を行っている。 
海・船に親しむ（マ

リンスポーツ） 
○ クルーザーヨット，カッター，小型船操縦の初歩操船技術を実習するこ

とで，「海」や「船」に親しみ理解を深めること及び安全教育を目標とする。

あわせて，国際海洋人の教養としての基礎体験をすることを目標とする。

航海学実験３ ○ 船舶工学，航海力学，操船論，船舶安全論，海上安全法規において講義

した内容を中心として，各種実験を行うことで各教科に関する基礎的・応

用的な知識・理論に関する理解を深め，船舶運航への関わりを知り，将来

の海事技術の発展に対応できる基礎とする。 
機関学実験 ○ 舶用機関の性能特性ならびに試験・調整にかかる事項を実験的に修得さ

せるとともに，実験中の操作を通じて運転使用法を体得させる。 

海事科学部 

海上輸送システム

実験 
○ 「ものをはこぶ」過程には，何をどの様に運ぶか，それにかかるコスト

や環境へのインパクトはどの程度か，など様々な問題・要素が含まれる。

また，経済性や安全性，機能性など，評価の基準・指標も様々である。本

実験では，「ものを出発地から目的地まではこぶ」ために必要な要素に関し

て実験，演習を行うことで，問題点の理解・解決能力を身につけると共に，

各要素間の関連を含めて海上輸送システムを総合的に理解する。 
（平成 19 年度シラバスを基に作成） 

 
 

b)「小項目３」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，高校教育からの円滑な移行を図るため，全学部で導入

教育・少人数教育を開始したことが挙げられる。このような状況を踏まえ，計画３

－１を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断

する。 
 
 

○ 小項目４「学生が自らの能力や適性を認識し，主体的に学び，活動できるような学習とその

履修体制の充実及び国際性を重視した教育を目指す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画４－１ 「入学生及び各学年におけるガイダンスの在り方等について検討し，学生が授業

の選択を自主的かつ適切に行うことができるように工夫する。」に係る状況 

 
全学部，研究科において，新入生を対象とした履修ガイダンスを実施した。特に，外国

語については別途，「外国語オリエンテーション」を実施した《資料 50》。また，その入学

後も，それぞれの教育課程の特性に応じて，必要な時期に適切なガイダンスを実施した《資

料 51》。 
さらに，教育職員免許状の取得を希望する学生に対しては，別途全学的なガイダンスを

実施し，「神戸大学【教職課程ハンドブック】－教育職員免許状取得ガイド－」を用いて，

教職課程の履修に関する説明を行った《資料 52》。 
 
《資料 50：外国語オリエンテーション実施要項》 

外国語オリエンテーション実施要領 
・２００８年４月９日（水）１３：３０～１５：００ 
・ご担当の先生は１３：００に会議室Ｎ４０１（２）にご集合下さい。簡単なブリーフィングの後，配布物を各教

室に搬入して頂きます。 
 
・以下，オリエンテーションの流れの概略です 
 
 
序 （進行係）オリエンテーションの開始を宣言。併せて神戸大学の外国語教育を統轄する組織として国際コミュ

ニケーションセンターが存在し，今回の外国語オリエンテーションもこのセンターの主催で行われることを説明。
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第１部（英語教員担当）１３：３０～１４：００ 
１． 英語カリキュラムの全体像を，パンフ９頁，１０頁の図表をもとに説明。 
２． 理，農，医，海を除く学部の２年次後期，場合によっては２年次前期（特に国文と法，あるいはその他の学部

でも２年次前期の必修英語と併行受講する形で）から４年次までの学生を対象に選択科目としてアドバンス

ト・コースが開講されていることをパンフ９頁及び１１頁の図表をもとに説明。 
３. 神戸大学全体で文科省の支援を得て，英語プレゼンテーション教育が実施されていることをパンフ１３頁，現

代ＧＰパンフを用いて説明。および，単位にはならないが， 
５月から開講されるネイティブ講師による40分×4回の「プレゼンテーションセミナー」には新入生も申し込

めること，例年500人以上の参加があり申し込み開始後数日で満席になることなどをパンフ１３頁及びセミナ

ープリント（申込用紙）を用いて説明。 
4.  教室外での外国語学習施設として，国際コミュニケーションセンターにＨＵＢ室，ＣＡＬＬ室が存在すること

をパンフ２頁，３頁，４頁を用いてアピール。気軽に，そして積極的に利用するよう促す。 
５． 学内でＴＯＥＩＣ，及びＴＯＥＦＬの試験が受けられることをパンフ１０頁，１１頁と別紙プリント（ＴＯＥ

ＩＣ申込用紙とＴＯＥＦＬ申込用紙）を用いて説明。また，２年次に必修英語が課されている学部に限っては，

ＴＯＥＩＣ７００点以上で英語オーラル III とリーディング III の単位が「優」で認定されることも付言する

（パンフ１０頁）。 
６． センターが中心となって主催する海外語学研修（英，中，独，仏語）についてパンフ６頁，７頁，８頁をもと

に説明。メルボルン大学とワシントン大学については，単位認定を申請すれば，研修時の成績に応じて英語オ

ーラル III が単位認定されることを付言。ただし，これも２年次に必修英語が課されている学部に限る。 
７． 学習上の注意。１回目の授業からテキストと辞書を持参すること等。 
８． その他，時間に余裕があれば，新入生の興味を引きそうな話を何なりとお願い致します。例えばですが，未修

とも共通する話として： 
「単位の意味」 
語学のクラスは週に1回90分，これを半期に原則として15回受講し， 
試験に合格すれば「１単位」となります。 
全国の大学では，90分の授業を「２時間」とみなしています。 
つまり，15回の授業で30時間の勉強を行うわけです。 
しかし，大学設置基準法では，１単位は45時間の学修に対して 
与えられるものと規定されています。 
つまり，毎週の１コマ90分の授業のために， 
教室外で最低1時間以上の予復習をすることが義務付けられているわけです。 
神戸大では1年次に英語・未修あわせて４つの授業を受けます。 
つまり，家庭において，毎週最低4時間を語学学習に充てることが， 
義務付けられているのです。 
 
第２部（未修教員担当）１４：００～１５：００ 
１． アドバンスト・コースやインテンシブコース（ＳＡ，ＳＢ）を含む各未修外国語の全体像について，パンフ１

４頁の図表をもとに説明。 
２． 外国語第 III について，パンフ１４頁の図表をもとに説明。 
３． 改めて，各未修外国語の海外語学研修について，補足説明があれば行う。 
４． センターパンフや参照プリントを用いて各未修外国語についての概要説明（辞書のこと，学習上の諸注意，○

○語とは？，○○文化について等）。 
５． 各教員独自の立場からの各国語入門（お一人でも複数でも構いませんので，ご自身の経験や専門分野等とから

めて各未修語に関し，初めて学ぶ新入生達の興味を引きそうな，とっておきの話を１５分程お願いします。必

要であれば独自にプリントなど配布して下さっても結構です）。必ずしも順番にはこだわりませんので，第２

部中のどの時点でしていただいても結構です。 
 
終わりの挨拶（進行係）オリエンテーション終了を宣言。 
 
 
・その他 
１． 今年度のクラス分けは，４月９日の遅くとも１５時までにはＫ棟１階に張り出される予定です。教科書販売所

は生協です。新入生から質問があればその様にお答え下さい。 
２． 今回のオリエンテーションでは，Ｎ４０１（２）に島津と補佐員数名が詰めております。配布物の運び忘れ，

マイクの不具合，緊急事態等助けが必要な場合は，センター長室（内線７６８６），もしくは島津の携帯にご

連絡いただければ人を送ります。 
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《資料 51：ガイダンス実施状況例》 
部局名 実施内容 

国際文化学部 
国際文化学研究科 
 
 

○ 学士課程の教員の研究領域や授業内容等を掲載した『専攻分野を選ぶための手引き』を新入

生に配布すると共に，１年次の 11 月に専攻分野に関する予備的な志望アンケートを実施し，

その後各専攻（講座）のガイダンスを４日にわたり昼休みに実施している。その上で１年次生

には，最終的に希望する専攻（講座）を提出させている。また，２年次以降の学生に対しては，

各講座の履修アドバイザーを中心として所属講座の学生を定期的に集め履修指導を行ったり，

学習相談・助言等を実施している。大学院課程では，受験生向けのオープン・キャンパスにお

いて，全体説明会に引き続いて，各コース別の説明・懇談会を分科会形式で実施し，参加者に

対してコースの教育・研究内容や進路像について丁寧な説明を行っている。さらに，入学式直

後に，前期課程・後期課程の入学者全員に対して｢研究科ガイダンス｣を実施し，主に教育プロ

グラム選択の際の注意事項や，指導教員の決定，カリキュラム上の留意点などについて懇切に

説明したり，学生生活上のガイダンスを行っている。 
法学部 
法学研究科 

○ 学士課程の昼間主コースでは，入学時又は編入学時にそれぞれ１回，履修方法に関する詳細

な説明を行っている。また，履修できる専門科目が増え，選択の幅も広がる２年生進学時にも

オリエンテーションを行うことで，個々の学生が履修コースや希望する進路との関係で最適な

授業選択ができるように最善の配慮を払っている。夜間主コースについては，新入学生の募集

が平成 16年度以降停止されていることを受けてカリキュラムが変則的なものなっているため，

毎年，オリエンテーションを行うことで，学生の履修選択に際して最善の配慮が払われている。

博士課程の前期課程には研究者コース，社会人コース，専修コース，法曹リカレントコースと

いう教育目的が異なるコースが存在するため，それぞれのコースごとにオリエンテーションを開

催している。また，留学生が含まれるコースのオリエンテーションには，留学生担当専門教育教

員が参加することで，留学生に対しても十分な履修指導がなされるよう留意している。 
理学部 ○ 入学時に新入生・３年次編入生のそれぞれを対象に理学部の全体ガイダンスを開催し，教務

全般の説明を行う。それに引き続き，学科に分かれて学科ガイダンスを開き，卒業要件，授業

履修登録，授業履修上の注意点などについて詳しい説明を行っている。大学院の入学者に対し

ても同様のガイダンスを行っている。 
数学科，物理学科，化学科及び生物学科では，特別研究（数学講究）の受講前に説明会を行

い，学生の専門選択の一助としている。地球惑星科学科ではこの説明会は行わないが，入学時

に学科ガイダンスとは別に履修に関する学科説明会を設け，将来の専門に応じた授業科目の選

択や授業履修のモデルコースについて詳しい説明を行うとともに，教員や研究室の紹介そして

新入生の自己紹介なども併せて行っている。 
医学部保健学科 ○ 入学時に，保健学科キャンパス内において，保健学科全体のオリエンテーション，各専攻ご

とのガイダンス及び履修指導等を教務・学生委員が行っている。入学後一年間は別キャンパス

（六甲台地区）で主に一般教養を学ぶが，金曜日に帰校日を設け，本学科の専門教育に早期に

馴染む工夫を行っている。2 年次以降も教学委員が，履修状況に併せて，個別に指導を行って

いる。 
国際協力研究科 ○ ４月開始の博士前期・後期課程では，開始時に研究科主催のガイダンス・オリエンテーショ

ンを実施している。配布される学生便覧の履修マニュアルに，将来像との関係を明確にした履

修モデルを掲載するとともに，各科目のシラバス等も配布している。また，研究科によるガイ

ダンスの後，前期課程の入学者に対してプログラム・講座別のオリエンテーションも実施され

る。 
プログラム・講座の選択を含む指導教員の選択のため，その希望届を出す前に複数の授業や

演習に実際に参加し教員と相談できる一定期間を設けている。その期間中は特に教員の連絡先

とオフィスアワーを配布している。また平成 19 年度から，前期終了時に限ってなお指導教員

を変更できる制度を設けた。 
各プログラム・講座が独自のウェブサイトにさらに詳しい履修モデル，履修案内を掲載して

いる。 
10 月開始の英語のコースについても開始時に全体のガイダンスを行うとともに，コース別

（平成 18 年度は開発政策特別コース・ＹＬＰコース）のオリエンテーションを実施している。

また学生便覧に相当する英語ガイドブックに履修マニュアルが掲載されており，英語授業のシ

ラバスも配布される。 
（各学部・研究科の自己点検・評価報告書を基に作成） 
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《資料 52：「神戸大学【教職課程ハンドブック】－教育職員免許状取得ガイド－」》 
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－ 教育職員免許状取得ガイド － 
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計画４－２ 「フィールドワーク，実験・実習等の実践的な教育及び留学や海外インターンシ

ップなど異文化体験を取り入れた教育体制を確立する。」に係る状況 
 

多くの学部・研究科において，その教育研究領域の特性に合わせて，フィールドワーク，

実験・実習等の実践的な教育をカリキュラムに取り入れている《資料 53，54》。例えば，

農学研究科では，アジア農業戦略の立案・推進に貢献できる人材を育成する「熱帯農学海外

演習」や「アジア農業環境海外演習」を設け，海外の学術交流協定校や研究所の協力を得て，

海外での実地演習やフィールド型の授業を実施した。医学部では，学生が自主的に学習でき

るようにスキルラボ室の夜間使用を許可している。 
留学等の異文化体験の支援策として，神戸大学国際交流事業促進基金に基づく学生の海

外派遣補助事業により海外協定校へ毎年十数名を派遣した《前掲資料 30》。また，神戸大

学海外インターンシッププログラムにて毎年５名の学生をアメリカのシアトル及びオース

トラリアのパースにある兵庫県現地事務所へ派遣した《前掲資料 28》。 
この他，国際コミュニケーションセンターによる短期語学研修制度で，平成 19 年度に

はアメリカに 15 名，中国に 10 名，オーストリアに９名を派遣した。 
 
《資料 53：各学部のフィールドワーク，実験・実習等科目例》 

学部名 フィールドワーク，実験・実習等科目例 学部名 フィールドワーク，実験・実習等科目例

文学部 心理学中級実験実習，博物館実習 理学部 物理学実験，化学実験 
国際文化学部 国際文化学実習，アートマネジメント実

習 
医学部 初期体験臨床実習，総合実習（BSL） 

発達科学部 初等教育実地研修，発達障害臨床実習 工学部 構造材料実験，電気電子工学実験 
法学部 社会問題自主研究 農学部 農場実習，アジア農業環境海外演習 
経営学部 初級簿記，中級簿記等 海事科学部 船舶実習，海事理化学実験 

（各学部のシラバスを基に作成） 
 
《資料 54：フィールドワーク具体例》 

研究科名 具体例 
人文学研究科 ○ 平成 18 年度の文部科学省「資質の高い教員養成推進プログラム」に「地域文化を担
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う地歴科高校教員の養成」が採択された文学研究科（現：人文学研究科）では，同プロ

グラムの採択を契機に，地歴科高校教員を目指す大学院生をリーダーとして学生がチー

ムを組み，大学教員と高校教員の指導の下，県立高校で地域文化を題材とする日本史，

地理の授業を行ったり，高校教員による授業を補佐しながら教材活用の方法を学ぶ取組

を行ったりしている。 
経営学研究科 ○ MBA プログラムにおいては、主に初年度に｢講義｣履修による単位を修得するとともに，

１，２年次を通じてプロジェクト実習，プロジェクト研究，現代経営学演習を行うとい

う，｢プロジェクト方式｣を通じて修士論文を完成させ，プログラムを修了することがで

きる。｢講義｣において，広範な経営学の分野を体系的にカバーする講義科目を提供する

とともに，「プロジェクト方式」では，企業に籍を置く各人が仕事において直面している

現実の経営問題を持ち寄り，よく似た問題に直面している人々と共同して問題をより深

く分析し，教員からの助言や指導の下に，グループによる問題解決策を探りながら理論

と現実の接合を目指す教育方法を採っている。 
工学研究科 ○ 医工連携コース（医工連携中核人材育成）を設置し，医・工学関連のものづくり技術

について最先端教育を行っている。同コースは，主に実務経験を有する技術者，研究者，

技術管理者などを対象として，自らの経験に基づく明確な目的意識の下に，より高度な

専門知識を習得させ，新分野を開拓させることにより実務における高度な課題設定・問

題解決能力を涵養させることを目的としている。機械工学，情報知能学，応用化学の３

専攻に横断して医工連携の教育を行うものであり，当面，医療技術・医療用機器，生産

プロセス技術，生産システムと生産管理を主題とした講義を行うとともに，講義内容を

十分理解し，身に付けるための実験・実習，企業における業務体験を通じて実行力，理

解力，問題解決能力などを修得するインターンシップを行うこととしている。 
農学研究科 ○ 文部科学省「大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）」の採択を契機

として，「熱帯農学海外演習」を設け，海外の学術交流協定校の協力を得て熱帯の動植物

資源に関する実地演習を行うとともに，「アジア農業環境海外演習」を設け，海外の大学

や研究所の協力の下にフィールド型の授業を行って，アジア農業戦略の立案と推進に貢

献できる人材を育成できるよう工夫している 
海事科学研究科 ○ 国際海事社会が抱える様々な問題に対して，自ら見聞きしてその解決策を模索できる

能力を養成するため，現場観測やアンケート調査が有効と考えられる海洋観測，物流，

船舶による環境汚染などに関わる授業科目において，「イスタンブール海峡におけるＶＴ

Ｓオペレータのメンタルワークロードに関する調査」や，「西部赤道太平洋海域における

海洋地球研究船“みらい”による気象海象観測」，「船の公試運転に立ち会って問題点を

報告させることによる研究課題の模索」，「ディーゼル機関による海洋環境汚染に関連し

て，研究航海での機関性能実験の実施と国道における排ガス測定」など，教室での講義

に加えて様々な形態のフィールドワークを導入している。 
国際協力研究科 ○ 海外実習・インターンを授業科目の 1 つとして単位認定し，学生の渡航費用の一部

を補助している。海外実習では，各政府の政策がどのように地方で実施に移されている

のかを追跡し，また，国際機関や援助機関の実際の活動に触れ，さらに，企業，農村な

どでインタビューやデータ収集の方法を実地に習得する訓練を行うなどしている。イン

ターンの活動先は世界銀行，米州開発銀行，ユニセフ，国際協力機構，国際協力銀行等

である。 
（各学部・研究科の自己点検・評価報告書を基に作成） 

 
 

b)「小項目４」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，学生が適切な履修をできるように，各学部・研究科で

履修ガイダンスを実施したこと，国際的に活躍できる人材育成の観点から留学や海

外インターンシップを積極的に支援したこと等が挙げられる。このような状況を踏

まえ，計画４－１及び４－２を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状

況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目５「カリキュラムの履修の仕方について，学生に適切な情報を効果的な方法で提供す

る。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画５－１ 「カリキュラムの体系化を進め，学生が基礎的かつ専門的学力を高め，広範な知

識を習得できる履修方法を検討するとともに，シラバスの電子化や公表の方法を
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全学的に改善する。」に係る状況 

 
平成 16 年度に，全学部において学部教育カリキュラム体系表を作成し，履修方法の検

討を行い，その後必要に応じて，適宜，改善を図った。 
例えば，大学教育推進機構では，平成 18 年度からの新カリキュラムにより，教養原論

の大幅な見直しや外国語カリキュラムの変更・語学種の追加など，全学共通教育科目の改

善・充実を図った《資料 55》。履修上の改善・充実は，新入生ガイダンス，パンフレット，

Web 上等で学生に周知した。 
また，経済学部では，大学院と学部の講義の段階的履修が可能なように体系化を行うと

ともに，大学院と学部の共通授業科目を設定して，学部レベルから大学院レベルへとスム

ースに移行できるようカリキュラムを整備した《資料 56》。 
医学部医学科では，教育理念に基づき，医学倫理・生命科学，英語等外国語教育の重点的

実施と，自律的・問題解決型学習による医学専門科目教育を主体としたカリキュラム編成を

行った《資料 57，58》。 
シラバスの電子化については，平成 18 年度から運用を始めた教務情報システム Web 機

能にシラバス機能と休講補講掲示機能を追加し，平成 20 年 4 月から本格実施する準備を

整えた《資料 59》。また，これを機に，シラバス記載事項を全学統一様式とした。これに

より，学生に対して，ワンストップかつ部局によるムラのない授業関係情報の提供が可能

となった。さらに，平成 19 年度前期受講登録から，英語による Web 履修登録を可能とし，

留学間もない外国人学生もスムースに履修登録が行えるようにした《資料 60》。 
 
《資料 55：全学共通教育科目の改善・充実》 

全学共通授業科目の分類 改善・充実例 
教養原論科目 ○ 平成 18 年度のカリキュラム見直し時に開講科目数を 32 科目から 66 科目へ，開

講コマ数を 142 コマから 206 コマへ大幅に増加させ，教育内容の充実を図った。ま

た，「総合教養」として，学長と理事が講義する「神戸大学の成り立ち」を開講する

など，本学独自の科目も追加した。 
外国語科目 ○ 平成 18 年度から，英語，独語，仏語，中国語，露語に加えて，韓国語，スペイ

ン語，イタリア語を開講するとともに，英語，独語，仏語，中国語については，

２年生以上を対象にした選択制の上級科目（アドバンスト・コース）を追加する

ことによって，４年間を通した履修を可能にした。 
情報科目 ○ 従前から開講していた「情報科学」に加え，平成 16 年度から，全学必修科目と

して「情報基礎」を新設し，現代の情報ネットワーク社会で必須となる，ネット

上でのコミュニケーションマナーや自らを守るためのセキュリティに関する基礎

知識等の情報リテラシーについて教育した。平成 19 年度には，情報処理演習室を

充分な視聴覚設備を備えたものに改修するとともに，教材についても，Web 化し

たテキスト，オンラインテスト機能，オンラインビデオ教材などを開発・整備し，

授業内容を適正に改善・充実した。 
健康・スポーツ科学 ○ 健康・スポーツ科学への関心を高めるために，実習では「健康・スポーツ科学実

習ノート」を作成し，この中でカロリーカウンター，心拍メモリー装置，身体計測

機器を使い，体力や健康状態を記録させた。また，講義では講義に関連する教科書

を作成し，それを基に授業を展開した。 
共通専門基礎科目 ○ 平成 18 年度から，「文化人類学」など文系の６科目を教養原論でも開講するこ

とによって，全学の学生に履修を開放した。また，「生物学」，「物理学」などの科

目については，関係部局と見直しを図り，授業内容を整理し充実させた。 
その他必要と認める科目 ○ 平成 19 年度からは，「人権」と「総合教養科目」は内容を一層充実させて「総

合教養」科目群として「教養原論」に組み入れ，「総合科目」のみを残した。平成

１９年度は，総合科目Ⅰ「まちづくりと広域連携」と総合科目Ⅱ「職業と学び」

を開講した。 
（全学共通教育科目の見直し実績を基に作成） 

 
《資料 56：経済学部昼間主コース専門科目の段階的履修について》 

経済学部昼間主コースで開講されている専門科目を基礎的な科目（U100 番台）からより専門性の高い科目（U500
番台）へと 5 段階に分類して示したものが下表である。U100 番台の授業科目は 1 年次に，U200 番台の授業科目は 1
年次後期から 2 年次に，U300 番台の授業科目は 2 年次後期から 3 年次に，U400 番台の授業科目は 3 年次及び 4 年

次にそれぞれ履修することが推奨される。従って，下表を参照して，基礎的な科目からより専門性の高い科目へと段

階的に科目の単位習得が出来るように履修計画を立てることが望まれる。なお，U500 番台の授業科目は学部・大学

院共通授業科目である。 
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（経済学部学生便覧から抜粋） 
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《資料 57：医学部医学科授業科目配当表》 

 
（平成 19 年度医学部シラバスから抜粋） 

 
《資料 58：重点実施科目の概要》 

重点実施科目 概要 
医学倫理・生命科学 ○ １年次で「現代医療と生命倫理」を開講するとともに６年次においても「全人医

学」を開講し，医学倫理・生命科学についての講義を行っている。 
英語等外国語教育 ○ 全学共通教育科目における語学以外に，2 年次から 3 年次にかけて「医学英語」

を，5 年次に「臨床英語」を必須化している。 
自律的・問題解決型学習 ○ ３年次基礎医学の履修において PBL を活用している。また，４年次においては

臨床医学チュートリアルにより，自律的・問題解決型学習を実施している。 
（平成 19 年度医学部シラバスから抜粋） 
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《資料 59：シラバス照会画面・休講補講照会画面》 

 
 

 
（教務情報システム） 

 
 
 
 
 
 
 



神戸大学 教育 

- 57 - 

《資料 60：英語による履修登録照会画面》 

 
（教務情報システム） 

 
 

b)「小項目５」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，全学部においてカリキュラム体系表を作成したこと，

シラバスの Web 化を図ったこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画

５－１を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判

断する。 
 
 

○ 小項目６「各専攻，コースの特性と合致した授業形態，学習指導法を開発する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画６－１ 「研究者養成と高度専門職業人の養成に応じた体系的カリキュラムを提供する。」

に係る状況 

 
各研究科では，当該研究科が掲げる研究者養成と高度専門職業人の養成の目標に応じた

体系的カリキュラムを編成し，教育を提供している《資料 61》。例えば，経済学研究科で

は，学際研究に対応できる能力の涵養及び理論面と実務面の双方に均衡のとれた研究が可

能となるよう，自分の興味に応じ，専修コース・社会人コース，高度専門職業人コース特

殊講義や国際協力研究科の講義を履修し，単位を修得することも可能となっている。理学

研究科，工学研究科，農学研究科，海事科学研究科では，学際性の観点から自然科学系の

４研究科が協力して魅力的なテーマを選定し教育プログラム化した「自然科学系プログラ

ム教育コース」《前掲資料 44》を用意して受講を奨励している。 
 
《資料 61：各研究科における教育課程編成の特徴》 

研究科名 教育課程編成の特徴 
人文学研究科 ○ 【博士課程前期課程の学修プロセス・取得学位】 

２専攻のいずれに所属する場合も，それぞれの研究分野に対応した教育研究分野で専門教

育を受ける。学修プロセスは，１年次５月に修士論文研究計画書を提出し，翌年３月に修士

準備論文を提出する。2 年次 1 月に修士論文を提出する。授業は，学生の研究分野に応じた

教育研究分野だけでなく，他分野の授業も履修することができ，修士論文指導演習と合わせ
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て修了要件の 30 単位を修得する。 
○ 【博士課程後期課程の学修プロセス・取得学位】 

それぞれの研究分野に対応したコースや教育研究分野で専門教育を受けることについて

は，博士課程前期課程と同様であるが，博士課程後期課程の学生に対する教育は，個別の授

業よりも博士論文指導演習を中心としている点に特徴がある。学修プロセスは，1年次5月に

博士論文作成計画書を提出し，レフェリーつき学会誌に論文を投稿する。2年次においては，

研究科共通科目を履修し，公開研究報告会ないしは国際学会で研究発表を行い，レフェリー

つき学会誌に論文をさらに投稿する。３年次５月に博士予備論文を提出した後，12月に博士

論文を提出し，公開審査を経て受理されたときには，３月に博士（文学）または博士（学術）

の学位が授与される。 
国際文化学研究科 ○ 前期課程は，研究者養成プログラムだけでなく，修了後就職を希望する者を対象とし，知

識基盤社会の担い手となる人材を養成するキャリアアップ型プログラムを用意し，それに対

応した多様な授業科目を開設している。 
○ 後期課程は，教育研究分野の教員全体で博士論文の作成プロセスを管理するコースワーク

型教育プログラムに加え，教員と学生が共同研究プロジェクトを組織することによって円滑

な学位授与を促進するプロジェクト型教育プログラムを導入している。 
人間発達環境学研究

科 
○ 研究課題に応じ，基礎科目 (各特論など)，展開科目 (演習など)，関連科目の積み上げ方

式を実施し，「演習」においては，開発するスキル群をシラバスに明記し，スキル開発を重

視している。また，前期課程，後期課程の５年間で円滑に博士論文を作成できるようにする

ため，複数教員による体系的な論文作成指導システム(基礎論文，プロポーザル，予備論文，

中間発表，公開最終試験)が準備されている。（研究科ウェブサイト：http://www.h.kobe-u.
ac.jp/92） 

本研究科の教育課程は新しい専門領域を開拓するために，心理学と健康科学の結合（人間

発達），人の一生にわたる教育と学習（人間形成），身体・スポーツと高齢化・スピリチュ

アリティーの結合（人間行動），音楽と美術と療法の結合（人間表現），科学と社会の出会

い（環境基礎），住・職環境から国際社会環境にいたる人間・社会環境論の総合（環境形成

論）という構造を持っており，全体に「人間発達環境学」という新しい学問領域を拓こうと

する新しい専門領域を内容としている。またヒューマン・コミュニティ創成研究センターや

「あーち」など，アクション・リサーチを取り入れた研究活動の拠点が形成されている。 
（ヒューマン・コミュニティ創成研究センター： http://www.research.kobe-u.ac.jp/hud

ev-hc/）（「あーち」： http://www2.kobe-u.ac.jp/~zda/arch-prep.html） 
法学研究科 ○ 研究者コース（博士課程前期課程・後期課程） 

  ①論文作成の指導を中心とする演習，②専門の領域について学問的に深い研究を行うため

の研究者コース特殊講義，③国際的に通用する研究者を養成すべく外国文献を駆使した専門

的研究を可能にするための外国文献研究とから成る。また，学際研究に対応できる能力の涵

養及び理論面と実務面の双方に均衡のとれた研究が可能となるよう，自分の興味に応じ，④

専修コース・社会人コース，高度専門職業人コース特殊講義や⑤国際協力研究科の講義を履

修し，単位を修得することも可能となっている。 
○ 専修コース（博士課程前期課程） 
  ①修士論文又はリサーチペーパーの作成指導を行うことを主目的とした演習，②先端的・

応用的領域を幅広く対象とし，実務的・政策的視点を十分意識しつつ展開される講義形式の

授業である，専修コース・社会人コース向け特殊講義のほか，③研究者コース特殊講義，④

法学部講義科目と合併で開講される特別特殊講義，⑤同じ六甲台キャンパス内にある国際協

力研究科の授業科目についても，履修することができる。 
○ 社会人コース（博士課程前期課程） 
  ①修士論文又はリサーチペーパーの作成指導を中心とする演習，②法学・政治学の先端

的・応用的領域を対象とし，理論的知見と実務的な問題関心を架橋することに重点が置かれ

た，社会人コース・専修コース特殊講義，③研究者コース特殊講義，④法学部講義科目と合

併で開講される特別特殊講義，⑤国際協力研究科授業科目を履修することができる。 
○ 高度専門職業人コース（博士課程後期課程） 
  ①博士論文作成の指導を中心とする演習，②法学・政治学の先端的・応用的領域を対象と

し，理論的知見と実務的な問題関心を架橋することに重点が置かれた高度専門職業人コース
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特殊講義及び③研究者コース特殊講義を履修することができる。 
○ 法曹リカレントコース（博士課程前期課程） 
  ①修士論文又はリサーチペーパーの作成指導を主とする演習，②社会人コース・専修コー

ス特殊講義，③研究者コース特殊講義に加えて，その特性に配慮して④実務法律専攻（法科

大学院）において展開される応用的・先端的な授業科目も特別に履修することができる。 
経済学研究科 ○ 前期課程は，研究者養成のための本科コース，高度専門職業人養成のための専修コースと

社会人コースに分かれている。本科コースは，コア科目（ミクロ経済学 I，マクロ経済学 I）
を必修とし，演習（２年間）と特殊研究(第二ゼミ)に所属し修士論文を作成する。専修・社

会人コースは，１年次に基礎ミクロ経済学，基礎マクロ経済学，基礎演習を履修する。２年

次には，修士論文作成と課題研究レポート作成のいずれかを選択できる。 
特に，専修・社会人コースのうち，実践的な計量分析能力の育成を目標とするスキルアッ

プ･プログラムに所属する学生は基礎的な科目に加えて統計学・統計分析手法をマスターし，

２年次にグローバル経済演習に参加し，共同で修士論文に代わるレポート（神戸大学グロー

バル経済展望シリーズ）を執筆する。 
○ 後期課程では，演習・特殊研究を通じた個別研究指導に加え，六甲フォーラムなどによる

複数教員の共同指導を受け，博士論文を執筆する。 
（スキルアップ・コース： http://www.econ.kobe-u.ac.jp/curriculum/gakuin/skillup/index.
html ） 

経営学研究科 ○ 前期課程は，経営学・会計学・商学分野全般及びそれらに関連する基礎的学問分野の高度

な専門知識を持ち，これらの分野において新たな科学的知見を生み出す科学的方法論を習得

した人材を養成し，後期課程では，特定分野においてさらに深い専門知識に精通し，当該分

野において独創的研究ができる人材を養成している。そのため，専門知識を体系的に講義す

るコースワークと，主に研究を指導する綿密な演習指導とを組み合わせている。 
コースワークの科目は，主要研究分野の専門知識の標準的内容を講義する第１群特論，科

学的研究方法を講義する第２群方法論研究，第１群科目と第２群科目の発展的内容，各分野

の先端的な研究展開を講義する第３群特殊研究からなる，体系的なコアカリキュラムを実施

し，科学的方法による着実な応用力，独創的な研究力の育成を図っている。その上に演習を

通じて学位論文研究指導を行って，応用力，研究力の定着・開発を行う体制をとっている。

経営学・会計学・商学分野全般にわたる基礎的研究力と各専門分野での独創的研究力を育

成するために，コアカリキュラムは専攻を超えて設計され，３群のコースワーク科目が，教

育内容上お互いに連携・接続して，着実な能力の育成が行える仕組みとしている。学生に対

しては，各専門分野それぞれで身につけなければならない能力をコアカリキュラムを通じて

習得するモデルプランを提示し，段階を踏んで着実に学修成果を上げることができるように

している。 
本プログラムは大学等で研究教育を担う人材のみならずビジネス界で活躍する人材の養

成にも有効であり，修了後，産業界で活躍している人材も少なくない。 
○ 経営学研究科では，高度専門職業人養成に特化した専門職学位課程も併置しており，日本

の経営方式やビジネスの慣行の合理性と限界についての正確な知識を持ち，それを土台とし

て国際的に活躍できる日本のビジネス社会の中核人材を養成している。そのため，「プロジ

ェクト方式」を軸とした独自の教育プログラムを実践することにより，体系的な教育課程を

編成している。 
経営学の基礎と方法論の習得を目的とした各種専門講義に加え，①５～６名のグループ単

位のフィールド調査研究を実施するプロジェクト実習，②10 数名のグループ単位に分け，

それぞれ担当教員と TA が研究指導を行うプロジェクト研究，③担当教員が，適宜他の教員

の参画を得ながら，専門職学位論文指導を行う現代経営学演習をバランスよくプログラムに

取り入れている。 
講義においても，経営理論の解説，双方向のケース討議，グループによるレポートと発表，

ゲストスピーカーとの討議と交流を取り混ぜて，教育効果の増大を図っている。また，海外

の大学との交換研修制度も実施し，国内における調査活動だけでは得られない能力，資質等

を習得できるようにしている。 
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理学研究科 ○ 前期課程においては，基礎科目としてのコア授業科目を経て，専門的な科目を履修するよ

うになっており，養成する人材像を含めた各専攻の目的に沿った履修モデルなども作成され

ている。 
また，自然科学系横断授業科目として先端融合科学特論 I，II を開講し，選択必修として

学生に広い視野を身につけさせることを図っている。また，学際性の観点から自然科学系の

４研究科が協力して魅力的なテーマを選定し教育プログラム化した「自然科学系プログラム

教育コース」を用意して受講を奨励している。 
医学研究科 ○ 博士課程のコースとして（１）基礎臨床融合コース，(２)高度臨床専門コース（３）医学

医療国際交流コース(４)生命医科学リサーチリーダー育成コースを設置して体型的教育課程

が編成されている。ベーシックプログラムについて，コアメニューから選択履修する方式に

改革し，各学生の習熟度・必要性に応じた教育を可能にし，アドバンスドプログラムについ

ても，研究能力を備えた高度臨床医を養成することを目的に，より効果的な学習の向上を目

指し改革した。 
保健学研究科 ○ 保健学研究科では，看護学，病態解析学，リハビリテーション科学，地域保健学，国際保

健学の５分野から構成され，それぞれの領域には，それぞれ２～４の教育研究分野が設けら

れている。履修科目の選択は指導教員と相談し，決定する。 
工学研究科 ○ 前期課程には各専攻の専門科目と共通授業科目を配置しており，共通授業科目には，先端

融合科学特論，学際工学特論，産学連携工学特論，応用数学特論および自然科学系プログラ

ム教育コースを配備し，学際性豊かな学生の輩出を目指している。専攻ごとに必修，選択必

修，選択科目を定め，履修要覧に修了要件を明記している。機械工学，応用化学，情報知能

学の３専攻は，実務経験を有する技術者，研究者，技術管理者などを対象とした医工連携コ

ース（医工連携中核人材育成），また，情報知能学専攻は，ＩＴスペシャリスト育成推進プ

ログラムを提供し，各々，特色のある授業を展開している。 
後期課程では，学際性と総合性を重視して編成された６つの専攻が，それぞれの人材養成

の目的に沿って各専門分野の基礎となる主題について設定した授業科目と，先端的研究に直

接結びついた研究指導とを組み合わせた教育課程を行っている。 
(医工連携コース（医工連携中核人材育成）： http://www.edu.kobe-u.ac.jp/eng-ikou/ ) 
(IT スペシャリスト育成推進プログラム: http://www.eng.kobe-u.ac.jp/it-spiral/index.ht

ml ) 
農学研究科 ○ 前期課程では，「食料・環境・健康生命」に関わる総合的な教育研究を基本目的とした 91

の授業科目を編成している。また，プレゼンテーション演習を設け，研究成果をまとめて発

表する能力を身に付けさせ，研究科内横断型の授業科目「食料・環境・健康生命」を設けて

農学の幅広い素養と学際性を身に付けさせるとともに，自然科学系４研究科共通の「先端融

合科学特論Ⅰ」を設けて学際的視点を身に付けさせ，さらに自然科学系３研究科と連携した

自然科学系プログラム教育コース認定制度を設けて学生に総合的専門知識を修得させるよ

う配慮している。 
○ 後期課程では，他専攻の授業科目や自然科学系４研究科に共通した「先端融合科学特論Ⅱ」

を設け，総合的・学際的視点を養えるよう配慮している。 
○ 自然科学研究科及び農学研究科では，自然科学研究科プロジェクト研究やＣＯＥプログラ

ムに学生を参加させる等，研究能力の向上や共同研究の手法にも習熟できるよう配慮すると

ともに，前期課程では平成 17 年度の大学教育の国際化推進プログラム「アジア農業戦略に

資する国際連携教育の推進―国際的指導者を育成する革新的な学部連携教育プログラムの

開発―」の採択に伴い，アジア各国との連携の下に農学系の教育課程が目的とする学問分野

や職業分野に広く反映されるよう配慮している。 
また，独立行政法人日本学術振興会の平成 19 年度若手研究者インターナショナル・トレ

ーニングプログラム(ITP)「食糧危機に備え資源保全を EU に学びアジアに活かす国際農業

戦略の実践トレーニング」が採択され，後期課程の学生教育に活用しつつある。 
（ http://www.ans.kobe-u.ac.jp/itp/program/index.html ） 

国費外国人留学生(研究留学生)の優先配置を行う特別プログラム（「食の安全安心科学を学

ぶ英語特別プログラム」）の採択に伴って，前・後期課程一貫教育としての「食の安全安心

科学を学ぶ」英語特別コースを設け，食の安全安心科学を学ぶための教育を実施するととも

に，開発途上国からの研修生に対する JICA プログラムへ学生を参加させて技術修得等にも
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配慮している。 
また，両研究科の後期課程では多数の社会人を受け入れており，多様化する社会で活躍す

る技術者や教員等にも広く門戸を開放してリフレッシュ教育や生涯教育の場を提供し，社会

に直結した実践教育を進めている。 
海事科学研究科 ○ 海事科学研究科の教育課程は，３課程から構成されている海事科学部の教育課程を基礎に

しているが，海事科学に関するより深い学理を修め，高度の専門性が求められる職業を担う

人材を育成するために，３講座が持つ教育研究能力を高度に連携させた教育課程を構成して

いる。前期課程については，多くの選択科目を開設することにより授業科目の選択の幅を広

げ，同時に講座毎にコア科目を設置することにより，海事科学分野の学際性を考慮しつつ，

学生にとって重要度の高い授業科目がわかりやすい教育課程となっている。後期課程につい

ては，各講座の専門性を重視しつつ，海事科学分野の特性を考慮して他講座の授業科目も履

修できる柔軟な履修要件が導入されている。 
国際協力研究科 ○ 国際協力を担う高度の専門性を備えた人材を育成することを目的とし，近年複雑化する国

際問題に対応した高い専門性と学際性を兼ね備えるために，国際学，開発・経済，国際法・

開発法学，政治・地域研究の４つの教育プログラムを設け，経済学，法学，工学，医学，保

健学の各研究科及び経済経営研究所，都市安全研究センター，大学教育推進機構の協力を得

て，多面的で柔軟な教育・研究の場を提供している。学際性を備えながらも核となる高い専

門力を身に付けるため，各教育プログラムにおいては希望進路や年次別に履修モデルを提示

し，取得学位（国際学，経済学，法学，政治学）ごとに必修科目を設定している。５年一貫

教育を念頭に置き，理論と実践の両方に強い研究者の養成を目指して，海外フィールドワー

ク，インターンシップを教育課程に取り入れた。 
（各学部・研究科の自己点検・評価報告書を基に作成） 

 
 

b)「小項目６」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，各専攻の特性に応じた体系的カリキュラムを編成した

こと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画６－１を「良好」と判断する

ことから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目７「国際化に対応できる学生の教育を目指す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画７－１ 「外国語による授業を適切に導入することや，学生に外国語論文の作成，国際共

同研究や研究集会への参加及び発表等を行わせるなど，国際化に対応しうる能力

の育成のためのカリキュラムを拡充する。」に係る状況 
 

全学部学生を対象に，PEP コースによる先進的英語教育改革を実施し，英語によるプレ

ゼンテーション能力向上を目指している《前掲資料 24》。 
各学部・研究科においても，英語による授業を《資料 62》に示すとおり開講している《別

添資料８：平成 19 年度に英語で授業を行った科目名》。 
この他，人文学研究科では，外国人教員による授業や留学生による交流会を通じて，海

外への視野の拡大を促し，さらに学術交流協定締結校との学生の交流を促進し，学生の海

外経験とコミュニケーション能力の向上に努めた。 
国際文化学部では，海外留学について他部局と共同で７校と交流協定を提携し，学生の

派遣先を拡充した。 
経済学研究科では，「経済学国際共同研究センター」（COREAP）を中心に，海外の著名

な研究者を招へいする連続セミナー「Kobe COE Advanced Economic Study Series」を平

成 19 年度までに 26 回開催したほか，六甲フォーラムや EUIJ 関西による海外研究者等の

招へいセミナー，国際シンポジウムを実施し，大学院生の教育・研究の充実に役立ててい

る《資料 63》。 
経営学研究科では，平成 17 年度「「『魅力ある大学院教育』イニシアティブ」に採択さ



神戸大学 教育 

- 62 - 

れた「経営学研究者養成の先端的教育システム」等の資金により，海外で活躍する研究者

（例：Gideon Kunda 教授，John Alan Dawson 教授，小田部正明教授等）による講義・

直接指導，国際的査読付きジャーナルに研究発表することを目指す論文作成セミナーの開

講，海外での論文発表支援などの取組を行い，論文発表数や学会発表数が高い水準を維持

又は増加している。 
国際協力研究科では，平成 19 年度「大学教育の国際化推進プログラム」に採択された

「三極連携による複数学位共同教育プログラム」により，修士課程におけるダブル・ディ

グリーと博士課程における三極連携によるサンドイッチプログラムの構築に着手した《資

料 64》。 
 
《資料 62：平成 19 年度に英語にて授業を行った科目数》 

部局名 科目数 部局名 科目数 
大学教育推進機構※ １ 人文学研究科  
文学部  国際文化学研究科 ２ 
国際文化学部 ９ 人間発達環境学研究科  
発達科学部  法学研究科 ６ 
法学部 ６ 経済学研究科 ４ 
経済学部 ４ 経営学研究科 ４ 
経営学部 ４ 理学研究科 １ 
理学部  医学系研究科 10 
医学部 １ 工学研究科 ５ 
工学部 ２ 農学研究科 １ 
農学部 ２ 海事科学研究科 ９ 
海事科学部 ２ 国際協力研究科 37 
※大学教育推進機構は全学共通授業科目を担当している。 

（実施状況を基に作成） 
 
《資料 63：Kobe COE Advanced Economic Study Series 開催状況》 
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（経済学研究科 HP http://www.rieb.kobe-u.ac.jp/coe/ass/index-j.html） 

 
《資料 64：ダブル・ディグリー，三極連携に関する概略》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_07_25_01.htm） 
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b)「小項目７」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況がおおむね良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，英語によるプレゼンテーションを学ぶ科目を開講した

こと，語学以外に複数の講義を英語で実施したこと，海外大学とのダブル・ディグ

リープログラムの構築を開始したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，

計画７－１を「おおむね良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記

のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目８「社会人及び留学生に対する教育方法を充実させる。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画８－１ 「社会人と留学生に対するカリキュラムの整備を進める。」に係る状況 

 
社会人学生の履修を容易にするため，10 の研究科において大学院設置基準第 14 条に基

づく教育方法の特例を適用し《資料 65》，夜間（平日の 17 時以降）や土日に開講するなど

の措置を行っており，その課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割を設定している。 
経営学研究科では，実務経験のある社会人のための教育プログラムとして専門職大学院

（MBA コース）を開設しているが，社会人の利便性を考慮し，当初平日夜間が主であっ

た時間割を，ほぼ全て土曜昼間に移行させた《資料 66》。 
また，経済学研究科では，平成 12 年度に土曜日における同一時間帯の開講科目を複数化

し，社会人大学院生の履修選択の幅を広げた。さらに，社会的ニーズの高い計量・統計的技

能を体系的に学ぶ「スキルアップ・コース」を立ち上げた《資料 67》。 
留学生センターでは，留学生の受入増加に伴い，日本語初級レベルのクラスを週５コマ

から週 10 コマに倍増し，充実を図った《資料 68》。 
各部局においては，留学生のための学力試験改革，カリキュラム改革，学位論文完成のた

めのサポート体制の充実を行った《資料 69》。 
 
《資料 65：大学院設置基準第 14 条による教育方法の特例を適用している研究科》 

・国際文化学研究科 ・人間発達環境学研究科 ・法学研究科 ・経済学研究科 

・経営学研究科 ・医学系研究科 ・工学研究科 ・農学研究科 

・海事科学研究科 ・国際協力研究科   
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《資料 66：経営系専門職大学院（MBA）授業時間割》 

 
（経営学研究科 HP http://mba.kobe-u.ac.jp/life/index.htm） 

 
《資料 67：スキルアップ・コース》 
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（経済学研究科 HP http://www.econ.kobe-u.ac.jp/curriculum/gakuin/skillup/index.html） 

 
《資料 68：留学生センターにおける日本語教育時間割》 
○平成 17 年度  

 月 火 水 木 金 

1 時限目 日本語演習１A 
日本語演習２A 
日本語演習３A 
 
 

日本語演習１C 
日本語演習２C 
日本語演習３C 
日本語演習４A 
日本語総合演習１ 

日本語演習１E 
日本語演習２E 
日本語演習３E 
日本語演習４C 
 

日本語演習１G 
日本語演習２G 
日本語演習３G 
日本語演習４D 
日本語総合演習２ 

日本語演習１I 
日本語演習２I 
日本語演習３I 
医学部日本語演習 
 

2 時限目 日本語演習１B 
日本語演習２B 
日本語演習３B 
専門日本語演習Ｈ１ 
学部日本語Ⅳ・Ⅷ 
学部総合日本語３･

４ 

日本語演習１D 
日本語演習２D 
日本語演習３D 
日本語演習４B 
専門読解演習Ｓ１ 
学部日本語Ⅲ･Ⅶ 
学部日本事情概論 3･
4 

日本語演習１F 
日本語演習２F 
日本語演習３F 
専門日本語演習Ｓ１ 
専門日本語演習 N１

学部 日本事情Ⅰ･Ⅱ 

日本語演習１H 
日本語演習２H 
日本語演習３H 
日本語演習４E 
学部日本語Ⅰ･Ⅴ 
学部日本語読解作文

1・2 

日本語演習１J 
日本語演習２J 
日本語演習３J 
日本語特別演習Ⅱ 
 

3 時限目 日本文化日本事情 
入門日本語演習１ 
専門日本語演習Ｈ２ 
日本語特別演習Ⅰ 
 

入門日本語演習２ 
会話・聴解Ⅰ 
会話・聴解Ⅱ 
会話・聴解Ⅲ 
会話・聴解Ⅳ 
専門読解演習Ｓ２ 

入門日本語演習３ 
専門日本語演習Ｓ２ 
専門日本語演習 N２

 
 
 

入門日本語演習４ 
読解・作文Ⅰ 
読解・作文Ⅱ 
読解・作文Ⅲ 
読解・作文Ⅳ 
 

入門日本語演習５ 
漢字・語彙Ⅰ 
漢字・語彙Ⅱ 
漢字・語彙Ⅲ 
 
 

4 時限目 課題研究 
課題研究 
課題研究 

学部 日本語Ⅱ･Ⅵ 
学部日本事情演習

３･４ 
課題研究 
課題研究 
課題研究 

 
 

課題研究 
課題研究 
課題研究 

ワープロ日本語演習 
 

 
○平成 18 年度 

 月 火 水 木 金 

１時限目 日本語演習１A  
日本語演習２A  
日本語演習３A  
中級日本語演習１ 

日本語演習１C  
日本語演習２C  
日本語演習３C  
日本語演習４A  
初級日本語演習１ 

日本語演習１E  
日本語演習２E  
日本語演習３E  
日本語演習４C  
 

日本語演習１G  
日本語演習２G  
日本語演習３G  
日本語演習４D  
 

日本語演習１I  
日本語演習２I  
日本語演習３I  
医学部日本語演習 
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２時限目 日本語演習１B  
日本語演習２B  
日本語演習３B  
初級日本語ⅠA 
多文化理解演習  
 

日本語演習１D  
日本語演習２D  
日本語演習３D  
日本語演習４B  
初級日本語ⅠB 
学部日本語Ⅲ･Ⅶ  

日本語演習１F  
日本語演習２F  
日本語演習３F  
初級日本語ⅠC 
学部 日本事情Ⅰ･Ⅱ 

日本語演習１H  
日本語演習２H  
日本語演習３H  
日本語演習４E  
初級日本語ⅠD  
学部日本語Ⅳ･Ⅷ  

日本語演習１J  
日本語演習２J  
日本語演習３J   
初級日本語ⅠE 
日本語特別演習Ⅱ 

初級日本語演習２  
３時限目 日本文化日本事情 

日本文化演習   
日本語特別演習Ⅰ 
 

会話・聴解Ⅰ  
会話・聴解Ⅱ  
会話・聴解Ⅲ  
会話・聴解Ⅳ  
 

専門日本語演習Ｓ  

専門日本語演習 N  

 
 
 

読解・作文Ⅰ  
読解・作文Ⅱ  
読解・作文Ⅲ  
読解・作文Ⅳ  
学部日本語Ⅰ･Ⅴ  

漢字・語彙Ⅰ  
漢字・語彙Ⅱ  
漢字・語彙Ⅲ  
中級日本語演習２  
 

４時限目 初級日本語ⅡA 
課題研究   
課題研究   
課題研究   

初級日本語ⅡB 
学部 日本語Ⅱ･Ⅵ 

課題研究   
課題研究   
課題研究   

初級日本語ⅡC 
 
 

初級日本語ⅡD 
課題研究   
課題研究   
課題研究   

初級日本語ⅡE 
ワープロ日本語演習 

 

５時限目  日本語日本文化教育

演習  
国際文化学演習  

   

    
（留学生センターHP から抜粋） 

 
《資料 69：部局における留学生支援体制の整備の取組》 
人文学研究科 人文学研究科への改組に伴い，留学生センター所属の教員７名を人文学研究科のスタッフに加

えることで，留学生のための教育研究環境を飛躍的に向上させた。前期課程の研究科共通科目と

して日本語日本文化教育プログラムに関わる諸科目を開講し，全ての専攻の留学生に対して日本

語日本文化について学ぶ機会を提供した。 
経済学研究科 課程博士授与の前提条件である学力試験の改革を行い，学力試験読替科目の種類の多様化や数

の増加を図って早い段階での合格を促進するとともに，留学生の博士論文完成のために指導教員

のみならず，六甲フォーラムを通じて関連分野等の研究科教員による集団指導を行う体制にして

いる。日本経済論文賞（植松賞）を設け，留学生の博士論文作成を奨励している（平成 17 年度 3
名，18 年度 1 名受賞）。その結果，平成 18 年度は留学生 6 名が，19 年度は 5 名が博士論文を提

出した。 
（部局の実施報告を基に作成） 

 
 

b)「小項目８」の達成状況 
（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，多くの研究科で大学院設置基準第 14 条特例を適用し

て社会人に配慮した時間割を作成したこと，留学生のための日本語教育を充実させ

たこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画８－１を「良好」と判断す

ることから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目９「学位授与の状況を分析し，必要な改善を進める。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画９－１ 「学位取得のための資格や論文の作成プロセス等について計画的な指導を行う。」

に係る状況 
 

研究指導は担当指導教員が主となって行い，院生の研究テーマによっては，同一研究科

あるいは他研究科等の教員の協力を得るなどして，多面的な見知からのチーム指導を行っ

ている。理学・工学・農学・海事科学の各研究科では，学位取得を指導するコースワーク

を設け，中間発表会の実施等の学位授与プロセスに関する措置を規定した《資料 70》。ま

た，いくつかの研究科では，多様な分野の教員からの指導や助言を確保するため，研究会

やセミナー等の機会を活用している。具体的な事例については，《資料 71》に示すとおり

である。 
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《資料 70：学位取得のための指導体制概略図 工学研究科》 
 

1年次

研究経過発表会

学生

指導教員

発
表

指
導

研究科長

専攻長

研究経過
報告書

研究経過
発表認定
通知書

2年次

研究経過発表会

学生

指導教員

発
表

指
導

研究科長

専攻長

研究経過
報告書

研究経過
発表認定
通知書

3年次

学
位
審
査

研究成果発表会

学生

指導教員

発
表

指
導

研究科長

専攻長

予備検討
結果

報告書

研究成果
認定

通知書

 
 

（工学研究科博士後期研究経過，研究成果発表会に関する申合せを基に作成） 
 
《資料 71：研究科における研究指導体制の取組事例》 

研究科名 研究指導体制 

人文学研究科 ○ 指導体制としては，入学時から主指導教員が履修状況をチェックし，個別に指導を与え

ている。また，副指導教員２名を置き，計３名からなる指導教員チームが編成され，総合

的な指導に当たっている。チームには必ず他専攻の教員が１名参加し，幅広い学問的視野

をも得ることができるようになっている。また，学修プロセス委員会が，学位論文の指導

体制を絶えず検証したうえで，教員への助言等を行う体制を整備している。 
学生は修士論文研究計画書，修士準備論文，博士論文作成計画書，博士予備論文などを

定期的に提出し，指導教員チームによって，指導カルテのもと定期的な指導を受けている。

国際文化学研究科 ○ 後期課程では，博士論文の指導にあたって，各々の指導教員に指導法を一任するのでは

なく，①指導教員はスーパヴァイザーとして継続的に手厚いチュートリアルを施すが，②

コース／プロジェクト・チーム全体が論文作成プロセスをコントロールする責任を担い，

さらに③専攻が，博士論文作成プロセスを年度末のコロキアムにおいてチェックするとい

う三重の集団指導体制をとっている。 
人間発達環境学研究科 ○ 博士前期課程では，１年次に１名の指導教員を決め，科目の履修指導と修士論文作成の

継続的な指導にあたっている。授業科目は，論文作成の指導に関る特別研究Ⅰ・Ⅱと積み

上げ方式で展開される特論Ⅰ（基礎科目），特論演習（展開科目）を基本に構成されてい

る。指導教員が担当する特別研究Ⅰ・Ⅱは必須科目で，修士論文の継続的な指導にあたる

とともに，Ⅰでは研究に必要な方法論の基本的手法など研究能力の基礎を固め，Ⅱでは研

究の実際場面に関り実践的な研究の手法を習得させることを目的としている。科目履修

は，特別研究Ⅰ・Ⅱの他に指導教員担当の特論Ⅰ及び特論演習を履修することを柱に，学

生の希望を尊重しながら研究テーマや専門的力量の養成に適した履修内容になるよう指

導している。また全ての専攻に共通する選択科目として「ヒューマン・コミュニティ創生

研究」を設置し，ヒューマン・コミュニティ創生研究センターに関わる教員が本研究科の

目的にそった人材養成をめざす実践的な研究や研究方法について双方向的な授業を展開

している。 

博士後期課程では，１年次に主たる指導教員１名を含む３名の指導教員で博士論文指導

委員会を設置し，主たる指導教員は科目履修指導と博士論文作成の継続的な指導を行って

いる。授業科目は，特別研究Ⅲ・Ⅳと特論Ⅱ，演習科目を基本に構成されている。主たる

指導教員が担当する特別研究Ⅲ・Ⅳは必須科目で，論文指導にあたるとともに，Ⅲでは国

内外の研究状況を把握する能力の発展を，Ⅳでは研究会・学会の企画・運営に参画するな

どを通して研究を組織化する方法を学修することを目指している。特論Ⅱは前期課程科目
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特論Ⅰの高度化科目で，１年次に履修することになっており，外部からの進学者の場合は

特論Ⅰ・特論演習を合わせ履修することを指導する場合もある。また全ての専攻に共通す

る選択科目として「教育能力養成演習」が設置され，大学教員としての教育能力を養成す

るために，指導教員の指導監督の下に学部授業の講義科目について「目標，シラバス，内

容，評価を設計」し，２回程度の模擬講義を体験する等の試みを行う。 
法学研究科 ○ 適切な研究指導が可能になるよう，指導教授は学生の志望を可能な限り尊重して，入学

後速やかに決定するが，同時に，一人の教授に指導学生が集中することによって指導の質

が低下することのないよう，博士課程前期課程については，１年度につき教授が担当可能

な学生数に制限を加えている。 
経済学研究科 ○ 前期課程においては，本科コースでは研究者養成を目的として２年間，専修・社会人コ

ースでは１年次に経済学の基本的分析ツールの修得を集中的に行うことを考慮して２年

次に研究指導をそれぞれ行っている。また，専修・社会人コースでは，統計的手法を用い

た経済分析のニーズの高まりを受け，スキルアップ・プログラムを設け，経済学，統計学

のコア科目を履修した後，グローバル経済演習に参加し，共同でレポート（神戸大学グロ

ーバル経済展望シリーズ）を執筆する。 
後期課程においては，経済学の課題の拡大と手法の深化を受け，指導教員による個別研

究指導に加え，六甲フォーラム等を通じた複数教員による共同指導を受けて，博士論文を

執筆する。 
経営学研究科 ○ 前期課程では科学的方法による着実な研究力を，後期課程では独創的な研究力を育成す

るために，それぞれの課程の入学時から修了時まで，１人の学生に１人の演習指導教員を

定め，教育に当たっている。具体的には，入学者選抜の時点で，入学希望者全員に演習指

導希望教員を指名させる。選抜試験合格者に対して，入学後直ちに，その希望教員を演習

指導教員として配置する。その学生の担当教員は，当該学生がその課程を修了するまで，

履修指導，学修指導，研究指導を綿密に行う。研究科規則により，その研究指導は，前期

課程ではその修了要件のうち履修要件の 16 単位を構成し，後期課程ではその修了要件の

うち履修要件の８単位を構成する。 
また，より幅広い視点からの指導を行うことが学位取得の一助となるとの考えから，

経営学研究科の教員だけでなく，学内他研究科の教員や他の大学院・研究機関等の教員

などを副指導教員に加えることを認める等の規約の整備を行った。 
理学研究科 ○ 前期課程においては，１年次後期から２年次前期にかけて研究経過発表会を専攻主催で

実施しており，学生に対して研究進捗状況の確認や助言を専攻全体として行っている。後

期課程においては，同様の研究経過発表会を１年次及び２年次に実施し，さらに３年次に

は研究成果発表会を専攻主催で実施することによって，学生に対して研究進捗状況の確認

や助言を専攻全体として行っている。 
医学研究科 ○ １名の大学院生に対して少なくとも３名の教授（主科目１，副科目２）があたり，研究

内容を指導するなど，４年次修了時の学位取得を支援する研究指導を強化した結果，標

準修業年限（４年）以内での学位取得者が増加した。 
平成 12 年度 

入学者 
平成 13 年度 

入学者 
平成 14 年度 

入学者 
平成 15 年度 

入学者 
平成 16 年度 

入学者 

54.4％ 48.7％ 64.8％ 62.5％ 59.4％ 
 

保健学研究科 ○ 大学院入学志望者は指導予定教員と入学後に実施する研究分野やテーマについて，十分

に話し会うように指示している。入学後，さらに指導教員ならびに他の教員と学生との話

し合いにより研究テーマを決定している。研究指導は，指導教員および他の教員が協力し

て実施することが多い。 
工学研究科 ○ 入学した学生ごとに１名の指導教員を定めて研究指導題目を決め，指導教員と関連分野

の教員により幅広く効果的な指導を行っている。 
博士論文に関しては，学位論文審査に先立ち，学位論文草稿の予備検討のための研究成

果発表会を実施し，指導教員及び指導教員から委嘱された２人以上の教員で構成される予

備検討委員会で提出された論文内容が博士学位審査に値するか否かを判定することとし

ている。また，論文博士や早期修了に関する体制も整備されている。 
農学研究科 ○ 前期，後期ともに指導教員の他に副指導教員を設けて複数教員による指導体制としてい

る。これにより学生に対する教育・研究の指導体制をより確実にし，さらに若手の教員を

積極的に学生の指導に参加させることによって教育・研究の活性化を図る等，適切な指導

の取組がなされている。 
海事科学研究科 ○ 学生は担当指導教員によってマンツーマンの研究指導を受けるとともに，学生自身の研
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究を進めるだけでなく，他の研究者の論文調査も極めて重要である点を考慮して，研究指

導を主となる「特定研究」とそれを支える「論文研究」の２本立てで実施している。 
国際協力研究科 ○ 通常の授業に加えて，海外実習，インターンシップを単位化し，英語による授業，国際

協力機関に働く人による授業も行っている。入学してすぐに指導教員を決定し，研究指導

が行われる。博士後期課程の学生のためには，ワークショップの授業を単位化して論文の

発表を行わせ，博士論文の完成が近づいた時点で，中間報告会を開催している。このこと

により，他教員からの指導や学生からのインプットが得られる仕組みとなっている。 
（各学部・研究科の自己点検・評価結果を基に作成） 

 
 

b)「小項目９」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，各研究科において学位授与のための計画的，体系的な

指導を行ったことが挙げられる。このような状況を踏まえ，計画９－１を「良好」

と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目 10「成績評価の客観性，公正性及び透明性の向上を図る。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画 10－１ 「多元的な評価方法を採り入れて，シラバスに授業の達成目標と評価基準を明記

するとともに，ＧＰＡ制度（授業ごとの成績を５段階で評価し，単位当たりの

平均を出して学生を評価する方法）の導入の可能性や成績評価方法の検討を進

める。」に係る状況 

 
各学部・研究科とも，学問分野や授業形態に応じた多元的な評価方法を取り入れており

《資料 72》，その方法・基準は，授業の到達目標と合わせて，シラバスに記載している。

シラバスは，平成 19 年度まで部局毎に独自様式でホームページに掲載又は冊子で配布し，

周知していたが，平成 20 年度から教務情報システムを利用して全学統一様式（ただし，

医学部・医学研究科は除く）で授業の目標と成績評価方法及び基準を明記することとした

《前掲資料 59》。 
また，各部局でのそれまでの GPA 制度に関する検討を踏まえ，教務委員会において成

績評価基準の標準化や評価方式についての検討を進めた《資料 73》。 
 
《資料 72：評価基準記載例》 

授業科目名 成績評価方法と基準 
現代と経営 定期試験で評価します。100-80 点は A，79-70 点は B，69-60 点は C の評点を与え，59

点以下は不合格です。 
微分積分学入門 定期試験の成績を主に，レポート・小テスト・出席状況も考慮に入れて総合的に評価す

る。詳しくは最初の講義の時に説明します。 
総合科目Ⅰ １ グループでの調査（2 回）への参加  ４０点 

２ 提出したレポート（2 回）      ４０点 
３ 講義への出席            ２０点 

（平成 19 年度電子シラバスから抜粋） 
 
《資料 73：GPA 導入に向けた検討状況》 

GPA 制度 
本学の教育体制の中で達成すべき重要項目 
１．厳正な成績評価 
２．卒業生の質の保証 
３．適正な就学指導 
 
目的  (昨年度教務委員会資料より抜粋) 
① よりきめ細かな成績評価を行って成績優秀者にインセンティブを与える。（大学院進学や卒業資格に） 
② 修学指導に GPA を積極的に利用する。 
③ 国際化も含めて他大学との成績評価の互換性を高める。 
④ GPA 制度の導入は単位の実質化の一環として評価される。 
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昨年度のシミュレーション結果 
 
◎ 成績を 100 点満点で出している部局のデータを使い， 

仮に 5 段階評価を導入したとして， 
A：90 点以上  B:89～80 点  C:79～70 点  D:69～60 点  F: 59 点以下  

   とし， 
A=4.0，B=3.0，C=2.0，D=1.0，F=0 で GP を付与し，単位あたりの平均（GPA）を算出してみた。   
 

  
  
 
シミュレーション結果 ⇒ GPA 値が低すぎる。 ⇒ 単純に生点から 5 段階評価に移すことは無理 

 
反省点： 神戸大学における成績評価の統一的見解を明確にする必要がある。 
      まず，評価基準の規定を考えよう。 
 
◎ 現状の優，良，可，不可の評価基準を再定義し，4 段階評価で GPA 対応が可能なようにする。 
◎ 5 段階評価方式の評価基準を定義し，GPA 対応が可能なようにする 

例えば 成績判定基準を 
A ： 特に優れた成績を示した 
B ： 優れた成績を示した 
C ： 妥当と認められる成績を示した 
D ： 合格と認められる最低限度の成績を示した 
F ： 合格と認められるに足る成績を示さなかった 
のように統一し，理想的には A～F を相対評価によって成績判定する。 

 
海外の大学の GPA も A～F 評価の変形が多い。（例；ワシントン大学） 
全国大学の動向，海外大学の現状を考慮すると，5 段階評価が望ましいが，4 段階評価でも評価基準を調整すれば対応

は可能と思われる。今後，長期にわたる評価システムになるので，慎重な検討が必要である。 
 
相対評価については根強い反対が学内にあり，現状では相対評価に統一することは困難であると判断する。（昨年の

FD 北米調査団の調査結果でも，アメリカの大学で完全に相対評価かと言うとそうでもない。現実には絶対評価も入って

いる）建前は相対評価，実情は一部絶対評価も含む，と言うことで進むのが現実的な方法であろう。 
 
 
卒業要件は GPA の値がいくらあればよいとするのか？ 
大学院進学基準は GPA の値がいくらあればよいとするのか？ 

 
米国では一般的に GPA=2.0 以上が卒業要件  2.0 以下なら退学勧告 

GPA>3.0 または 3.5 以上が大学院進学条件 
神戸大学の従来の成績評価では GPA>3.0 または 3.5 以上の学生のパーセンテージは低い。また，GPA=2.0 以上が卒

業要件とすると，卒業できない学生が続出する。 
 

A ： 特に優れた成績を示した  B ： 優れた成績を示した 
上記の A , B の評価をつける学生を例えば全体の３０～４０％となり， 

C ： 妥当と認められる成績を示した 
A, B, C の評価をした学生の総数が全体の７０％となるような授業を行うことが，大学全体で合意できるか？  
これでも自然科学系研究科では GPA>3.0 が大学院進学条件のぎりぎりの線であり，GPA>3.5 は困難である。（進学率が

70％程度と高いため）人文社会系では GPA>3.5 とすることは可能かと思われる。 
 
検討事項 
下記のような成績評価基準を採用することが可能か？ 

A ： 特に優れた成績を示した           10～20％ 
B ： 優れた成績を示した             20～30％ 
C ： 妥当と認められる成績を示した        30～40％ 
D ： 合格と認められる最低限度の成績を示した   絶対評価で判断 
F ： 合格と認められるに足る成績を示さなかった  絶対評価で判断 

（教務委員会資料） 
 
 

b)「小項目 10」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況がおおむね良好である。 

総履修登録単位数

取得単位数取得単位数＋０取得単位数＋１取得単位数＋２取得単位数＋３ FDCB4 ×××××
=

AGPA
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（判断理由） 当該小項目の状況として，各学部・研究科とも授業形態に応じた評価方法をシラ

バスに掲載したこと，平成 20 年度から全学統一様式によって評価方法を明示する

こととしたこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画 10－１を「おお

むね良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

②中項目３の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
   （判断理由） 小項目７，10 を「達成状況がおおむね良好である」，その他の小項目を「達成状

況が非常に優れている」と判断することから，当該中項目の達成状況を上記のとお

りと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 教育改革プログラムに積極的に応募し，平成 16～19 年度にかけて，「特

色ある大学教育支援プログラム（特色 GP）」をはじめとする 13 種類のプロ

グラムに 59 件が採択された。これらの採択プログラムに基づき，教育改革

を進め，全学共通教育や各学部・研究科の授業科目として定着させるなど，

教育課程の改善に着実に反映させた。（計画１－１，２－１） 
２． 学問研究の動向や社会的ニーズに適切に対応するため，研究科横断型の医

工連携コースの創設や，自然科学系４研究科横断型の特論，大阪大学との連

合による IT スペシャリスト養成を開始した。（計画１－１，２－１） 
３． 関西における欧州連合（EU）に関する高度な研究・教育等を展開するた

め，EUIJ 関西（神戸大学，関西学院大学，大阪大学によるコンソーシアム）

を創設し，学部・研究科横断型，大学横断型の教育を展開した。（計画２－

１） 
４． 新高校教育課程を経た入学者に対応するため，各学部ともにカリキュラム

を見直し，11 学部で 41 の入門科目を，10 学部で 20 の少人数科目を導入し

た。（計画３－１） 
５． 新入生を対象とした履修ガイダンスに加えて，各部局において必要な時期

に適切なガイダンスを実施した他，外国語オリエンテーションや教職課程選

択希望者向けのガイダンスを実施するなど，学生が授業の選択を自主的かつ

適切に行うことができるよう，きめ細やかな対応を行った。（計画４－１） 
６． 農学研究科では，アジア農業戦略の立案・推進に貢献できる人材を育成す

る「熱帯農学海外演習」や「アジア農業環境海外演習」を設け，海外の学術

交流協定校や研究所の協力を得て，海外での実地演習やフィールド型の授業

を実施した。（計画４－２） 
７． 平成 16 年度に，全学において学部カリキュラム体系表を作成し，履修方

法の検討を行うとともに，その後も必要に応じて適宜改善を図った。また，

教務情報システム Web 機能にシラバス機能と休講補講掲示機能を追加する

とともに，平成 20 年度からシラバス記載事項を統一することとした。これ

により，学生に対して，ワンストップかつムラのない授業関係情報の提供が

可能となった。（計画５－１） 
８． 各研究科とも多様な教育ニーズに対応するため，大きくは研究者の養成と

高度専門職業人の養成に応じた体系的カリキュラムを編成している。例えば，

理学研究科，工学研究科，農学研究科，海事科学研究科では，学際性の観点

から自然科学系の４研究科が協力して魅力的なテーマを選定し教育プログ

ラム化した「自然科学系プログラム教育コース」を開講した。（計画６－１） 
９． 社会人の履修を容易にするため，12 研究科中 10 研究科において大学院設

置基準第 14 条に基づく教育方法の特例を適用し，夜間や土日に授業を開講

した。また，各部局とも留学生のための入試改革，カリキュラム改革，学位

論文完成のためのサポート体制の充実を図るとともに，留学生センターにお

いても，日本語初級レベルクラスを倍増させ，その充実を図った。（計画８
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－１） 
10． 各部局とも学位取得のための計画的指導体制を整備した。特に，改組に伴

い平成 19 年度に設置した理学，工学，農学，海事科学の各研究科では，学

位取得を指導するコースワークを定め，中間発表会の実施等の学位授与プロ

セスを明確に規定した。（計画９－１） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． EU インスティテュート関西を設立し，日本・EU 間の国際交流拠点の

一つとして EU 教育研究プログラムを開発した。（計画２－１） 
２． 英語によるプレゼンテーション能力向上を目指す「PEP コース導入に

よる先進的英語教育改革」（現代 GP 採択）を実施した。（計画７－１） 
 
 

（４）中項目４「教育の実施体制に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「平成１８年度以降における全学共通教育の抜本的改革の一環として，全学共通教

育の実施体制を見直す。」の分析 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「平成１８年度を目途に，全学共通授業科目担当の原則を明確にし，全学で責任

をもった実施体制を実現する。」に係る状況 

 
全学共通教育を実施するための組織として，平成 16 年度に大学教育センターを改組し，

大学教育推進機構を設置した。同機構の全学共通教育部に 20 の教育部会を設置した《前

掲資料９，18》。各教育部会の構成員の選出方法も定め，全学で責任を持った実施体制を

実現した《資料 74》。 
 
《資料 74：全学共通授業科目担当の原則の明確化による責任をもった教育実施体制の整備》 
 
第 1 この申し合わせは，神戸大学大学教育推進機構（以下「機構」という。）の教育部会（以下｢部会｣という。及び担

当教育科目に関する要項（以下「要項」という。）第 3 条第 3 項に定める部会の構成と部会長の選出方法等について

定める。 
第 2 要項第 3 条第 1 項に定める部会に所属する教員には，平成 4 年 9 月時点における一般教育等担当教員(医学部保健

学科設置時の元医療技術短期大学部及び統合時の旧神戸商船大学の一般教育等担当教員を含む)で，学部・研究科・学

内共同教育研究施設等（以下｢学部等｣という。）に異動となった教員（以下「異動教員」という。）及びその後任教員，

並びに異動先の学部等で異動教員と専門（全学共通授業科目を担当するに相応しいという意味での専門をいう。）が同

じとみなされる教員を含むものとする。 
第 3 学部等は，退職等の理由により第 2 に定める教員が異動する場合において，当該教員の担当授業科目が継承でき

ない教員を採用しようとするときは，書面により該当する授業科目の担当計画を付して全学共通教育部長に提出し，

神戸大学大学教育推進機構全学共通教育運営協議会（以下「運営協議会」という｡）の承認を得るものとする。 
2 学部等は，第 2 に該当する教員で定員削減等により，後任を採用することができないときは，その理由書を全学共通

教育部長に提出し，運営協議会の承認を得るものとする。 
第 4 次の部会の構成には，次の各号に掲げる教員を含むものとする。 

(1) 外国語第 I，外国語第 II 
第 2 に該当する文学部，国際文化学部，国際コミュニケーションセンターの教員｡  

(2) 情報科学 
医学部保健学科，海事科学部からの教員及び第 2 に該当する国際文化学部，学術情報基盤センターの教員｡  

(3) 健康・スポーツ科学 
医学部保健学科からの教員及び第 2 に該当する国際文化学部，発達科学部，海事科学部の教員。 

(4) 人間形成と思想 
医学部保健学科からの教員及び第 2 に該当する文学部，国際文化学部，発達科学部，海事科学部，機構専任の教

員。  
(5) 文学と芸術 

第 2 に該当する文学部，国際文化学部，発達科学部の教員。  
(6) 歴史と文化 

文学部，発達科学部からの教員及び第 2 に該当する国際文化学部の教員。  
(7) 人間と社会 

第 2 に該当する文学部，国際文化学部，発達科学部，機構専任の教員。  
(8) 法と政治 
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法学研究科，国際協力研究科からの教員及び第 2 に該当する国際文化学部，発達科学部，海事科学部の教員。 
(9) 経済と社会 

経営学研究科，経済経営研究所からの教員及び第 2 に該当する農学部，海事科学部，経済学研究科，国際協力研

究科の教員。 
(10) 数学 

第 2 に該当する発達科学部，理学部，工学部，海事科学部の教員｡ 
(11) 物理学 

第 2 に該当する国際文化学部，発達科学部，理学部，工学部，農学部，海事科学部の教員｡ 
(12) 化学 

第 2 に該当する発達科学部，理学部，工学部，農学部，海事科学部の教員｡ 
(13) 生物学 

第 2 に該当する発達科学部，理学部の教員｡ 
(14) 地球惑星科学 

第 2 に該当する発達科学部，理学部の教員｡ 
(15) 図形科学 

第 2 に該当する発達科学部，工学部の教員｡ 
(16) 応用科学技術 

教養原論「物質と技術」のうち，授業科目「資源・材料とエネルギー」，「ものづくりと科学技術」，「情報化社会

を支える基盤技術」を担当する教員。 
(17) 医学 

教養原論「生命と環境」のうち，授業科目「身体の成り立ちと働き」，「病気の原因と予防」を担当する教員。 
(18) 農学 

教養原論「生命と環境」のうち，授業科目「生物資源と農業」，「食と健康」を担当する教員。 
(19) 総合教養 

教養原論「総合教養」の授業科目を担当する教員。 
第 5 部会長及び幹事の選出は，所属教員が確定した段階で，部会総会を開催して選出するものとする。ただし，第 4 (19)

の部会長は，当分の間，全学共通教育部長が兼ねることとし，同号の幹事は，全学共通教育部長が指名する機構の専

任教員をもって充てる｡ 
2  原則として部会長は幹事経験者から選出する。 
第 6 関係部局は，各部会とも継続的に担当できる体制を確保することに責任をもつものとする。 
第 7 この申し合わせに定めるもののほか，当初の各部会の構成及び部会長並びに幹事に関し，必要な事項については

別に定める。    
 

（教育部会の構成及び部会長の選出方法に関する申し合わせ） 
 
 

b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況がおおむね良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，大学教育センターを改組して設置した大学教育推進機

構の下の全学共通教育部に，全学共通教育を担当する教育部会を設置したことが挙

げられる。このような状況を踏まえ，計画１－１を「おおむね良好」と判断するこ

とから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目２「ＴＡを効率的，効果的に活用する体制を整える。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「ＴＡの担当すべき業務について整理するとともに，活用方法を評価し，併せて

ＴＡ個々の資質の向上を図る。」に係る状況 

 
TA の担当すべき業務及び効果的な活用方法について整理した結果に基づいて，「神戸大

学ティーチング・アシスタント実施要領」《資料 75》を定めた。また，個々の TA の資質

向上を図るため，実験・実習に関わる全ての教育部会において，年度当初に TA オリエン

テーションを実施するとともに，担当教員及び教務職員が研修指導に当たった《資料 76》。 
この他，経済学研究科では，必修科目，コア科目，情報関連科目に重点的な TA 配置を

行った。 
経営学研究科では，現代経営学演習及びプロジェクト研究で，TA が各プロジェクトに参

加し，講義や演習を補完する体制をとった。 
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医学系研究科では，TA 資格を持つ大学院生に，教員の補助として BSL（Bed Side 
Learning）や若手医師を対象とした少人数教育及び体験型学習の指導等をさせた。 

工学研究科では，TA の利用状況の調査を行い，適正配置に対する現状の充足度を分析

した。 
 
《資料 75：神戸大学ティーチング・アシスタント実施要項》 
 
（目的） 
第１ この要領は，神戸大学大学院に在籍する優秀な学生に対し，教育的配慮の下に教育補助業務を行わせ，大学教育

におけるきめ細かい指導の実現や大学院学生が将来教員・研究者になるためのトレーニングの機会の提供を図るととも

に，これに対する手当支給により，学生の処遇の改善の一助とすることを目的として，必要な事項を定めるものとする。

 
（名称） 
第２ 第１に定める教育補助業務を行う学生の名称は，ティーチング・アシスタント（以下「ＴＡ」という。）とする。

 
（職務内容） 
第３ ＴＡの職務内容は，授業担当教員の指示のもと，学部，修士課程，博士課程前期課程又は専門職学位課程の学生

に対し，教育的効果を高めるために講義，実験，実習，演習等の教育補助業務を行うものとする。 
 
（資格） 
第４ ＴＡとなることができる者は，大学院に在籍する優秀な学生とする。 
 
（募集及び選考） 
第５ ＴＡの募集及び選考は，各部局ごとに行うものとする。 
 
（身分） 
第６ ＴＡは，パートタイムの非常勤職員とする。 
 
（任期） 
第７ ＴＡの任期は，当該事業年度の範囲内とし，職務内容に応じた必要な期間とする。 
 
（労働時間） 
第８ ＴＡの労働時間は，月４０時間（週１０時間程度）を基準とし，当該学生の研究指導，授業等に支障が生じない

よう配慮するものとする。 
 
（給与） 
第９ ＴＡに支給する給与は，時間給のみとする。 
2 前項の時間給の額は，非常勤職員の給与に関する細則第２条に定める額とする。 
 
（オリエンテーション等） 
第 10 授業担当教員は，ＴＡに教育補助業務を行わせるに当たっては，事前に当該業務に関する適切なオリエンテーシ

ョンのほか，ＴＡ従事者及び指導を受けた学生からの意見 聴取の仕組みの確保，教育的効果を高めるための工夫等，

目的に照らした円滑な運用がなされるよう留意するものとする。 
 
（その他） 
第 11 この要領に定めるもののほか，ＴＡの実施に関して必要な事項は，各部局において定めるものとする。 
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《資料 76：TA オリエンテーション例》 
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（物理学教育部会 TA オリエンテーション資料） 

 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況がおおむね良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，TA を効果的に活用するために「ティーチング・アシ

スタント実施要綱」を定めたこと，TA の資質向上のために TA オリエンテーショ

ンを実施したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画２－１を「おお

むね良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目３「全学共通教育の実施に必要な機能（講義室，実験室，教育機器室など）を拡充整

備する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画３－１ 「全学共通教育等の実施に必要な図書館機能を整備するとともに，教養・専門図

書，映像音響資料等の学生用資料を充実させる。」に係る状況 

 
図書館学生用資料費を毎年確保（平成 16 年度：4,100 万円 平成 17 年度：6,100 万円 平

成 18，19 年度：6,300 万円）し，図書館備え付けの学生用資料（図書・雑誌等）の整備を

進めた《資料 77，78》。選定については，平成 16 年度に策定した「学生用資料整備計画大

綱」《資料 79》に基づき，毎年館室毎に「学生用資料整備計画」を立案し，シラバス掲載図

書を網羅的に収集《資料 80》するとともに学習用図書及び専門教育図書等を幅広く整備し

ている。 
特に，学生用資料のうち全学共通教育を支援する総合図書館で整備・収集するものに関し

ては，「総合図書館学生用資料整備計画」《資料 81》を策定し，系統的な資料収集を実践し

ている。 
施設・設備については，計画的に附属図書館各館室の学習環境の改善を進めており，平成

19 年度は，《資料 82》に示すとおりグループ学習室，閲覧机・椅子等を整備した。 
 
《資料 77：学生用図書受入冊数》 

 総合 国際 社会 自然 人文 人間 研究所 医学 保健 海事 合計 
H16 6,251 1,069 3,526 2,174 400 522 － 547 475 1,058 16,022
H17 5,590 1,279 5,032 2,178 1,682 1,920 204 1,462 1,114 2,471 22,932
H18 5,734 1,562 3,133 2,888 1,257 1,716 186 1,672 1,045 3,184 22,377
H19 4,564 594 4,217 2,885 566 1,250 89 1,157 1,634 2,558 19,514

（各年度の図書館年次報告書を基に作成） 
 
《資料 78：学生用雑誌受入種数》 

 総合 国際 社会 自然 人文 人間 研究所 医学 保健 海事 合計 
H16 97 101 133 173 23 146 － 68 116 254 1,111
H17 96 61 43 174 23 172 － 68 119 285 1,041
H18 94 37 49 174 23 172 0 177 119 285 1,130
H19 100 37 45 174 23 174 0 175 116 307 1,151

（各年度の図書館年次報告書を基に作成） 
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《資料 79：学生用資料整備計画大綱（抜粋）》 
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《資料 80：シラバス掲載図書一覧例》 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/www/modules/main/index.php?content_id=17） 

 
《資料 81：総合図書館学生用資料整備計画（抜粋）》 
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《資料 82：平成 19 年度における設備更新による学習環境の整備》 

建物改修に伴う全面的な配置の見直し 
書架及び閲覧机・椅子の増設及び更新 

総合・国際文化学図書館 

グループ学習室の整備・増設 
社会科学系図書館 マイクロフィルムキャビネットの増設 
自然科学系図書館 閲覧机・椅子の増設 

建物改修に伴う全面的な配置の見直し 
書架及び閲覧机・椅子の増設及び更新 
ハンドル式集密書架の新設 
貴重資料等保管庫の新設 

人文科学図書館 

館内放送設備の整備 
書架及び閲覧机・椅子の増設及び更新 
グループ学習室の新設 
保管庫の更新 

人間科学図書館 

館内放送設備の整備 
医学分館 CD･DVD 資料閲覧用スタンドアロン PC の導入 
保健学科図書室 書架の増設 
海事科学分館 ロビーチェアの更新 

（平成 19 年度附属図書館年次報告書から抜粋） 
 
 

計画３－２ 「少人数講義室，演習室，学生学習室を増やし，情報機器･視聴覚機器やマルチ

メディア機器等を設置した教室の増設を図る。」に係る状況 
 

学内の情報ネットワークシステムの整備は，学術情報基盤センターが中心となって行っ

ている。平成 19 年度までに，各部局等の情報端末設置教室や図書館利用の端末コーナー

等を 20 室増室（既存の室と合わせて 30 室）し，合計 1,215 台の教育用端末や教材提示装

置等を設置（内 588 台は更新）した《資料 83》。これらの部屋は，講義利用以外の時間帯

は自習用に開放しており，講義と自習を含めた利用者数（延べ）は，平成 19 年度で約

320,000 名となっている。また，この他に，各部局が独自に運用管理している教育用端末

があり，その設置台数は平成 19 年度末時点で 500 台を超える。 
この他，外国語教育の環境の充実を図るため，CALL 教室を平成 19 年度末までに５教

室（教育用端末 52 台×１室，教育用端末 48 台×４室）整備した《前掲資料 20》。 
さらに，農学部・農学研究科では，平成 18 年度の学舎改修Ⅰ期（研究棟）工事により，

全実験室にネットワーク基盤を整備し，平成 19 年度の学舎改修Ⅱ期工事により，実験室，
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全講義室，学生自習室に LAN 端子を整備した。また，情報処理教室及びＥラーニング室

も改修し，より充実した情報教育が可能な環境を整備した。 
 
《資料 83：教育用端末設置教室一覧表》 

平成 20 年３月 31 日現在 
設置場所 台数   
学術情報基盤センター 分館１階 第１演習室 53 ※1  
  分館１階 自習室 46   
  分館２階 第２演習室 53   
  分館３階 第３演習室 51   
  本館１階 電算機室（管理・開発用） 10   
附属図書館 Ｅ棟３階閲覧室 総合・国際文化学図書館 12  ※2 
  本館１階情報端末室 社会科学系図書館 11  ※2 
  １階端末コーナー 人文科学図書館 3  ※2 
  ２階端末コーナー 自然科学系図書館 12  ※2 
  ２階端末コーナー 人間科学図書館 3  ※2 
  １階端末コーナー 医学部分館 3  ※2 
  ２階端末コーナー 保健科学図書室 3  ※2 
  ２階端末コーナー 海事科学分館 3  ※2 
文学部   演習室５６６ 31  ※2 
国際文化学部 情報処理教室Ｆ棟５階 Ｆ５０１ 51  ※2 
発達科学部 情報教育設備室 Ｆ１５８ 61   
農学部 情報処理教室Ｄ棟１階 Ｄ１０３ 50  ※2 
海事科学部 学術交流棟２階 第１演習室 106  ※2 
保健学科 図書室 カンファレンス室 61  ※2 
六甲台 国際協力研究科棟４階 情報処理演習室 53  ※2 
  第３学舎２階 情報処理教室 79   
  第３学舎２階 電算機室手前の部屋 30  ※2 
  第３学舎２階 電算機室西側の部屋 38   
  第３学舎２階 助手室（管理用） 4  ※2 
大学教育研究センター 情報処理教室Ｋ棟５階 Ｋ－５０３ 171 ※1  
  情報処理教室Ｄ棟６階 Ｄ－６１８ 172 ※1  
留学生センター ３階 ３０５教室 2  ※2 
  ２階 情報資料室 10  ※2 
  ３階 メディア室 8  ※2 
  ３階 コンピューター室 25  ※2 
合計 1,215   

（備考） １．※1 は，教材提示装置を設置した室を示す。 
       ２．※2 は，教育用端末を新たに設置した 20 室を示す。 
 
 

b)「小項目３」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，情報端末設置教室の増室や語学学習環境を整備したこ

と等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画３－１，３－２を「良好」と判

断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目４「専門教育の環境を改善する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画４－１ 「少人数講義室，演習室，学生学習室を増やし，情報機器･視聴覚機器やマルチ

メディア機器等を設置した教室の増設を図る。」に係る状況 
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学内の情報ネットワークシステムの整備は，学術情報基盤センターが中心となって行っ

ている。平成 19 年度までに，各部局等の情報端末設置教室や図書館利用の端末コーナー

等を 20 室増室（既存の室と合わせて 30 室）し，合計 1,215 台の教育用端末や教材提示装

置等を設置（内 588 台は更新）した《前掲資料 83》。これらの教室等は，講義利用以外の

時間帯は自習用に開放しており，講義と自習を含めた利用者数（延べ）は，平成 19 年度

で約 320,000 名となっている。また，この他に，各部局が独自に運用管理している教育用

端末があり，その設置台数は平成 19 年度末時点で 500 台を超える。 
この他，外国語教育の環境の充実を図るため，CALL 教室を平成 19 年度末までに５教

室（教育用端末 52 台×１室，教育用端末 48 台×４室）整備した《前掲資料 20》。 
さらに，農学部・農学研究科では，平成 18 年度の学舎改修Ⅰ期（研究棟）工事により，

全実験室にネットワーク基盤を整備し，平成 19 年度の学舎改修Ⅱ期工事により，実験室，

全講義室，学生自習室に LAN 端子を整備した。また，情報処理教室及び e ラーニング室

も改修し，より充実した情報教育が可能な環境を整備した。 
 
 

計画４－２ 「ＩＴ化に対応し，各部局，教員のホームページを充実するとともに，教育にお

けるＩＴの利用を促進し，教育効果を高める。」に係る状況 
 

各部局のホームページについて，学内外からの利用の利便性を向上させるため，必要な

項目と形式の最低限の統一を図る基本方針を定めた《資料 84》。また，教育活性化支援経

費の一部をホームページ更新作業の補助として部局等に配分した。 
平成 18 年４月から運用を始めた教務システムの Web 機能では，学生が Web 上で履修登

録，成績確認を行うだけではなく，教員も Web 上で成績入力を行うことを可能とし，学生

へのサービスの向上，教職員の業務の軽減・効率化・ペーパレス化を図った。また，この

教務情報システムにアンケート機能を追加することにより，全授業科目・全履修学生を対

象とした Web 上での授業評価アンケートが可能な環境を構築し，アンケート結果の適時な

分析を通じて，各部局等での教育の質の向上に向けた FD 活動に活用した。《後掲資料 94，
96，97》。 

国際コミュニケーションセンターでは，CALL 教室使用についてのニーズ調査を行うと

ともに，語学クラス担当教員を対象とした利用説明会を６月及び 11 月に開催し，延べ 18
名の教員が参加した。また，学生には授業開始前に語学クラス担当教員が利用説明を行う

など，5 室に増室された CALL 教室の利用普及に努めた。CALL 教室の利用状況は《前掲

資料 21》に示すとおりである。 
 
《資料 84：部局ホームページ統一化基本方針》 

① トップページにロゴマークを入れる。 
② 「新着情報」「キャンパスマップ」「サイトマップ」「検索」は必要。 
③ 訪問者別メニューを設けるのが望ましい。 

設ける場合は，少なくとも受験生向け，在学生向け，卒業・修了生向けは欲しい。各メニューに掲載する項

目の取捨選択は，部局の判断に任せる。 
④ この基本方針に則って「統一化」を進めるため，広報委員会としては，本部の支援を仰ぎたい。 
 

（平成 19 年３月 14 日広報委員会資料から抜粋） 
 
 

b)「小項目４」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，情報教育のための環境や外国語教育の環境を整備した

こと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画４－１及び４－２を「良好」

と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
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○ 小項目５「授業の性質に応じた適切な指導法の開発・改善を目指す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画５－１ 「教員相互の授業参観等を平成１６年度から試験的に導入し，その経験を踏まえ

て適切な導入方法を定める。」に係る状況 
 

教員相互のピア・レビューについては，平成 16 年度以降，試験的なものも含め複数の

部局で導入してきた《資料 85》。 
平成 19 年度には，北米の大学における FD の実施状況調査のため，教育担当理事を団長

とする 20 名の北米 FD 調査団を，ワシントン大学・ブリティッシュコロンビア大学・ピッ

ツバーグ大学・イェール大学に派遣し，ピア・レビューの実施状況等を調査した《資料 86》。 
これらの経験及び調査結果を基に，平成 20 年度からピア・レビューを全学で試行的に実

施することとし，各部局で実施計画を作成することにより，教員の FD に関する意識改革に

取り組んだ《資料 87》。 
 
《資料 85：部局におけるピア・レビュー実施状況》 

部局名 実 施 状 況 
文学部・人文学研究科 ○ 専修ごとに複数の教員が担当する授業において，授業の進め方に関して相互に具体的な

意見交換を行って，授業の改善に役立てている。 
国際文化学部・国際文化

学研究科 
○ 平成 17 年度は 22 科目，平成 18 年度は 12 科目，平成 19 年度は 6 科目で，ピア・レ

ビューを実施した。平成 18 年度前期まではピュアレビュー対象授業を選定し，教員は自由

な時間に参観。それ以降は，対象日時まで指定し，教員は指定日に参観。 
発達科学部・人間発達環

境学研究科 
○ 初年次教育として発達科学という学問を導入的に学部 1 年生に伝える「発達科学への招

待」という授業（モジュール別・オムニバス形式）があり，同じモジュールを担当する教

員が互いの授業を参観する，この授業をコーディネートする委員（教員）が授業を参観す

るという取組を行っている 
法学部・法学研究科 ○ 教員相互による授業の相互参観を，毎学期，2 週間にわたり実施している。授業参観レ

ポートのコピーを，参観を受けた授業担当者に渡し，授業改善を促している。 
経営学部・経営学研究科 ○ オムニバスの授業に関して，授業計画を組んだ上責任者を定め，責任者は授業進行の管

理を行うとともに，可能な限り授業に参加している。 
理学部・理学研究科 ○ 相互授業参観の試行を，各専攻で 1～2 件実施した。 
医学部・医学系研究科 ○ 保健学科では，平成 17 年度から実施しており，授業担当者，授業参観者双方がレポー

トを提出し，改善に資している。 
国際コミュニケーショ

ンセンター 
○ 平成 17 年度からピア・レビューを毎年 12 月から 1 月にかけて実施している。その結果

は共有するだけでなく，更なる授業改善に資するために，報告検討会を実施している。 
留学生センター ○ 総合日本語コースの授業科目について，非常勤講師も含めてピア・レビューによる教

員相互の授業評価を実施した。 
（教育担当責任者会議資料を基に作成） 
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《資料 86：北米調査団の活動概要》 

 
（FD に関する北米調査団調査報告書から抜粋） 

 
《資料 87：ピア・レビュー実施計画》 

部局名 実 施 計 画 
文学部・人文学研究科 1. 平成20年度に試行して，ピア・レビューの方法と効果を検討する。 

2. 授業改善に役立てるため，授業の技法を主に見る。参観者にとって自分の授業の参考とな

る面に重きを置く。 
3. 対象は全教員の講義科目（講座の入門講義も含む）とし，演習や実験の授業は対象としな

い。 
4. 前期・後期それぞれ2週間を設定する。 
5. 前期は5月19日から5月30日の2週間。後期の実施時期は未定。 
6. 1年に1回以上，授業を見に行く。 
7. 事前に参観を希望する授業を記入する。 
8. 授業の開始時に遅れないように行く。 
9. 参観レポートは，別紙の形式とする。点線で切って，下部を保存する。自由記述欄は，自

分の授業にどう役立てていくかという観点から書く。 
10. FD 評価委員会でとりまとめ，教員懇談会で報告し，授業の改善に生かす。 

国際文化学部・国際文化

学研究科 
1. 来年度も本年度に引き続き前期・後期ともピア・レビューを試行する予定である。実施

方法の詳細については，新年度に改選される自己評価委員によって，来年度早々に検

討して，決定する予定。 
発達科学部・人間発達環

境学研究科 
1. １年次前期（全学部）「発達科学への招待」：学部の理念や研究内容を紹介する初年度導入

講義。 
   発達科学への招待実行委員会が組織されており，この教員からなる委員会がオムニバ

ス形式の担当者およびその講義内容をコーディネートしている。これら委員会に属する

教員が担当者の授業を参観する。その後時間をとって討論し，その内容を協議し記録す

る。 
2. １年次前期（全学部） 「発達科学演習」：大学での学び方（討論の仕方，レポートの書

き方などのスキル）を身につけるための初年度導入演習。 
   2007 年度の担当者が，2008 年度の担当者の演習を参観する。その後時間をとって討
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論し，その内容を協議し記録する。 
3. ３年次前期（人間環境学科）「人間環境学総合演習」：同学科の教職関連科目。学生を 2

つのグループ（モジュール）にわけ，4 名の教員が各モジュールを担当する。各モジュー

ルの最終回に学生の発表会がある。この時間が学生間の相互評価や学生の授業評価にな

っているが，併せて教員同士の相互評価の機会とする。この相互評価の内容を記録する。

4. ３年次後期（人間表現学科）「人間の発達と表現」：同学科の学生全員が履修する学科共通

科目で，学科所属の教員全員がゼミのような形式で担当する。当該コマの担当者の授業

を担当外の学科所属教員が参観する。その後時間をとって討論し，その内容を協議し記

録する。 
法学部・法学研究科 1. 法学部・法学研究科（実務法律専攻を含む）では，すでに 2004 年度より，すべての講

義科目において，教員相互の授業参観（その報告書作成を含む）を実施しており，来

年度以降も引き続き，その方法でピア・レビューを実施する予定をしている。 
経済学部・経済学研究科 1. 経済学部の一般の講義を対象に，全教員が少なくとも一度は参観する。 

2. 参観者はピア・レビュー報告書を提出する。 
3. ピア・レビュー報告書を元に，大講座で授業の改善方法について話し合う。 
4. １年後に，ピア・レビューの実施・評価方法を再検討する。 

経営学部・経営学研究科 1. ピア・レビューは，特に指示するまでもなく，教員が他の教員担当の授業を参観し，教

授法，学生掌握法，授業マネジメント（学生とのインターアクションを含む）等につ

いて参照すべき点を学習するとともに，改善案についての意見交換を行っている。 
理学部・理学研究科 1. 理学研究科教員（教授・准教授・講師・助教）は年一回他教員による授業をできるだけ

参観する。対象授業 1 コマを開始から終了まで参観し，被参観教員と感想を交換する

ことをもって参観と定義する。 
2. 理学部専門科目および理学研究科科目を参観対象とする。 
3. 参観を希望する教員は事前に被参観教員に参観希望を伝える。申し込まれた教員は拒否

しない。教育研究分野や専攻をまたぐ参観を歓迎する。 
4. 参観した教員は，参観日と参観科目名を教務学生係に自己申告する。文書による参観報

告を求めない。教務学生係は，専攻ごとの実施件数を学期末に教務委員会に報告する。

5. 参観実施率を上げるために，参観ウィークを学期ごとに一週設定する。ただし，参観ウ

ィーク以外の参観を排除しない。参観実施率が学生アンケート回答率を下回るようで

は，教員の姿勢が問われるであろう。 
6. 授業に対する評価をことさらに求めない。教員と学生による閉ざされた空間であった教

室に，第三者が立ち入る仕組みを作ることで，すでに大きな評価作用が生じている。

医学部・医学系研究科 1. 医学部医学科会議構成メンバーは，必ず２回は義務として行う。ピア・レビュー担当者か

らレポートを提出してもらい，学生の評価と併せて講義担当者にフィードバックする。

工学部・工学研究科 1. 優秀教育賞や，授業評価で高評価を得た複数の授業のピア・レビューを行う。 
2. 候補授業の担当者の了解を得る。 
3. 参観教員は，本会議委員，教務委員長および委員，財務研究委員会評価担当委員で行う。

4. 同時に学生からアンケートをとる。 
5. 評価結果をまとめ，公表する。公表時には講師名，授業名は伏せる。特に良い点を評価

する。 
6. 試行の結果を評価して，今後のピア・レビューの方法を提言する。 

農学部・農学研究科 1. 平成 20 年度前期及び後期に，それぞれ２ヶ月の授業ピア・レビュー期間を設け，講師以

上の教員の内，1/3 に当たる教員がピア・レビュー授業を行う。 
2. １つのピア・レビュー授業に３名程度の教員が参加し，ピア・レビュー・レポートを作

成し，教務学生係に提出する。 
3. 教務委員会は，ピア・レビューの効果やフィードバック等について報告を取りまとめる。

海事科学部・海事科学研

究科 
1. 同じ学生が受講する複数授業科目を対象授業科目とし，参観教員のみでなく受講学生へ

もアンケート調査を行い，ピア・レビュー実施内容について検討する。 
2. ピア・レビュー実施対象授業科目としては，海事技術マネジメント学課程 3 学年の開講

科目である「船舶安全論」（火曜日 1 時限，担当：古莊教授）及び「航海測位論」（火

曜日 3 時限，担当：林教授）を予定。 
3. アンケート内容については現在行われている授業評価アンケートを元に実施までに検

討する予定。 
4. 実施日は，4 月末を予定している。実施後にアンケート取りまとめ，授業担当者とのレ

ビュー及び実施内容についての検討を行う予定。 
5. 必要ならば当該対象授業科目に対して複数回のピア・レビューを行い，実施内容につい

ての検討を行う。 
6. 後期については，前期の結果により判断する。 

国際協力研究科 1. 学期ごとに１，２週間演習を除く全ての講義を教員の参観のために開放し，各教員は一

回以上必ず他の教員の講義を参観に行く 
大学教育推進機構 1. 11 月頃に大学教育推進機構の「ピア・レビューウイーク」を設定する。 

2. 半数の教育部会内で，授業公開者１名を選出する。 
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3. 部会長等部会の人１名と評価・ＦＤ専門委員会の委員１名は必ず出席する。 
4. 12 月頃に評価・ＦＤ専門委員会主催で，授業公開者，参加者による意見交換会・検討

会を開催する。 
5. 翌年は，残りの半数の教育部会で実施する。 
6. 国際コミュニケーションセンターは，大学教育推進機構の外国語教育部門として，上記

ピア・レビューの実施に加わる。 
（教育担当責任者会議資料を基に作成） 

 
 

計画５－２ 「教育内容・方法の改善と開発を目的として全学的規模でのＦＤ研修会を充実さ

せる。」に係る状況 
 

本学では，法人化以前（平成 15 年度以前）から全学的な FD 研修会等に力を入れてきた

《別添資料９：法人化以前に実施した FD 講演会等の実績》。 
この流れは法人化後も続いており，平成 19 年度には，FD シンポジウム「先進大学から

学ぶ到達目標型学士課程教育改革の動向－新潟大学・山口大学の事例」及び「先進大学か

ら学ぶ到達目標型学士課程教育改革の動向－鳥取大学の事例」を開催した《資料 88，89》。 
また，より実質的な FD 活動を展開するため，FD 研修も兼ねて北米大学における FD 実

施状況調査団を派遣した（教育担当理事を団長に各部局から団員を選出）《前掲資料 86》。 
この他，大学教育推進機構や各部局においても，各々の特性に応じた形で FD を実施し

てきた《資料 90》。これらの取組に対する成果の一つとして，平成 18 年度には，全学共通

教育の「健康・スポーツ科学」が，（社）全国大学体育連合の「大学体育 FD 推進校表彰」

を受賞した《資料 91》。 
さらに，全学的 FD の実質化に向け，平成 20 年度から試行的に全学部・研究科で授業の

相互参観（ピア・レビュー）を実施することを決定する《前掲資料 87》とともに，新任教

員に対する FD の実施について検討を行った。 
 
《資料 88：FD シンポジウム開催案内１》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/event/e2008_01_18_01.htm） 
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《資料 89：FD シンポジウム開催案内２》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/event/e2008_02_08_01.htm） 

 
《資料 90：FD 実施状況》 

学部・研究科名 実施状況・実施内容 
文学部 
人文学研究科 

○ 『授業評価アンケート』の結果や各専修の学部と大学院での教育内容に関するアンケート調

査を受けて，文学部教員懇談会を開催する形で，教育内容の改善を話合う機会などを持ってい

る。 
○ 「文部科学省・現代的教育ニーズ取組支援プログラム」，「地域歴史遺産の活用を図る地域リ

ーダーの養成」事業や海港都市のプログラム「海港都市文化学の創成」を教員懇談会で紹介し，

その成果を共有しあった。そのような機会を利用し，意見・要望を聴取している。 
国際文化学部 
国際文化学研究科 

○ 毎年 FD 講演会を開催している。講演内容は，教員のニーズに基づいて決定している。 
○ 学生からの授業評価アンケートを分析し，結果を教授会で報告し各教員からの意見を聞いて

いる。 
発達科学部 
人間発達環境学研

究科 

○ 毎年 FD 講演会を開催している。 
○ 平成１９年６月から毎月１回全教員を対象に FD を実施している。 

法学部 
法学研究科 

○ 法科大学院運営委員会・教育改善ＷＧの主催により，各学期毎に教育内容や方法に関する教

員の意見交換会が開催されており，そこで表明された意見は，専攻会議に報告されている。 
○ 法学部において，カリキュラム改正の検討が教学関係専門委員会，同 WG を中心に行われた。

その際には専門分野を共通にし，授業科目を共通して担当しうる教員ごとにカリキュラム改善

についての意見聴取が行われ，それが平成 19 年度のカリキュラム改正に反映された。 
○ 教員による授業の相互参観を，毎学期，2 週間にわたり実施している。 
○ 少人数科目を除き，原則として全ての授業科目について，毎学期 1 度，授業アンケートを実

施しており，その結果は教員に公開されている。 
○ 各教員が相互の研究に関する理解を深め，相互の研究教育能力の研鑽のために，昼食をとも

にしながら報告・議論を行うスタッフランチョンセミナーを年４回程度開催している。 
経済学部 
経済学研究科 

○ 評価委員会の下に FD 小委員会を置き，教育内容･教育方法の改善を検討し，教務委員会な

どに提案する。具体的には，(１)段階的履修を目的とした講義科目体系表の作成・公表，(２)
複数教員が交替で担当する主要科目の講義内容・成績評価基準の統一化，(３)講座内でのシラ

バス記載内容の相互チェック及び授業アンケート結果の共有化，(４)授業アンケート結果に基
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づく次回講義の改善(PDCA サイクルの確立)を行っている。 
○ 外部講師の講演会，他大学の取組の調査検討を通じて，FD の重要性を教員に理解してもら

うよう研究科として取り組んできた。シラバスにおける改善点の明記はその結果である。 
○ 外部評価の際に審査委員による講義・演習の見学を実施し，コメントをもらった。 

経営学部 
経営学研究科 

○ (1) FD ミーティング（毎年２回程度学期終了後に開催）(2)新任教員・研究員オリエンテー

ション（毎年開催）(3)商学・経営学研究会（年６回程度開催）(4)COE ファカルティ・ミーテ

ィング（毎年１〜２回程度開催）。その他に，教務委員会では，学部や大学院の専門教育の効

果的なカリキュラムや教育方法，MBA タスクフォース委員会では，専門職大学院の教育カリ

キュラムや教育方法に関する授業改善の取組を行っている。 
○ 学生に対しては，毎学期末に授業評価アンケートを実施し，また，特に大学院生に対しては，

年に１〜２回行われる教務委員と院生協議会幹事との会合を設けることにより，細かな学生側

のニーズを把握している。教員に関しては，年２回程度実施される全教員参加の FD ミーティ

ングによりニーズを把握している。 
理学部 
理学研究科 

○ FD の実施については教務委員会で検討し，平成 20 年度からは教員による授業の相互参観を

導入することとなっている。その実施に向けて 19 年度後期に相互参観の試行を行った。 
○ 専攻によっては新任教員による談話会を行い，多くの教員が参加し，学問的な内容や講演の

やり方等について講演後意見交換をする。 
医学部医学科 
医学研究科 

○ FD は，各教育分野の代表から構成される臨床教育 WG 及び教務学生委員会と学生との間の

懇談会からの意見を通じてニーズを把握し，人材育成センター主導のもと企画・実施している。

○ 国内外で開催される医学教育に関するワークショップに教員を派遣し，その後参加教員が講

師となって知識や技能を共有する目的の FD を定期的に開催している。 
医学部保健学科 
保健学研究科 

○ 授業評価小委員会と FD･カリキュラム検討小委員会が中心となり，授業評価とカリキュラム

の改善，FD の向上を目的とした FD 研修会の開催を行っている。授業評価小委員会は，毎学

期末に学生からの授業評価アンケートを実施し，その結果を専攻・講座・個人別にまとめ，教

員の授業改善の資料として提供している。FD・カリキュラム小委員会は，カリキュラムの内

容を充実させるために，目的に応じた WG を設け，多数の参加者のもと，多様な意見を反映で

きる検討会とした。 
○ FD 研修会を年に３～４回開催し，内容は授業評価～実習など，幅広い。参加は教職員平均

50～60 名（約 3 分の２），また，参加した学生は教育の質の改善に対する要求文書を紹介した。

これらの内容はウェブサイトに掲載し，参加できない教員・学生も情報を得ることができるよ

うにしている。 
工学部 
工学研究科 

○ FD 連絡会が組織され，ここでは，ベストティーチャ－賞（後に優秀教育賞と名称変更）の

選考方法や授業アンケートの実施内容など FD に関する様々な事項，あるいは工学部が組織と

して取り組むべき方向性や方法論について検討を行っている。優秀教育賞は年間を通じて模範

的な FD に貢献した教員を各学科から 1 名ずつ選出するとともに，教務委員会からは学科横断

的な授業改善の成果が得られたものを推薦している。各受賞者は，工学部の同窓会組織（KTC）

からも優秀教育賞が与えられている。 
農学部 
農学研究科 

○ 教員の質的向上を図るＦＤ研修会を平成 16 年９月から平成 19 年 11 月まで７回開催（平均

参加人数は約 60 人）した。その内容は「教育方法改善」のみならず「研究プロジェクト」や

「産官学連携」など幅広いテーマで開催されている。 
○ 一部の学科では学生が教育全般に対する意見と要望を述べ，教員を交えて協議する学生フィ

ードバック委員会，教育課程の編成や科目内容の調整を行う教員間連絡委員会が活動してお

り，その議事録はウェブサイト上で公開されている。（http://www.eng.ans.kobe-u.ac.jp/jabee/）
海事科学部 
海事科学研究科 

○ FD 部会が中心となり，アンケート調査を実施し，その結果を各教員に報告して昨年の改善

策の効果と授業の改善に向けて授業改善に役立たせるために，毎年シンポジウムを実施してい

る。テーマは，アンケート等を通じて得られた学生や教職員のニーズを反映できるものを選定

し，その結果は発表会の報告書（教育改善プロジェクト FD Report）は全教職員に配付されて

いる。 
国際協力研究科 ○ 学内専門家を招いた教職員に対する FD 講習会（平成 19 年に２回実施）を開催した。また，

博士後期課程では公開の研究発表ワークショップを多数の他分野他専攻の教員・学生を集めて

実施している。 
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○ 海外実習について，複数の授業担当者及び学生が共同で報告会を公開で行い，授業内容につ

き教員，学生から意見を聴取した。 
大学教育推進機構 
 
 

○ 主に教科集団（教育部会）ごとに定期的，不定期的に実質的な FD 活動（TA への説明会，

非常勤講師との懇談会，授業参観など）を進めている。 
○ 大学教育支援研究推進室が中心となって進めているピア・レビュー検討作業の一環として，

メルボルン大学の准教授を招いて FD 講演会を開催した。 
○ 学生授業評価のフィードバックを踏まえた「授業のふりかえり」を授業記録として担当教

員が作成し，ホームページで公開した。 
○ 授業改善ハンドブックとして「教員 FD マニュアル」を作成し，ホームページで公開した。

（各学部・研究科の自己点検・評価報告書等を基に作成） 
 
《資料 91：大学体育 FD 推進校表彰の受賞》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_03_30_01.htm） 

 
 

b)「小項目５」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，全学的にピア・レビューを実施することを決定したこ

と，さらなる FD 実施のため北米に調査団を派遣したこと，FD に関する表彰を受

けたこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画５－１，２を「良好」と

判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

②中項目４の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
   （判断理由） 小項目１及び２を「達成状況がおおむね良好である」，小項目３～５を「達成状

況が非常に優れている」と判断することから，当該中項目の達成状況を上記のとお

りと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 図書館備え付けの学生用資料（図書・雑誌等）について，大学全体として

の財政が厳しい中財源を確保し，選定体制を確立した上で，計画的な収集を
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進めるとともに，各館室の学習環境の改善を行った。（計画３－１） 
２． 平成 19 年度までに，学術情報基盤センターが中心となって，各部局等の

情報端末設置教室や図書館利用の端末コーナー等を 20室増室し，合計1,215
台（588 台は更新）の教育用端末や教材提示装置等を設置した。（なお，こ

れ以外に各部局が独自に運用管理している教育用端末が，500 台超設置され

ている。）また，平成 19 年度末までに，CALL 教室を５教室（教育用端末

計 244 台）整備することにより，外国語教育の環境を充実した。（計画３－

２，４－１） 
３． 各部局のホームページについて，必要な項目と形式の最低限の統一を行

うことにより，学内外からのホームページ利用の利便性を向上させた。（計

画４－２） 
４． 教務システムに Web アンケート機能を追加することにより，原則として

全授業科目・全履修学生を対象とした Web 上での授業評価アンケートが実

施可能な環境を構築した。アンケート結果の適時な分析を通じて，各部局等

での教育の質の向上に向けた FD 活動に活用した。（計画４－２） 
５． 平成 16 年度以降，複数部局において試験的なものも含めてピア・レビュ

ーを導入しているが，平成 20 年度からの全学的（試行）実施に向けて，部

局別の「ピア・レビュー実施計画」を作成することを通じて，各部局での教

員の FD に関する意識改革に取り組んだ。（計画５－１） 
６． 平成 19 年度に，FD 活動の積極的推進策の一環として，北米の大学にお

ける FD の実施状況を調査するため，全学部の学部長または教育責任担当教

授を団員とする 20 名の「北米 FD 調査団」（団長：教育担当理事と国際担当

理事）を派遣した。その調査内容を団員が全学の FD 研修会にて報告すると

ともに，調査結果を上記のピア・レビューの全学的導入など，FD の実質化

に向けた施策の具体化に活用した。（計画５－１，５－２） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． FD 研修会等，教育改善に積極的に取り組んだ結果，平成 18 年度に全

学共通教育の「健康・スポーツ科学」が，（社）全国大学体育連合から「大

学体育 FD 推進校表彰」を受賞した。（計画５－２） 
 
 

（５）中項目５「教育活動の評価及び教育の成果・効果の検証に関する目標」の達成

状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「教員の教育に対する意識改革，教育内容と方法に関する改善を積極的に推進する

方策を策定する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「「全学評価組織」並びに各部局の「評価委員会」（詳細はⅣを参照）において，

全学共通教育並びに各部局の教育の状況について学生による授業評価を始めと

する多面的な評価を行う。」に係る状況 
 

各学部・研究科では従来から，学生による授業評価アンケート，授業参観型ピア・レビ

ュー，教員による自己評価，優れた指導方法に対する表彰制度等を実施していた。授業評

価アンケートについては，部局によってその内容にばらつきがみられたため，実施状況や

内容を全学的に調査し，調査結果を基に，質問項目，実施方法，実施時期，様式等の統一を

検討した《資料 92》。 
この検討を基に，平成 18 年度後期から，全学共通項目による授業評価アンケートを学部・

研究科の全授業科目（演習や少人数の授業科目は除く）・全履修学生を対象に Web 方式にて

開始した。この Web 方式は，部局での独自項目も追加が可能であるほか，学生からの自由

記述に対して授業担当教員が Web 上で回答でき，学生・教員双方向のコミュニケーション

が可能となっている《資料 93》。また，蓄積されたデータが電子化されているため，適時の
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分析が可能であり，各部局の FD 活動の推進に貢献した。 
また，この他に，卒業・修了時の学生へのアンケート，就職先機関へのアンケート，卒業・

修了生アンケートを実施し，本学の教育が社会のニーズにマッチしているかについて，多面

的な把握を行った《資料 94》。各アンケートの集計・分析結果は大学ホームページ（学内限

定）に掲載して個々の教員の FD 活動に供するとともに，全学の教務委員会にて報告してい

る《資料 95～97》。 
 
《資料 92：各学部・研究科における授業評価アンケートの設問項目調査》 

 
（各学部・研究科での調査結果を基に作成） 
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《資料 93：授業評価アンケート自由記述に寄せられた学生からの意見及び教員の回答状況》 
 

学生からの意見数 教員からの回答数 学生のコメントに対

する教員の応答率 
平成 18 年度後期 8,609 5,830 67.7％ 
平成 19 年度前期 11,647 3,018 25.9％ 
平成 19 年度後期 4,128 1,598 38.7％ 

（授業評価アンケート集計結果を基に作成） 
 
《資料 94：各アンケートの概要》 

アンケート名 概要 

卒業・修了時の学生への

アンケート 

○ 教育憲章の教育目的や教養教育の目的として掲げている「幅広い教養」，「高い倫理感」，

「課題解決能力」等の養成しようとする能力が，学部若しくは大学院の課程を通じて身に

付いた程度や，その能力の習得場面，全体的な満足度等について質問を行っている。 

就職先機関へのアンケ

ート 

○ 卒業・修了時の学生へのアンケートと対をなす形で実施。就職先機関が採用するに当た

り，どのような能力を重視するのか等について質問している。調査の実施に当たっては，

両アンケートの設問項目を関連付け，本学の学生が身に付けた能力が社会のニーズに合致

したものとなっているかを検証できる枠組としている。 

卒業・修了生アンケート ○ 本学における教育の長期的な効果を把握するために，卒業・修了生が大学に集うホーム

カミングデイの機会を利用して実施した調査であり，本学で経験した様々な活動のうち，

どのような活動を通じて得られた知識やスキルが，現在あるいはかつての仕事に役立った

と感じているかについて質問している。 

 
《資料 95：ホームページでの掲載状況》 

 
（大学 HP http://www.ofc.kobe-u.ac.jp/info/evaluation/material/questionnaire/index.htm） 
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《資料 96：各種アンケート集計結果例１》 

 
（平成 19 年度前期授業評価アンケート集計結果から抜粋） 

 
《資料 97：各種アンケート集計結果例２》 

 
（平成 18 年度就職先機関アンケートから抜粋） 
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計画１－２ 「これらの評価結果の内容を，教育改善を進めるための諸施策並びに必要な担当

者や財源の配分に反映させる。」に係る状況 
 

授業評価アンケートの集計結果及び自由記述欄で出された学生の意見については，全学教

務委員会において報告し，その活用方法について検討を促した《資料 98》。部局によっては，

シラバスに出された意見とそれに対する改善方針を掲載するなどして反映させている《資料

99》。さらに，マードック大学（オーストラリア），香港大学（中国）及び WHU 大学（ドイ

ツ）における教育改善のための諸施策や資源配分並びに長崎大学，九州大学における教員評

価に基づく資源配分の調査を実施し，その結果を参考にしつつ，授業評価アンケート，卒業・

修了時アンケート等の教育に関する多面的な評価の結果を基に，教育改善の実施状況に応じ

た財源の傾斜配分実施の可能性について検討した。 
また，これとは別に，教育改善を進めるための施策として「教育研究活性化支援経費」を

創設した。この経費を活用して「戦略的・独創的教育研究プロジェクト」を学内公募し，選

定したプロジェクトに対して予算措置を行った（平成 17 年度：13 件 平成 18 年度：12 件 

平成 19 年度 9 件）《資料 100》。 
 
《資料 98：授業評価アンケートの活用》 
2. 平成 18 年度後期，平成 19 年度前期授業評価アンケートの結果について 
   米谷委員より，資料 4－1 及び 4－2 に基づき授業評価アンケート結果概要について説明があった。 
   経営評価室浅野助教より，資料 4－3 に基づき授業評価アンケート自由記述集計について説明があった。 
   委員長より，各部局において本日の資料を参考に検討を加えるよう依頼があった。 

（全学教務委員会議事録から抜粋） 
 
《資料 99：授業評価アンケート結果に基づく改善事例のシラバスへの掲載例》 

授業科目名 「前回の授業アンケートに基づく改善・工夫」欄 
環境経済論 ○ 授業アンケートでは，実際の事例の紹介の評判が良かったようで

す。今回もなるべく実際の事例で説明します。 
現代技術論 ○ 授業アンケートで説明がわかりにくいという指摘があったので，レ

ポートにより理解の程度を把握し，十分に理解できるように配慮す

る。 
特別演習Ⅱ（マクロ経済） ○ 受講者にとって分かりやすい英語でゆっくりと話すように心がけ

ます。 
（経済学部シラバスから抜粋） 
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《資料 100：平成 19 年度「戦略的・独創的な教育研究プロジェクト」（教育）採択プロジェクト一覧》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/research/projects/encouraged/H19.htm） 

 
 

b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，全学統一項目による授業評価アンケートをはじめとす

る学生，卒業生・修了生，就職先機関への各種アンケートを導入したことや学内公

募「戦略的・独創的教育研究プロジェクト」による資源配分を実施したこと等が挙

げられる。このような状況を踏まえ，計画１－１を「良好」，計画１－２を「おお

むね良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目２「全学共通教育の実施体制の変更と拡充に伴う教育効果を検証する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「全学共通教育の実施体制変更前後の履修結果を分析し，実施体制の改善を進

める。」に係る状況 

 
新高校教育課程を経た学生に対応するため，全学共通教育に関する開発研究を推進《前

掲資料７》し，平成 18 年度から全学共通教育カリキュラムを大幅に改訂した。具体的に

は教養原論科目の多様化，開講コマ数の増によるクラスサイズの減，上級者向け外国語ク

ラスの開講等である《資料 101》。 
カリキュラム変更後の実施体制等の分析は，各教育部会が行った《資料 102》。このよう
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な分析結果及び教養教育の充実という全学的な方針等から，全学共通教育の実施に当たる

教育部会構成員を，平成 17 年度の 584 名から平成 20 年度には 686 名（17％増）に増加

させ，実施体制の改善を進めた。 
 
《資料 101：全学共通教育の変更点に関する分析結果》 
○ 教養原論科目の開講科目数を 32 科目から 66 科目に，開講コマ数を 142 コマから 206 コマに大幅に増加させた。 
○ 平成 17 年度前期には 300 人を超えるクラスが 15 あったが，変更後は 0 となった。 
○ 高学年生やより高度な内容を教える外国語第Ⅰ（英語）にアドバンストクラスを開講した。また，外国語第Ⅱ（ド

イツ語，フランス語等）の上級クラスを設けるとともに，外国語第Ⅲとして新たにイタリア語，スペイン語，韓国

語を開講した。 
 
    《平成 19 年度に開講した外国語科目の履修状況》 

区分名 科目名 開講コマ数 のべ履修者数 平均履修者数 
外国語第Ⅰ 
 

英語アドバンスト A 
英語アドバンスト B 
英語アドバンスト C 

2 
7 
4 

53 
205 
71 

26.5 
29.3 
17.8 

外国語第Ⅲ 
 

独語 XI・XII 
仏語 XI・XII 
韓国語 XI・XII 
スペイン語 XI・XII 
イタリア語 XI・XII 

2 
2 
3 
2 
2 

15 
3 

34 
15 
41 

7.5 
1.5 

11.3 
7.5 

20.5 
 計  24 437 18.2 

  
（分析結果を基に作成） 

 
《資料 102：全学共通教育についての自己点検・評価報告書 例》 
様式２ 
 

全学共通教育についての自己点検・評価報告書（教育部会用） 
 
教育部会名：情報科学 
部会長名：森下 淳也 
作成者名：森下 淳也，熊本 悦子 
 

概要（2000 字） 
 

情報科学教育部会が提供する授業科目（情報基礎，情報科学，原論「情報の世界」)において特筆すべき科目として「情報基

礎」がある。「情報基礎」は平成 16 年度より全学必修科目として実施されたもので本学学生が一年次前期に全員が履修すべき科

目として開講されている。 
「情報基礎」においては従来の情報リテラシーと考えられている「計算機の使い方」という観点から脱却し，計算機を「コミュニケ

ーションの媒体」として捉え，ネットワークコミュニケーションのあり方やポリシーを伝える事を重点においた内容を提供している。列

挙するならば，電子メールや電子掲示板，ブログなどにおけるコミュニケーションマナー（ネチケット）の解説やトラブルの際の対処

法，ウィルス感染やスパムメールなどの対応方法，情報収集の場としてのネットワークの使い方，情報サービスの実際，情報倫理，

などである。 
高等学校に教科「情報」が導入されたため，学生は計算機に対する違和感を持たない。また，携帯電話の普及からメールは当

たり前のものとして学生に使われており，むしろ電子メールと携帯メールとの使われ方の違いを教える必要がある。神戸大学の学

生として，有効且つ安全なネットコミュニケーションを行えるように指導する事が目的となっている。そのため，情報サービスの実際

を教える際には，図書館の協力を得て，図書館職員による図書館情報サービスの実際を演習して頂くということもカリキュラムに加

えている。 
2800 名を超える学生に対する演習を伴う授業として実施する為に，学部学科を単位として，学生 100 名（担当教員 2 名，TA2

名）から 150 名（担当教員 3 名，TA3 名）を一つのクラスとして，約 25 クラスに分けクラス編制を行っている。平成 16,17 年度は一

人 1 台で 150 名演習可能な演習室 1 室で，平成 18 年度からは 170 名演習可能な演習室 2 室で開講している。担当者は平成

15 年度までの教員数では，全く不足していたため，平成 16 年度から各学部より 1 クラス 1 名の補助教員を部会に提供してもらっ

ての実現である。 
授業の実施体制として，全てのクラスで同じ内容を提供することを目指し，多くの準備を行った。学術情報基盤センターの教育

部門の協力により，独自に e-learning システムを構築し，ホームページ上に授業用の教材（Web テキスト)をおき，授業では学生

全員がそれを元に講義を受けられるようにした。これは150名までの規模の演習を伴なう授業では，従来の方法では学生にとって

十分に効果的な提示が行えないからである。平成 16,17 年度はこれらに加えて，部会作成のテキストを配布した。平成 18 年度は
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システムが更新され，学生の横に置かれたモニターに教材が提示できるようになったため，テキストを廃止した。 
教員に対しては，開講する単元毎に，指導書として分単位で指定された講義内容の流れを記述した指導案を提供し，主担当

教員がこれに沿って講義する事で，全てのクラスで同じ内容と進度が実現するようにした。 
e-learning システム上に，単元毎に小テストとレポートを用意し，Web テキストからリンクされ，インターネットを通じて自由に行う

事ができる演習教材を提供した。小テストを学生は授業中のみならず，自宅からでもこれらにアクセスして課題に取り組む事が出

来る。これらの小テストの結果には，成績と正解と詳しい解説が提供されるようになっている。学生は自由に何度でもこの小テスト

を行う事が出来，その結果は全て記録される。レポートは e-learning システムと連動し，直接，教員へ電子情報として配布され，

評価の結果が e-learning システムに登録されるようにシステムが構築されている。即ち，その内容が電子メールを通して，担当教

員及び TA に送られる。これを評価した教員は，その結果を e-learning システムに登録する。このような方式をとっている。出席管

理もまた，自動で行われるように e-learning システムに準備されている。学生が出席している当該時間にその教室の計算機にア

クセスしているかどうかを記録する事で十分に学生の出欠を評価する事ができる。 
このように，全てのクラスの学習過程が e-learning システムに登録されている。これらの内容は，担当教員からはクラス単位で

確認でき，個別に学生を指導できる。また，学生は常時，各自の学習過程を確認できるため，自分の状況を把握できる。評価基

準がこれと同じく Web テキストに明記されているので，評価の公開性も満たしている。これらの点について学生の評価も高い。 
平成 18 年度のシステム更新の際に，テキストを廃止したが，副読本としての教材を希望する向きも有る為，現在，テキストの執

筆を検討している。 
 

（全学共通教育についての自己点検・評価報告書より抜粋） 
 
 

計画２－２ 「全学的に教育活動に関する評価基準を策定し，教育の質の改善を図る。」に係

る状況 
 

認証評価制度に基づく大学としての自己評価を行うため，（独）大学評価・学位授与機構

の機関別認証評価基準に準拠した統一基準による自己点検・評価を全学部・研究科において

実施した。また，文学部・文学研究科・文化学研究科では，前記の機関別認証評価の評価基

準などを参考に，教育活動ＷＧを中心に検討し，評価基準を策定するとともに，年次報告書

に策定した評価基準に基づく評価結果をまとめた《資料 103》。 
工学部では，教員の教育研究に関する Capacity Development（力量開発）を目的とし

た評価項目，評価基準について検討を行い，評価項目，評価基準の案を策定した。 
その他の部局についても，授業評価アンケートの結果に基づき，評価基準や指標の策定

の検討を開始した。 
以上のような各学部・研究科での検討結果を踏まえ，平成 19 年度に立ち上げた各学部・

研究科の評議員で構成する教育担当責任者会議において，学生による授業評価アンケート

の結果に基づき，教育改善の活動に向けて，全学的な評価指標の策定に向けた検討を開始

した《資料 104》。 
 
《資料 103：教育活動に対する評価・改善活動》 
・教育活動の評価基準の策定 
 平成 18 年度は，文学部と文化学研究科の合同評価委員会の中に設置された教育活動評価ワーキンググループを中

心に，大学評価・学位授与機構の提示している大学基準に準拠する仕方で以下のような教育活動に関する評価基準を

策定した。今回の年次報告書の評価項目には最大限この評価基準が活かされているが，なお未達成のものがあり，平

成 20 年度に予定されている機関別認証評価に向けて課題を達成しなくてはならない。 
（文学部・文化学研究科年次報告書から抜粋） 
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《資料 104：全学的な教育活動評価指標の策定に向けた検討状況》 

（教育担当責任者会議議事要旨） 
 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，全学共通教育の充実により１クラス当たりの受講者数

の適正化が図られたことや（独）大学評価・学位授与機構が実施する機関別認証評

価基準に準拠して全学的に教育評価を実施したこと等が挙げられる。このような状

況を踏まえ，計画２－１を「良好」，計画２－２を「おおむね良好」と判断するこ

とから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目３「教育の成果と効果を質的かつ量的に把握するシステムの策定など，評価体制の整

備，確立を目指す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画３－１ 「平成１８年度までに，卒業生・修了生の活動について，進路・就職先，同窓

会を含む各界からの意見聴取の方法を早期に策定し，授業の改善を図る。」に係

る状況 
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卒業生・修了生の活動について，意見聴取する方法を検討した結果，以下のように多面

的なアンケート調査を実施することを決定し，平成 18 年度以降，各アンケートを実施し

た。 
平成 18 年度から始めた「神戸大学ホームカミングデイ」において，「卒業生・修了生ア

ンケート（既卒者）」を実施することとした。また，年度末には，卒業・修了予定者に対し

て「卒業時・修了時アンケート」を実施することとした。さらに，卒業生・修了生の就職

先機関に対して，郵送又は就職ガイダンス等による大学来訪時を活用して，「卒業生・修了

生に関するアンケート」を実施するようにした。これら各種アンケート調査の分析結果は，

大学ホームページ（学内限定）に掲載して教員の FD 活動に資するとともに，全学教務委

員会でも報告し，授業改善のための資料となっている《前掲資料 95，96，97》。 
また，これらアンケートとは別に，多くの学部・研究科で個別に卒業生に対するヒアリ

ングを実施した。例えば，医学部では，ホームカミングデイにおいて，卒業生からの意見

を聴取する機会を増やした。 
工学研究科では，専攻毎に卒業生・修了生の活動について意見聴取を進めると同時に，

工学部・工学研究科と（社）神戸大学工学振興会（KTC）との懇談会を通じて，産業界か

らみたカリキュラム，教育効果，内容等について意見聴取を行った《資料 105》。 
人文学研究科では，ホームカミングデイの機会，就職ガイダンスの機会等を通じて同窓

生との意見交換を行った。 
 
《資料 105：学部・研究科独自のヒアリング例：工学研究科》 
「学部学生に対する修士学生の資質」及び「総合的に判断して，工学部・大学院前期課程の教育の成果や効果があがっ

ているか」 

 
「博士学生の資質」に関する設問 

博士学生の資質（応用力・適用力）

.非常に高い

高い

ふつう

低い

非常に低い

わからない

博士学生の資質（教育成果の実効性）

強く思う

思う

ふつう

思わない

全く思わない

わからない

 
  

（工学研究科自己点検・評価報告書から抜粋） 
 
 

b)「小項目３」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況がおおむね良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，卒業・修了を控えた学生へのアンケート，卒業生・修

学部・修士学生の資質（学部・大学院の能力比較）

.非常に高い

高い

ふつう

低い

非常に低い

わからない

学部・修士学生の資質（教育成果の実効性）

強く思う

思う

ふつう

思わない

全く思わない

わからない
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了生へのアンケート，就職先機関へのアンケートを実施したこと等が挙げられる。

このような状況を踏まえ，計画３－１を「おおむね良好」と判断することから，当

該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目４「専門職大学院修了者の活動状況を調査検討し，高度専門職業人養成の理念と達成

度を点検する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画４－１ 「専門職大学院については，修了後の国家試験の合格率や進路の調査を行い，

その改善を図るとともに，新たな専門職大学院の設置の参考にする。」に係る状

況 

 
法科大学院における修了者の新司法試験合格者状況は，《資料 106》に示すとおりである。

修了者の進路については，法科大学院運営委員会・同修了者ワーキンググループが調査し

たところ，《資料 107》のとおりであった《別添資料 10：第 1 期修了生の進路調査に関する

報告書》。 
また，新司法試験の結果の分析を踏まえて教育内容に関する検討会を開催し，カリキュ

ラムの継続的な見直し等，教育の質の向上に注力した《別添資料 11：法科大学院教育改善

に関する懇談会議事録》。 
経営学研究科専門職学位課程では，入学要件に社会人であることを挙げていることから，

修了後の進路という概念が馴染まず，ほとんどの学生は修了後も同じ企業等に継続して勤務

している。 
 
《資料 106：新司法試験合格状況》 

 合格者数 合格率 
平成 18 年度 40 人（全国７位） 64.5％（全国８位） 
平成 19 年度 46 人（全国 12 位） 50.5％（全国 10 位） 

（実績を基に作成） 
 
《資料 107：平成 18 年度新司法試験合格者進路状況》 

進路 人数 
弁護士 32 人 
裁判官 5 人 
検察官 2 人 
不明 1 人 

（調査結果を基に作成） 
 
 

b)「小項目４」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況がおおむね良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，専門職大学院修了生の進路調査を実施したこと，調査

結果を踏まえた教育内容の見直しについて検討したことが挙げられる。このような

状況を踏まえ，計画４－１を「おおむね良好」と判断することから，当該小項目の

達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目５「各研究科においては，教育の目標とその達成度について検証する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画５－１ 「大学院教育の成果については，学位授与実績や修了生の進路状況などを点検

し，問題があれば改善する。」に係る状況 

 
大学院における学位授与実績，進路状況，産業別就職先を点検したところ，《資料 108，

109，110》に示すとおりであった。各研究科とも，学位授与状況をさらに向上させるため，
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様々な改善を行っている《前掲資料 71》。例えば，人文学研究科では，他専攻の教員 1 名

を含む 3 名の教員からなる指導チームが連携して学生指導にあたり，専門性と学際性を担

保する体制を整備した。指導チームは，履修カルテによって学生指導に関する情報を共有

して，体系的な指導を行った。 
 
《資料 108 大学院における学位授与状況》 

平成17年度
卒業生・修了生

平成18年度
卒業生・修了生

平成19年度
卒業生・修了生

学士課程 2,820 2,827 2,824

修士課程※2 1,215 1,189 1,185

専門職学位課程 125 150 172

課程 299 333 329

論文 64 64 51
博士課程※3

 
（実績を基に作成） 

 
《資料 109：課程別進路状況》 

平成16年度
卒業生・修了生

平成17年度
卒業生・修了生

平成18年度
卒業生・修了生

男 女 計 男 女 計 男 女 計

進学 659 216 875 704 248 952 723 219 942

就職 772 616 1,388 865 620 1,485 934 649 1,583

臨床研修医 53 38 91 83 27 110 54 31 85

一時的就業 5 3 8 23 10 33 22 5 27

その他 233 162 395 232 148 380 185 140 325

計 1,722 1,035 2,757 1,907 1,053 2,960 1,918 1,044 2,962

進学 124 73 197 134 70 204 130 57 187

就職 601 217 818 657 221 878 590 240 830

臨床研修医 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時的就業 1 0 1 0 2 2 0 0 0

その他 98 76 174 69 62 131 90 82 172

計 824 366 1,190 860 355 1,215 810 379 1,189

進学 0 0 0 0 0 0 0 0 0

就職 54 5 59 54 9 63 63 4 67

臨床研修医 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時的就業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 1 0 1 48 14 62 59 24 83

計 55 5 60 102 23 125 122 28 150

進学 1 0 1 1 1 2 2 2 4

就職 152 49 201 182 52 234 188 64 252

臨床研修医 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時的就業 2 1 3 15 4 19 2 0 2

その他 72 31 103 52 38 90 79 37 116

計 227 81 308 250 95 345 271 103 374

学士
課程

修士
課程

専門
職学
位課
程

博士
課程

 
（学校基本調査を基に作成） 
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《資料 110：産業別就職先》 

 
（学校基本調査を基に作成） 

 
 
 
 

平成16年度
卒業生・修了生

平成17年度
卒業生・修了生

平成18年度
卒業生・修了生

男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計

学士 建設業 21 6 27 31 11 42 30 11 41

製造業 217 142 359 251 124 375 273 130 403

電気・ガス・水道等業 9 3 12 15 5 20 18 5 23

情報通信業 65 57 122 77 59 136 90 52 142

運輸業 50 14 64 39 7 46 53 21 74

卸売・小売業 38 41 79 57 43 100 64 38 102

金融・保険業 134 54 188 149 71 220 152 92 244

医療・福祉 14 115 129 22 125 147 21 116 137

教育・学習支援業 20 47 67 33 39 72 30 52 82

サービス業 109 61 170 91 65 156 100 64 164

公務 82 64 146 92 56 148 76 56 132

その他 13 12 25 7 16 23 27 12 39

計 772 616 1,388 864 621 1,485 934 649 1,583

修士 建設業 52 11 63 47 6 53 43 12 55

製造業 364 80 444 349 90 439 283 101 384

電気・ガス・水道等業 5 0 5 14 1 15 13 1 14

情報通信業 30 15 45 75 21 96 71 15 86

運輸業 15 3 18 17 3 20 20 4 24

卸売・小売業 6 5 11 15 6 21 14 4 18

金融・保険業 14 5 19 13 4 17 20 5 25

医療・福祉 8 23 31 20 23 43 23 22 45

教育・学習支援業 24 25 49 25 22 47 23 29 52

サービス業 42 22 64 46 34 80 40 21 61

公務 32 25 57 25 13 38 27 21 48

その他 12 7 19 19 4 23 15 6 21

計 604 221 825 665 227 892 592 241 833

博士 建設業 2 0 2 3 0 3 6 0 6

製造業 16 0 16 17 2 19 28 3 31

電気・ガス・水道等業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 1 0 1 0 1 1 0 0 0

運輸業 0 0 0 2 0 2 4 0 4

卸売・小売業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金融・保険業 0 0 0 2 0 2 4 0 4

医療・福祉 38 7 45 56 9 65 49 12 61

教育・学習支援業 54 26 80 63 26 89 45 35 80

サービス業 37 13 50 30 11 41 46 13 59

公務 4 1 5 8 2 10 6 1 7

その他 0 2 2 2 0 2 0 0 0

計 152 49 201 183 51 234 188 64 252

専門職 建設業 0 0 0 0 0 0 1 0 1

製造業 28 1 29 31 5 36 38 2 40

電気・ガス・水道等業 2 0 2 4 0 4 3 0 3

情報通信業 6 3 9 3 0 3 3 0 3

運輸業 1 0 1 4 0 4 1 0 1

卸売・小売業 3 0 3 1 0 1 1 1 2

金融・保険業 4 0 4 1 0 1 3 0 3

医療・福祉 0 0 0 2 0 2 3 0 3

教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 2 0 2

サービス業 6 1 7 6 3 9 6 1 7

公務 2 0 2 1 1 2 2 0 2

その他 2 0 2 1 0 1 0 0 0

計 54 5 59 54 9 63 63 4 67
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b)「小項目５」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況がおおむね良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，学位の授与状況を点検し，各研究科とも学位授与率向

上に向けて取り組んだこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画５－１

を「おおむね良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと

判断する。 
 
 

○ 小項目６「基礎的かつ応用的な知識を身に付け，実践的な行動力を備え，社会に貢献できる

有為な人材を多方面の職域に送り出す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画６－１ 「各学部の理念と目標に基づく専門的知識と活動能力を備えた人材及び各種の

認定資格（司法修習生，公認会計士，技術士教育など)を取得できる人材を養成

する。）の状況 

 
専門的知識と活動能力を備えた人材の育成については，卒業・修了時アンケートの結果

《資料 111》に示すとおり，多くの学生が身に付いたと回答しており，計画を達成できて

いると考えられる。また，各種の認定資格の取得状況についても《資料 112》に示すとお

り，多数の学生が取得している。 
部局の取組例として，経営学部では，学部学生ができるだけ早期に公認会計士試験に合

格できるよう，「会計プロフェッショナル育成プログラム」という特別のカリキュラムを導

入し《資料 113》，その結果として高い水準での合格者を輩出するに至っている《資料 114》。 
また，農学部応用動物学科及び生物機能化学科では，平成 16 年度に食品衛生管理者履

習コースを導入し，平成 17 年度入学者から食品衛生管理者及び食品衛生監視員資格を取

得できるようにした《資料 115》。この他，農学部食料生産環境工学科及び工学部建築学科

土木コースでは，技術者育成プログラムが社会の要求水準を満たしていることを示す

JABEE 認定を受けた。 
 
《資料 111：専門的知識，活動能力の習得状況》 

回答1 回答2 回答3 回答4 回答5

「深い専門知識・技能」
4（6）年間の学士（学部）課程におい
て、どの程度身についたと思います
か。

129
(19.8%)

369
(56.5%)

90
(13.8%)

51
(7.8%)

14
(2.1%)

「課題を設定し解決していく能力」
4（6）年間の学士（学部）課程におい
て、どの程度身についたと思います
か。

159
(24.3%)

356
(54.5%)

91
(13.9%)

35
(5.4%)

12
(1.8%)

 
回答 1：大いに身についた 回答 2：どちらかといえば身についた 回答 3：どちらともいえない 

回答 4：どちらかといえば身につかなかった 回答 5：全く身につかなかった 
（平成 19 年度卒業時・修了時アンケート集計結果から抜粋） 

 
《資料 112：資格取得状況》 
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平成17年度 平成18年度 平成19年度

小学校 63 57 66

中学校 116 119 141

高等学校 191 208 222

養護学校 11 9 9

幼稚園 46 50 42

学芸員 18 28 49

医師 110 86 105

看護師 77 78 69

保健師 32 89 79

助産師 11 11 12

臨床検査技師 41 36 34

理学療法士 23 16 17

作業療法士 19 17 15

３級海技士（航海） 44 34 36

３級海技士（機関） 19 22 12

新司法試験 - 40 46

公認会計士 43 38 105  
（神戸大学情報データベース（KUID）のデータを基に作成） 

 
《資料 113：会計プロフェッショナル育成プログラム》 
 

公認会計士・税理士をめざすあなたへ 

～ 会計プロフェッショナル育成プログラムへの 誘

いざな

い ～ 

2007 年 4 月 1 日

神戸大学経営学部

 

神戸大学経営学部への入学おめでとう。公認会計士や税理士をめざす人のために，日本商工会議所の簿記検定試験３

級合格のための特別クラス「初級簿記」を開講します。 

この授業は，次のような会計プロフェッショナル育成プログラム（公認会計士や税理士の資格を取得するための特別

コース）の一部として実施するものです。詳細は経営学部ホームページ，http://www.b.kobe-u.ac.jp/cpa/index.htm

を参照して下さい。 

年 次 学期 授業内容等 

前期 「初級簿記」（２単位）： 2007年6月10日の日商簿記検定試験で3級合格をめざします。 

１年次 

後期 
「中級簿記」・「工業簿記」（各２単位）： 2007年11月18日または2008年2月24日の日商簿記検定試

験で２級合格をめざします。 

前期 「上級簿記」（２単位）： 2008年6月または11月の検定試験で１級合格をめざします。 

２年次 

後期 「上級会計学」（２単位）：2008年6月または11月の検定試験で１級合格をめざします。 

３年次 前後期
「研究指導」： 財務会計のゼミナールに所属し，2009年5月または2010年5月の公認会計士試験の短

答式試験の合格をめざします。 

学業成績がきわめて優秀な人は，大学院への進学を条件として，３年次で正規卒業できます。 

もちろん４年間じっくり勉学してから大学院へ進学する道もあります。 

大学院修士 ２年間

 

公認会計士や税理士の試験に合格するとともに，会計プロフェッショナルとしての専門能力を身につけ

ます。 

１． 企業会計に関する高度専門知識の修得 

２． ビジネス・コンサルティング・スキルの修得 
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このプログラムの特徴は，つぎの３点です。 

○ 簿記検定試験のための準備を大学の授業の中で行うことができます。授業にまじめに取り組めば，資格試験にも

合格でき，授業の単位も取得できます。 

○ 引き続いて大学院での勉学を希望し，かつ成績優秀な人は，学部３年次での正規卒業が可能です。つまり，学部

の３年間と大学院の２年間，つまり最短合計５年間で，学士と修士の学位が取得できます。 

○ ①公認会計士試験，②同試験のうち短答式試験，③日商簿記検定１級試験，④税理士試験のうち簿記論または財

務諸表論，以上①から④のうち，いずれかの合格者は，特別試験（会計学に関する英語の筆記試験と面接試験）

を受けて，大学院前期課程（修士課程）へ進学できます。 

詳細については，４月 5 日（木）に行われる公認会計士制度の講演会のあとで，説明と受講募集を行います。公認会

計士や税理士をめざして「初級簿記」の受講を希望する人は，その時に別紙の「受講申込書」を提出してください。申

込みできるのは当日のみです。 

受講の曜日の決定は，必ずしも希望どおりにならない場合がありますので，ご了承ください。 

クラス編成については，４月６日（金）午後 1時に掲示します（経営学部学舎本館の掲示板）。 

また，４月 1０日（火）または１２日（木）から授業を開始します。授業初回に受講許可カードを配布しますので，

履修希望者は必ず出席すること。出席しない場合，履修できなくなることがあります。 

 
（会計プロフェッショナル育成プログラム案内資料） 

 
《資料 114：平成 19 年度公認会計士試験の大学別合格者数》 

慶應義塾 早稲田 中央 明治 神戸 
411 名 293 名 150 名 105 名 105 名 

     
同志社 東京 一橋 京都 立命館 
102 名 99 名 94 名 73 名 71 名 

（公認会計士三田会 HP  http://cpa-mitakai.net/keio_trans.html） 
 
《資料 115：取得可能な資格》 

 
 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/campuslife/edu/qualification.htm） 
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計画６－２「大学院においては，各領域において専門性を身に付けた人材，自立的研究者及

び国際水準の研究者などを養成する。」に係る状況 
 

各領域における専門性を身に付けた人材，自立的研究者等の養成については，卒業・修

了時アンケートの結果《資料 116》に示すとおり，多くの学生が身に付いたと回答してお

り，計画を達成できていると考えられる。 
また，国際水準の研究者を養成する目的で，多くの部局では，査読付き雑誌への投稿，

学会での発表を推奨しており，例えば，海事科学研究科では，学生１人当たり平均で３編

の論文が査読付き雑誌に掲載されている《資料 117》。 
その他，各研究科で多数の学生が論文等により学会等から受賞している《資料 118》。 
また，国際協力研究科では，「国際公務員基礎スキル向上のためのカリキュラム」を立ち

上げて，国際機関における海外実習に 20 名を派遣し，国際的機関で活躍する人材の養成を

行った。 
 
《資料 116：各領域における専門性，自立的研究者としての素養の習得状況》 

回答1 回答2 回答3 回答4 回答5

「高度の専門知識」
2（3または5）年間の修士（博士前期）
課程・博士後期課程において、どの
程度身についたと思いますか。

70
(28.6%)

137
(55.9%)

27
(11.0%)

10
(4.1%)

1
(0.4%)

「課題を設定し解決していく能力」
2（3または5）年間の修士（博士前期）
課程・博士後期課程において、どの
程度身についたと思いますか。

79
(32.5%)

137
(56.4%)

24
(9.9%)

2
(0.8%)

1
(0.4%)

 
回答 1：大いに身についた 回答 2：どちらかといえば身についた 回答 3：どちらともいえない 

回答 4：どちらかといえば身につかなかった 回答 5：全く身につかなかった 
（平成 19 年度卒業時・修了時アンケート集計結果から抜粋） 

 
《資料 117：海事科学研究科における学生一人当たり論文数》 

日本語論文（編) 英語論文(編)  
査読付

論文 
第一著

者 
査読付

論文 第一著者

論文数  

小計 

第一著者 

論文数 
小計 

平成 16 年度 1.8 0.9 1.4 0.6 3.1 1.4 

平成 17 年度 1.2 1.0 2.1 1.6 3.3 2.4 

平成 18 年度 1.3 1.1 1.9 1.5 3.1 2.4 
（海事科学研究科自己点検・評価報告書から抜粋） 

 
《資料 118：各研究科における学生の学会等での受賞例》 

研究科 賞の名称 授与組織名 受賞年月 受賞内容 
人文学研究科 
（大学院生） 

韓国近代作家『李箱』

文学を読むコンテス

ト・最優秀賞 

韓国文学翻訳院 H18.12 
  

受賞対象となった論文名： 
「拝啓『李箱』様」 

人文学研究科 
（大学院生） 

韓国近代作家『李箱』

文学を読むコンテス

ト・優秀賞 

韓国文学翻訳院   H18.12 受賞対象となった論文名： 
「午後 4 時から始まる白い日の夢」

国際文化学研究科 
（大学院生） 

日本修士論文賞 三重大学出版会 H19.12 全国全大学の修士論文を対象とした

賞 
対象修士論文名： 
 「ポルトガルにおけるミランダ語

の成立－辺境言語マイノリティと南

欧近現代史－」 
人間発達環境学研究

科 
（大学院生） 

The Best Poster A
wards 

The 5th Internatio
nal Symposium on 
the Molecular Bree
ding of Forage and

H19.7 Chromosome map analysis of re
d clover アカクローバの染色体地

図の解析 
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 Turf (第 5 回牧草分

子生物国際学会) 
人間発達環境学研究

科 
（大学院生） 

繊維機械学会賞 論

文賞 
社団法人 日本繊維

機械学会 
H19.6 気孔中の水分が織物の紫外線遮蔽性

能と透け性に及ぼす影響 

人間発達環境学研究

科 
（大学院生） 

中国老年学賞 
 
 

中国老年学会・第８回

アジア・オセアニア地

域老年学会議組織委

員会 
 

H19.10 第８回アジア・オセアニア地域老年

学会議に投稿した論文「新彊ウイグ

ル自治区における高齢者のテレビ視

聴行動」が優秀論文として採択され，

左記の賞が授与された。 
人間発達環境学研究

科 
（学部生） 

第12回KOBE国際学

生音楽コンクール奨

励賞 

KOBE 国際学生音楽

コンクール実行委員

会 

H19.1 声楽部門 
 

人間発達環境学研究

科 
（学部生） 

第13回KOBE国際学

生音楽コンクール奨

励賞 

KOBE 国際学生音楽

コンクール実行委員

会 

H20.1 声楽部門 
 

法学研究科 
（学部生） 

EU 研究論文コロキ

アム 
Best Defence of the
 Year 

EUIJ 関西 H18.3 第 1 回 EU 論文コロキアムにおける

最優秀な EU 研究論文として受賞 

法学研究科 
（学部生） 

EU 研究論文コロキ

アム 
Hyogo EU Associati
on Award 

EUIJ 関西 H18.3 第 1 回 EU 論文コロキアムにおける

優秀な EU 研究論文として受賞 

法学研究科 
（学部生） 

EU 研究論文コロキ

アム 
EUIJ Kansai Awar
d 

EUIJ 関西 H18.3 第 1 回 EU 論文コロキアムにおける

優秀な EU 研究論文として受賞 

経済学研究科 
（大学院生） 

大銀協フォーラム 
優秀賞 

（社）大阪銀行協会主

催 
H20.2 「日本の低金利政策における実証分

析」 
経済学研究科 
（大学院生） 

平成 18 年度兼松フェ

ローシップ（入賞） 
神戸大学経済経営研

究所 
H19.5 パテントプールと競争政策 

経済学研究科 
（学部生） 

NRI 学生小論文コ

ンテスト 
2007 大賞 

（株）野村総合研究所 H19.9 論文「留学生活に見た共生のカタチ」

（個人） 

経済学研究科 
（学部生） 

NRI 学生小論文コ

ンテスト 
2007 留学生の部大

賞 

（株）野村総合研究所 H19.9 論文「次世代の Made in Japan を

めざして～ハイ･コンセプト時代に

おける，日本のグローバル人材戦略

（個人） 
経済学研究科 
（学部生） 

電気通信普及財団賞

 佳作（第 23 回テレ

コム社会科学学生賞）

(財 )電気通信普及財

団 
H20.3 共同論文「東アジアにおける国際分

業体制」（団体） 

経営学研究科 
（大学院生） 

JACS＝SPSS 論文プ

ロポーザル賞・優秀賞

 

日本消費者行動研究

学会 
H19.12 「ロイヤルティプログラムとしての

インターネットコミュニティの有効

性に関する実証研究」 
経営学研究科 
（大学院生） 

JACS＝SPSS 論文プ

ロポーザル賞・優秀賞

日本消費者行動研究

学会 
H17.11 「「他者の視線」が消費者の購買行動

に及ぼす影響についての経験的検

討」 
経営学研究科 
（大学院生） 

日本交通学会賞・論文

の部 
日本交通学会 H17.11 「交通手段選択行動におけるサービ

ス属性の評価について」 
経営学研究科 
（大学院生） 

2005 年度証券アナリ

ストジャーナル賞 
証券アナリスト協会 H18.10 「経営者が公表する予想利益の精度

と資本コスト」 
経営学研究科 
（大学院生） 

平成 17 年度兼松フェ

ローシップ（入賞） 
神戸大学経済経営研

究所 
H18.6 「利益／株価比率を利用した保守主

義の定量化」 
理学研究科 YoungInvestigator Asia-pacific EPR/ES H16.11 High field ESR measurement of
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（大学院生） Award(APESO4 Sch
ool) 

R society  McuP207   (M＝Sr,Pb) 

理学研究科 
（大学院生） 

日本赤外線学会奨励

賞 
日本赤外線学会 H18.6 ﾏｲｸﾛｶﾝﾁﾚﾊﾞｰを用いた高感度ﾃﾗﾍﾙﾂ電

子ｽﾋﾟﾝ共鳴のための技術開発 
理学研究科 
（大学院生） 

第３回日本進化原生

生物研究会最優秀発

表賞 

日本進化原生生物研

究会 
H19.7 「太陽虫 Actinophrys sol で見つか

ったグルカン結合タンパク質の役

割」 
理学研究科 
（大学院生） 

日本鉱物科学会研究

発表優秀賞 
日本鉱物科学会 H19.9 

 
超高圧下における斜長石の非晶質化

医学研究科 
（大学院生） 

日本内分泌学会若手

研究奨励賞 
日本内分泌学会 H19.6 ES 細胞及びマウス固体における間

葉系幹細胞の由来 
医学研究科 
（大学院生） 

第 10 回日本臨床分子

医学会学術奨励賞 
日本臨床分子医学会 H19.7 小胞体ストレスにより惹起される膵

β細胞不全における C/EBPβの役

割 
医学研究科 
（大学院生） 

平成 18 年度日本解剖

学会奨励賞 
日本解剖学会 H19.3 ヒト足の母指内転筋の肉眼解剖学的

研究 
保健学研究科 
（大学院生） 

若手研究者賞 東アジアリウマチ学

会 
（韓国） 

H19.5 若手のリウマチ研究者に賞状及び賞

金を授与 

工学研究科 
（学部生） 

2005 年度日本機械学

会関西学生会学生員

卒業研究発表講演会

優秀発表賞 

日本機械学会 H18.3 光造形法による微小はり試験片の作

製と曲げ変形の評価 

工学研究科 
（大学院生） 

The 32nd IAHR Co
ngress, John F. Ke
nnedy Prize Studen
t Competition, Firs
t Prize 

国際水理学会(IAHR) H19.7 Analysis of open-channel flow wi
th strip roughness by LES usin
g immersed boundary method 

工学研究科 
（大学院生） 

The 2006 Internati
onal Meeting for F
uture of Electron D
evices, Kansai, 
Best Student Awar
d 

米国電気電子学会（I
EEE） 

H18.4 Atomistic quantum simulation of
 nano-scale devices based on no
n-equilibrium Green's function 

農学研究科 
（大学院生） 

Best Poster Award 1st International S
ymposium for Canc
er Prevention 実行

委員会 

H17.5 1st International Symposium for
 Cancer Prevention におけるポス

ター発表「Fucoxanthin  induces 
G0/G1 arrest in HepG2 cells thr
ough down regulation of Cyclin 
D.」 

農学研究科 
（大学院生） 

日本作物学会論文賞 日本作物学会 H18.3 Plant Production Science に発表

した論文「Enhancement of Rice 
Leaf Photosynthesis by Crossing
 between Cultivated Rice, Oryza
 sativa and Wild Rice Species, 
Oryza rufipogon.」 

農学研究科 
（大学院生） 

Best Poster Award Smithsonian Tropic
al Research Institu
te. 

H19.8 11th Meeting of the Internation
al Society of Invertebrate Repro
duction and Development におけ

るポスター発表「Locust phase pol
yphenism: density- dependent 
maternal effects on progency siz
e and fitness.」 

農学研究科 
（大学院生） 

Best Poster Award International Confe
rence of O-CHA (Te

H19.11 International Conference of O-C
HA (Tea) Culture and Science に
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a) Culture and Scie
nce 実行委員会 

おけるポスター発表「EGCG promo
tes translocation of glucose tran
sporter 4 in insulin-resistant L6
 myotubes」 

海事科学研究科 
（大学院生） 

日本マリンエンジニ

アリング学会学術講

演会優秀講演賞 

日本マリンエンジニ

アリング学会 
H19.11 冷やしばめによるリーマボルトの締

め付け特性の評価 

海事科学研究科 
（大学院生） 

日本機械学会フェロ

ー賞 
社団法人日本機会学

会 
H19.11 Transient critical HEAT Fluxes i

n Subcooled PoolBoiling of FC-7
2 

海事科学研究科 
（大学院生） 

神戸市長賞 神戸市 H16.11 硫黄が舶用微粒子に及ぼす影響 

海事科学研究科 
（大学院生） 

Best Poster Award 
 

Techno-Ocean 
2006/19 th JOES 
Best Poster Award 

H16.10 Analysis of The current structure 
in the Yodo River estuary in Osaka 
Bay  

国際協力研究科 
（大学院生） 

第 15 回平塚賞 
本賞 

日本比較教育学会 H17.6 『ラオス少数民族の教育問題』 
（2004 年，明石書店）に対する受賞

国際協力研究科 
（大学院生） 

石井奨励賞 多文化関係学会 H19.10 研究発表『バイカルチュラル育成の

レディネスに関する研究－ニューカ

マーの子どもたちによる表現活動支

援から－』に対する受賞 
※ 研究科の名称が受賞当時と現在（平成 20 年 5 月）で異なる場合は，現在の研究科名で表示している。 

 
 

b)「小項目６」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，多数の資格取得者を輩出したこと，卒業・修了時のア

ンケートにおいて，多くの学生が「専門性が身に付いた」と回答したこと，多くの

学生が学会賞等を受賞したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画６

－１，２を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと

判断する。 
 
 

②中項目５の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
   （判断理由） 小項目１，２を「達成状況が良好である」，小項目３～５を「達成状況がおおむ

ね良好である」，小項目６を「達成状況が非常に優れている」と判断することから，

当該中項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 全学部・研究科において，全学共通項目による授業評価アンケートを Web

システムにて開始した。このシステムは，学生からの意見に対して，授業担

当教員が Web 上で回答することで，教員と学生の間で双方向的なコミュニ

ケーションを可能にしている。また，卒業・修了を控えた学生に対するアン

ケート，これと対をなす形での就職先機関へのアンケート，更に卒業・修了

後ある程度の時間を経た卒業生・修了生へのアンケートを実施し，調査分析

の結果を教育の改善に反映させた。（計画１－１，１－２，３－１） 
２． 経営学研究科では，公認会計士の資格取得を目指す学生を対象に，「会計

プロフェッショナル育成プログラム」を設け，高い水準での合格者を輩出し

ている。また，農学部食料生産環境工学科及び工学部建築学科土木コース

では，技術者育成プログラムが社会の要求水準を満たしていることを示す

JABEE 認定を受けた。（計画６－１） 
３． 各教育分野において専門性を身に付けた人材，自立的研究者及び国際水準

の研究者の養成を行っており，このことは卒業・修了時アンケートの結果か
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ら裏付けられるとともに，多くの学生が学会等で受賞を受けたことからも示

される。（計画６－２） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． 認証評価制度に基づく大学としての自己評価を行うため，（独）大学評

価・学位授与機構の基準に準拠した統一基準による自己評価を，全学部・

研究科において実施した。（計画２－２） 
２． 法科大学院において，修了者の就職状況を調査し，新司法試験の結果を

分析し，カリキュラムの継続的な見直しを行った。（計画４－１） 
３． 国際協力研究科では，国際公務員養成のためのカリキュラムの工夫等に

より，国際的に通用する研究者養成の取組を行った。（計画６－２） 
 
 

（６）中項目６「学生への支援に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「学生の多様なニーズに即応できる履修及び進路に関する相談体制を整備する。」の

分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「各研究科，学部の実情に即して，オフィスアワー制度や学生担任制や学習の

助言教員制度を確立し，きめ細やかな履修指導を行う。」に係る状況 
 

オフィスアワー制度は，全部局において定着しており，学生への周知方法は，「授業要覧」

「シラバス」「掲示」等に依っている。海事科学部では担任制を導入し，きめ細やかな指導

を行っている。各学部・研究科での履修指導に関する取組は《資料 119》に示すとおりで

ある。 
大学教育推進機構では，平成 18 年度以降，新高校教育課程を経た入学生に対して，特

に必要性が高いと判断される数学と物理について，新たに設置した学習支援室において担

当教員が随時質問を受け付けた。 
国際コミュニケーションセンターでは，専任教員が週当たり１コマ，ランゲージ・ハブ室

に常駐し，外国語の学習相談等に対応した。また，留学生への指導・補助については，留学

生センター及び各部局で相談室や留学生担当教員によるオフィスアワーを別途設け，留学生

の学習・履修・生活相談等を行った。 
 
《資料 119：各学部・研究科における学習相談，助言の実施状況》 

部局名 
オフィスアワー 

電子メールの活用等 
その他の学習相談，助言に関する取組 

文学部 
人文学研究科 

各教員が毎週１～２時間程度の

時間を設け，学生との学習相談・

助言にあたっている。 

○ （学部）１年次生を対象とした学習相談・助言は，前後期

を通じて開講されている各専修による１年次生向け演習科

目等において行っている。専修配属後も，文学部の特徴であ

る少人数教育を生かし，オフィスアワー等で個別に面談に応

じ，複数の教員が指導にあたっている。 
○ （大学院）主たる指導教員による指導・相談ばかりでなく，

副指導教員２名による相談や助言も行っており，２名のうち

１名は他専攻の教員が担当している。 
国際文化学部 
国際文化学研究

科 

学生には，すべての教員のオフィ

スアワーの開設時間を学期毎に

周知している。 

○ 学部・大学院ウェブサイトに学習相談を受け付けるアドレ

スを公表している。 
○ （学部）講座に属さない１年次生については，前期必修と

なっている「基礎ゼミ」クラスが担任制の役割を果たしてい

る。 
○ （学部）講座内の教育研究分野ごとに１名，計 12 名の履修

アドバイザーを公表し，２年次以降の履修相談にのっている。

発達科学部 
人間発達環境学 

ウェブサイトに教員の研究室番

号，連絡先，メールアドレスなど

○ 学部１年次生については，学籍番号ごとに機械的に割り振

られた担当教員が担当することになっているが，２年次生は
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研究科 を掲載し，常時教員と連絡を取る

ことができる体制が整備されて

いる。 

履修コースに分属するので，それぞれのコースの担当教員が

学習相談はもちろんあらゆる相談に応じている。 
○ （大学院）指導教員がすべての相談に応じることになって

いるが，多くの研究室において修士論文の指導に際しては複

数指導体制をとっており，主たる指導教員以外にも相談に応

ずることができるようになっている。 
法学部 
法学研究科 

オフィスアワーの設定は各授業

の担当教員の裁量に委ねられて

いるが，設定する場合にはシラバ

スや初回の授業などで詳細につ

いて情報提供がなされている。ま

た，オフィスアワーを設けない場

合であっても，授業時間の終了後

などに各教員は積極的に質問に

回答している。 

○ （学部）ＴＡ制度を活用し，大教室での講義でも，きめ細

かな学習指導を実施している。その他，学生が直面しうる様々

な問題については，所属ゼミの指導教員，学生委員会と教務

係が共同して適宜対処している。 
○ （大学院）指導教員が相談に応じている。 
○ 法科大学院では，電子メールでの相談窓口を設け，宛先を

明示している。これは「学生の手引き」に記して，ガイダン

ス時にも説明している。電子メールは，教務責任者（法科大

学院運営委員会副委員長）が管理することとなっており，利

用頻度は，例えば平成 16 年度では，年間 150 通余り，週平均

で３通程度の受信があった。 
経済学部 
経済学研究科 

オフィスアワーについては，各教

員の裁量に委ねられている。教員

のメールアドレスはウェブサイ

トで公開されており，学生は適宜

e-mail により相談をしている。

 

○ 学部必修の基礎演習(１年次)や研究指導(３･４年次)の担当

教員が，カリキュラムや履修についてのガイダンスなどの助

言・指導を行うとともに，要望に応じて個別に学習や卒業論

文の作成，また卒業後の進路などに関する助言や指導などを

行っている。 
○ ＴＡ制度を活用し，きめ細かな学習指導を実施している。

経営学部 
経営学研究科 

オフィスアワーの設定は各授業

の担当教員の裁量に委ねられて

いるが，設定する場合にはシラバ

スや初回の授業などで詳細につ

いて情報提供がなされている。ま

た，オフィスアワーを設けない場

合であっても，授業時間の終了後

などに各教員は積極的に質問に

回答している。 

○ 学部教育，特に専門教育において，研究指導（ゼミナール）

による少人数教育をきわめて重視しており，学生と教員との

コミュニケーションは研究指導を中心になされている。 

理学部 
理学研究科 

「授業要覧」に全教員のオフィス

アワーとメールアドレスを掲載

している。 
 

○ ほとんどの教員が時間を限定せずに随時相談に応じる体制

をとっている。教務全般に関わる相談は学科の教務委員や理

学部教務学生係が対応しているが，学科によっては担任制を

採用し，きめ細かく日常の学生指導に当たっている。 
医学部医学科 
医学研究科 

チュートリアル教育においては，

リソースパーソン・オフィスアワ

ーを設けている。シラバスに指導

教員の連絡先・メールアドレスを

掲載し自由なアクセスを提供し

ている。 

○ 学年担当教員を定め，適時相談にのっている。成績不振の

学生や病欠の学生には個別に面談し指導をしている。 

医学部保健学科 
保健学研究科 

一覧表にてオフィスアワー及び

教員のメールアドレス等を明示

し，相談等を受け付けている。 

○ 教学委員は，学生からの学習相談等について，随時対応し，

適切な助言を行っている。 
○ 看護学専攻は，学生数が多いことから，教学委員のほかに

さらに担任制度を設けている。 
工学部 
工学研究科 

各科目にオフィスアワーを設け，

講義での疑問点，質問あるいは学

習方法についての相談などに応

じている。 

○ 学生生活上でのさまざまな悩みや相談に対しては，親身に

なって相談に応じることのできる経験豊富な教員を長期間学

生委員として任命し，適切な対応をとれるように留意してい

る。特に履修状況に問題のある学生に対しては，呼び出して

指導するほか，必要に応じて保護者同席の上で学生の学習意

欲の醸成・確認や生活指導を行っている。 
○ 学科・専攻によっては，「担任制」を導入し，学生の修学・

進路・生活ならびに休学・退学などの相談に応じている。各

学期の成績表は担任自らが手渡し，修学指導とともに必要に
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応じて学生の相談に応じている。 
○ ＴＡ制度を活用し，きめ細かな学習指導を実施している。

農学部 
農学研究科 

教員のメールアドレスはウェブ

サイトに記載しており，学生から

の相談に随時対応出来る体制と

している。 

○ （学部）各学科，各学年に修学指導教員を１名ずつ配置し，

相談の窓口としている。修学指導教員は４年間を通して対応

しており，学生の単位修得状況の把握と履修指導を担当する。

特に食料生産環境工学科ではチューター教員の制度があり，

教員は学年毎に数名の学生を担当する。チューターは各学生

の単位修得状況の調査，履修指導を通して学生の相談を受け

ている。 
○ （大学院）複数の指導教員による指導体制を整備し，学習

相談，助言等を行っている。 
海事科学部 
海事科学研究科 

1 年次には，学部の全学生が履修

する必修科目の開設日に合わせ

て，学生がクラス担任の研究室を

訪問して学習相談及び生活相談

が受けられる機会を設けている。

○ 学部では，各学年の学生に対して，学習相談から卒業時の

進路相談まで担当することを目的として「クラス担任制」を

敷いている。 
○ 実験・演習・実習科目では，TA 制度を活用し，実施上の安

全を確保するとともに，きめ細かな学習指導を実施している。

国際協力研究科 教員の連絡先等を，ウェブ上に示

し，相談等を受け付けている。 
○ 研究科の学生・就職委員会が月に一度昼休みの時間に「何

でも相談」の時間を設けている。（所定の時間以外でも相談可）

（http://www.gsics.kobe-u.ac.jp/infs/consultation.html） 
（各学部・研究科の自己点検・評価結果を基に作成） 

 
 

計画１－２ 「附属図書館においては，資料提供や情報検索などのサービスの迅速化と高度

化を図るとともに，情報教育を積極的に支援する。」に係る状況 
 

教育研究基盤資料である電子ジャーナルや電子ジャーナル・データベースの利用に係る

費用について，学長リーダーシップの下，100,000 千円超を重点的に措置し，平成 17 年度

は約 5,400 誌と約 40 種類のデータベースを，平成 18，19 年度は約 8,900 誌の電子ジャー

ナルと約 40 種類のデータベースを全学に提供した《資料 120》。また，平成 18 年度から，

学習用 Web 版資料として，百科事典データベース，新聞記事情報データベース，国内文献

データベース等を提供し，サービスの高度化を図った《資料 121》。 
情報教育の支援としては，平成 16 年度から，全学必修科目「情報基礎」の授業におい

て，附属図書館職員が図書館サービスの概説を担当している。また，各種のガイダンス及

び操作説明会等を開催し，図書館や図書館資料を有効活用するための支援活動を展開して

いる《資料 122》。 
学生用の図書館利用案内については，平成 18 年度に冊子版から携帯に便利なリーフレ

ット版に全面改訂し，全学版と各館室版を作成し，学生に配付した《資料 123》。 
また，蔵書目録の遡及入力事業を継続的に実施し，オンライン蔵書目録（OPAC）の登録

件数を増やすとともに，図書館システムを多言語対応に更新するなど，検索機能の強化を図

った《資料 124》。 
 
《資料 120：学内に提供した主な電子ジャーナルと電子ジャーナル・データベース 平成 18 年度》 

電子ジャーナル名 分野 誌数 範囲 
Elsevier 社 ScienceDirect 全分野 1,800 1995～ 
Springer 社 SpringerLINK 多分野 1,200 1997 前後～ 
Wiley 社 InterScience 多分野 518 1996 前後～ 
Blackwell 社 Synergy 多分野 790 1998 前後～ 
JSTOR 自然科学及び社会科学 771 創刊号～（直近 3-5

年は対象外 
Nature 社 自然科学 27 1987～ 
AAAS Science Online 自然科学 1 過去 5 年 
IEEE CSLSP-e 情報通信 22 1988～ 
ACM Portal 情報通信 31 ほぼ創刊号～ 
APS 物理系 8 2001～ 
Cell Press 生命科学 8 1996～ 
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LWW via Ovid 医学臨床 100 1996～ 
ACS 化学系 24 1996～ 

電子ジャーナル・データベース名 分野 誌数 範囲 
Web of Science SCIE 自然科学 － 1996～ 
JCR Web 全分野 －  
MathSciNet 数学 － 1940～ 
SciFinder Scholar 化学 － 1840～ 
Readers Guide to Periodical Literature 一般雑誌 － 1983～ 
Business Periodicals Index 経営学 － 1982～ 
EconLit 経済学 － 1969～ 
Index to Legal Periodicals 法学 － 1981 
CiNii（旧名 NACSIS－IR） 多分野 － 多種 
聞蔵Ⅱビジュアル（朝日新聞） 新聞記事 － 1945～ 
SwetScan 全分野（雑誌記事） － 1995～ 
医学中央雑誌 医学 － 1983～ 
Japan Knowledge 全分野（辞典等） －  
文字鏡 Web 漢字データベース －  
官報 官報記事 －  
日経テレコン 21 新聞記事等 － 1975～ 
MAGAZINEPLUS 国内雑誌記事 －  
理科年表プレミアム 自然科学 －  

（平成 18 年度神戸大学附属図書館年次報告から抜粋） 
 
《資料 121：便利帳ア・ラ・カルト》 

 
（大学 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/www/html/student/） 
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《資料 122：各種ガイダンス案内》 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/www/modules/main/index.php?content_id=18） 

 
《資料 123：各館のリーフレット》 

 
 
《資料 124：蔵書目録の遡及入力事業推進状況》 

 当初計画 登録件数 
平成 16 年度 30,000 31,701 
平成 17 年度 40,000 41,150 
平成 18 年度 38,000 49,927 
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平成 19 年度 65,000 88,740 
（各年度の図書館年次報告書を基に作成） 

 
 

計画１－３ 「全学規模の就職支援室（仮称）を設置し，相談室と各部局の就職支援組織及

び同窓会を連携させた就職・進路ネットワークを構築する。」に係る状況 
 

平成 16 年度に就職支援室を設置し，既存の就職支援ネットワークをベースに，全学就職

ガイダンスの実施，就職相談体制の充実を図った。平成 19 年度には，就職支援業務を一層

拡大させるため，同室を「キャリアセンター」に改組した。 
この間，具体的な活動としては，各部局，同窓会，東京オフィス，大学生協及びその他就

職支援団体との間で，情報の共有・連携を強めながら，全学的な行事であるキャリアガイダ

ンス，就職ガイダンス（平成 19 年度は年間 17 回，延べ 24 日間開催）の内容を充実させ，

キャリアアドバイザーによる進路・就職相談体制を拡充（相談件数は年間約 850 件）させる

とともに，進路・就職関係ホームページの内容の改善を行った。特に，第１回の就職ガイダ

ンスは，キャリアガイダンスとして入学間もない一年次生とその保護者を対象に開催し，毎

年多数の参加を得ている《資料 125》《別添資料 12：平成 19 年度全学就職ガイダンス開催

状況》。 
また，平成 18 年度後期から１年生を対象にキャリア科目「総合科目Ⅱ」を開講し，卒業

生を講師に招くなどの改善を図った結果，平成 19 年度には履修者が 235 名と前年度の４倍

に増加した《別添資料 13：キャリア科目詳細》。 
この他，平成 17 年度に設置した東京オフィスでは，首都圏での就職支援を行った《資料

126》。 
 
《資料 125：キャリアガイダンス》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_04_04_02.htm） 
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《資料 126：東京オフィス活用状況（利用者）》 
平成 16 年度 教職員 44 人 学生  43 人 
平成 17 年度 教職員 34 人 学生  109 人 
平成 18 年度 教職員 45 人 学生  89 人 
平成 19 年度 教職員 83 人 学生  98 人 

（東京オフィス活動報告書を基に作成） 
 
 

計画１－４ 「インターンシップ受け入れ企業等との連携強化を図る。」に係る状況 

 

来訪企業等に対して，インターンシップの受入可否等についてアンケート調査を実施しな

がら，インターンシップ受入企業等の開拓を進める等，連携強化を図った。また，各企業が

実施するインターンシップの情報をホームページに随時掲載するなど，周知方法の改善を行

った《資料 127》。また，各学部でも企業等との連携強化に努めており，文学部では「地域

連携推進室」を設け，兵庫県の小野市や生野町と締結した包括協定に基づき，各自治体で学

生のインターンシップを促進した。海事科学部では，海外インターンシップを展開・充実す

るため，コーディネーター教員を配置して，社団法人日本海事検定協会シンガポール事務所

と連携し，大学院生１～２名を毎年派遣した《前掲資料 29》。 

 
《資料 127：平成 19 年度インターンシップ募集案内》 
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（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/campuslife/employment/internship-H19.htm） 

 
 

b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，履修相談等を受け付けるオフィスアワーを実施したこ

と，キャリアセンターを設置し就職支援活動を充実したこと等が挙げられる。この

ような状況を踏まえ，計画１－１～１－３を「良好」，計画１－４を「おおむね良

好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目２「学生が豊かな学生生活を送るための環境を整備し，きめ細やかな支援を行う。」の

分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「学生寮を学生の志向に合った住環境として計画的に整備する。」に係る状況 

 
老朽化した学生寮を学生の指向に合った居住環境へ改善するため，平成 16 年度に学生

委員協議会にて，今後の学生寮改修に向けての基本的な方向性を定めた「学生宿舎の基本

的なあり方」を策定し，全室個室化に向けた具体策を検討した《資料 128》。 
平成 17 年度は，引き続き個室化への検討を行うとともに，老朽化が著しい個所（住吉

寮居室 10 室，補食室２室等）の改修を行った。 
平成 18 年度は，住吉寮・女子寮改修及び耐震補強工事の計画を策定し，その計画に沿

って住吉寮 32 室（北寮３・４階）の個室化工事を行った。 
平成 19 年度は，引き続き住吉寮 32 室（北寮１・２階）の工事を実施するとともに，「神

戸大学学寮再開発事業検討 WG」を設置し，新しい学生寮の建設について学長に答申した

《資料 129》。これを受け，学寮再開発事業推進プロジェクトが立ち上がり，WG が提案し

た新しい学生寮の計画を具体的に実現するプランの策定を進めた。 
 
《資料 128：学生寮改修に向けての基本構想》 
   基本構想 

（ア） 住吉寮・女子寮・国維寮の３寮を個室化する。 



神戸大学 教育 

- 118 - 

（イ） 現在の敷地に新築あるいは改修を行う。 
（ウ） 外国人留学生との混住方式とする。 
（エ） 外国人研究者用宿舎についても検討する。 
（オ） 建築に際しては，PFI 方式の導入について検討する。 
（カ） 運営方法については，全面外部委託の導入も検討する。 
（キ） 入寮定員は，約 1,000 名程度とする。 

（学生宿舎の基本的なあり方から抜粋） 
 
《資料 129：神戸大学学寮再開発事業検討 WG による答申内容と新寮完成予想図》 

○答申内容 

 
 
○新寮完成予想図 

 
（神戸大学学寮再開発事業検討 WG 報告書から抜粋） 
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計画２－２ 「福利施設（食堂・売店等）を，利便性に富む「食の空間」と「憩の空間」を

兼備する「ゆとりある施設」へ整備拡充する。」に係る状況 
 

平成 16 年度に実施した学生生活実態調査アンケートにおける福利施設（食堂・売店等）

に関する要望事項を受け，平成 17 年度は工学部食堂，平成 18 年度は六甲台南食堂（ラン

スボックス），発達科学部食堂，平成 19 年度は国際文化学部食堂（平成 20 年４月末竣工）

の拡張改修工事を実施し，狭隘であった食堂ホールの改善を図った。《資料 130》この他，

六甲台２キャンパスと鶴甲１キャンパスにコンビニエンス・ストアを導入し，福利施設の

更なる充実を図った。六甲台キャンパス，鶴甲キャンパスとも山の中腹にあり，周辺に飲

食店・売店等が少ないことから，以上の取組が学生の快適なキャンパスライフに大きく寄

与している。 
 
《資料 130：食堂ホールの改善状況》 

改修を実施したホール 座席数等の改善状況 
工学部食堂 180 席→318 席 （138 席増設） 
六甲台南食堂 200 席→328 席 （128 席増設） 
発達科学部食堂 150 席→198 席 （ 48 席増設） 
国際文化学部食堂 540 席→822 席 （282 席増席） 

（改修工事計画書を基に作成） 
 
 

計画２－３ 「保健管理センターの「こころの健康相談」，「からだの健康相談」及び学生セ

ンター「学生なんでも相談室」と各部局の学生相談担当者との連携を密にする。」

に係る状況 
 

楠キャンパスに「楠地区保健管理室」，名谷キャンパスに「名谷地区保健管理室」を開設

し，全てのキャンパスにおける「からだの健康相談」の利用を可能とした。このことによ

り，既に全てのキャンパスにおいて開設済みの「こころの健康相談」と併せ，全学生・職

員の心身の健康相談に，各々のキャンパスにおいて対応することが可能となった。 
学生・職員の心身の健康管理や相談業務に携わる職員の連携を密にするための恒常的な取

組として，保健管理センター職員（医師・看護師），学生センター職員等による定期的な連

絡会を毎月１回開催するとともに，「こころの健康相談」関係者懇談会を年１回，保健管理

センター精神神経科医とカウンセラーによるケース検討会を２ヶ月に１回開催した。 
連絡会等では，「からだの健康相談」や「こころの健康相談」において明らかとなった「大

学として取り組むべき諸問題」の把握に努め，感染症対策，ハラスメント対策，心を病む学

生の早期発見対策等について，保健委員会，保健管理センター運営委員会，ハラスメント・

アドバイザリーボード，ハラスメント防止委員会，学生委員協議会，安全衛生委員会等に付

議し，問題解決に向けての方策を講じた《資料 131》。 
この他，学生が豊かな学生生活を送るための支援として，保健管理センターを中心に《資

料 132》に示す取組を行った。 
 
《資料 131：問題解決に向けての方策例》 

○  感染症対策として，麻疹患者発生時に，全学休校措置や，教育実習・介護等体験受講者に対する麻疹抗体

検査・麻疹ワクチンの予防接種を実施した。また，SARS・インフルエンザ対策として職員に対するインフル

エンザワクチンの予防接種を実施した。 
○  心を病む学生の早期発見対策として，新入生全員に精神的健康度チェックのための調査(U.P.I)を実施し，

ハイリスク者については精神神経科医による面接を実施している。 
○  「からだの健康相談」の相談者の訴えを契機とし，学内分煙の徹底を図った。また，実験実習中の保護具

着用の徹底を図った。 
○  「こころの健康相談」の相談者の訴えを契機とし，学生寮の制度改革を行った。また，ハラスメント事例

については各々の解決に向けた方策を講じた。 
 
《資料 132：保健管理センターの活動》 

○  麻疹・風疹・水痘・流行性耳下腺炎の集団感染の防止に向け，新入生健康診断および採用時健康診断・職

員一般定期健康診断における抗体検査を実施し，予防接種の勧奨に努めた。 
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○  健康相談等の記録をデータベース化し，健康診断管理システムとのリンクの下に保健管理上の問題点の総

合的な把握を容易として，日常の健康相談（「からだの健康相談」，「こころの健康相談」）や保健指導をより

的確かつ迅速に行い，利用者サービスの向上を図ることと，予約受付業務・統計業務の効率化を図ることを

目的として健康相談管理システムを導入した。 
○  エイズ講習会，学部・研究科教授会等におけるハラスメントに関する研修会，新規採用者研修，安全週間

における研修会等を通じ，疾病による就学中断・就労中断の防止に努めた。また，学生定期健康診断におけ

る全学生への「AIDS ハンドブック」の配付や「保健管理センターホームページ」，神戸大学広報誌

KOBEuniversitySTYLE 誌上の「保健管理センターだより」等を通じて，医学的基礎知識の普及と提供を行

った。 
○  健康診断や健康相談を通じた早期発見・早期治療の医学を更に進め，健常人の健康増進も含めた総合的な

健康管理をめざし，予防医学の重要性から国の掲げる THP（total health promotion plan）の実践を可能と

する施設の実現に向けて，整備工事を進めた。 
○  六甲台・深江・楠・名谷の各キャンパスにおいて，学生健康診断ならびに再検査をはじめとする事後措置

を実施するとともに，来所以外に電話や手紙による健康相談にも応じ，各学部・研究科の窓口とも連携の上，

学生の保健管理サービスの向上を図っている。 
○  健康診断未受検者に対して病・医院等における健康診断証明書の提出を義務化し，健康診断受検率の向上

によって，「個人ならびに集団としての健康」の保持・増進に努めている。また，健康診断受検者には学生証

に貼付する「定期健康診断受検済之証」を交付し，各部局の教員や事務担当者による未受検者の把握を可能

とし，未受検者に対する受検勧奨に結び付けている。 
（保健管理センター自己点検・評価報告書等から抜粋） 

 
 

計画２－４ 「奨学金情報を学生に周知するとともに，優秀な学生について経済的支援を行

うことを検討する。」に係る状況 
 

各種奨学金情報については，大学ホームページに情報を記載し，随時内容を更新した《資

料 133》。 
また，優秀な学生への経済的支援については，成績優秀者への授業料免除制度適用を検討

したが，均等な教育機会の提供という従来の授業料免除制度の趣旨を勘案し免除枠外で実施

することとした。その後，奨学金制度について他大学の情報収集を行い，神戸大学基金を活

用した大学成績優秀者への奨学金拠出について検討した。 
この他，法学部・法学研究科，経済学部・経済学研究科，経営学部・経営学研究科及び国

際協力研究科では，財団法人神戸大学六甲台後援会の支援を受け，「財団法人神戸大学六甲

台後援会創立 50 周年記念社会科学特別奨励賞」を創設して，成績優秀者を表彰する制度を，

平成 20 年度から開始することとした《資料 134》。 
 
《資料 133：奨学金情報掲載状況》 
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（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/campuslife/life/scholarship.htm） 

 
《資料 134：「財団法人神戸大学六甲台後援会創立 50 周年記念社会科学特別奨励賞」（凌霜賞） 概要》 

「財団法人神戸大学六甲台後援会創立５０周年記念社会科学特別奨励賞」（凌霜賞） 
 

この賞は，財団法人神戸大学六甲台後援会の創立５０周年を記念して創設されたものであり，伝統と実績ある社会

科学分野の更なる進展に寄与し，社会での活躍が期待される学生諸氏に授与するものです。 
本賞は，３学部（法学部，経済学部，経営学部），４研究科（法学研究科，経済学研究科，経営学研究科，国際協力

研究科）博士課程前期課程の成績最優秀な学生を顕彰する「成績優秀者の顕彰」，及び，４研究科の博士課程後期課程

学生の海外派遣を支援する「学生の海外派遣支援」から成り，経済学部・経済学研究科に関する具体的内容は次のと

おりです。 
 
○「成績優秀者の顕彰」 

（１）  経済学部の学生を対象とし，毎年３人（２年生，３年生，４年生各１人）の成績最優秀者を顕彰し，副賞

として１人６０万円を授与します。成績最優秀者の選定は前年度の成績を用いて，定められた選考基準によ

って行います。ただし，成績最優秀者が複数となった場合は，上記の金額を等分した額を副賞とします。 
（２）  経済学研究科の博士課程前期課程学生を対象とし，毎年２人(１年生，２年生各１人) の成績最優秀者を

顕彰し，副賞として１人６０万円を授与します。成績最優秀者の選定は前年度の成績等を用いて，定められ

た選考基準によって行います。ただし，成績最優秀者が複数となった場合は，上記の金額を等分した額を副

賞とします。 
 
○「学生の海外派遣支援」 

経済学研究科の博士課程後期課程学生を対象とし，海外派遣を希望する応募学生の中から本研究科の選考基準によ

って選定し，特に成績が優秀であり，かつ，優れた海外研究活動計画をもつ学生に本賞を授与し，副賞として一定額

の海外派遣支援を行います。数名以内の学生に授与しますが，支援額は総額で毎年度１００万円以内です。 
本賞は平成２０年度からスタートし，最初の受賞者は，平成２０年５月の凌霜会総会で発表し，表彰します。また，

毎年の受賞者は，凌霜会の機関誌『凌霜』に掲載されます。 
本賞の名称にある「凌霜」の由来：「凌霜」とは”菊“の別名。神戸高等商業学校初代校長であった水島銕也先生揮

毫による「凌霜雪而香」（霜雪を凌いで香し）に由来し，｢人生の試練に耐えて香り高く，美しかれ｣という意味であり，

「凌霜会」は大正１３年に社団法人として発足した同窓会の会名です。また，六甲台後援会は，昭和３２年に神戸大

学の社会科学系３学部における教育研究の支援のために，旧制卒業生を中心に寄付が募られ発足したものです。 
（経済学研究科 HP http://www.econ.kobe-u.ac.jp/rokkou/shoureishou/pdf/ryousoushou.pdf） 

 
 

計画２－５ 「学生の課外活動の活性化を図る観点から，課外活動施設の整備充実及び活動

場所の確保に係る支援を計画的に推進する。」に係る状況 
 

学生の課外活動の活性化を図る観点から，修理・修繕が必要な課外活動施設を点検し，鶴

甲第１キャンパスクラブハウスにあるトイレ，六甲台テニスコート（クレーコート２面）の

改修工事を実施した。また，鶴甲第１キャンパスに新トレーニング室を設置してトレーニン

グマシンを最新式に更新するとともに，旧トレーニング室を課外活動団体の倉庫とすること

で，課外活動施設の充実と活動場所の確保を図った《資料 135》。このほか，盗難が多発し

ていた六甲台グラウンド脇の第一共用施設更衣室にダイヤル式ロッカーを設置して盗難予

防対策を取った。また，平成 17 年度から３年計画で学生会館の空調設備（冷暖房）を整備
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した。 
 
《資料 135：課外活動施設の改善》 

   
クレーコート改修     クラブハウストイレ改修    トレーニングルーム更新 

 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，現在の学生の志向に応じた学生寮への改修工事を進め

たこと，福利施設や学生相談窓口を充実させたこと，課外活動施設の整備を進めた

こと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画２－１及び２－２を「良好」，

計画２－３～２－５を「おおむね良好」と判断することから，当該小項目の達成状

況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目３「社会人への支援方策，留学生への支援方策を整備する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画３－１ 「社会人，留学生に対して，指導教員やチューターを中心に，履修，就職，生

活相談等に関して，より効果的なガイダンスを行う。」に係る状況 

 
社会人学生の支援として，10 の研究科において，履修を容易にするため，大学院設置基

準第 14 条に基づく教育方法の特例を適用し，夜間(平日の 17 時以降)や土・日開講するなど

の措置を採っており，在籍する学生に配慮した適切な時間割を設定した。また，長期履修制

度による修業年限の延長及び授業料負担の軽減措置を行っている研究科もある。 
学生が全員社会人である経営学研究科専門職学位課程（MBA プログラム）では，指導教

員による相談のほか，複数回のオリエンテーション，教務委員との意見交換会，ホームペー

ジやメールマガジンによる情報提供等により，履修相談，生活相談の支援を行った。さらに，

MBA フェロー制度を創設し，修了者，先進的実務家，企業内教育講師の協力の下，履修相

談等の支援体制を強化した《資料 136》。 
留学生センターでは，４月と 10 月の年２回，新しく入学してきた全学の留学生を対象と

して，留学生センター及び留学生課の紹介，各学部の留学生相談室と担当者の紹介，日本語

教育，留学生相談，奨学金及び宿舎情報，在留資格及び資格外活動情報の提供，医療費補助

及び交通ルールなどに関するオリエンテーションを行った《資料 137》。オリエンテーショ

ンでは，留学生一人一人に付くチューターも同席するようにし，より効果的なガイダンス

となるよう配慮した。チューターには，『チューターハンドブック』に基づくガイダンスを

実施し，留学生のサポートを促している。また，大学公認の国際交流ボランティアサーク

ル「TRUSS」と連携し，新規に来日した留学生を対象として，「キャンパス案内」，「外国人

登録，国民健康保険加入，銀行・郵便口座開設及び公共料金引き落とし，定期券購入等の手

続きの支援」，「健康診断サポート」，「ウエルカムパーティー及び留学生支援バザー」を実施

した。 
留学生の勉学や生活に関する相談については，留学生センターに留学生相談主事を置き，

問題解決に至る助言を行った。また，各部局においても，担当教員や院生チューター等を置

き，留学生の修学・生活上のサポートを行った。 
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《資料 136：MBA フェロー制度の主な目的》 
■対象者■ 

・本学 MBA 修了者，先進的実務家，企業内教育講師。20-30 名程度を採用する。 
 

■目的■ 
・プロジェクト方式の演習において，教員をサポート 
・教育研究上の目的について教員との意見交換 
・MBA を取得した実務家の視点からの在学生への指導 
・オリエンテーションへの参加 
・外部評価者として専門職大学院の運営について助言 

 
《資料 137：留学生オリエンテーションプログラム》 

神戸大学外国人留学生オリエンテーション次第 
 
 第１部 オリエンテーション（１４時３０分～ 
 １．留学生センター長挨拶         中西 泰洋 
 ２．保健管理センター所長挨拶       馬場 久光 
 ３．出席教職員紹介             ＊教員は自己紹介，事務職員は司会から紹介 
 ４．留学生生活と留学生相談        瀬口 郁子（留学生センター教授） 

河合 成雄（留学生センター准教授） 
 ５．留学生の手引き            後藤 直美（留学生課留学生交流係員） 

田中 咲会（留学生課留学生交流係員） 
 ６．図書館利用について          小倉 生栄（附属図書館情報サービス情報リテラシー係長） 

中村 和代（留学生課留学生生活支援係） 
 ７．交通安全について           兵庫県灘警察署 
 ８．外国人留学生のための日本語教育プログラムについて 

説明担当教員      場所 
日本語予備教育コース（日本語研修生）      水野 マリ子      会議室Ａ会 議 室 Ａ       
総合日本語コース（大学院生・研究生）      實平 雅夫       六甲ホール 
日本語・日本事情コース（学部生・交換学生）   高梨 信乃／山森 良枝 会議室Ｂ 

※チューターガイダンス              瀬口 郁子      講義室 101A・B 
（外国人留学生オリエンテーション次第から抜粋） 

 
 

計画３－２ 「教育問題，学生生活上の問題等に関し保護者との連携の方策を検討する。」に

係る状況 
 

平成 17 年度から，育友会（保護者の会）の東日本地区，中部地区，中国・四国・九州地

区の支部会を開催し，学長及び担当理事が大学運営の現状，教育研究面，学生生活支援・就

職進学等について説明するとともに，種々の意見交換を行うことにより大学と保護者との連

携を図った《資料 138》。 
併せて育友会理事会開催前に大学の主催により育友会理事と学長，理事，事務局部長と

の昼食懇談会を行う等の連携を図るとともに《資料 139》，全学部において新入生の保護者

との懇談会を開催した。 
また，大学の広報誌「KOBE university STYLE」を年２回発行し，保護者に対してキ

ャンパスライフ等，学生関係諸情報を提供するとともに，一部の学部・研究科では，独自

に保護者向け広報誌を送付した《資料 140》。 
 
《資料 138：育友会支部会参加者数》 

 東日本地区 中部地区 中国・四国・九州地区

平成 17 年度 22 人 65 人 92 人 
平成 18 年度 20 人 49 人 68 人 
平成 19 年度 23 人 43 人 68 人 
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《資料 139：育友会理事会・懇談会の様子》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_06_21_03.htm） 

 
 
《資料 140：独自に保護者向け広報誌を送付している学部・研究科》 

・ 文学部「文学部だより」 
・ 国際文化学部「国際文化学ニュース」 

 
 

b)「小項目３」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，大学院設置基準第 14 条に基づく教育方法の特例を適

用して社会人に配慮した時間割を設定したこと，留学生向けのオリエンテーション

を実施したこと，留学生一人一人に日本人学生をチューターとして付けたこと，等

が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画３－１及び３－２を「良好」と判断

することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

②中項目６の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
   （判断理由） 小項目１及び３を「達成状況が非常に優れている」，小項目２を「達成状況が良

好である」と判断することから，当該中項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． オフィスアワー制度は，その周知方法を含めて全部局で定着している。さ

らに，平成 18 年度以降に新高校教育課程を経た入学生に対して，特に必要

性が高いと判断される数学と物理について学習支援室を設置して担当教員

が随時質問を受け付ける，あるいは，国際コミュニケーションセンターでも

専任教員が外国語の学習相談等に応じるなど，学生の履修相談に効果的に対

応できる体制を整備して，きめ細やかな履修指導を行った。（計画１－１） 
２． 附属図書館においては，学習用 Web 版資料として各種のデータベースの

提供や，オンライン蔵書目録（OPAC）の遡及入力事業を積極的に進めるこ

とによる登録件数の増加，さらに，図書館システムを多言語対応に更新する
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などして，サービスの更なる迅速化と高度化を図った。（計画１－２） 
３． 平成 16 年度に就職支援室を設置したが，これを平成 19 年度に「キャリ

アセンター」に改組し，各種既存の就職支援ネットワークの統括と全学的な

就職支援機能の充実を図った。また，「神戸大学東京オフィス」を設置する

ことにより首都圏での就職支援活動を展開すること等により，学生にとって

最大の関心事の一つである就職支援サービスの強化を図った。（計画１－３） 
４． 既存の学生寮の改修・整備を実施するとともに，「学寮再開発事業推進プ

ロジェクト」を立ち上げ，留学生や外国人研究者の居住確保や人的交流をも

視野に入れた新学生寮の建設計画を具体化するプランの策定を進めた。（計

画２－１） 
５． 平成 16 年度に実施した学生生活実態調査における福利施設に対する要望

事項を受け，食堂の拡張改修工事を行いスペースを拡充するとともに，コン

ビニエンス・ストア（２店舗）を導入し，学生の要求に対応した生活環境の

改善を進めた。（計画２－２） 
６． 社会人学生については，各部局での教員やチューターを中心に，履修ガイ

ダンスの徹底とともに，授業の平日夜間開講や土・日開講，あるいは，長期

履修制度による修業年限の延長や授業料負担の軽減措置などの支援策を講

じている。また，留学生についても，各部局の教員やチューター，さらに，

留学生センターの留学生相談主事を中心に，通常の履修指導等に加えて，日

本語教育や，在留資格，資格外活動など留学生固有の問題に対する支援策を

講じて，彼らの多様な学生生活上の要求に応えた。（計画３－１） 
７． 育友会（保護者の会）が，従来の神戸市内だけから，東日本地区，中部地

区，中国・四国・九州地区に支部会を設けたことを踏まえ，支部会の会合に

は必ず学長・理事が出席して教育研究活動や学生生活・就職状況等の現状に

ついて説明するとともに，種々の意見交換を行うことにより，保護者と大学

との連携強化を図った。（計画３－２） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． 新入生全員を対象とした情報教育の一環として，一定の授業時間を確保

し，図書館が主体的に図書館サービスの概説を行っている。（計画１－２） 
２． 留学生向けには，履修等のガイダンスを行ったほか，大学公認の国際交

流ボランティアサークル「TRUSS」と連携し，新規に来日した留学生を

対象として，「キャンパス案内」，「外国人登録，国民健康保険加入，銀行・

郵便口座開設及び公共料金引き落とし，定期券購入等の手続きの支援」，

「健康診断サポート」，「ウエルカムパーティー及び留学生支援バザー」を

実施した。（計画３－１） 
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２ 研究に関する目標（大項目） 

 
（１）中項目１「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況分析 

 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「各研究分野における研究水準の全般的な向上を目指し，特定の領域での世界水準

の達成，特化した領域での世界最高水準の研究を進める。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「世界的な研究レベルにある分野については，その水準の維持と研究の一層の

発展を目指し，他の研究分野においても国内における第一線の研究水準を維持

し，あるいはそれに到達するために，各分野における研究水準の自己点検評価・

外部評価を行い，それに基づく改善策を講じる。」に係る状況 

 
本学では，文部科学省が世界的な研究教育拠点形成のための重点支援として開始した 21

世紀 COE プログラムに，５分野７拠点が採択《資料 141》されており，鋭意研究を進めた

結果，中間評価においては,３拠点が A 評価，４拠点が B 評価を受けた。 
この評価を踏まえつつ研究の更なる展開を図った結果，平成 19 年度には，21 世紀 COE

プログラム拠点であった「蛋白質のシグナル伝達機能」の成果を取り込んだ「統合的膜生物

学の国際教育研究拠点」がグローバル COE プログラムに採択された《資料 142》。 
平成 19 年度には，本学全体の学術研究活動の現状及び将来構想に対して，国際的水準に

照らした助言及び提案を受ける体制として，国内外の学術研究分野において広く高い見識を

有する学識経験者からなる「神戸大学学術研究アドバイザリー・ボード」を設置し《資料 143》，
委員から助言等を受け《資料 144》，平成 20 年度のグローバル COE 申請の準備を進めた。

（参考：平成 20 年度には，同じく 21 世紀 COE プログラム拠点であった「糖尿病をモデル

としたシグナル伝達病拠点」と「惑星系の起源と進化」の成果を取り込んだ，「次世代シグ

ナル伝達医学の教育研究国際拠点」と「惑星科学国際教育研究拠点の構築」がグローバル

COE プログラムに採択された。） 
学内では，優れた研究実績がある研究，本学の独自性が強い研究を国際的研究拠点に育成

するため，平成 18，19 年度に「学内発の卓越した研究プロジェクト」事業を実施し，学内

公募によりプロジェクトを選定した。《別添資料 14：学内発の卓越した研究プロジェクト採

択一覧》 
平成 18 年度に採択した「学内発の卓越した研究プロジェクト」に対しては，事業２年目

に当たる平成 19 年度に，書面とヒアリングによって中間評価を実施し，進捗が遅れている

と判断したプロジェクトに対しては，改善策を提出させるなどの対応を取った。 
なお，これら 21 世紀 COE プログラムやグローバル COE プログラム等の大型研究プロジ

ェクト，並びに「学内発の卓越した研究プロジェクト」に採択したプロジェクト等に対して

は，学長裁量枠から教員を措置し，研究スタッフを補強するとともに，学術研究推進本部の

管理運営部門にも教員を措置して研究を支援した《資料 145》。 
この他，法人評価に係る「現況調査表（研究）」及び本報告書の「重点的に取り組む領域

説明書」の作成を通じて，各分野における研究水準の自己点検・評価を実施した。 
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《資料 141：21 世紀 COE プログラム採択事業一覧》 

 
（大学 HP http://www.org.kobe-u.ac.jp/21coe/index-j.html） 

 
《資料 142：グローバル COE プログラム採択事業一覧》 

 
（大学 HP http://www.research.kobe-u.ac.jp/ksui-gcoe/index_j.html） 
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《資料 143：神戸大学学術研究アドバイザリー・ボード委員名簿》 

神戸大学学術研究アドバイザリー・ボード委員名簿 
平成 19 年 11 月 1 日現在

所 属 ・ 職 氏 名 任 期 来 学 

東京大学名誉教授 天 野 郁 夫 H19.11.1～

H20.10.31  

大学共同利用法人自然科学研究機構生理学研究所名

誉教授 濱    清 〃  

School of Chemical Engineering and Analytical 
Science,The University of Manchester Colin Webb 〃 2007/12/19

Economic Growth Center,Yale University 浜 田 宏 一 〃 2007/11/19
2008/3/31 

  
 
《資料 144：マンチェスター大学コリン・ウェブ教授と意見交換をする本学学長ら》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_12_21_02.htm） 

 
《資料 145：学長裁量枠の措置状況》 

 H17 H18 H19 
グローバル COE プログラム   2 
21 世紀 COE プログラム 7 7 6 
大型研究プロジェクト（科研他） 2 4 6 
学内発の卓越した研究プロジェクト  7 18 
管理運営部門 20 20 21 

計 29 38 53 
（実績を基に作成） 
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b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，各研究科において，法人評価に係る「現況調査表（研

究）」の作成，「学部・研究科を代表する優れた研究業績」の選定，「重点的に取り

組む領域説明書」の作成を通じて研究水準の自己点検・評価を実施したこと，学内

公募で選定し，人員配置を行った「学内発の卓越した研究プロジェクト」に対して

中間評価を実施したこと，神戸大学学術研究アドバイザリー・ボードを設置し，本

学の研究に対して高い専門性と外部の視点を持った意見を取り入れる体制を整備

したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画１－１を「良好」と判断

することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目２「国際レベルでの共同研究の実施や国際的な学術集会の開催などを含めて積極的に

国の内外との交流を図るとともに，対外的な競争力を養う。同時に，外国の関連する大学，

研究所等との連携を図り，研究者・留学生の相互交流を積極的に推進し，教育研究の国際的

な協力を図る。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「研究分野が国際的性格を帯びるものについては，特に海外の研究者等による

評価を定期的に受ける体制を整備する。」に係る状況 
 

平成 19 年度に，本学全体の学術研究活動の現状及び将来構想に対して，国際的水準に照

らした助言及び提案を受ける体制として，国内外の学術研究分野において広く高い見識を有

する学識経験者からなる「神戸大学学術研究アドバイザリー・ボード」を設置した《前掲資

料 143》。 
アドバイザリー・ボードの委員を委嘱したマンチェスター大学コリン・ウェブ教授からは，

欧州，特にイギリスの大学の研究環境や研究体制について情報提供を受けるとともに，神戸

大学統合バイオリファイナリーセンターの運営，研究体制について意見交換を行った《前掲

資料 144》。同じく委員を委嘱したイェール大学浜田宏一教授とは，業績のある研究者の登

用や競争的資金の性格等について日米比較という観点から意見交換を行った《資料 146》。 
また，国際協力研究科，経済経営研究所では，海外から招いた客員教授が本学での業務を

終了して帰国する際に，本学教員との共同研究，講義，セミナー等を通じて得られた知見に

基づいて，研究科の目的・意義と実際の業務に差があるか，日常の業務を遂行する上で特に

外国人研究者や留学生にとって支障になることがないか，今後の共同研究の進め方について

改善すべき点はどこか等について，研究科に対する提言を含めた評価を文書で受けている

《資料 147》。 
経済経営研究所では，上記評価に加えて，外国人研究者に組織全体の外部評価を依頼して

きた。例えば，平成 18 年に実施した第３回外部評価では，Ronald Jones（ロチェスター大

学），Shyam Sunder（イェール大学）， Santanu Roy（南メソジスト大学），Ronald Toby
（イリノイ大学）に評価を依頼した《別添資料 15：第３回外部評価報告書抜粋（P147～
P155）》。評価者の多くは，同研究所に数週間から数ヶ月滞在した経験を有しており，共同

研究や各種セミナーを行った経験から，研究所の実状をよく理解している。そのような研究

者から受ける意見は，諸外国から見て研究所が強みを発揮している学問分野，あるいは研究

成果の世界の中での位置付けを明確に知る貴重な示唆となっている。 
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《資料 146：イェール大学浜田宏一教授と意見交換をする本学学長ら》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2008_04_02_06.htm） 

 
《資料 147：外国人研究者からの評価レポート例》 
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計画２－２ 「各研究分野における研究活動に関わる諸要素を集積するデータベース化を推

進するとともに，それと並行しながら，各研究分野の特色に配慮しつつ，研究

水準を公平かつ適正に評価するためのシステムを開発する。」に係る状況 
 

法人化以前に策定した「神戸大学情報データベース（KUID）開発概要」《別添資料 16》
に基づき，平成 17 年度に KUID の個人データ項目及び組織データ項目を策定の上，基本

的フレームを構築した。平成 18 年度からは，組織データの収集・入力を開始するととも

に，個人データ入力説明会を開催し教員による個人データ入力も試行的に開始した。平成

19 年度は，KUID 操作に関する部局への訪問説明会及び全学説明会を開始し，引き続き教

員による個人データの入力を進めた《別添資料 17：KUID データ項目一覧》。 
また，研究領域の特性に基づく違いに配慮しつつ，研究水準を一定レベルで公平かつ適

正に評価するため，部局毎に研究評価指標（評価項目），評価の観点，評価水準を策定し，

それらが実際に機能するか否かについて試行的な評価を実施した《資料 148》。本学におけ

る各種評価への取組については，文部科学省科学技術・学術政策局主催の「平成 19 年度

文部科学省研究開発評価シンポジウム～大学における研究のマネジメントと評価～」（平成

20 年３月開催）において，意欲的に研究のマネジメントを行い，積極的に評価を活用して

いる事例として紹介された《資料 149》。 
 
《資料 148：部局毎の研究評価指標例（海事科学研究科）》 

分類 指標 判断例：担当授業科目数 
教育研究 担当授業科目数 
 担当卒業研究生数 
 担当修士学生数 
 獲得した競争的資金 
 科学研究費補助金申請状況 
管理運営 担当役職 
 担当委員会 
 社会交流イベント参加状況（高大連携

授業，公開講座，オープン・キャンパ

ス等） 
研究業績 査読有無等でレベル分け 

・実際に担当された及び担当される予定の講

義（大学院前期含む）・演習・実験・実習な

ど授業回数（90 分を１回と換算）。例えば，

実験の場合，１回３時間かかる場合は２回相

当と計算（下の計算例を参考）。総計が 60
にならなくても数値を記入。100 回を超える

場合には，その概算のメモを添付。 例）○

○論 13＋○○実験 2×5＋総合科目 12＋実

習 3×10＋○○演習 4＋船舶実習 10 

（海事科学研究科研究評価指標より抜粋） 
 
《資料 149：研究開発評価シンポジウム概要》 
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計画２－３ 「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況 
 

国際レベルでの共同研究は各研究科とも多数実施しており，例えば，21 世紀 COE プロ

グラム採択拠点やグローバル COE プログラム採択拠点では，《後掲資料 184，185》に示

すような拠点設置と共同研究を実施した。また，国際的な学術集会も各研究科において多

数実施している他，全学的には年に一度，特定の地域について神戸大学 Week と銘打ち，

集中的にシンポジウム等を開催した《後掲資料 182，283》。 
学生の留学支援《前掲資料 28～31，後掲資料 285，286》，大学院生の海外での研究発表

支援《前掲資料 35》，海外協定大学との教員交流プログラム《後掲資料 281》を積極的に

実施し，教育研究の国際的な協力を図った。 
 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，国際的な共同研究を多数実施したこと，研究者・留学

生の相互交流を積極的に推進したこと，さらに海外研究者から評価を受ける制度を

開始したこと，研究活動に関する諸要素を集積するデータベースを構築したこと等

が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画２－１を「良好」，計画２－２を「お

おむね良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断す

る。 
 
 

○ 小項目３「研究水準の向上のために，多面的かつ多層的な点検評価を進める。そのために，

部局毎の評価体制を更に整備し，全学的な恒常的評価体制を確立する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画３－１ 「「全学評価組織」並びに各部局の「評価委員会」（詳細はⅣを参照）は，自ら

行う大学の点検評価及び外部評価はもとより，国立大学法人評価委員会の方針

等に基づき，研究活動の状況について評価し，報告書を公表する。」に係る状況 

 
各部局等の点検・評価の体制，研究活動の点検・評価の観点等について定めた「神戸大

学自己点検・評価指針」を制定した《後掲資料 212》。本指針において，各部局等は自己点
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検・評価に外部評価を含めることを必須とし，多面的な評価となることを担保した。同時

に，全学評価委員会は，各部局等で実施した自己点検・評価をメタ評価することとし，多

層的な評価の体制を整備した。 
また，毎年度，年度計画に基づいて研究活動の状況について評価し，「業務の実績に関す

る報告書」として大学ホームページにて公表している《資料 150》。平成 19 年度は，国立

大学法人の中期目標に係る業務の実績評価に対応するため，各部局において平成 16～19
年度の研究活動の自己点検・評価を行い，現況調査表（研究）として，取りまとめを進め

た。一連の評価作業による部局の負担増を考慮して，評価業務をサポートする事務職員を

雇用する費用を配分し，各部局に全学評価委員（部局長），部局評価委員，事務職員の３者

による部局評価体制を構築した。 
加えて，現況調査表と同様の内容について，学内設置のセンター等も自己点検・評価を

実施しており，今後，これら自己点検・評価結果を報告書として取りまとめ，ホームペー

ジ等で公表することを予定している《資料 151》。 
 
《資料 150：業務実績報告書のホームページ公表状況》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/evaluation/index.htm） 

 
 
 
《資料 151：学内設置センター等が行う自己点検・評価の評価項目及び観点》 

評価項目 基本的な観点 
Ⅰ 研究活動・研究支援活動 ○ 研究活動の実施状況 

○ 学内における研究支援活動の実施状況 
Ⅱ 教育活動・教育支援活動 ○ 教育活動の実施状況 

○ 学内における教育支援活動の実施状況 
Ⅲ 学内支援活動（研究・教育支援

活動を除く） 
○ 研究支援活動・教育支援活動以外の学内に

おける支援活動の実施状況 
Ⅳ 社会との連携・地域貢献活動，

国際交流活動 
○ 学外における連携・貢献活動等の実施状況 

（学内共同利用施設等の組織に係る自己点検・評価書作成要項より抜粋） 
 
 

b)「小項目３」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況がおおむね良好である。 
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（判断理由） 当該小項目の状況として，神戸大学自己点検・評価指針を策定し，全学的な評価

の方向性及び体制を整備したこと，国立大学法人評価委員会の方針に基づき教育活

動の状況について評価を行ったこと，学内共同利用施設等にも組織の見直しを見据

えた統一基準による自己点検・評価を課したこと等が挙げられる。このような状況

を踏まえ，計画３－１を「おおむね良好」と判断することから，当該小項目の達成

状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目４「卓越した研究の可能性の高い課題領域を定め，大学として重点的に取り組む領域

として支援する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画４－１ 「２１世紀ＣＯＥプログラムや，各部局の重要な研究課題，時限的研究課題等

を重点的に支援する。」に係る状況 

 
21世紀COEプログラム採択拠点に対しては，研究スペースの優先的措置《後掲資料 195》，

COE 助教の配置《前掲資料 145》等全学的な支援を行った。グローバル COE プログラム

拠点（１拠点）に対しては，新たに学長裁量による教員ポスト２名を配置する《前掲資料

145》とともに，資金援助を行った。 
また，若手研究者の研究環境整備のために，教育研究活性化支援経費から年間 20,000

千円の資金援助を行った《資料 152》。 
大学のコア研究としてグローバル COE プログラムを念頭においた「学内発の卓越した

研究プロジェクト」を学内公募し，各部局の重要な研究課題 13 プロジェクトに 20 名の教

員を学長裁量枠から配置した（内２名はグローバル COE プログラム採択に伴いグローバ

ル COE プログラム拠点への配置に変更）《前掲資料 145》。 
さらに，時限的研究課題として，科学研究費補助金等の大型研究に採択されたプロジェ

クトに学長裁量枠から助教ポストを配置した《前掲資料 145》。 
「重点的に取り組む領域」としては，21 世紀 COE プログラム，各部局の重要な研究課

題，時限的研究課題等の 22 プロジェクトを選定した《資料 153》。各プロジェクトにおけ

る研究業績については，別添「重点的に取り組む領域説明書」として取りまとめた。 
 
《資料 152：教育研究活性化支援経費による若手研究者支援》 

平成１９年度若手研究者育成支援経費決定一覧 
  
（文系）  

部局等名 研究支援名称 

経営学研究科 若手教員による経営学分野における萌芽的研究の支援プログラム 

法学研究科 「立法過程における法制官僚（内閣法制局・議院法制局）に関する国際比較研究」の支援 

人文学研究科 人文学諸分野の横断による共生のための新たな価値規範の創成 

  

（理系）  

部局等名 研究支援名称 

医学系研究科 生命医科学若手研究者スタートアップ支援プログラム 

農学研究科 新研究領域「インターゲノミクス」の支援プログラム 

工学研究科 都市空間のリスク評価に関する若手研究者支援プログラム 

海事科学研究科 東アジア欧州間の国際貨物輸送体系のあり方に関する多面的研究 

（平成 19 年６月 14 日部局長会議資料より抜粋） 
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《資料 153：中期計画の「重点的に取り組む領域」に選定されたプロジェクト》 
 プロジェクト名 実施部局 

1 大学と自治体の連携事業による，歴史文化に基礎をおいた地域社会形成の

実践的研究 
人文学研究科，工学研究科 

2 ヒューマン・コミュニティ創成研究 人間発達環境学研究科 
3 市場化社会における法と政治の総合的研究 －21 世紀 COE プログラム

「市場化社会の法動態学」研究教育拠点を中核とする取組 
法学研究科，経済学研究科 

4 新しい日本型経済パラダイムの研究教育拠点 －グローバル化と人口減

少下の持続可能経済－ 
経済学研究科，経済経営研究所 

5 先端ビジネスシステムの研究開発教育拠点 経営学研究科，経済経営研究所 
6 市場・産業・企業システムにおける戦略・組織・制度に関する経済学的ア

プローチ 
経営学研究科，経済学研究科 

7 経営の国際化が会計制度，企業組織，企業環境に及ぼす影響に関する会計

的分析 
経営学研究科，経済経営研究所 

8 惑星系の起源・進化・多様性 理学研究科 
9 代数幾何と可積分系の融合と新しい展開 理学研究科 
10 最先端加速器を用いた素粒子と時空の物理学 理学研究科，自然科学系先端融合

研究環 
11 バイオメンブレン・バイオシグナルシステムの統合的研究 医学系研究科，バイオシグナル研

究センター，理学研究科，農学研

究科，工学研究科 
12 糖尿病の基礎的・臨床的研究 医学系研究科 
13 共生的安全に基づく環境計画 工学研究科，都市安全研究センタ

ー，人文学研究科，医学系研究科

14 環境適応型不均一系での制御／リビングラジカル重合法の開発 工学研究科 
15 統合バイオリファイナリー構想の世界拠点 工学研究科，分子フォトサイエン

ス研究センター，農学研究科 
16 食の安全安心科学教育研究プロジェクト 農学研究科 
17 多様性と調和の経済学のグローバル教育研究拠点 経済経営研究所，経済学研究科，

国際協力研究科 
18 災害救急医療及び調査・復興支援研究の推進プロジェクト 都市安全研究センター，医学系研

究科 
19 THz 波高分解吸収スペクトラム測定による分子・格子の固有振動と分子構

造の同定 
分子フォトサイエンス研究センタ

ー，理学研究科 
20 地域統合の比較政治経済学－ヨーロッパ統合とアジア太平洋－ 法学研究科，経済学研究科 
21 国際輸送システムに関する研究 海事科学研究科，経営学研究科，

国際協力研究科，経済経営研究所

22 グローバル化時代における文化研究と政治研究の対話と総合 国際文化学研究科，人間発達環境

学研究科，国際協力研究科 
 
 

b)「小項目４」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，21 世紀 COE プログラムをはじめとする重点支援プロ

ジェクトを選定し，学長裁量枠から人員を配置したこと，研究科によっては研究室

を優先的に措置したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画４－１を

「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目５「総合的な観点から研究者，研究グループを評価し，分野並びに期間を限定して研

究者，施設，設備等を重点的に配置し，それによって特定の分野の特色を高め，その分野の

刺激により全体の活性化を図る。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画５－１ 「特定の分野については世界的な研究拠点を形成することを目指し，講座等の

枠にとらわれることなく，分野並びに期間を限定して研究者，施設，設備等を

重点的に配分し，また研究者が一定期間研究に専念できる体制を整える。」に係

る状況 
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21 世紀 COE プログラム採択拠点等への研究者の重点的配分及び研究スペース配分につ

いては前計画４－１に記載したとおり。 
この他，自然科学研究科では，従来から，理学，工学，農学，海事科学の責任者による

定例会議を開催し，重点研究に研究スペースを優先配分してきた《資料 154》。これらの配

分方針は，同研究科の改組に伴い平成 19 年度に設置した自然科学系先端融合研究環にお

いても継承し，選定した 21 の重点研究チームに優先的にスペース配分を行った《資料 155》。
併せて，これら重点研究チームには，５年任期の助教を 21 名配置し，先端研究に専念で

きる体制を確立した。（建設予定の新館についても，平成 20 年度の文部科学省委託研究「先

端融合領域イノベーション創出拠点の形成」に採択された「バイオプロダクション次世代

農工連携拠点」にスペースを確保するなど，この施策は更に進める予定である。） 
また，研究者が一定期間研究に専念できる制度の整備として，例えば，経営学研究科に

おいて，平成 16 年４月から在外研究員制度，特別研究員制度等の次世代の研究を担う若

手研究者確保，育成のための制度を見直し，充実を図った《資料 156，157》。さらに，国

際文化学研究科，工学研究科ではサバティカル制度を導入した。 
 
《資料 154：選定されたプロジェクトに対する研究スペースの配分》 

 
（自然科学系学舎委員会議事要旨から抜粋） 
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《資料 155：自然科学系先端融合研究環における重点研究チームへの研究スペースの優先的措置》 

 
（スペース配分実績を基に作成） 

 
《資料 156：経営学研究科在外研究制度要項内規》 
○ 在外研究制度要項内規 

（趣旨） 
第１条 この内規は，神戸大学大学院経営学研究科（以下「研究科」という。）の教員が，ある一定期間，学部・大学院

での講義や研究科内の諸委員の負担を免除し，海外の大学等の研究機関に滞在して研究活動を行うために必要な事項

を定めるものである。 
（内容） 
第２条 この内規による制度は，次に掲げるものとする。 
（1) 六甲台後援会海外派遣費による２ヶ月以上の外国出張。 
（2) 文部科学省，フルブライト等公的資金による１０ヶ月以上の外国出張及び海外研修。 
（3) 実施時期は帰国後から退職までの任期が少なくとも１年あることが必要である。 
（適用者） 
第３条 この内規による制度を適用する者は，研究科の教授，准教授及び講師の教員とする。ただし，他の機関等から

赴任した教員は原則として，就任後３年以上経過した後に実施するものとする。 
なお，本制度に基づき２ヶ月以上の外国出張及び海外研修を行った時は，原則として，帰国後２年間は，２ヶ月以

上の外国出張及び海外研修は認めない。 
（決定手続き） 
第４条 この内規による制度の決定については，以下に掲げることにより定める。 
（1) 六甲台後援会海外派遣費によるものは，実施時点において，長期（１０ヶ月以上）にあっては５０才以下，短期に

あっては５５才以下の者であることを原則とする。 
（2) 六甲台後援会海外派遣費による適用者の順位については，神戸大学大学院経営学研究科運営委員会にて審議し，経

営学研究科教授会で決定する。 
（3) 前項の該当者が決定された後に，やむを得ない事情が発生した場合は，経営学研究科教授会が既に決定した順位を

変更することができる。 
（4) 文部科学省等公的資金による推薦者の決定の際には，前２項で決定した順位を原則として重用する。 
（5) 文部科学省，フルブライト等公的資金による外国出張及び海外研修については，経営学研究科教授会にて承認され

た場合，この制度によるものとする。 
  附 則 
 この内規は平成２０年１月１日から施行する。 
（従前の「在外研究に関する申し合わせ」の形式を改め，この「内規」として制定した。） 
 
《資料 157：経営学研究科特別研究員制度要項内規》 
○ 特別研究員制度要項内規 
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（趣旨） 
第１条 この内規は，神戸大学大学院経営学研究科（以下「研究科」という。）における教員が研究期間中に，演習を除

く講義・諸委員等の学務を免除し，研究の充実を目的とする制度である。ただし，本人の希望がある場合は，若干の

講義・研究指導等を行うことを妨げない。 
（適用者） 
第２条 この内規による制度の適用を受ける者は，研究指導担当教員の中から毎年度２名程度とし，神戸大学大学院経

営学研究科運営委員会（以下「研究科運営委員会」という。）で審議し，経営学研究科教授会で決定する。 
  この制度の適用者が理事，研究科長候補者，評議員及び教務委員等に選ばれたときは，本人の希望によりその実施

を任期終了の翌年度に繰り越すことができる。 
（期間） 
第３条 この内規による特別研究員の期間は１回１年以内とする。 
（推薦） 
第４条 この内規による制度での推薦者順位は，毎年研究科運営委員会で審議する。 
  また，新しく有資格者となった者の推薦者の順位づけは，その都度研究科運営委員会が行う。 
（辞退） 
第５条 この内規の制度による推薦を辞退する者は，３年間その順位を保留できるものとする。 

ただし，連続して３回辞退した者は，最終年度に受けたものと見なす。 
（その他） 
第６条 この内規により，常設的講義科目担当年次の者に適用する場合は，非常勤講師の委嘱，その他の方法による当

該科目の開講，又は他の常設的講義科目あるいは臨時開設科目による振替等を行い，カリキュラム編成に支障をきた

さないように配慮する。 
  附 則 

 この内規は平成２０年１月１日から施行する。 
（従前の「特別研究員に関する申し合わせ」の形式を改め，この「内規」として制定した。） 
 
 

計画５－２ 「研究活動の支援のため，教員のみならず，研究支援職員に対する研修等も含

め，自発的能力向上のための機会を増やし，また，図書館・学内共同利用施設

など機能の充実を図る。」に係る状況 
 

各種の外部資金による研究プロジェクト等の申請書作成において，学術研究推進本部教

員と複数の部の事務局職員が「アドミニ・アドバイザー」として，本務とは別に所属の枠

を超えて連携して支援を行った。《資料 158》 
研究支援職員である教室系技術職員及び教務職員（平成 19 年度に廃止）に対しては，

集合研修及び個別研修を実施し，専門的知識，技術等の習得及び資質向上を図ってきた。 
集合研修は，講義，技術発表及び分野別研修（12 コース程度）から成り《資料 159，160》，

個別研修は，本学以外の機関で開催される研究集会等に参加させ，研究発表，技術交換，

意見交換等を行い，資質向上を図った《資料 161》。 
また，大学等における就学や国際貢献活動を認めることができる「自己啓発等休業制度」

及び職員が自発的に職務に関連した能力開発を行うことや資格取得を支援するため，学外機

関が主催する学内外の研修会等へ参加する機会を与える，「自己啓発職務専念義務の免除の

試行」を平成 20 年度から実施することを決定した《資料 162，163》。 
本学の研究者があげた研究成果の公開による図書館機能充実として，平成 18 年７月か

ら，「神戸大学学術成果リポジトリ」事業を開始し，コンテンツの充実を図った。平成 19
年度から博士学位論文要旨及び全文の登録に向けて関係部署と協議しながら計画を進めた。

神 戸 大 学 研 究 者 紹 介 シ ス テ ム と の 相 互 リ ン ク や 国 内 外 の 統 合 検 索 サ イ ト

（Google,Junii+,OAIster）へのデータ提供を実現している《資料 164》。 
教育研究活性化支援経費から教育研究環境高度化事業として 134,949 千円を措置し，研

究基盤センターの共焦点レーザー蛍光顕微鏡及び ICP 発光分光分析装置，分子フォトサイ

エンス研究センターのチタンサファイア再生増幅システム，バイオシグナル研究センター

のハイブリッド MS/MS 装置等を更新・修理し，学内共同利用施設等の機能充実を図った

《資料 165》。 
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《資料 158：アドミニ・アドバイザーによる支援実績 平成 19 年度分》 

採択事業名 申請部局
企画部 研究推進部 財務部 国際部

学術研究
推進本部 計

○特色ある大学教育支援プログラム

協働の知を創造する体系的IPW教育の展開 医学部（保健学科・医学科） 4 1 1 6
○現代的教育ニーズ取組支援プログラム

アクション・リサーチ型ESDの開発と推進 発達科学部・文学部・経済学部

アートマネジメント教育による都市文化再生 国際文化学部・発達科学部

○大学院教育改革支援プログラム

文化情報リテラシーを駆使する専門家の養成 国際文化学研究科

正課外活動の充実による大学院教育の実質化 人間発達環境学研究科

経営学研究者の先端的養成プログラム 経営学研究科

大学連合による計算科学の最先端人材育成神 工学研究科

拠点融合型プロフェッショナル臨床医教育 医学系研究科

○社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム

医療用デバイス開発コーディネート人材育成プログラム 工学研究科 2 1 3
○専門職大学院等教育推進プログラム

総合法律教育に関する手法と教材の開発 法学研究科（法科大学院） 1 1 1 3
○地域医療等社会的ニーズに対応した質の高い

医療人養成推進プログラム

D＆Nブラッシュアップ教育の組織的展開 医学系研究科

先進的CRESPによる臨床研究教育の改革 医学系研究科

○大学教育の国際化推進プログラム

三極連携による複数学位共同教育プログラム 国際協力研究科 1 2 3
○若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）

食料危機に備え資源保全EUに学びアジアに
活かす国際農業戦略の実践的トレーニング 農学研究科 1 2 3

○女性研究者支援モデル育成【科学技術振興調整費】

再チャレンジ！女性研究者支援神戸スタイル 男女共同参画推進室 3 1 4
○グローバルCOE (※本データは申請6拠点分)

統合的膜生物学の国際教育拠点 医学系研究科 4 1 1 6

計 45

1 6

1 6

4 1

4 1

1 53 1

 
（実績を基に作成） 

 
《資料 159：神戸大学技術職員研修（集合研修）日程表》 

 
（研修冊子から抜粋） 
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《資料 160：神戸大学技術職員（農学系）研修日程表》 

 
（研修冊子から抜粋） 

 
《資料 161：学外研修》 
平成 19 年機器・分析技術研修会 生理学研究所・生理学技術研究会 実験・実習技術研究会 
プレ京都大学総合技術研究会   

（研修記録を基に作成） 
 
《資料 162：職員の自己啓発等休業制度》 

自己啓発等休業制度 
 
大学等における就学や国際貢献活動を希望する職員に対し，職員としての身分を保有したまま職務に従事し

ないことを認めることができる制度 
 
１．対象となる職員 

次の就業規則の適用を受ける職員で，職員としての在職期間が２年以上のもの 
・職員就業規則 
・船員就業規則 

２．休業の事由 
（1) 大学等における就学 

国内外の大学（大学に設置される専攻科及び大学院を含む。）の課程に在学してその課程を履修

（2) 国際貢献活動 
独立行政法人国際協力機構が自ら行う派遣業務の目的となる開発途上地域における奉仕活動へ

の参加 
３．休業の期間 

（1) 大学等における就学のための休業  ２年（特に必要な場合 ３年） 
（2) 国際貢献活動のための休業     ３年 

４．休業の承認 
自己啓発等休業の請求があった場合において，業務の遂行に支障がないと認めるときは，当該請求を

した職員の勤務成績，当該請求に係る大学等における修学又は国際貢献活動の内容その他の事情を考慮

した上で承認する。 
５．給与・退職手当 

給与は支給しない。 
退職手当の在職期間の取扱いは，休業期間の全期間を除算（大学等における修学又は国際貢献活動の

内容が，職員としての職務に特に有用であると認められる場合等は，休業期間の２分の１を除算） 
６．自己啓発等休業により処理できない業務への対応 

自己啓発等休業に係る期間を限度として代替職員等の措置をすることも可能とする。 
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《資料 163：自己啓発職務専念の義務の免除の試行について》 
自己啓発職務専念の義務の免除の試行について 

 
１．目的 

大学職員を取り巻く社会環境の変化に対応できるよう，職員が自発的に職務に関連した能力開発，資格

取得等のため，学外機関が主催する学内外の研修会等へ参加する機会を設ける。 
   なお，職務との関連については，現に従事している職務と異なる場合であっても，大学職員として有用

と認められる場合は承認する。 
 
２．呼称 
   自己啓発職務専念義務の免除 
 
３．承認期間 
   一年度において３日を限度とする。 
   なお，取得に際して，当該研修会等の予定に合わせ，連続した取得，単発の取得（１日又は半日を単位

とする）のいずれも可能とする。 
 
４．手続き 
   自己啓発計画書に研修会等の要項等を添付し，原則として取得を希望する日の１月前までに所属部局の

長に願い出るものとする。所属部局の長は，業務に支障がないと認める場合に承認する。 
   なお，申請状況等について承知するため，当分の間，職員から願い出を受けた部局の長は事前に人事課

に協議するものとする。 
 
５．労働時間管理上の処理 

神戸大学職員の労働時間，休日，休暇等に関する規程第１６条に基づく「勤務しないことを承認した日」

（職専免）として取り扱うので，休暇簿（病気休暇・特別休暇用）に自己啓発計画書（写）を添付し手続

きを行う。 
 
６．その他 
   研修会等の参加に係る費用は自己負担とする。 
 
（参考） 
  本試行においては，非常勤職員は対象としない。 

 
《資料 164：神戸大学学術成果リポジトリについて》 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/kernel/） 
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《資料 165：教育研究活性化支援経費に基づき整備を図った機器一覧》 
RI 監視設備，放射線監視システムオペレーションコンソール，入退室管理システム，偏光ゼーマン原子吸光度計，走

査型レーザー生物顕微鏡，共焦点顕微鏡，チタンサファイア再生増幅システム，ジェネティックアナライザー，超高

速遠心分離機，ICP 発光分光分析装置，微細構造観察・分析実習システム，ハイブリッド MS/MS 装置 
（研究設備マネジメント委員会資料から抜粋） 

 
 

計画５－３ 「研究に要する外部資金の獲得を促すために，専門家を配置して研究活動の支

援体制を強化し，必要な情報の収集や，プロジェクト形成等の支援を進める。」

に係る状況 
 

平成 19 年 2 月に，学術研究推進機構の下に設置していた学術研究推進室を学術研究推

進本部に改組し，専任スタッフ（助教）を配置するとともに，人文社会系と自然生命系の

教員を本部員として任命し，大学全体の研究支援体制の強化を図った。当該室においては

研究活動の支援，研究環境の向上，研究活動の評価及び研究資金の獲得と活用等に関する

具体的戦略の策定等の活動を展開した《後掲資料 183》。 
平成 17 年 10 月にイノベーション支援本部，連携創造センター，ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリ（VBL）を統合して連携創造本部を設置し，専任教員，産学連携コーディネー

ターを中心に競争的資金獲得・プロジェクト支援グループを組織し，外部資金獲得に向け

た支援体制を強化した《資料 166》。平成 19 年度には，実社会の動向・ニーズを踏まえ，

イノベーション創出支援，異分野融合等の戦略的企画，広範な観点での産学官連携支援戦

略を企画・推進していくため，各部門の機能見直しを行い，新たに戦略企画部門を設置す

るなどして，平成 20 年度に，現行の５部門を４部門（戦略企画部門，産学官民連携推進

部門，先端研究推進部門，知的財産部門）に改組することを決定した。 
当該本部では，研究シーズの収集を積極的に行い，プロジェクト形成等の支援を行った。

また，企業との共同研究を積極的に提案するとともに，各省庁へのプロジェクトの応募支

援も行った。事務部門においても，研究協力課を研究推進課及び連携推進課の２課とし，

事務支援体制の強化を図った。この他，「研究シーズ集」の発行，「一日神戸大学」の実施，

「神戸ベンチャー支援＆研究会」の設立，「連携創造本部ご利用の手引き」の周知徹底，電

子メール情報による競争的資金公募に関する情報の提供等を通じ，全学での共同研究・受

託研究を増加させることができた《資料 167》。 
「一日神戸大学」は，地域や企業等に積極的に訪問して研究活動や技術シーズを紹介する

取組であり，研究会の発足や共同研究案件の獲得に結びついた《資料 168》。 
また，科学技術振興機構のシーズ発掘試験では，連携創造本部教員とコーディネーターが

連携して申請を行い，採択件数が増加した《資料 169》。 
 
《資料 166：連携創造本部の組織と役割》 
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（連携創造本部 HP http://www.innov.kobe-u.ac.jp/renkei/renkei.html） 

 
《資料 167：外部資金獲得額の推移》 

（単位：千円） 
 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

受託研究（受託事業含む） 1,312,856 1,355,290 1,482,904 2,185,265
共同研究 408,690 604,825 540,079 567,977
科学研究費補助金 2,314,381 2,514,142 2,768,875 2,997,397
21 世紀 COE 補助金 768,000 823,2000 872,044 727,100
グローバル COE 補助金 － － － 311,610
その他補助金 461,010 505,964 574,614 596,093
寄附金 1,533,543 1,462,860 1,484,000 2,776,905

計 6,798,480 7,266,281 7,722,516 10,162,346
※ 額は当該年度における受入額を示しており，収益化した額を掲載している財務諸表とは必ずしも一致しない。 
※ 寄附金には，神戸大学基金への寄附金は含まない。 
※ 会計基準の変更に伴い，平成 19 年度から寄附金に「現物寄附」を含む。 
 
《資料 168：平成 19 年度「一日神戸大学」実施実績》 
 第 29 回 第 30 回 第 31 回 第 32 回 第 33 回 計 

開催日 6 月 15 日 8 月 26 日 8 月 30 日 11 月 8 日 11 月 21 日  
参加者数 60 75 90 37 28 290 

研究会発足 2 0 0 1 0 3 
共同研究検討 1 1 0 0 0 2 
共同研究実施 0 0 0 1 0 1 
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《資料 169：科学技術振興機構シーズ発掘試験採択件数推移》 

 
（神戸大学連携創造本部ニュースレター第 5 号から抜粋） 

 
 

計画５－４ 「人事の停滞が教育研究上の緊張感の欠如を引き起こし，研究の発展の阻害に

つながることを排除するため，それぞれの学科や専攻における人事が当該組織

の将来計画にどのように位置付けられているのかということを検証し，必要な

改善策を講ずる。」に係る状況 
 

各部局において，教員採用について流動性，教員人事の透明性を高める措置，教育研究

体制を充実させるための人事改善策，各界からの多様な人材の確保策等の検討を行い，人

事が当該組織の将来計画にどのように位置付けられているのかということを検証し，採用

人事について従来の学科・講座にとらわれず学部の戦略的観点から実施する体制に移行す

るなど必要な改善策を講じた。 
例えば，人間発達環境学研究科（平成 19 年 3 月までは発達科学部）では，平成 16 年４

月から人事委員会を発足させ，採用人事を講座単位から学部単位とする体制に移行した《資

料 170》。 
国際協力研究科では，平成 19 年４月から各専攻・講座ではなく，研究科長が関連講座

との協議の上，人事案件を策定・審査承認する手続を定めた《資料 171》。 
 
《資料 170：人間発達環境学研究科人事委員会規則（抜粋）》 
   神戸大学大学院人間発達環境学研究科人事委員会規則    
 
 （設置）  
第１条 人間発達環境学研究科，発達科学部及び総合人間科学研究科博士課程前期課程発達科学系における教員の採用，

昇任並びに学部及び大学院担当に係る人事に関して，人間発達環境学研究科教授会又は総合人間科学研究科前期課程

委員会に発議する原案を審議・作成するために，人事委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
 （人事案件の手続き） 
第２条 人事案件の手続きは，次の各号に定める方法により行う。 
  （1)  昇任及び大学院担当に係る人事案件は，学科・専攻運営会議の決定を経て，委員会に提出するものとする。委

員会は，当該人事案件を審議，決定する。 
  （2）  採用及び学部担当に係る人事案件は，委員会が発議し，審議，決定する。 
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《資料 171：国際協力研究科教員の人事手続き》 
国際協力研究科教員の人事手続き 

 
1. 専任教員の採用・昇任 

 
（この手続きで言う専任教員は，教授，准教授，講師，助教―平成１９年度より―を指す。また，特命教員も含むも

のとする。以下同じ） 
 

研究科長 
↓         案件の提起 原則として，定年の場合：定年の２年以上前 
↓                    ，割愛の場合：割愛を承認した教授会の直後 
↓ 

運営委員会＋当該講座 
◎人事方針案＋◎選考方法案＋◎予備選考委員候補の選定 
＊選考方法案が公募による場合は，原則として人事方針案が公募要領案となるものとする。 

↓ 
↓ 提案 
↓ 

教授会 
◎人事方針 
  （定足数：構成員の２／3 以上の出席，方式：挙手，要件：２／３以上の賛成） 
◎選考方法 

（定足数：構成員の２／３以上の出席，方式：挙手，要件：２／３以上の賛成） 
◎予備選考委員の選出 
  （定足数：構成員の２／３以上の出席，方式：名簿上投票，要件：上位３名） 

↓ 

予備選考委員会 → 
← 公募 

↓ 
運営委員会＋当該講座 

◎候補の選定＋◎審査委員候補の選定 
＊公募で候補が決まらなかった場合には教授会，運営委員会＋講座の承認を得て，公募以外の方法で予備選考委員会が

候補案を提案するものとする。この教授会の承認は予め候補選定作業の開始前に得ておいても構わない。 
↓ 
↓ 提案 
↓ 

教授会 
◎審査開始決定 
  （定足数：構成員の２／3 以上の出席，方式：投票，要件：２／３以上の賛成） 
◎審査委員の選出 
  （定足数：構成員の２／3 以上の出席，方式：名簿上投票，要件：上位３名） 

↓ 
審査委員会 

↓ 
運営委員会＋当該講座 

◎審査結果に基づく採用･昇任案決定 
↓ 

教授会 
◎採用･昇任決定 
  （定足数：構成員の２／3 以上の出席，方式：投票，要件：２／３以上の賛成） 
 
 
 

計画５－５ 「人事を行うに当っては当該人事の詳細を内外に公表することを原則とする。

公募制の採用については，各研究分野の特質にも配慮しつつ更に導入を検討す

る。」に係る状況 
 

全ての部局において公募制による採用を実施しており，15 部局中 11 部局では全ての職

種で公募制を実施した《資料 172》。公募の詳細は研究者人材データベース（JREC-IN）

に登録して公表し，幅広く人材を求めた《資料 173》。 
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また，まだ全ての職種で公募を実施していない医学研究科でも，公募制の拡大について

検討を行った。 
 
《資料 172：全ての職種で公募制を実施した部局》 
人文学研究科 国際文化学研究科 人間発達環境学研究科 法学研究科 
経済学研究科 医学部保健学科 工学研究科 農学研究科 
海事科学研究科 国際協力研究科 自然科学系先端融合研究環  

（実績を基に作成） 
 
《資料 173：研究者人材データベース（JREC-IN）登録状況》 

 
（科学技術振興機構 HP http://jrecin.jst.go.jp/seek/SeekTop） 

 
 

計画５－６ 「任期制については，研究教育分野，職種の状況を考慮してその導入の検討を

進める。」に係る状況 
 

複数の部局において，任期制の導入について検討した。各部局における検討又は実施状

況は次のとおりである。なお，任期制については，教育研究分野，職種の状況を考慮して

その導入の拡充について更に検討する。 
医学系研究科では，平成 19 年度から全教員に任期制を導入するとともに，再任審査に

必要な業績評価項目（教育実績，研究実績，診療実績，社会貢献，管理運営）を整理し，再

任審査を実施した《資料 174》。 
経済経営研究所では，平成 18 年４月からテニュア・トラック制度を導入し期間を定め

て雇用することができるよう規則を整備した《資料 175》。 
また，寄附金等の外部資金で，期間を定めて年俸制により雇用する特命職員制度《資料

176》及び附属病院の助教等の職員について期間を定めて雇用する特定有期雇用医療職員

制度《資料 177》を設け，プロジェクト研究の推進や病院診療体制の充実を図った。 
なお，特命職員の雇用について基本年俸の設定を拡大するとともに，外部資金以外に運営

費交付金でも雇用できるよう，平成 20 年度から使途経費の弾力化を図ることを決定した。 
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《資料 174：医学系研究科医科学専攻再任審査制度》 

 
《資料 175：経済経営研究所テニュア・トラック・ポストに関する要項（抜粋）》 
 
（採用職種） 
第４ 本ポストへは，講師として採用するものとする。 
（雇用期間） 
第５ 本ポストに係る雇用期間は，３年とする。 
２ 雇用期間の更新は，１回に限り認めることができる。 
 
 
《資料 176：特命職員就業規則（抜粋）》 
 
第２章 採   用 
（採用方法及び雇用期間） 
第 4 条 特命職員の採用は，選考によるものとし，その選考は，教授会（教授会に準ずる組織を含む。）又は総務担当

理事（以下「教授会等」という。）の議又は判定に基づき学長が行うものとする。 
2 特命職員の雇用期間は，原則として 3 年を限度とする。ただし，特に大学が必要と認めるものについ 

ては，5 年を限度として雇用期間を定めることができる。 
 
 
《資料 177：特定有期雇用医療職員就業規則（抜粋）》 
 
 （雇用期間） 
第 4 条 特定有期雇用医療職員に採用された者の雇用期間は，3 年とする。 
2 前項の規定にかかわらず，特に必要であると大学が認めた場合は，雇用期間を更新することがある。ただし，初めて

特定有期雇用医療職員として雇用された日から通算して６年の期間を限度とする。 
 
 
 

医学系研究科医科学専攻再任審査制度 
 
１．再任審査資料 
１）任期制評価委員会で作成された評価項目 
２）任期中のまとめと再任後の抱負を提出（自由形式） 

 
２．再任審査手順 
１）再任を希望する場合は任期満了の１年から９ヶ月前までに再任審査委員会に再任希望の申請をする。 
２）再任審査委員会は提出された書類により２ヶ月以内に審査を行う。 
３）再任審査委員会委員 

研究科長・専攻長・病院長以外の教授から臨床系分野４名・基礎系分野４名を，助教授・講師の中から臨床系分

野１名・基礎系分野１名を専攻長が指名し，委員長は互選する。 
（なお，助教授・講師委員の任期は１年とする。）  

４）本委員会は常設委員会として毎月一回開催し，臨床・基礎の対象者を審査する。 
助教授・講師および助手（所属部門の長は除く）の審査にあたっては，細則にて定義された所属部門の長に意見書

の提出を求める。 
なお，委員は当該分野の審査には加わらない。 

５）再任審査委員会は審査の要旨を専攻会議で報告する。 
６）専攻会議出席者の投票数の過半数以上の賛成が得られた場合，再任可とする。 

 
３．異議申し立て 

１）被評価者は専攻会議の評価に不服である場合は，決定通知を受けた後１ヶ月以内に専攻長に異議申し立てを行う

ことができる。 
２）専攻長は異なる構成員により新たな再任再審査委員会を設置し，２ヶ月以内に再審査を行う。 
３）再任再審査委員会は審査結果を専攻会議で報告する。 
４）専攻会議は再任の可否を投票により再任の可否を最終決定する。 
過半数以上の賛成を得た場合，再任を可とする。 

 
４．後任募集への応募資格 
再任を否定された現職者は他の候補者と同じ条件で，後任の募集に応募することができる。 
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b)「小項目５」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，特定の研究プロジェクトに一定期間，人員や施設・設

備を優先的に措置したこと，一部の部局で一定期間研究に専念できるサバティカル

制度を導入したこと，全部局で教員採用に公募制を，一部の部局では教員の任期制

も導入して当該分野に刺激を与え活性化を図ったこと等が挙げられる。このような

状況を踏まえ，計画５－１～３，５，６を「良好」，計画５－４を「おおむね良好」

と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目６「すべての学問分野において，研究成果は人類共有の知的資産であるという視点に

立ち，社会の一員としての神戸大学の使命を果たすために，研究成果を積極的に社会へ還元

するよう努める。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画６－１ 「神戸大学を取り巻く一般社会との連携を強化するとともに，それぞれの学問

分野の特質を生かし，国際機関，地方自治体及び関連機関，文化・芸術関連機

関，ＴＬＯ（技術移転機関），ＮＰＯ（非営利組織）をはじめとする地域の諸組

織等との多彩な連携を構築し，研究成果公表の場（フォーラム開催等）を設け，

それによって研究成果を広くかつ有効に還元する。」に係る状況 

 
社会連携に取り組むための窓口として地域連携推進室《資料 178》を，産学連携を推進

するための組織として連携創造本部を設置した《前掲資料 166》。部局においても社会連携

強化のため，地域連携センター（人文学研究科，医学部保健学科，農学研究科），ヒューマ

ン・コミュニティ創成研究センター（人間発達環境学研究科），異文化研究交流センター（国

際文化学研究科）等を設置した。 
社会との具体的な連携（フォーラムの開催等）による研究成果の還元については，多数

実施しており，平成 16～19 年度の主な取組は，《資料 179》に示すとおりである。 
特徴的な取組を挙げると，独立行政法人国際協力機構（JICA）事業として，国際協力研

究科では「ラオス国国立大学経済経営学部支援プロジェクト」，「イエメン国タイズ州女子教

育向上計画プロジェクト」を，医学系研究科では「ソロモン国マラリア対策強化プロジェク

ト」を受託し，専門家派遣及び研修員受入等を通じた支援により，研究成果を社会に有効に

還元した《資料 180，後掲資料 291》。 
また，農学研究科や都市安全研究センター等では，同機構が実施する「アグロバイオテク

ノロジー」，「植物保護のための総合防除」，「大都市地震災害軽減のための総合戦略」をはじ

めとする集団研修コースの研修員受入を行い，大学がこれまでに蓄積してきた研究成果の還

元に努めた《後掲資料 290》。 
都市安全研究センターでは，平成 13 年度から「オープンセンター」と称して，年に一度，

講演会・講習会のほかに，実演・体験コーナーを通じて，本学が提唱している「防災・減災」

について気軽に楽しく学べる企画を実施してきた《資料 181》。 
この他，国際的な学術・文化交流の活動推進と情報発信を目的に，平成 15 年から毎年秋

期の約１週間を神戸大学 Week として，集中的にシンポジウム等を開催し，地元住民の参加

も得てきた《資料 182，後掲資料 283》。 
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《資料 178：地域連携のための窓口設置》 

 
（大学 HP http://www.office.kobe-u.ac.jp/crsu-chiiki/） 

 
《資料 179：具体的な社会連携の取組》 

年 度 取   組 
平成 16 年度 ○ 文学部・文学研究科では，｢地域連携センター｣において，自治体の研究者・実務者，地域の

専門家，市民団体リーダー等との共同研究を拡大した。 
○ 発達科学部では，「発達支援インスティテュート・ヒュ－マンコミュニティー創設研究センタ

ー設立準備室」で，自治体，学校，NPO との連携を深め，学外研究員を委嘱し，社会との連携

強化を図っている。また，「平成 16 年度社会貢献レポート」を刊行する準備を行っている。 
○ 総合人間科学研究科では，国際シンポジウム(テーマ「記憶する都市」)を 11 月 20 日，21 日

と開催し，同シンポジウムを基礎とした出版を計画中である。 
○ 経済学部・経済学研究科では，「JICA」，「財団法人 21 世紀ヒューマンケア研究機構」，「ひょ

うご経済研究所」，「関西社会経済研究所」等を通じて地域の研究活動に貢献した。 
○ 経営学研究科では NPO 法人「現代経営学研究所」との共催で，シンポジウム「日本的経営

を鍛え直す」を開催した。また，ワークショップ（４回）を実施し，その内容は機関誌『ビジ

ネス・インサイト』（第 47，48，49，50 号）に掲載した。 
○ 国際協力研究科では，トルコ国の教育と労働市場の研究をした際に，トルコ国とテレビセミ

ナーを行い，研究成果を社会に還元した。 
○ 内海域機能教育研究センターでは，海藻類系統保存・分譲に関して国立環境研究所と連携し，

計画通り系統株の収集を進めており，平成 17 年度からの公開・分譲に向けて準備を進めてい

る。また，第 10 回国際系統株保全会議などで，その広報を行った。 
○ ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーでは，技術分野ごとに，関連企業の技術者を含めた実

用化技術検討会を開催し，実用化に向けて事業化活動を具体的に推進した。 
○ 兵庫県，神戸市等の地方自治体，（財）新産業創造研究機構（TLO ひょうごを含む），(財)先

端医療振興財団，(社)兵庫工業会，県立工業技術センター，農業技術センター等と連携し，技



神戸大学 研究 

- 150 - 

術シーズを発信することで研究成果を広くかつ有効に社会へ還元している。特に，みなと銀行

及び県立工業技術センターとは連携に関する基本協定を締結し，両機関のネットワークを活用

することでシーズの情報発信及び技術相談等を行い，県下の中小企業への研究成果の活用に積

極的に取り組んでいる。 
平成 17 年度 ○ 文学部・文化学研究科では，現代 GP 事業として小野市との共同博物館の展示，青野原俘虜

収容所での音楽会の復元，朝来市，神戸市北区淡河町，尼崎市，伊丹市との共同事業を進めた。

また，「魅力ある大学院教育」イニシアティブにより，地域の研究者等の協力を得て実践的な授

業を進めた。 
○ 発達科学部では，旧灘区役所庁舎に「のびやかスペースあーち」を開設し，地域と密着した

活動を展開している。 
○ 法学部・法学研究科では，経済産業省と共催し，経営学研究科と共同で「事業再生人材養成

講座」を外部向けに実施した。 
○ 経営学部・経営学研究科では，NPO 法人現代経営学研究所との共催でシンポジウム「事業シ

ステムの創造者－神戸大学経営学大学院「経営の殿堂」開設記念」を 10 月５日に実施した。

また，予定通り４回のワークショップを実施し，その内容は『ビジネス・インサイト』（第 51，

52，53，54 号）に掲載された。また，企業人向けに短期経営研修コースの実施，産業界ニーズ

の高い特定研究課題についての研究会を複数設立し，会合を開催した。 
○ 文化学研究科では，ポスト震災 10 年にあたり，現代 GP「震災教育システムの開発と普及」

において 11 月に中越地震との比較研究シンポジウムで阪神，中越の自治体，市民団体と連携

した。更に日本学術振興会プロジェクト「被災地における共存社会の構築」において市民団体

との実践的研究交流を行い，引き続き市民大学の結成を支援している。 
○ 国際協力研究科では，法務省法務総合研究所による「法整備支援論」の講義を８回にわたり

開講し，また，教員，学生，一般市民を対象としたジェンダーと HIV／AIDS に関するシンポ

ジウムを 10 月 22 日に開催した。 
○ 国際コミュニケーションセンターでは，現代ＧＰをテーマとする講演会を企画し，外部にも

公開した。 
○ 内海域環境教育研究センターでは，海藻類の系統株の収集を進め，「成果有体物取扱内規」を

制定し，海藻類系統株の分譲を開始した。 
○ 連携創造本部では，NIRO，兵庫県立工業技術センター，みなと銀行との連携（「包括連携協

定」を締結）の下，一日神戸大学を８回開催して，本学のシーズの発信及びニーズとのマッチ

ングを図り，地域産業の活性化に取り組んだ。特に，みなと銀行からは，連携創造本部に職員

１人が派遣され，産学連携アドバイザーとして，産学連携コーディネーターとともに，地域の

企業に出向き，実態を把握し，要望を聞くなど積極的に地域産業の活性化に取り組んでいる。

また，NIRO，兵庫県立工業技術センター，みなと銀行と協賛し 12 月５日に全学一本化した「神

戸大学産学官民連携フォーラム」を開催し，併せて，分野別シーズ集の発行を行った。フォー

ラムには約 600 人の参加があり，企業との積極的なマッチングの機会を得ることができた。 
平成 18 年度 ○ 文学部及び文化学研究科では，①小野市好古館と「地域展」の実施を通じた取り組み，②灘

区とは灘チャレンジによる取り組み，③兵庫県県政資料館とは郡役所文書の研究と展示，文書

館とアーカイブ利用についての研究，④人と防災未来センターとは共同の研究会，⑤伊丹酒造

組合とは近世酒造関係文書の活用，⑥尼崎市富松地区とは地域歴史ハンドブックの共同編集，

⑦丹波市とは地域史料の整理活用事業，⑧たつの市とは近世地域史研究会の開催などを通じて，

研究成果を社会に還元した。 
○ 総合人間科学研究科では，発達支援インスティテュート・ヒューマン・コミュニティ創成研

究センターにおいて，自治体，学校，NPO との連携を深め，学外研究員を委嘱して，社会との

連携強化を図った。また，「社会貢献レポート」を Web 上で公開するとともに，旧灘区役所跡

地に平成１７年度に開設した「のびやかスペースあーち」において，地域と密着した活動を展

開した。 
○ 法学研究科では，市場化社会の法動態学研究センター（21 世紀 COE プログラム採択拠点）

及び EUIJ 関西におけるシンポジウム等の開催，またジャーナリズム教育の研究教育成果に関

するシンポジウムの開催を通じて，研究成果を学外に公開した。 
○ 経済学研究科では，紀要や年報，また各種研究会やディスカッション・ペーパーなどの情報

を部局ホームページ上で公開した。 
○ 経営学研究科では，NPO 法人現代経営学研究所と密接な連携を取りながらシンポジウム，ワ

ークショップなどを開催し，その内容を『ビジネス・インサイト』誌に掲載した。 
○ 文化学研究科では，災害文化やアスベスト問題についてシンポジウムやワークショップなど

を開催し，市民団体との実践的研究交流を行った。 
○ 国際協力研究科では，平成１７年度に引き続き法務省法務総合研究所国際協力部との連携に

よる講義を実施した。 
○ 国際コミュニケーションセンターでは，現代 GP（PEP コース）シンポジウムを一般市民に

開放し実施した。 
○ 内海域環境教育研究センターでは，国立環境研究所等と連携して藻類カルチャーコレクショ

ンのネットワークを構築した。 
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○ 都市安全研究センターでは，「安全で安心な都市づくりに向けて～これまでとこれから～」と

題したシンポジウムを開催し，都市安全研究センターの「10 年の活動報告と新体制の紹介」を

行った。 
○ 平成 17 年度に引き続き，地域産業活性化のため， NIRO」，兵庫県工業技術センター，みな

と銀行の協力を得て「一日神戸大学」等を開催し，本学のシーズ発信及びニーズとのマッチン

グを実施した。 
○ NIRO とは，高齢者が安心して生活できるよう常に身体の状態をモニターできるリングセン

サー等について工学部の教員を交えて勉強会を実施した。 
○ 工業技術センターとは，「材料の触感に関する研究会」を地元企業を含めて開催した。 
○ みなと銀行とは，中小企業の経営者を対象とした経営セミナーを自然科学系と社会科学系の

教員の協力を得て実施した。 
○ １月に実施した「神戸大学東京フェア」のトレースを実施し，共同研究に結び付けた。 

平成 19 年度 ○ 文学部・人文学研究科では， 小野市好古館，灘区との地域史共同研究，神戸市文書館，人と

防災未来センターとの歴史資料の保全活用研究，伊丹酒造組合との歴史資料整理及び研究，尼

崎富松地区，丹波市との歴史文化を基礎とした地域活性化事業等を順調に進めた。特に丹波市

とは，本年度人文学研究科と歴史文化の保全活用について協定を締結し，研究事業の推進に努

めた。 
○ 人間発達環境学研究科では，発達支援インスティテュート・ヒューマンコミュニティ創成研

究センターにおいて，自治体，学校，ＮＰＯとの連携を深め，学外研究員を委嘱して，社会と

の連携強化を図った。また，「社会貢献レポート」をＷeb 上で公開するとともに，旧灘区役所

跡地の「のびやかスペースあーち」において地域と密着した活動を展開した。 
○ 法学部・法学研究科では，「市場化社会の法動態学」研究センター及び EUIJ 関西において，

シンポジウム等を通じて成果を学外者向けに提供した。また，神戸新聞の協力によるジャーナ

リズム・ワークショップのプログラムの一環として，外部講師を招へいし，講演を学外者にも

公開した。 
○ 国際協力研究科では，①法務省法務総合研究所国際協力部の協力による講義を実施し，アジ

ア諸国向け法整備支援，研究会等を通じた緊密な連携により，それらの成果を『テキストブッ

ク法整備支援論』として刊行した。②YLP（ﾔﾝｸﾞ･ﾘｰﾀﾞｰｽﾞ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）についても，兵庫県・神

戸市の協力を得て，地方行政の実際に関するワークショップを開催した。③開発・経済に関す

る教育研究の蓄積に基づくテキスト『新時代の経済開発研究』の執筆作業を行った。④国際開

発学会関西支部との共催で国際協力セミナーを開催した。 
○ 国際コミュニケーションセンターでは，第２回神戸大学ホームカミングデイにおいて，本学

の最新の外国語教育に関するガイダンスを実施した。また，「北米 Week2007」の一環として開

催したシンポジウム「第 2 言語オーラル･コミュニケーション能力の伸長と評価･テスティング」

を市民にも公開した。 
○ 連携創造本部では，①一日神戸大学，はりま産学交流会，JST Inovation Bridge，新技術説

明会等を開催し，大学のシーズに興味がある企業を集め研究会を開催して，実用化に向けた支

援を行った。②新産業創造研究機構（NIRO）と各種の研究会を地元の企業を含めて定期的に

開催した。③みなと銀行とは中小企業の経営者を対象とした経営セミナ－を社会科学系の教員

の協力を得て実施した。 
（各年度の実績報告書から抜粋） 
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《資料 180：イエメンにおける研究成果の社会への還元》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2006_05_09_01.htm） 
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《資料 181：オープンセンター概要》 

 

 
（都市安全研究センターHP http://www.rcuss.kobe-u.ac.jp/opencenter/opencenter.html） 
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《資料 182：神戸大学 Week のテーマ》 
平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

EU Week ASEAN Week EU Week 東アジア Week 北米 Week 
 
 

b)「小項目６」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，地域連携推進室を設置して地域との連携に努めたこと，

連携創造本部を設置して研究成果の還元に努めたこと，各研究科とも多様な関わり

方で社会・地域と連携を進めたこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計

画６－１を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと

判断する。 
 
 

②中項目１の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
   （判断理由） 小項目１，４～６を「達成状況が非常に優れている」，小項目２を「達成状況が

良好である」，小項目３を「達成状況がおおむね良好である」と判断することから，

当該中項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 21 世紀 COE プログラムに，５分野７拠点が採択されており，鋭意研究を

進めた結果，中間評価においては，３拠点がＡ，４拠点がＢ評価を受けた。

また，国際的に卓越した教育研究拠点を公募した平成 19 年度グローバル

COE プログラムに，「統合的膜生物学の国際教育研究拠点」（生命科学）が

採択された。（計画１－１） 
２． 優れた研究実績がある研究，本学の独自性が強い研究を国際的研究拠点に

育成するため，平成 18 年度から開始した「学内発の卓越した研究プロジェ

クト」事業について，平成 19 年度には，平成 18 年度採択分に対して，中

間評価として書面調査及びヒアリングを実施し，進捗が遅れていると判断し

たプロジェクトに対しては，改善策を提出させるなどの対応を取った。（計

画１－１） 
３． 本学全体の学術研究活動の現状及び将来構想について，国際的水準に照ら

した助言及び提案を受ける体制として，国内外の学術研究分野において広く

高い見識を有する学識経験者からなる学術研究アドバイザリー・ボードを設

置した。（計画１－１，２－１） 
４． 21 世紀 COE プログラム採択拠点に対して，研究スペースの優先的を行う

とともに，学長裁量枠から教員を措置した。グローバル COE 採択拠点，科

学研究費補助金大型研究や学内公募の「学内発の卓越した研究プロジェク

ト」に対しても，学長裁量枠から教員を措置し，研究支援を行った。（計画

４－１） 
５． 自然科学研究科の改組に伴い設置した自然科学系先端融合研究環では， 

21 の重点研究チームを選定しスペース配分を行うとともに，５年任期の助

教を 21 名配置し，先端研究に専念できる体制を確立した。（計画５－１） 
６． 各種の外部資金による研究プロジェクト等の申請書作成において，学術

研究推進本部教員と複数の部の事務局職員が「アドミニ・アドバイザー」と

して，本務とは別に所属の枠を超えて連携して支援を行った。（計画５－２） 
７． 連携創造本部を設置し，「研究シーズ集」の発行，「一日神戸大学」の実施，

「神戸ベンチャー支援＆研究会」の設立，「連携創造本部ご利用の手引き」

の周知徹底，電子メール情報による競争的資金公募に関する情報の提供等を

通じ，全学での共同研究・受託研究を増加させた。（計画５－３） 
８． 全ての部局において公募制を導入した。（計画５－５） 
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９． 任期制の導入について検討を進め，医学系研究科では全教員に導入した。

（計画５－６） 
10． 都市安全研究センターでは，平成 13 年度から「オープンセンター」と称

して，年に一度，講演会・講習会のほかに，実演・体験コーナーを通じて，

本学が提唱している「防災・減災」について気軽に楽しく学べる企画を実施

してきた。（計画６－１） 
 

   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． 経済経営研究所が実施している外部評価の評価者の多くは，研究所の実

状をよく理解しており，そのような研究者から受ける意見は，諸外国から

見て研究所が強みを発揮している学問分野，あるいは研究成果の世界の中

での位置付けを明確に知る貴重な示唆となっている。（計画２－１） 
２． 学内設置のセンター等毎に，組織の在り方の見直しに資するための学

部評価も含んだ形での自己点検・評価書の作成を開始した。（計画３－１） 
３． 本学の研究者があげた研究成果の公開による図書館機能充実として，

平成 18 年７月から，「神戸大学学術成果リポジトリ」事業を開始し，コ

ンテンツの充実を図った。平成 19 年度から博士学位論文要旨及び全文

の登録に向けて関係部署と協議しながら計画を進めた。神戸大学研究者

紹 介 シ ス テ ム と の 相 互 リ ン ク や 国 内 外 の 統 合 検 索 サ イ ト

（Google,Junii+,OAIster）へのデータ提供を実現している。（計画５－

２） 
 
 

（２）中項目２「研究実施体制の整備に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「世界をリードする学術研究分野を育成する。このために研究教育の進展や社会的

要請に応じ，既存の学問分野を厳格に点検評価し，新しい学問分野を形成できる組織とする。」

の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「全学的立場から学術研究を推進する学術研究推進機構の役割を明確にし，研

究推進拠点形成における基本戦略を実施する中枢組織としての機能を更に整備

する。同時に，研究についての評価，点検，改善のためのシステムを開発する。」

に係る状況 
 

平成 18 年 11 月に策定した神戸大学ミッション・ビジョンに基づき，平成 19 年２月，

学術研究推進機構の下の「学術研究推進室」を「学術研究推進本部」に拡充改組し，専任

スタッフ（助教）１名を配置するとともに，人文・社会科学系と医学・自然科学系から教

員各４名を本部員として任命した。そして，学術研究推進に関わる戦略の策定を同本部が，

戦略の実行を学術研究推進委員会が行うという分担を明確化し，学術研究支援体制の整備

を図った。同本部では，「神戸大学ビジョン 2015 と研究戦略」の策定，平成 18 年度に採

択した「学内発の卓越した研究プロジェクト」に対する書面とヒアリングによる中間評価

の実施，本報告書別添の「重点的に取り組む領域説明書」に係る業績選定の取りまとめ等

を行った。また，同機構下に COE 推進委員会とグローバル COE 推進委員会を設置し，世

界的な拠点形成に向けた，点検・改善のための体制を整備した《資料 183》。 
さらに，本学全体の学術研究活動の現状及び将来構想について，国際的水準から見た助

言を得るため，神戸大学学術研究アドバイザリー・ボードを設置し，学術研究についての

評価，点検，改善のためのシステムを整備した《前掲資料 143，144，146》。 
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《資料 183：神戸大学学術研究推進機構概念図》 

 
 

 
計画１－２ 「国際的水準の研究を実現するために，既設の研究センターや２１世紀ＣＯＥ

プログラム拠点を核として，国際共同研究の実施を推奨するとともに，大学と

しての支援体制について整備を図る。」に係る状況 
 

21 世紀 COE プログラムに採択された７拠点の内５拠点において，国際共同研究を進め

た《資料 184》。グローバル COE プログラムにおいても，ワシントン大学（アメリカ）や

国立成功大学（台湾）と共同研究を実施している「統合的膜生物学の国際教育研究拠点」

が採択されており，引き続き国際共同研究を推進している《資料 185》。 
この他，医学系研究科では，文部科学省の「新興・再興感染症海外拠点形成プログラム」

に「インドネシアにおける新興・再興感染症の国際共同研究拠点形成」プロジェクトが採択

され，国際共同研究を推進した《資料 186》。 
人文科学研究科海港都市研究センターでは，東アジアの学術協定校（中国中山大学，台

湾大学，韓国木浦大学校，韓国海洋大学校等）と連携し，海港都市文化の共同研究を進め，

平成 17 年度から国際学術シンポジウムを開催してきた《資料 187，188》。 
なお，海港都市研究センターは，「海港都市」を対象とした新しい研究領域を開拓すべく，

部局でセンターを設置し研究環境を整備したものである。 
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《資料 184：21 世紀 COE プログラムに関連する国際共同研究の実施状況》 
21 世紀 COE 採択拠点名 国際共同研究概要 

惑星系の起源と進化 ○ 国際交流促進のための海外拠点（独ミュンスター大学・惑星

物質研究所等）を設置 
安全と共生のための都市空間デザイン戦略 ○ 海外ネットワーク拠点の形成による安全と共生の都市空間デ

ザインに関する研究と人材育成を行うため，ワシントン大学ボ

スワース名誉教授（神戸大学名誉博士）の協力を得て「ボスワ

ース記念・神戸大学安全と共生の都市空間デザインセンター」

を 2004 年 1 月末よりシアトルに設置 
新しい日本型経済パラダイムの研究教育拠点

－グローバル化と人口減少下の持続可能経済－ 
○ 共同研究の拠点として「経済学国際共同研究センター」

（ Center of International Joint Research for Economic 
Analysis and Policy，略称 COREAP）を開設。海外９ヶ国 24
名の海外メンバーを擁する。 

先端ビジネスシステムの研究開発教育拠点 ○ 中国北京に「中国コラボレーションセンター」を設置し，中

国人民大学商学院等と共同研究を実施。 
蛋白質のシグナル伝達機能 ○ 中国の西北工業大学や中国医科大学から研究員を迎え入れ共

同研究を実施。 
（21 世紀 COE プログラム報告書等を基に作成） 

 
《資料 185：「統合的膜生物学の国際教育研究拠点」における教育・研究実施体制》 

 
（本学 HP http://www.research.kobe-u.ac.jp/fmed-gcoe/jpn/personnel/） 
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《資料 186：インドネシアにおける感染症の国際共同研究拠点開設》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_12_06_01.htm） 
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《資料 187：人文学研究科海港都市研究センターによる国際共同研究概要》 

 

 
（人文学研究科海港都市研究センター紹介パンフから抜粋） 

 
《資料 188：人文学研究科海港都市研究センターの活動実績》 

 
（人文学研究科海港都市研究センターHP http://www.lit.kobe-u.ac.jp/port-city/katudou.html） 
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b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，21 世紀 COE プログラムやグローバル COE プログラ

ムに採択された拠点プログラムを着実に推進し，世界をリードする学術研究分野の

育成に努めたこと，これらを評価するために神戸大学学術研究アドバイザリー・ボ

ードを設置したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画１－１，１－

２を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断す

る。 
 
 

○ 小項目２「学部，研究科等の目標を明確化し，大学としての目標に沿った研究体制を構築で

きる柔軟な組織形成を目指す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「大型研究プロジェクト及び２１世紀ＣＯＥプログラム拠点に対し，全学的見

地より，プロジェクト助手（ＣＯＥ助手）を配置してきた実績があり，平成１

６年度からこの方式を更に改善し，教員定員の見直し，弾力的運用等大学の戦

略に基づく研究者重点配置の方策を設定する。」に係る状況 
 

従来から，実施していた大型研究プロジェクトや 21 世紀 COE プログラム採択拠点への

教員配置に加えて，大学運営に必要とされる部門への戦略的な教員配置などを可能とする

ため，法人化前の教員定員の一定数（平成 15 年度末の教員定員の５％）を，学長裁量枠

として確保する制度を設けた《資料 189》。 
これを受け，全学的に運用の対象，期間及び内容について検討を重ね，①「企画広報室」，

「情報管理室」，「経営評価室」などの戦略的業務運営部門，②保健管理センター，環境管

理センターなどの各種支援センター，③学内発の卓越した研究プロジェクト，大型研究プ

ロジェクト（科学研究費補助金等）などの世界トップクラスの研究・教育を実現するため

のプロジェクト，④国際交流部門の強化や国際拠点形成に必要な組織への教員の配置を決

定した《資料 190，191》。 
自然科学系先端融合研究環では，自然科学研究科からの改組（平成 19 年 4 月）に当た

って「重点研究部」を設置し，21 の重点研究チームを選定した。重点研究チームには，研

究者の弾力的配置という本学の戦略に基づき，5 年任期の助教を 21 名配置した。（平成 18
年 12 月７日開催の，自然科学研究科長，理・工・農・海事科学部長会議にて決定） 

 
《資料 189：学長裁量枠の確保》 
 
Ⅱ 人 事 

１ 大学枠の教員定員 
（１） 全学運営に必要とされる部門への教員の配置及び大学としての戦略的展開を可能とするため，並びに，

運営費交付金の変動に即応できる体制を構築するため，現在の教員定員の一定数を大学の教員定員と

して確保する。 
（２） 大学枠の教員定員は，以下の基準により各部局等（附属学校を除く）から供出する。 

a. 第 10 次定削の 16 年度以降の割りあて分については，附属学校分を除き，すでに決定されている

割りあてどおりに供出し，すべて大学枠定員とする。 
b. 各部局等は，平成 15 年度末教員定員からａの数を除いた数の５％を大学枠教員定員として供出す

る。 
c. 各部局等は，遅くとも平成 21 年度までには割りあて分のすべての数の供出が可能となるよう供出

スケジュールを作成し，15 年中に学長あて提出するものとする。 
 

（国立大学法人の制度設計から抜粋） 
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《資料 190：学長裁量枠の運用について》 
 

学長裁量枠について 
 
【基本的な考え方】 

中期目標・計画に掲げた国際的な競争力を持つ拠点大学となるために全学供出学長裁量枠を戦略的に運用す

る。 
 
【運用の対象】 

第一期中期目標期間中に課せられている特定教員１％削減分を吸収した上で，次の２点に関して運用する。

Ａ．全学規模での支援に要する部門への定員配置 
Ｂ．その他固有の戦略的アプローチへの定員配置 

 
【運用の期間】 

運用にあたっては，第一期中期目標・計画期間の最終年度の前年に評価を行い，第二期中期目標・計画期間

中の運用のあり方を決定する。 
 
【運用の内容】 

Ａ．全学規模での支援部門での運用 
ａ．全学の戦略的業務運営へ充当 

企画広報室，情報管理室，経営評価室等への配置 
ｂ．全学の各種支援センターへの充当（継続的な見直しの検討が必要） 
ｃ．全学教育研究の高度化への支援体制の整備 
ｄ．学生の入学から就職までを一貫して支援する環境の整備 
ｅ．国際拠点形成への配置 

・国際交流部門の強化 
・海外に「海外拠点」を設け，常時駐在できる体制にする。 

Ｂ．その他の運用分 
世界トップクラスの研究・教育を実現するための資源とする。 

 
（将来計画委員会資料から抜粋） 

 
《資料 191：学長裁量枠の措置状況（平成 19 年度末現在）》 

研究支援 大型研究プロジェクト（６），グローバル COE（２），21 世紀 COE（６），学内発の卓越した

研究プロジェクト（18） 

教育支援 保健学科関係（４） 

各種支援センター 学術情報基盤センター（１），保健管理センター（４），環境管理センター（２）， 
研究基盤センター（１），百年史編集室（２），インターナショナルレジデンス（１） 

戦略的業務運営 企画室（1），広報室（２），情報管理室（１），経営評価室（１），学術研究推進本部（１） 

 
 

計画２－２ 「「全学評価組織」並びに各部局の「評価委員会」において，評価に基づく改善

状況を定期的に点検し，点検結果の内容を研究者の適切な配置のための諸施策

に有効利用することに努める。」に係る状況 
 

国立大学法人評価委員会が出す「業務の実績に関する評価結果」における「年度評価に

おける指摘事項」及び「年度評価における期待される事項」について，改善策と今後の実

施予定を，役員会や経営協議会で報告することにしており，研究に関する意見等があった

場合には，速やかに対応できる枠組みを整備している。 
また，部局毎に各研究分野の特色に配慮した部局別研究評価指標を暫定的に定め，当該

評価指標を基に研究業績の評価を試行的に実施した。評価結果の活用については，各部局

の独自性を尊重することを基本方針として決定しており，部局によっては研究費配分の際，

指標の一つとして活用している《前掲資料 148》。 
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計画２－３ 「研究支援職員の業務内容を点検評価し，支援業務の効率化を図る体制を検討

する。」に係る状況 
 

農学研究科附属食資源教育研究センターでは，従前より生産フィールド部門に「作物系」，

「果樹系」，「畜産系」の３技術班体制を構築しており，効率的な支援業務を実施してきた。

業務内容については常に点検を実施しており，研修参加や他の施設等への訪問等，支援に

必要な知識・技術等の獲得に努めた《資料 192》。 
また，工学部技術部では，技術部長（学部長）から「工学部技術部のあり方について」

の諮問を受け，その業務や体制について点検，検討を行った。そして，支援業務の効率化

を図るため，平成 18 年６月１日から①「技術部」から「技術室」への名称変更，②技術

職員の「研究室・学科等」から「技術室」への所属変更，③業務依頼制の導入，④技術分

野グループと共通技術支援グループの２グループ群による業務の遂行，を主な内容とした

２年間の試行を行い，平成 20 年４月１日から完全移行した《資料 193》。 
新体制では，全技術職員は技術分野グループ群への所属を基本とし，専攻や教員等から

の技術支援要請をグループで受けることにより，支援要請に最適な技術及び能力の提供を

可能とした。また，共通技術支援グループ群は，技術分野の枠にとらわれず，情報や安全

技術等の共通専門技術に関する業務を担うことで，プロジェクトや複数の研究室等で構成

される教育研究の遂行，研究科等からの全学的な要請に対応することを可能とした《資料

194》。 
 
《資料 192：農学系技術職員研修》 

年度 研修先 テーマ 
兵庫県北部技術センター 梨の密植，２本主枝栽培について 
淡路農業技術センター タマネギの黒カビ病対策について 

平成 16 年度 

兵庫県和牛共進会 兵庫県下の但馬牛，美方牛を一堂に会して行われる

審査会を見学及び牛肉の競り市の見学 
鳥取大学農学部 梨の新品種育成法の実際 
兵庫県北部技術センター／全農肥育牧場 和牛仔牛の育成技術，肥育の基礎技術 

平成 17 年度 

富久錦酒造株式会社 センターの酒米を使用した酒造りについて 
カルビー湖南 ポテトチップ用馬鈴薯の加工 
日新丸紅飼料岡山工場 牛用濃厚飼料の原材料搬入及び製造工場の見学 

平成 18 年度 

兵庫県北部技術センター 梨の２本主枝仕立てにおける冬季剪定技術 
全国和牛比較能力共進会 他府県産和牛と兵庫県産和牛の能力比較 
神戸市中央卸売市場 農生産物の動向調査 

平成 19 年度 

鳥取二十世紀梨記念館 二十世紀梨の栽培方法と利用方法の調査 
（各年度の分野別研修資料から抜粋） 

 
《資料 193：工学研究科技術室の組織体制》 

 
（工学研究科 HP http://www.edu.kobe-u.ac.jp/eng-kkg/gakunai/kaiso_shikou/index.html） 
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《資料 194：業務の流れについて》 

 
（工学研究科 HP http://www.edu.kobe-u.ac.jp/eng-kkg/gakunai/kaiso_shikou/index.html） 

 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，大学として重点に取り組む領域に対して，学長裁量枠

から人員を配置し柔軟な研究体制を構築したこと，研究支援職員の組織の在り方に

ついてより効率的な支援ができる体制に移行したこと等が挙げられる。このような

状況を踏まえ，計画２－１を「良好」，計画２－２及び２－３を「おおむね良好」

と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目３「重点研究項目に関係するプロジェクト研究等に施設，設備及び財源を重点配置す

るための仕組みを設定する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画３－１ 「世界的水準からみて重要である課題，特に２１世紀ＣＯＥプログラムに採択

された研究分野等については施設及び設備の優先的充実を図り，将来の更なる

発展を期す。」に係る状況 

 
21 世紀 COE プログラムに採択されたプロジェクトについて，将来の更なる発展を期し

て施設の優先的配分を行った《資料 195》。 
また，医学系研究科では，21 世紀 COE プログラム採択拠点の「糖尿病をモデルとした

シグナル伝達病拠点」と大型科学研究費補助金採択プロジェクトに対して，神戸大学神戸

バイオテクノロジー研究・人材育成センターの研究室を優先的に措置した《資料 196》。 
自然科学研究科（現，自然科学系先端融合研究環）では，法人化以前から選定されたプ

ロジェクトへの研究スペースの重点配分を実施してきた《前掲資料 154》。現在は，21 の

重点研究チームを中心にスペースを配分している《前掲資料 155》。 
施設・設備について，新しい整備手法として，自助努力による整備（目的積立金と寄附

金による整備）を行い，重点研究領域の実験・研究に使用可能なスペース（1,000 ㎡）を

確保した。また，既存施設の充足率や稼働率を念頭においたスペースマネジメントにより

捻出したスペースから，680 ㎡を若手研究者用のスペースとして確保した。《別添資料 18：
「若手研究者用に使用できる部屋」調査結果》。 
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《資料 195：21 世紀 COE プログラムへの施設の優先的配分》 
プロジェクト名 配分した施設 スペース（㎡）

蛋白質のシグナル伝達機能 遺伝子バイオ棟 2,820 
糖尿病をモデルとしたシグナル伝達病拠点 医学系研究科 臨床研究棟 220 
惑星系の起源と進化 自然科学総合研究棟 ３号館 1,180 
安全と共生のための都市空間デザイン戦略 自然科学総合研究棟 ３号館 210 
市場化社会の法動態学 六甲台１団地第 ５学舎 80 
新しい日本型経済パラダイムの研究教育拠点 六甲台１団地第 ５学舎 110 
先端ビジネスシステムの研究開発教育拠点 六甲台１団地第 ３学舎他 130 

（実績を基に作成） 
 
《資料 196：神戸大学神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センター 入居者一覧》 
 所属機関・組織名 代表者（契約者） 研究テーマ 入居室 

1 神戸大学医学系研究科 清野 進 疾患病態・治療薬作用のモデル

システムの開発 
平成 16 年 4 月 1 日～ 
平成 20 年 3 月 31 日 

2 神戸大学医学系研究科 春日 雅人 新しい糖尿病治療法開発のため

の総合的研究 
平成 16 年 4 月 1 日～ 
平成 20 年 3 月 31 日 

3 京都大学再生医科学研究所 岩田 博夫 再生医療に用いる材料合成とス

キャフォールドの作成 
平成 16 年 4 月 1 日～ 
平成 21 年 3 月 31 日 

4 三重大学大学院医学研究科 溝口 明 
 

生体微細構造のリアルタイムイ

メージングとシナプス形成の基

本原理の解明 

平成 19 年 3 月 15 日～ 
平成 20 年 3 月 31 日 

5 神戸大学医学系研究科 中島 伸介 ――― 平成 19 年 4 月 1 日～ 
平成 21 年 3 月 31 日 

6 神戸大学工学研究科 羅 志偉 高度知能化介護支援システムの

研究開発 
平成 19 年 4 月 1 日～ 
平成 24 年 3 月 31 日 

※1 及び 2 が優先的に研究室を措置したプロジェクト 
 
 

計画３－２ 「附属図書館においては，電子資料等を含む学術情報の収集と提供，外国雑誌

センター館機能，他大学等との協同及び電子図書館システムによる情報発信な

ど，研究支援機能の整備・強化を図る。」に係る状況 
 

電子ジャーナルやデータベース等の全学で共同利用する教育研究基盤資料については，平

成 19 年度から部局拠出分を含む全学経費により対応している。平成 19 年度は，前年度に引

き続き約 8,900 誌の電子ジャーナルと 42 種類のデータベースを全学に提供するとともに，

各館・室で備え付けるべき高額教育研究基盤図書（1 セット 10 万円から 500 万円まで）を

整備した（13 点 20,000 千円）《資料 197，198》。 
電子図書館システムとして，平成 11 年度から，阪神・淡路大震災関係資料，本学附属図

書館が所蔵する貴重資料（経済関係資料）及び学内研究成果の３区分により，電子化コンテ

ンツの整備を推進している《資料 199》。 
経済関係資料については，科学研究費補助金研究成果公開促進費（「戦前期新聞記事文庫

データベース」）の交付を受け，「新聞記事文庫（戦前期記事切抜）」のコンテンツ作成事業

を平成 20 年度までの５年計画で実施している《資料 200》。 
また，学内研究成果の情報発信として，平成 18 年７月に，「神戸大学学術成果リポジトリ

（Kernel）」を構築し，コンテンツの充実を進めた《資料 201》。平成 19 年度から博士学位

論文要旨及び全文の登録に向けて関係部署と協議し進めている。当該リポジトリは，神戸大

学研究者紹介システムとの相互リンクや国内外の統合検索サイト（Google，Junii+，
OAIster）へのデータ提供を実現している。 

さらに，情報資源を利活用するための環境整備として，リンクリゾルバの平成 20 年度の

導入・本格稼働に向けて準備した《資料 202》。 
人文・社会科学系の外国雑誌センター館として，社会科学系図書館では，国内未収の外国

雑誌約 1,000 誌を収集し，全国に複写等の情報サービスを実施している《資料 203》。また，

学外からの複写依頼に迅速に対応するため，複写作業を外部委託し，サービスの向上を実現

した。 
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《資料 197：論文検索・電子ジャーナル検索》 

 
 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/www/modules/main/index.php?content_id=15） 
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《資料 198：データベース一覧》 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/www/modules/newdb/list.php?sort=8&sort_method=asc&n=20&id=1&item=0） 

 
《資料 199：デジタルアーカイブ》 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/dlib/index.html） 
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《資料 200：図書館ＨＰ「新聞記事文庫」及び検索結果例》 

 
 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/sinbun/index.html） 

 
《資料 201：「学術成果リポジトリ（Kernel）」及び検索結果例》 

 
 
 

（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/kernel/） 
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《資料 202：図書館 HP「論文検索・電子ジャーナル」検索例》 
リンクリゾルバ・・・検索されたデータベース等の論文情報から電子ジャーナル等の本文への直接アクセスやオンライ

ン蔵書目録（OPAC）等へのリンク及び文献複写申込みまでの学術情報入手の一連の流れを統合的にナビゲートするツ

ール 

 
 
 
《資料 203：外国雑誌センター館経費として購入した外国雑誌予約点数の推移》 
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（平成 18 年度附属図書館年次報告書より抜粋） 

 
 

b)「小項目３」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，重点研究項目には研究室の優先措置を実施したこと，

研究支援のため図書館機能を充実させたこと等が挙げられる。このような状況を踏

まえ，計画３－１及び計画３－２を「良好」と判断することから，当該小項目の達

成状況を上記のとおりと判断する。 
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○ 小項目４「大学として，外部資金，競争的資金の獲得について更なる努力を重ね，また大学

としての重点的研究分野に研究資金を誘導する仕組みを設定する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画４－１ 「研究資金として外部資金や各種競争的資金の重要性が今後格段に増大する。

このために，これまでに産学官民連携等を進めてきたが，これを踏まえ，外部

からの研究資金の獲得額を歳出決算額の１５％程度まで増やすように努める。」

に係る状況 

 
学内に対しては，科学研究費補助金説明会（申請書記入用例の配付等），産学官民連携研

究会などを通じ，各教員の外部資金や競争的資金の獲得への取組を強く促すとともに，各部

局においても外部資金獲得増に向けた取組を実施した《資料 204》。また，科学研究費補助

金の申請において，各部局で申請状況をリアルタイムで確認できるよう，日本学術振興会の

電子申請の利用を開始した。 
学外に対しては，「一日神戸大学」や「各種フォーラム」の開催を通じ，広くシーズを提

供したり，技術相談窓口を設けたりする等，協力研究契約の締結に向け積極的に取り組んだ

《資料 205，206》。 
科学技術振興機構のシーズ発掘試験応募では，連携創造本部教員とコーディネーターが連

携して申請を行い，採択件数を増加させた。（平成 17 年度：６件→平成 19 年度：24 件）ま

た，共同研究による外部資金獲得額も医工連携を含む研究会を実施する等の支援活動を実施

することで増加に繋がった。（平成 16～19 年度：893 件） 
平成 19 年度の外部資金獲得額は全体で 101 億円に達し，決算報告書の支出額に対して

14.9％となり，６年の中期計画期間中に到達を目指した水準を４年目で達成した。 
この他に産学官民連携に関する特徴的な取組としては，神戸大学支援合同会社（神戸大学

LLC）がある。本学の知的資産を活用するための学外組織として，平成 19 年６月に設立さ

れた《資料 207》。 
 
《資料 204：科学研究費補助金獲得増に向けた各部局等の組織的な対応策》 

部局内で計画調書作成のための支援体制（委員会等の設置）を整えている。（検討する。） 
文学部，国際文化学部，発達科学部，経営学研究科，医学部（保健学科），工学部，農学部，ﾊﾞｲｵｼｸﾞﾅﾙ研究ｾﾝﾀｰ，

 
教授会等で構成員に最低１件は申請するよう周知している。 

  国際文化学部，経済学研究科，経営学研究科，理学部，医学部（医学科），医学部（保健学科），工学部，農学部，

海事科学部，経済経営研究所，自然科学研究科，国際協力研究科，連携創造本部，研究基盤ｾﾝﾀｰ，遺伝子実験ｾﾝﾀｰ，

大学教育推進機構，留学生ｾﾝﾀｰ，内海域環境教育研究ｾﾝﾀｰ，保健管理ｾﾝﾀｰ，環境管理ｾﾝﾀｰ 
 
部局内に専門（検討）委員会等を設置し，大型科研への申請等の検討を行っている。 

  文学部，工学部，農学部，海事科学部，国際協力研究科，遺伝子実験ｾﾝﾀｰ，留学生ｾﾝﾀｰ，都市安全研究ｾﾝﾀｰ 
 
学内説明会への参加者増加に向けた対応（策）を講じた。また，部局で独自の説明会等を開催した。（開催する予定

である。） 
  発達科学部，理学部，医学部（医学科），医学部（保健学科），工学部，海事科学部，国際協力研究科，連携創造本

部，国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ，留学生ｾﾝﾀｰ 
 
 ○その他 
  ・申請者に対し部局内予算の傾斜配分を行い，獲得意欲を高める措置を講じている。（国際文化学部） 
  ・前年度の不採択課題の中から評定の高いものを部局内で選考し，部局内予算から支援する体制を整えた。または，

次年度に向け再申請できるよう組織的な支援体制を整えた。（発達科学部，海事科学部） 
・部局長のリーダーシップの下，所属教員に対し個別に指導している。 
（法学研究科，経済学研究科，学術情報基盤センター，都市安全研究センター） 

 
（調査結果を基に作成） 
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《資料 205：一日神戸大学概要》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/kobe.htm） 
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《資料 206：各種フォーラム開催例 東京フェア》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_01_15_02.htm） 

 
《資料 207：神戸大学 LLC》 

 
（神戸大学 LLC HP http://www.kobe-u-llc.co.jp/index.html） 
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計画４－２ 「外部資金や競争的資金に関わる間接経費の在り方を見直し，大学の将来構想

における重点項目の実現のために資する。」に係る状況 
 
学際的な新領域の創出や競争的資金の獲得，外部との連携を推進するとともに，各分野で

の教育研究を一層発展させるため，間接経費の在り方を見直して平成 16 年度に教育研究活

性化支援経費を創設した。使途は毎年テーマを設定し，柔軟な活用を図るようにした。平成

19 年度は，「戦略的・独創的な教育研究プロジェクト」のほか，「教育研究環境高度化事業」

（設備の更新・修理等），「国際交流推進事業」（学生海外派遣援助等），「広報活動推進事業」

（ホームページの統一化作業等），「法人評価業務に係る支援事業」等，大学の将来構想にお

ける重点項目に配分した。優れた研究教育への重点配分である「戦略的・独創的な教育研究

プロジェクト」の採択事業は《資料 208，前掲資料 100》に示すとおりであった。 
これら採択事業の内，平成 18 年度に採択した「『参加型環境学習プラットフォーム』の創

造とそれを生かした『行動できる環境人材』」の養成」の内容を組み込んだ「アクション・

リサーチ型 ESD の開発と推進－学部連携によるフィールドを共有した環境教育の創出－」

が，文部科学省の平成 19 年度現代的ニーズ取組支援プログラム（現代 GP）に，「環境残留

化合物の分子作用基盤の解析並びに生物酵素を用いた負荷軽減法の開発」の内容を組み込ん

だ「食品の安全性評価用超高感度ナノセンサーの開発」が（独）農業・食品産業技術総合研

究機構の平成 19 年度新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業に採択されるなど，予

算措置を行った重点項目は着実に成果を上げている《資料 209，210》。 
 

《資料 208：平成 19 年度「戦略的・独創的な教育研究プロジェクト」（研究）採択プロジェクト一覧》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/research/projects/encouraged/H19.htm） 
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《資料 209：学内で予算措置したプロジェクトが外部資金を獲得した例１》 

 
（文部科学省 HP  http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/19/07/07072005/003/004.htm） 
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《資料 210：学内で予算措置したプロジェクトが外部資金を獲得した例２》 

 
（（独）農業・食品産業技術総合研究機構 HP  http://brain.naro.affrc.go.jp/tokyo/marumoto/up/h19kadai/top.htm） 
 
 

計画４－３ 「「全学評価組織」においては，４つの学術系列（人文・人間科学系，社会科学

系，自然科学系，生命・医学系）における研究活動，研究組織について評価を

行い，その評価結果に基づき，研究活動を発展させるための諸施策並びに必要

な研究者や財源の配分に反映させる。」に係る状況 
 

４つの学術系列（人文・人間科学系，社会科学系，自然科学系，生命・医学系）における

研究活動の評価を実施する体制整備のため，「神戸大学における点検・評価の基本的な考え

方」《資料 211》及び「神戸大学自己点検・評価指針」《資料 212》を策定した。 
また，部局毎に各研究分野の特色に配慮した部局別研究評価指標を暫定的に定め，評価指

標を基に研究業績の評価を試行的に実施した。評価結果の活用については，各部局の独自性

を尊重することを指針内で決定しているが，部局によっては研究費配分の際，指標の一つと

して活用している《前掲資料 148》。 
さらに，平成 19 年度からは，各部局において国立大学法人評価において必要とされてい

る現況調査表（研究）の作成を進めているが，これに合わせて学内センター等にも同様の自

己点検・評価書の作成を求めている。学内センター等に関しては，この評価結果を基に，そ

の在り方について検討を行うこととしている《資料 213》。 
 
《資料 211：神戸大学における点検・評価の基本的な考え方》 

神戸大学における点検・評価の基本的な考え方 
 

はじめに 
 神戸大学が世界の拠点大学としてさらなる発展を遂げるためには，本学の理念や使命にもとづき，大学及び構成員が
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自主的，自律的に自らの活動を継続的に点検・評価し，教育研究の質を常に向上させる努力が不可欠である。そのため

には国際的にも通用する公正かつ合理的な点検・評価体制を構築する必要がある。そこで，神戸大学における点検・評

価の基本的な考え方をここに表明し，大学内外の関係者に対して，点検・評価への理解と協力を求めるものである。 
 
点検・評価の理念 
（理念・使命に基づいた点検・評価） 
 神戸大学は，人文・人間科学，社会科学，自然科学並びに生命・医学に及ぶ広範な教育研究活動を通じて，知の創造，

継承及び普及に社会的責任を負っている。点検・評価は，神戸大学が，この社会的責任を果たし，今後も国際的な知の

拠点として発展していくために，常に真摯に自己を見つめ直し，良きところはさらに一層発展させ，改めるべき点は改

善していくという自律的かつ継続的な自己改善努力に不可欠な営為である。したがって，神戸大学における点検・評価

は，本学の掲げる理念や使命に準拠して実施されるべきである。 
（外部の視点を取り入れた点検・評価） 
 また，自己改善に資する活動としての点検・評価は，知の創造，継承及び普及の主体である教員が責任を持って実施

する自己点検・評価を基盤とすべきであるが，大学という知的共同体の構成員である学生と職員の積極的関与が不可欠

であるのみならず，自己点検・評価の客観性や妥当性を確保するためには外部の視点も必要である。 
（証拠に基づいた点検・評価） 
 点検・評価の対象となる教育研究活動は，国費，学生納付金，寄付金等を基盤として実施され，評価結果は，運営費

交付金などの様々な資源配分に反映される。また，点検・評価の結果判明した優れた取組を学内外で共有することが望

ましい。これらのことから，点検・評価は，データや資料など証拠に基づき実施し，結果のみならず，その過程につい

ても透明性を確保すると同時に公正な仕組みでなければならない。 
（合理的，効率的な点検・評価） 
 さらにまた，今後は，自己改善に資する自己点検・評価だけでなく，それを基礎として実施される国立大学法人評価

委員会による評価や認証評価機関による評価など様々な外部組織による評価が実施されることから，評価疲れや評価の

ための評価という陥穽にはまらないためにも，合理的かつ効率的な仕組みでなければならない。 
（自らも改善する点検・評価） 
 最後に神戸大学の点検・評価体制それ自体も，つねにその理念・使命・目的や環境の変化に照らして最適となるよう

自己改善に努めなければならない。 
 
点検・評価の目的 
 点検・評価の目的は，神戸大学，各部局等，各教職員が，本学の理念や目的・計画のもとで，それぞれの使命や目標

の実現に向けて，自らがその到達点を確認し，さらなる飛躍を支援することにある。 
 
点検・評価の単位 
 大学の中核事業である教育研究活動は，部局等を単位として実施されている。したがって，神戸大学の点検・評価は，

各部局等の点検・評価の集大成と考えることができる。また，各部局等での教育研究活動は，各教員が担っていること

から，各部局等の点検・評価は，各教員のそれらの集大成と考えられる。したがって，点検・評価の目的に応じて適切

な評価単位の設定に留意しつつ，神戸大学を対象として実施される国立大学法人評価委員会による評価や認証評価機関

による評価への対応を勘案して，それらの評価の基盤となる自己点検・評価も部局等を単位とする「組織点検・評価」

と教員個人を単位とする「教員点検・評価」で構成することを基本とする。 
 なお，教員以外の職員の点検・評価についても，組織及び個人の単位で，それぞれの使命や役割に応じて，該当する

部局等において実施するものとする。 
 
点検・評価体制 
 教育研究の質を保証し改善するのは，規則や制度ではなく，教育研究の主体である教員自身であることは論をまたな

い。したがって，点検・評価の第一の主体は，教員自身である。まず，教員と教員集団である部局等が，自らの活動を

真摯に点検・評価することが，神戸大学の点検・評価の出発点である。 
 そこで，まず，部局等の長が責任をもって（大規模な部局にあっては，学科や専攻の長など）所属教員と部局を点検・

評価する。部局等の長による教員の点検・評価及び組織点検・評価を支援する組織として，各部局等に自己点検・評価

組織を設置する。 
 次に，各部局等の長による教員点検・評価及び組織点検・評価が，この基本的な考え方に表明されている理念と目的

に適った妥当なものであるかどうかを，学長を長とする神戸大学評価委員会が点検・評価する。 
 つまり，神戸大学評価委員会を最終責任組織として，上位の階層は，直近下位の階層における点検・評価の手続き・

過程・結果等がここに表明している基本的な考え方に沿った適正なものであるかを点検・評価するというメタ点検・評

価体制とする。 
 なお，情報・評価室は，神戸大学評価委員会や各部局等の点検・評価組織と連携し，本学における点検・評価の円滑

なる実施に寄与する。 
 
点検・評価分野 
 点検・評価は，教育，研究及び社会貢献を中心として，本学の理念や使命を考慮した分野やテーマを設定し，総合的

に実施する。 
  
点検・評価の観点 
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 神戸大学における教育研究活動の規模の大きさと多様性を勘案すれば，点検・評価の観点や要素そして基準の詳細を

全学的に統一することは不可能であるばかりでなく，かえって各教員や各部局等の創造的で独自な取組を萎縮させ，教

育研究活動の活力を低下させるおそれがある。したがって，別に定める点検・評価規則や評価指針などでは，点検・評

価の分野，観点，要素等について大綱的に定めるにとどめる。 
 ただし，理念の項に表明しているように，神戸大学における点検・評価は，神戸大学の掲げる理念や使命が準拠枠と

なることから，大学が各部局等の点検・評価を実施する際，各部局等が神戸大学の理念の実現や使命の達成にいかに貢

献しているかを基本的な観点とする。同様に，各部局等においては，各教員が部局等の理念の実現や使命の達成にいか

に貢献しているかを基本的な観点とする。 
 なお，神戸大学の点検・評価の目的が，教育研究活動の質の向上を支援することであることから，大学，各部局等及

び各教員の点検・評価報告には，点検・評価の結果を踏まえた改善方策についての言及を必ず含むこととする。 
 
点検・評価の実施時期 
 大学及び各部局等での点検・評価は，国立大学法人評価委員会による評価や認証評価機関による評価の時期を考慮し，

総括的な点検・評価は３年から６年の周期で実施するのが妥当である。ただし，教育研究活動の質の改善や向上は一朝

一夕に実現できるものではないことから，計画的に実施することとする。 
 
点検・評価結果の公表 
 神戸大学における点検・評価に関する情報は，その性質上開示に適さないものを除き，原則として大学内外に公表す

ることとする。 
 
点検・評価結果の利用 
 神戸大学における点検・評価の結果は，職員研修や資源配分など神戸大学の教育研究活動の質の向上に必要な方策に

利用する。 
 
《資料 212：神戸大学自己点検・評価指針》 

神戸大学自己点検・評価指針 
 
 本指針は，「神戸大学における点検・評価の基本的な考え方」（2004 年９月１日第２回神戸大学評価委員会決定）に準

拠した，本学における自己点検・評価に係る大綱的指針である。 
 
１ 点検・評価の目的 
 本学は，人文・人間科学，社会科学，自然科学並びに生命・医学に及ぶ広範な教育研究活動を通じて，知の創造と指

導的人材の育成に社会的責任を負っている。 
 点検と評価は，本学が，かかる社会的責任を果たすために掲げたミッションを実現すべく，各教職員や各部局等が自

らその到達点を確認し，更なる飛躍を支援することを目的とする。 
 
２ 点検・評価の単位 
 本学における点検・評価は，以下の単位で実施するものとする。 
  ① 各部局等の長（大規模な部局にあっては学科や専攻の長など）による所属教員の教育研究活動等の年次点検（「教

員点検」） 
  ② 各部局等の長による所属教員の教育研究活動等の評価（「教員評価」） 
  ③ 各部局等の長による「組織点検・評価」 
  ④ 神戸大学評価委員会による各部局等の「教員点検・評価」及び「組織点検・評価」に対する点検・評価（「メタ

点検・評価」） 
  ⑤ 神戸大学評価委員会による大学の総括的点検・評価 
 また，教員以外の職員の点検・評価についても，個人及び組織の単位で，各部局等において実施するものとする。 
 
３ 点検・評価の体制 
 点検・評価は，以下の体制により実施するものとする。 
  ① 各部局等の長が責任をもって教員点検・評価及び組織点検・評価を実施する（２の 

①から③）。 
  ② 神戸大学評価委員会は，各部局等で実施される点検・評価の手続，過程，結果等が， 

「神戸大学における点検・評価の基本的な考え方」に表明されているように，本学の掲げるミッションの実現

に適った妥当なものであるかどうかを点検・評価する（２の④）。 
  ③ 各部局等による点検・評価の集大成として大学の総括的点検・評価を実施する（２の 

⑤）。 
 
４ 点検・評価の分野 
 点検・評価に当たり，教育，研究，社会貢献を中心として，大学のミッション及び各部局等の目的を考慮して適切な

分野やテーマを設定するものとする。 
 
５ 点検・評価の方法 
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 組織点検・評価に当たっては，自己点検・評価とともに，外部評価（ピア・レビュー等）を必ず実施するものとする。

 なお，自己点検・評価に係る根拠資料の収集・蓄積に当たっては，神戸大学情報データベース（Kobe University 
Information Database：ＫＵＩＤ）を活用し，点検・評価の作業自体が過剰な負担とならないように，合理的かつ効率

的な仕組みの下で実施することが望ましい。 
 
６ 点検・評価の証拠 
 点検・評価は，証拠に基づいて実施するものとする。 
 なお，証拠は，公表されているデータや資料など可能な限り客観性や妥当性を担保できるものでなければならない。

 
７ 点検・評価の透明性と公正性 
 点検・評価は，透明性と公正性を確保しつつ実施するものとする。 
 すなわち，各部局等の長は，点検・評価を行うに当たり，その方針，方法，分野等について，各教職員に対して十分

な情報を開示しなければならない。各部局等の点検・評価組織は，公正不偏の態度で点検・評価を実施しなければなら

ない。 
 
８ 点検・評価の観点 
８‐１ 教育活動 
 教育活動の組織点検・評価は，基本的に大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価の大学評価基準等に準拠

して実施するものとする。 
 なお，教育活動の教員点検・評価に係る観点については今後の検討課題とする。 
 
８‐２ 研究活動 
 教員点検・評価及び組織点検・評価のうち，特に研究活動の点検・評価については，学問領域・研究分野の特性によ

り，利用可能な評価の観点は異なる。したがって，各教員及び各部局等の研究水準の点検・評価に当たり，どのような

観点を用いるべきかについては，各部局等の長の責任において判断し選択するものとする。 
 ただし，各部局等の長は，点検・評価に用いた観点について，評価結果とともに公表しなければならない。 
 
８‐３ その他 
 各部局等において教育研究活動及び他の活動（教育研究支援活動，診療活動，管理運営活動，学界・社会での活動等）

の点検・評価を実施するに当たり，独自の観点を追加的に設けることを妨げない。 
 ただし，各部局等が点検・評価に当たり独自の観点を用いる場合には，当該観点による点検・評価の結果の適切性に

ついて慎重に判断しなければならない。 
 
９ 点検・評価の実施時期 
 各部局等における点検・評価及び大学の総括的点検・評価は，以下の時期に計画的に実施しなければならない。 
  ① 各部局等における教員点検は毎年実施する。 
  ② 各部局等における教員評価は，各部局等の長の責任において，以下の③及び④を勘案しつつ，適切な時期を選

択し実施する。 
  ③ 各部局等における組織点検・評価は，中期目標・中期計画の進捗状況を適切に把握できるように定期的に実施

する。 
  ④ 大学の総括的点検・評価は，国立大学法人評価委員会による評価及び大学評価・学位授与機構による大学機関

別評価等の時期を考慮して実施する。 
 
10 点検・評価の結果に対する異議の申し立て 
 各教員は，当該教員の点検・評価の結果について合理的な疑義が生じた場合には，以下の手続に従い異議の申し立て

を行うことができるものとする。 
  ① 各部局等の点検・評価組織に対して，再度の判断を求めることができる。 
  ② 異議の申し立てを受けた各部局等の点検・評価組織は，これに真摯に対応しなければならない。 
  ③ 異議申し立て者と各部局等の点検・評価組織との間で意見の対立が解消されない場合には，申し立て者は改め

て神戸大学評価委員会に異議を申し立てることができる。 
  ④ 神戸大学評価委員会は，両者の意見を聴取し，当該教員に対する各部局等の点検・評価組織による評価結果の

妥当性について最終的判断を行う。 
また，各部局等の長は，当該部局等の点検・評価（「教員点検・評価」及び「組織点検・評価」）に対する神戸大学評

価委員会による点検・評価（「メタ点検・評価」）の結果について合理的な疑義が生じた場合には，以下の手続に従い異

議の申し立てを行うことができるものとする。 
  ① 神戸大学評価委員会に対して，再度の判断を求めることができる。 
  ② 異議の申し立てを受けた神戸大学評価委員会は，これに真摯に対応しなければならない。 
  ③ 神戸大学評価委員会は，異議の申し立てがあった部局等の長から意見を聴取し，当該部局等の点検・評価に対

する点検・評価の結果の妥当性について最終的判断を行う。 
 なお，各部局等において教員以外の職員の点検・評価を個人及び組織の単位で実施するに当たっても，異議申し立て

の手続を含めて，教員点検・評価及び組織点検・評価の場合と同様な透明性と公正性が確保されなければならない。 
 
11 点検・評価結果の利用 
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 教員点検・評価の結果を各部局等内における資源配分に用いることを妨げない。 
 また，神戸大学評価委員会による点検・評価（「メタ点検・評価」）を経た各部局等の組織点検・評価の結果を学内で

の資源配分に反映させる基準等については，役員会を中心に検討するものとする。 
 
12 点検・評価結果の公表 
 各部局等による点検・評価及び大学の総括的点検・評価に関する情報は，その性質上開示に適さないものを除き，原

則として大学内外に公表するものとする。 
 
《資料 213：学内共同利用施設等の組織に係る自己点検・評価書作成要項（抜粋）》 
２．基本方針 
本自己点検・評価は，以下の基本方針に基づき実施します。 
（１）学内共同利用施設等の活動の質の向上と個性の伸長に資するものとする。 
（２）学内共同利用施設等の在り方の見直しに資するものとする。 
 
 

b)「小項目４」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，科学研究費補助金説明会を実施したこと，競争的資金

に積極的に申請したこと，「一日神戸大学」の実施や「研究シーズ集」の発行・更

新により共同研究の創出に努めたこと，重点研究分野に研究資金を誘導する仕組み

として，「戦略的・独創的な教育研究プロジェクト」を公募する事業を開始したこ

と等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画４－１及び４－３を「おおむね

良好」，計画４－２を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記

のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目５「競争的環境下での研究の重要性を啓発し，学術研究の質の向上とそれを推進する

組織の構築を目指す。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画５－１ 「学際領域への取り組みを重視し，学部，研究科やセンターの枠を越えた研究

プロジェクト及び学外研究機関との研究プロジェクトを推進する。」に係る状況 

 
学部，研究科やセンターの枠を越えた研究プロジェクトを多数推進した。例えば，医学，

工学に農学を加えた医工農連携によるフォーラムを開催し，成果の杜会還元を図るととも

に，異業種の参加企業間の交流を通じて新しい連携を作り出した。《資料 214》。 
経済経営研究所では，複数の研究部会を立ち上げ，学内他学部及び学外大学等の教員等

をメンバーとして加え，研究を推進した。特に，「ツーリズム研究部会」では，経営学研究

科教員の他に９大学，鉄道関係者，行政関係者，旅行代理店関係者を加えた学際的研究グ

ループを組織し，従来になかった斬新な観点から新しいツーリズムの在り方を研究した。

《資料 215》 
平成 19 年度に自然科学研究科を改組して設置した自然科学系先端融合研究環を，神戸大

学における自然科学系の分野横断的な連携の中軸として位置付け，21 の重点研究チームか

らなる「重点研究部」と，５つの研究センターからなる「センター群」を置いた《後掲資料

230》。 
また，バイオリファイナリー分野では，農工連携を平成 18 年度から進めてきた。（参考：

平成 20 年度文部科学省委託研究「先端融合領域イノベーション創出拠点の形成」におい

て「バイオプロダクション次世代農工連携拠点」が採択された。） 
この他，グローバル COE プログラム採択を目指して学内公募した平成 19 年度の「学内

発の卓越した研究プロジェクト」では，学際領域への取組を重視して採択した《別添資料

14：学内発の卓越した研究プロジェクト採択一覧》。さらに，中期計画の「重点的に取り

組む領域」においても，部局の連携，学際領域への取組を重視し選定した《前掲資料 153》。 
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《資料 214：医工農連携オープンフォーラム》 

 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2008_02_12_02.htm） 
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《資料 215：他研究科，学外者との研究プロジェクト例 ツーリズム研究部会》 

 
（経済経営研究所 HP http://www.rieb.kobe-u.ac.jp/research/groups/tourism-j.html） 

 
 

計画５－２ 「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況 

 
競争的環境下での研究の重要性を啓発し，21 世紀 COE プログラムやグローバル COE

プログラム等の学外の研究に関する競争的資金獲得に努めた《前掲資料 141，142》。また，

教育に関する競争的資金にも多数申請し採択された《前掲資料 39》。 
また，学内においても競争的環境下での研究を促進するため，「学内発の卓越した研究プ

ロジェクト」を公募して，採択プロジェクトに人員を措置《前掲資料 143》するとともに，

「戦略的・独創的な教育研究プロジェクト」を公募して，採択プロジェクトに予算を措置

した《前掲資料 100，208》。 
 
 

b)「小項目５」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，競争的環境下での研究の重要性を啓発し，学外での競

争的資金に多数申請したこと，学内においてもその啓発を目的の一つとして公募型

事業を展開したこと，学内の研究科同士，学外の研究機関等を交えた学際的研究領
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域に関する取組を進めたこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画５－

１を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断す

る。 
 
 

○ 小項目６「研究を通じた社会貢献が，大学の重要な任務であることに鑑み，産学官民連携を

推進する体制を整備する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画６－１ 「平成１２年度から，全学をあげて産学官民連携を推進し，大型研究プロジェ

クトを含む外部資金や各種競争的資金の獲得，特許出願の大幅増，学内（学生

を含む）ベンチャー企業の立ち上げ支援，種々の啓発活動などを行ってきた。

今後もこれらを重要項目として取り組む。」に係る状況 

 
連携創造本部の充実や「研究シーズ集」の発行，「一日神戸大学」の実施，「神戸ベンチ

ャー支援＆研究会」の設立等を通じ，全学を挙げて産学官民連携を進めてきた。さらに，

基礎研究とマーケティング研究の様な，複数の部局における研究と企業における実用化研

究を並列的に進める形での組織的・戦略的産学連携を実施した《資料 216》。 
法人化後の外部資金獲得額の推移は《前掲資料 167》に示すとおりである。共同研究や

受託研究による外部資金の獲得額はこの４年間に 49.4％増加した。 
また，特許出願関係においては，４年間の累積実績として，発明届出が 429 件，特許出

願件数が 397 件であった《資料 217》。さらに，大学発ベンチャー創出は 22 件に上った《資

料 218》。文部科学省科学技術政策研究所の調査では，平成 19 年度末時点での本学発のベ

ンチャー創出累積数 42 件は，大学等（国公私立大学，高等専門学校及び大学共同利用機

関）発ベンチャーとしては８位であった《資料 219》。 
 
《資料 216：組織的・戦略的産学連携の例》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2006_10_23_03.htm） 
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《資料 217：発明届出件数・特許出願件数推移》 
 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 合計 

発明届出件数 103 118 113 95 429 
特許出願件数 75 90 102 130 397 

計 178 208 215 225 826 
（平成 19 年度神戸大学連携創造本部活動実績報告書から抜粋） 

 
《資料 218：神戸大学発ベンチャー創出件数推移》 

年度 企業 NPO 学生 合計 
平成 16 年度 4 3 2 9 
平成 17 年度 2 3 1 6 
平成 18 年度 2 2  4 
平成 19 年度 1 2  3 

合計 9 10 3 22 
（平成 19 年度神戸大学連携創造本部活動実績報告書から抜粋） 

 
《資料 219：大学等別ベンチャー設立累計数上位校》 

順位 大学等名 種別 ベンチャー数 
1 東京大学 国立大学法人 111 
2 早稲田大学 私立 96 
3 大阪大学 国立大学法人 68 
4 筑波大学 国立大学法人 61 
5 慶應義塾大学 私立 52 
6 九州大学 国立大学法人 49 
7 京都大学 国立大学法人 45 
8 神戸大学 国立大学法人 42 
9 東京工業大学 国立大学法人 40 

10 九州工業大学 国立大学法人 39 
（平成 19 年度大学発ベンチャー調査１次調査結果の概要から抜粋） 

 
 

計画６－２ 「イノベーション支援本部を充実する。このために，既設の地域ネットワーク

型の「ＴＬＯひょうご」との連携，外部からの実務経験者の配置，地域自治体

や産業界，更には民としてのＮＰＯ（非営利組織）などとの協力体制の強化に

取り組む。」に係る状況 
 

平成 17 年度にイノベーション支援本部を充実するため，関連部門を統合して連携創造

本部を設置した《前掲資料 166》。 
TLO ひょうごに設置されている神戸大学事業部を通して技術評価機能の強化，産学連携

の掘り起こしから成果活用までの一貫的フォロ－体制を確立し，研究成果の産業界での活

用を図った《資料 220》。 
NEDO フェロ－や産業界から共同研究等の企画，契約，渉外等に関する専門知識や実務

経験を持った人材を知的財産マネージャや起業マネージャとして採用した。また，連携創

造本部の客員教授として，産官学界から多様な人材を迎え，地域自治体や産業界等の協力

体制を整えた《資料 221》。 
また，特色ある優れた産学官連携活動を推進するため，文部科学省が公募した「産学官

連携戦略展開事業」に，本学を中心として兵庫県下の６大学・高専等で「ひょうご神戸産

学２官連携アライアンス」を組んで応募した《資料 222》。 
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《資料 220：産学連携の掘り起こしから成果活用までの一貫的フォロ－体制》 

 
（連携創造本部パンフレットから抜粋） 
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《資料 221：多様な外部人材配置》 

 
（連携創造本部 HP http://www.innov.kobe-u.ac.jp/renkei/staff01.html） 

 
《資料 222：「ひょうご神戸産学２官連携アライアンス」体制図》 

（産学官連携戦略展開事業応募書類から抜粋） 
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計画６－３ 「神戸先端医療産業都市に設置の神戸バイオテクノロジー研究・人材育成セン

ター及びインキュベーションセンターにおいて，先端融合領域の研究や人材育

成を推進するともに，関連分野のベンチャー企業の創出等に努める。」に係る状

況 
 

神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センターでは，大学・研究機関等の横断的な組

織による最先端・融合領域の研究拠点として，《前掲資料 196》に示す研究を推進した。ま

た，周辺機関の神戸臨床研究情報センターや先端医療センターとの連携により，バイオテ

クノロジー分野の人材育成を実施した。平成 19 年度は，「医療用デバイス開発コーディネ

ーター人材育成プログラム」，「クリニカル・ゲノム・インフォマティクス人材養成ユニッ

ト」，「京都大学ナノメディシン融合教育ユニット」のプログラムを推進した《資料 223》。 
インキュベーションセンターにおいては，起業マネージャがインキュベーションセンタ

ー入居企業に対する成長支援活動を行い，ベンチャー企業の創出に努めた《前掲資料 218》。 
この他，「バイオビジネスコンペ JAPAN」で最優秀事業に選ばれた「熱応答性磁性ナノ

粒子の開発とその実用化」について，共同研究を行った企業と合同でベンチャーを立ち上

げ，研究の推進及び成果の社会還元を図った。これらの取組に対して，平成 19 年７月に

は，「第 21 回独創性を拓く先端技術大賞」の特別賞を，同９月には「全国大学発ベンチャ

ービジネスモデルコンテスト」において堀場賞を受賞した《資料 224》。 
また，バイオエネルギーに関するベンチャーも法人化以前から活動しており（平成 14

年に第１回日本バイオベンチャー大賞経済産業大臣賞を受賞），本学におけるバイオリファ

イナリー研究の社会への還元について一翼を担っている《資料 225》。 
さらに，工学研究科先端膜工学センターでは，平成 19 年７月に先端膜工学研究推進機

構を設立し，会員企業からの会費をセンターの運営資金に充て，成果の会員への普及に努

めるという，新しい形の産学連携推進を図った。《資料 226》 
 
《資料 223：平成 19 年度に神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センターで実施した人材育成プログラム》 

（神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センターパンフレットから抜粋） 
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《資料 224：優れたベンチャー企業の創出例》 

 

 
（上 大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_09_10_01.htm） 

（下 マグナビート株式会社 HP http://www.magnabeat.com/incorporated.html） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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《資料 225：本学教員によるバイオベンチャー》 

 
（バイオ・エナジー株式会社 HP http://www.kce.co.jp/bioenergy/index.htm） 

 
《資料 226：先端膜工学研究推進機構による新しい形の産学連携》 

 
（先端膜工学研究推進機構 HP http://www.research.kobe-u.ac.jp/eng-membrane/sub1.html） 

 
 

b)「小項目６」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，連携創造本部を設置し，「研究シーズ集」の発行や「一

日神戸大学」の実施等により，産学官民連携を推進したこと，更なる産学官民連携

を実施するため，文部科学省の「産学官連携戦略展開事業」に申請したこと，神戸

バイオテクノロジー研究・人材育成センターにおいて周辺機関と連携して人材育成

プログラムを実施したこと，立ち上げたベンチャー企業がベンチャーに関する表彰

を受けたこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画６－１～６－３を「良

好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目７「その他の特記事項」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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計画７－１ 「学内共同研究施設及び学部附属研究施設については，現在次のような課題に

関するものが設置されているが，これらは学部，研究科等における研究教育と

の関連において常に点検評価を行い，学問の発展，時代の要請等に応じた組織

に改組や再編を行うことにより，世界に比肩しうる組織として育成する。 

           蛋白質のシグナル伝達機能，都市安全に関わる学際領域，分子と光の相互作用， 

           内海域の生態学，植物遺伝子の機能，熱帯医学医療，人間科学，食資源。」に

係る状況 

 
学内共同研究施設及び学部附属研究施設を世界に比肩しうる組織として育成するため，施

設の時限等の取扱を定め，当該中期計画期間内に施設等の自己評価・評価及び外部評価を

行い，必要に応じ施設等の在り方を見直すこととした《資料 227》。 
法人化前に平成 17 年度までの時限を付されていた都市安全研究センターでは，自己点

検･評価及び外部評価の結果を踏まえ，リスク・アセスメント，リスク・マネ－ジメント，

リスク・コミュニケーションの三大研究分野に改組し，より積極的に住民の命の安全を目

的とした安心・安全な社会の構築を目指す仕組みや手法の研究を推進することとした《資

料 228》。 
また，医学医療国際交流センター（ICMRT）では，自己点検・評価の結果を踏まえ，各

研究分野が国際的に魅力があり，海外研究者・留学生との学術交流の中核となる共同研究の

場となるよう，既存の「感染免疫」，「疫学調査」，「熱帯環境衛生」，「腫瘍遺伝」，「代謝栄養」

の５研究分野を，「国際感染疫学」，「国際感染制御学」，「国際多因子病疫学」，「国際遺伝子

医学」，「国際先端医学」の５研究分野とする改組を行った《資料 229》。 
平成 19 年度には，自然科学研究科の改組に伴い，先端的研究の推進母体として，遺伝子

実験センター，バイオシグナル研究センター，内海域環境教育研究センター，都市安全研究

センター及び分子フォトサイエンス研究センターを包含した「自然科学系先端融合研究環」

を設置した《資料 230》。同研究環では，国際的にも真に評価される拠点の確立を目指して，

21 の重点研究チームを編成し，４研究科と共同しつつ自然科学系の先端的研究の推進を図

ることとした《資料 231》。 
これらの内の「惑星系の起源と進化研究（No.6）」や「バイオリファイナリー研究（No.14）」

では，部局内に「惑星科学研究センター」や「統合バイオリファイナリーセンター」を設置

し，研究施設の優先的措置を図った。《資料 232》 
（参考：平成 20 年５月には，「バイオリファイナリー研究（No.14）」に関連したプロジェ

クトが，文部科学省の委託研究「先端融合領域イノベーション創出拠点の形成」（10 年間で

最大 79 億円の経費支給が可能となる大型プロジェクト）に，平成 20 年６月には「惑星系の

起源と進化研究（No.6）」に関連したプロジェクトが，グローバル COE プログラムに採択

された。） 
 
《資料 227：学内共同利用施設等の見直しについて》 

学内共同利用施設等の見直しについて 
 

（平成 18. 1.12 将来計画委員会承認）

（平成 18. 1.19 教育研究評議会承認）

（平成 19.12.20 教育研究評議会一部改正承認）

 
 １ 学内共同利用施設等（学則第２条の２，第４条の２，第１０条，第１１条，第１１条の２及び第

１３条に規定する施設）は，中期計画期間（６年）内に施設等の評価を行うとともに，必要に応じ

施設等のあり方について見直しを行うこととする。 
      なお，初回の見直し期限については，平成２２年３月とする。 
 
 ２ 法人化以前に時限を付されている施設等については，その趣旨を尊重し，既に付されている期間

内に施設等の評価を行うとともに，必要に応じ見直しを行うこととする。 
   なお，次期以降の見直しに係る期間については，上記１の扱いとする。 
 
 ３ 学部等の附属施設※については，学内共同利用施設等の扱いに準ずるものとし，上記１の扱いとす

る。 
 

※ 法人化前の学部等の附属施設については，国立学校設置法施行規則第２０条に規定されるとと



神戸大学 研究 

- 189 - 

もに教員定員も配置されており，同施設を改組する場合は概算要求が必要であった。法人化後

は，学則第９条で位置付けられている。 
 

 
《資料 228：神戸大学都市安全研究センターの改組概要》 

リスク・アセスメント大研究分野

リスク・マネージメント大研究分野

リスク・コミュニケーション大研究分野

都市基盤研究分野

都市構成研究分野

都市地盤施設

都市地盤環境

都市地震研究分野

都市安全医学研究分野

都市行政産業基盤研究分野

都市情報システム研究分野

都市安全マネージメント研究分野

地殻破壊危険度評価研究分野

地盤環境リスク評価研究分野

都市施設マネージメント研究分野

安全都市づくり研究分野

産業・経済危機管理マネージメント研究分野

医療リスクマネージメント研究分野

情報コミュニケーション研究分野

安全コミュニケーション研究分野

新都市安全研究センター

災害・救急医学分野

DMAT・災害支援特別部門

医学系研究科

旧都市安全研究センター

 
（改組資料検討資料から抜粋） 

 
《資料 229：神戸大学医学部附属医学研究国際交流センターの改組概要》 

【旧】

医学部

School of Medicine

医学研究国際交流センター
International Center for Medical 

Research (ICMR)

運営委員会
Consultation Committee

教授会
Faculty Meeting

連絡協議会
Executive Committee

感染免疫研究分野
Infection and Immunity

熱帯環境衛生研究分野
Molecular Medicine & 

Medical Genetics

腫瘍遺伝研究分野
Oncology

代謝栄養研究分野
Metabolism and Nutrition

疫学調査研究分野
International Health and

Epidemiology

【新】

医学部

School of Medicine

医学医療国際交流センター
International Center for Medical 
Research and Treatment(ICMRT)

運営委員会
Consultation Committee

教授会
Faculty Meeting

国際遺伝医学研究分野
Molecular Medicine & 

Medical Genetics

国際感染制御学研究分野
Infectious Disease Control

国際環境疫学研究分野
International Environmental

Health and Epidemiclogy

国際先端医学研究分野
International Advanced Medical 

Research and Treatment

国際多因子病学研究分野
Polygenic Disease Research

 
（改組検討資料から抜粋） 
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《資料 230：自然科学系先端融合研究環の位置付け》 

 
（自然科学系先端融合研究環ＨＰ  http://www.oast.kobe-u.ac.jp/introduction/index. .html） 

 
《資料 231：重点研究チーム一覧》 

 
（自然科学系先端融合研究環 HP http://www.oast.kobe-u.ac.jp/teams/index.html） 
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《資料 232：重点研究チームへの研究施設の優先的措置例》 

   
（左 理学研究科 HP http://www.org.kobe-u.ac.jp/cps/index_j.html） 

（右 工学研究科 HP http://www.eng.kobe-u.ac.jp/research/biorefinary_center.html） 
 
 

計画７－２ 「大学における研究支援体制を強化するため，次の組織を充実する。 
           情報システム及び情報ネットワークに関係する組織，低温や放射性物質に関係

する組織，特殊な大型機器利用に関係する組織，学内における保健，労働安全

及び環境管理に関係する組織 ，産学連携及び知的財産等に関係する組織。」に

係る状況 
 

大学における研究支援体制を強化するため，以下のように組織を充実させた。 
先端的な情報サービスの提供を可能にするため，総合情報処理センターを改組し学術情報

基盤センターを設置した。当該センターでは，支援業務のほかに，情報工学を中心にセンタ

ー業務にかかわる研究や学部・附属校との研究を推進した《資料 233》。 
機器分析センター，アイソトープ総合センター，低温センターを統合し，アイソトープ

部門，機器分析部門及び極低温部門の３部門からなる研究基盤センターを設置し，機器利

用の円滑化を図った《資料 234》。 
環境汚染の防止，環境教育や環境研究の促進，環境問題一般の広報などを行うため，水質

管理センターを改組して環境管理センターを設置した。環境管理センターでは，学内におけ

る実験用薬品等の廃液処理管理のために，電子マニフェスト及び排水経路中の pH 値をリア

ルタイムで確認できるシステムを導入し，その管理等の環境保全活動を実施するとともに，

環境保全に関する活動の広報として，環境報告書の作成に協力した《資料 235》。 
連携創造センター，イノベーション支援本部及びベンチャー・ビジネス・ラボラトリ（VBL）

の３組織を統合し，連携創造本部を設置した。研究シーズの探索と学部横断的な融合的・

総合的研究の創出企画等の一層の機能強化を図るため，シーズ創出企画部門，産学官民連

携推進部門を設置し支援体制を強化した。また，ナノ・フォトニクスを中心とした実用化

研究については先端研究推進部門が担当するなど広範な産学官民連携を実現する体制を整

備した《前掲資料 166》。 
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《資料 233：学術情報基盤センターについて》 

 
（学術情報基盤センターHP http://www.istc.kobe-u.ac.jp/） 
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《資料 234：研究基盤センター案内》 

 
 

 
（研究基盤センターHP http://www.csrea.kobe-u.ac.jp/） 
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《資料 235：環境管理センターの取組》 

 

 
（環境報告書から抜粋） 

 
 

b)「小項目７」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，学内共同利用施設等については，当該中期計画期間中

に組織の見直しを見据えた統一項目による評価を実施することとしたこと等が挙

げられる。このような状況を踏まえ，計画７－１を「良好」，計画７－２を「おお

むね良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
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②中項目２の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
   （判断理由） 小項目２，４，７を「達成状況が良好である」，小項目１，３，５，６を「達成

状況が非常に優れている」と判断することから，当該中項目の達成状況を上記のと

おりと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 神戸大学ミッション・ビジョンに基づき拡充改組した「学術研究推進本

部」に，専任スタッフ（助教）１名と人文・社会科学系と医学・自然科学

系から教員各４名を配置し，平成 18 年度に採択した「学内発の卓越した

研究プロジェクト」に対して書面とヒアリングによる中間評価を実施する

等，研究についての評価，点検，改善のための活動を展開した。（計画１

－１） 
２． 人文学研究科では，「海港都市」を対象とした新しい研究領域を開拓すべ

く，海港都市研究センターを設置し，これを支援するとともに，東アジア

の学術協定校（中国中山大学，台湾大学，韓国木浦大学校，韓国海洋大学

校等）と連携し，海港都市文化の共同研究を進め，平成 17 年度から国際

学術シンポジウムを開催してきた。（計画１－２） 
３． 自然科学系先端融合研究環では，自然科学研究科からの改組（平成 19

年４月）に当たって「重点研究部」を設置し，21 の重点研究チームを選定

した。重点研究チームには，研究者の弾力的配置という本学の戦略に基づ

き，５年任期の助教を 21 名配置した。（計画２－１） 
４． 研究支援職員による支援業務の効率化を図る体制として，工学部技術部で

は，研究支援職員の所属を一元化し，共通で業務依頼を受け付ける体制に変

更することで，依頼に対して最適な技術を持った職員が速やかに対応できる

ようにした。（計画２－３） 
５． 21 世紀 COE プログラムに採択された全プロジェクトに対して，4,700 ㎡

を超えるスペースを配分するとともに，将来の更なる発展を期すため，新し

い整備手法として，自助努力による整備（目的積立金と寄附金による整備）

を行い，重点研究領域の実験・研究に使用可能なスペース（1,000 ㎡）を確

保した。また，既存施設の充足率や稼働率を念頭においたスペースマネジメ

ントにより捻出したスペースから，680 ㎡を若手研究者用のスペースとして

確保した。（計画３－１） 
６． 電子ジャーナル及びデータベース等の電子的情報資源の安定的な提供に努

めており，24 時間学内のどこからでもネットワークを介して利用できる教

育研究支援のための環境を整備した。（計画３－２） 
７． 平成 19 年度の外部資金獲得額は全体で 101 億円に達し，決算報告書の支

出額に対して 14.9％となり，６年の中期計画期間中に到達を目指した水準

を４年目で達成した。（計画４－１） 
８． 学内において萌芽的研究等の育成のために選定した「戦略的・独創的な教

育研究プロジェクト」の内容を組み込んだ複数のプロジェクトが，文部科学

省等からの外部資金を獲得した。（計画４－２） 
９． 研究科横断型研究に関する取組例として，医学系研究科，工学研究科によ

る医工連携，更に農学研究科を加えた医工農連携により，オープンフォーラ

ムを開催し，その成果の社会への還元を図っている。また，経済経営研究所

の「ツーリズム研究部会」では，経営学研究科教員の他に９大学，鉄道関係

者，行政関係者，旅行代理店関係者を加えた学際的研究グループを組織し，

従来になかった斬新な観点から新しいツーリズムの在り方を研究した。（計

画５－１） 
10． 研究を通じた社会貢献の一環として，大学発ベンチャーの創出に努め，

平成 16～19 年度に 22 件を創出した。文部科学省科学技術政策研究所の調

査では，平成 19 年度末時点での本学発のベンチャー創出累積数 42 件は，
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大学等（国公私立大学，高等専門学校及び大学共同利用機関）発ベンチャ

ーとしては８位であった。（計画６－１） 
11． 「バイオビジネスコンペ JAPAN」で最優秀事業に選ばれた企業との共同

研究「熱応答性磁性ナノ粒子の開発とその実用化」について，企業と合同で

ベンチャーを立ち上げ，研究の推進及び成果の社会還元を進めた。これらの

取組に対して，平成 19 年７月には，「第 21 回独創性を拓く先端技術大賞」

の特別賞を，同９月には「全国大学発ベンチャービジネスモデルコンテスト」

において堀場賞を受賞した。（計画６－３） 
12． 学内共同利用施設の時限等の取扱を定め，中期計画期間内に施設等の評価

を行うとともに，必要に応じ施設等の在り方を見直すこととした。（計画７

－１） 
13． 新たに設置した自然科学系先端融合研究環の下に編成した 21 の重点研究

チームの内，「惑星系の起源と進化研究（No.6）」や「バイオリファイナリ

ー研究（No.14）」では，部局内に「惑星科学研究センター」や「統合バイ

オリファイナリーセンター」を設置し，研究施設の優先的措置を図り，大型

外部資金獲得に繋がるなど大きな成果を上げた。（計画７－１） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． 人文・社会科学系の外国雑誌センター館として，社会科学系図書館では，

国内未収の外国雑誌約 1,000 誌を収集し，全国に複写等の情報サービスを実

施している。また，学外からの複写依頼に迅速に対応するため，複写作業を

外部委託し，サービスの向上を実現した。（計画３－２） 
２． 特色ある産学官連携活動を推進するため，文部科学省が公募した「産学官

連携戦略展開事業」に，本学を中心として兵庫県下の６大学・高専等「ひょ

うご神戸産学２官連携アライアンス」を組んで応募した。（計画６－２） 
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３ その他の目標（大項目） 
 

（１）中項目１「社会との連携に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「研究，教育活動を通じて社会に貢献することの重要性を啓発し，社会との連携を

より直接的，意識的に追求すべき課題と捉え，知の創造の成果を社会に還元することに対し

て積極的に取り組む。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「市民，企業人，高校生等に対する学習の場の提供（公開講座，展示会，セミ

ナー，研修事業等）を充実する。地域社会のニーズや社会の情勢を見据えたタ

イムリーなテーマ設定と内容の充実に努める。」に係る状況 
 

全学的な統一テーマによる公開講座をはじめ，各部局の特色を活かした公開講座を実施し

た。平成 19 年度開講の公開講座は《資料 236》に示す内容であった。各年度の延べ参加者

数は《資料 237》に示すとおりである。 
神戸大学百年史編集室では，百年記念館において，常設展示に加え，毎年度特別展示を実

施した《資料 238》。 
また，人間発達環境学研究科附属のヒューマン・コミュニティ創成研究センターでは，科

学者等の専門家と一般の市民が飲み物を片手に気軽に科学などの話題について語り合う新

しいコミュニケーションの場として，平成 17 年度から「サイエンスカフェ神戸」を開始し

た。平成 19 年度末までに 41 回開催しており，毎回満席になる盛況振りとなっている。平成

19 年度に開催した内容と参加者は《資料 239》に示すとおりである。平成 19 年度には，兵

庫県から同取組が優れた社会連携活動であると認められ，（財）ひょうご科学技術協会から

の助成金により「サイエンスカフェひょうご」として兵庫県下においても拡大して実施した。

《資料 240》 
この他，海事科学研究科では，練習船深江丸により，長年，小学校高学年に対する「体験

型海洋セミナー」をはじめ幅広い年代に対して海洋に親しむ普及活動を実施してきた。これ

に対して，日本船舶海洋工学会関西支部支部長賞を受賞した《資料 241》。 
 
《資料 236：平成 19 年度開講の公開講座》 

講座名 実施部局 受講者数 
神戸大学研究最前線 全学（統一テーマ） 94 
家族のかたち さまざま 文学部 38 
国際文化学への招待 国際文化学研究科 42 
歯と口の健康 医学部医学科 47 
最新の研究から家庭の保健・医療へ 医学部保健学科 77 
快適で安心な社会のための最先端技術 工学研究科 67 
大学発，ヘルスバイオサイエンス 農学研究科 87 
技術獲得講座「ヨットクルージング」－風の声を聴いてみよう－ 海事科学研究科 10 
講演会「マリンハザードを考える」－津波のメカニズムから防災対策まで－ 海事科学研究科 24 
体験学習講座「深江丸航海体験」－海から陸を眺めて見よう－ 海事科学研究科 33 
森と海をめぐる市民公開講座（京都大学と合同） 海事科学研究科 143 
市民セミナー（高田屋嘉兵衛と北前船） 海事科学研究科 71 
岐路に立つ国際社会と日本－混沌から相互理解へ－ 国際協力研究科 158 

（実施実績を基に作成） 
 
《資料 237：公開講座参加者実績》 

 
（平成 16 年度実施講座） 10 講座  872 名 
（平成 17 年度実施講座） 12 講座  654 名 
（平成 18 年度実施講座） 11 講座  782 名 
（平成 19 年度実施講座） 13 講座  891 名 
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（実施実績を基に作成） 
《資料 238：神戸大学百年史編集室常設展示，特別展示実績》 
 

 入場者数 
年度 常設展示 特別展示 
１６   482 名  1,294 名 
１７   529 名   707 名 
１８   869 名   721 名 
１９   773 名   409 名 

 
・常設展示 

       「神戸大学史展―百年の歩みと展望―」  
・特別展示 

平成 16 年度「神戸大学のある風景－版画家川西祐三郎が描く『神戸大学全十八景』－」 
平成 17 年度「港の丘の学舎－神戸高商・商大・経大・大学予科展－」 
平成 18 年度「神大人の青春譜－御影分校・姫路分校・教養部の世界－」 
平成 19 年度「キャンパスの変遷にみる神戸大学史」 

 
（実施実績を基に作成） 

 
《資料 239：サイエンスカフェ神戸開催一覧》 

 テーマ 開催日 参加者数 
第 29 回 紙おむつが砂漠の緑化に －高吸水性ポリマー物語－ 2007/4/7 19 
第 30 回 宇宙の使い方 2007/4/27 30 
第 31 回 宇治川の清流が育む宇治茶 －日本茶の話－ 2007/5/27 27 
第 32 回 伊能忠敬の偉業と参考絵図 2007/6/29 25 
第 33 回 ビオトープとは？ 2007/7/16 45 
第 34 回 月と流星の激しい出会い 2007/7/21 35 
第 35 回 コミュニケーションの妙と深遠 2007/8/25 24 
第 36 回 理科教科書のこれまでとこれから 2007/10/7 24 
第 37 回 おろし風 －六甲おろしと局地風のサイエンス－ 2007/12/22 42 
第 38 回 夕日の科学 －とても身近なサイエンス－ 2008/1/20 54 
第 39 回 ウミガメの将来について 2008/2/15  
第 40 回 超高齢者の秘密を探る 2008/3/11 21 
第 41 回 目で見てわかる歌ことばの姿 2008/3/24 24 

（実績を基に作成） 
 
《資料 240：サイエンスカフェひょうご開催一覧》 

 テーマ 開催場所 開催日 参加者数 
第１回 日本でいちばん美しい赤とんぼ－ミヤマアカネと子供たち 西宮 2007/9/2 42 
第２回 但馬地方に影響する台風とは？ 豊岡 2007/9/17 40 
第３回 「なゆた」望遠鏡で宇宙人を探す 淡路 2007/10/28 35 
第４回 Spring-8 でひらく科学 姫路 2007/12/2 40 
第５回 海に生きるものたちのいま－大阪湾・瀬戸内海の生物と環境 明石 2008/2/24 32 

（実績を基に作成） 
 
《資料 241：練習船深江丸の社会貢献活動に対する表彰》 

 
（海事科学研究科 HP http://www.maritime.kobe-u.ac.jp/study/20080521.html） 
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計画１－２ 「施設や設備をはじめ大学が保有する資源を活用し，地域社会や産業界が行う

調査研究への支援や共同活動を一層充実する。」に係る状況 
 

研究基盤センターでは，学外利用のための機器の選定，料金の設定，規則の整備等を行い，

平成 18 年８月にホームページに「最新分析機器学外開放」についての公知を行い，学外利

用事業を開始した《前掲資料 234》。平成 19 年度の学外利用実績は３件であった。 
また，本学が保有する特色ある資源として，海事科学研究科が保有する練習船深江丸があ

るが，同研究科では，深江丸を利用して緊急時の透析患者海上輸送システムについて検証を

行い，当該輸送システムを全国に広める結果に繋がった《別添資料 19：平成 19 年 11 月 29
日の新聞各紙による報道》。さらに，農学研究科では，兵庫県農林水産技術総合センターと

共同研究した「スーパー酒米プロジェクト」の成果である酒米「杜氏の夢」を，同研究科附

属食資源教育研究センターにおいて栽培し，地元酒造会社に製造を依頼した純米大吟醸酒

「神戸の香」を発売した《資料 242》。なお，上記酒造会社に製造を依頼したのは，「原材料

を地元に求める」という経営理念に呼応したものである。 
 
《資料 242：大学保有資源の活用による地域社会との共同活動例 酒米の開発と造酒》 

 
（本学 HP  http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2006_03_03_01.htm） 

 
 

計画１－３ 「地域貢献事業を展開するとともに「神戸大学地域連携推進連絡協議会」によ

る地域の自治体との連携協力の推進を図る。」に係る状況 
 
神戸市灘区，小野市，朝来市と包括協定を，兵庫県と部分協定を提携し，地域貢献事業を

活発に展開した《資料 243》。この内，小野市，朝来市，兵庫県との連携協定は，「地域歴史

遺産の活用を図る地域リーダー養成」事業が文部科学省の「現代的教育ニーズ取組支援プロ

グラム」に採択されたことを契機に締結されたものであり，地域連携が大学教育と結びつい

た試みとして市民団体の代表者，自治体関係者，大学関係者が参加する「歴史文化をめぐる

地域連携協議会」でも高く評価された《別添資料 20：平成 19 年２月 16 日の神戸新聞によ
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る報道》。 
平成 18 年度以降，地域との連携の在り方については，大学全体との包括的なものではな

く，より具体的な活動を見据えた，部局単位の部分協定として締結と取組を進めた《資料 243》。
具体的な取組内容例は《資料 244》に示すとおりである。 
特色ある取組としては，小野市との連携協定に基づいて，第一次世界大戦当時ドイツ兵，

オーストリア＝ハンガリー兵を収容していた青野原俘虜収容所の実態究明活動がある。この

取組は，平成 17 年度の小野市好古館での展示会開催《資料 245》，小野市うるおい交流館エ

クラでの神戸大学交響楽団による収容所演奏会の再現《資料 246》，平成 18 年度の神戸大学

百年記念館での展示会開催及び神戸大学瀧川記念学術交流会館における収容所演奏会の再

現《資料 247》という成果に結実した。なお，これらの取組は更に発展して，平成 20 年 9
月に，捕虜の祖国の一つであるオーストリアのウィーンにて，「青野原俘虜収容所里帰り展

覧会・再現演奏会」を開催することとなった。 
また，人文学研究科では，国土交通省と連携して，神戸市北区山田町藍那地区において，

里山の整備に関する調査研究を実施した《資料 248》。 
 
《資料 243：自治体との協定に基づく主な事業》 

締結年月日 協定期間 協 定 先 目 的
地域福祉向上のための連携
産業振興のための連携
教育・文化・スポーツの振興及び発展のための連携
人材育成のための連携
まりづくりのための連携

主な事業
H16.12.9 留学生センターと連携し，神戸大学留学生が「第50回年末愛のもちつき大会」に参加
H17.3.1 神戸大学医学部松田教授による灘区民生委員児童協議会３月定例会で講演会を開催

H17.4.27 灘・まる洗いプロジェクト（神戸大学学生を中心とした有志による国際文化学部食堂前広場の清掃）実施
H17.9.3 発達科学部「あーち」子育て支援拠点を開設（灘区役所旧庁舎跡）

文化・教育及び学術の分野で援助，協力
生涯学習等に関する諸課題
文化遺産を活用した地域との連携事業について共同で研究等に参画

主な事業
小野市好古館平成17年度特別展（青野原俘虜収容所の世界 平成17年10月1日～11月27日）

H17.10.10 「ふるさとをしのぶ音楽会」－青野原俘虜収容所演奏会の復元
H17.11.5 「青野原俘虜収容所の世界」講演会

文化・教育及び学術の分野で援助，協力
生涯学習等に関する諸課題
文化遺産を活用した地域との連携事業について共同で研究等に参画

主な事業
H17.6.25 生野サテライトの開設
H17.10.2 銀谷まつりに参加，まちづくりを提案（学生）

生野甲社宅調査
朝来市歴史遺産調査
都市再生プラン申請中（生野，神子畑，大屋の鉱石の道の景観に関する調査・提案）

県下の市町や県民が取り組むまちづくり，文化及び学術の分野で連携
地域の歴史的資源の活用，優れた景観の形成等を通じたまちづくりに
関する調査・研究

主な事業
H18.2.4 シンポジウム「鉱石の道2005」開催

神 戸 大 学 と 自 治 体 と の 協 定 （ 大 学 ）

調 印 者

理事
（地域連携担当）

１年間 神戸市灘区 神戸市灘区長

H16.12.2

学長

H17.3.23

３年間
（現朝来市）

兵庫県朝来郡生野町
（H17.4.1合併による）

兵庫県朝来郡生野町長
理事

（地域連携担当）

H17.1.26

３年間 小野市 小野市長

理事
（地域連携担当）

H17.12.2

３年間
兵庫県

（まちづくり復興担当部）
まちづくり復興担当部長
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締結年月日 協定期間 協 定 先 協定部局 目 的
少子化に関する調査研究及びその成果の普及等において連携し協力する。

主な事業
H19.2.17 協定締結記念シンポジウム「少子化時代を生きる」
H20.3.27 フォーラム「総合化へ向かう少子化政策」の開催

「神戸大学大学院農学研究科・篠山市地域連携計画書」の策定とこれに基づく連携
地域課題の解決のための連携
産業振興のための連携
まちづくりのための連携
人材育成のための連携

主な事業
H19.7.7 第１回地域連携フォーラム「官学連携による地域再生に向けて」

海事に関する教育・文化の推進及び振興
まちづくりの推進
人材の育成

主な事業
H19.7.24 夏休み子供色々体験スクール

市域の古文書を主とする歴史文化遺産の調査・研究・保全
歴史文化遺産を活用したまちづくりの推進
歴史文化遺産を活用しうる人材の育成

主な事業
H19.9.30 山南町における区有文書確認調査

健康づくり、まちづくりの推進に関すること
子育て支援、障害者支援、高齢者支援の推進に関すること

主な事業
H20.2.2 発達支援モデル教室 「すまいる・ぽっとらっく」

医学及び医療における研究、教育、診療で連携

主な事業
相互に医療の質の向上、医師人材の確保、人事交流等について協議する定例会議を毎月1回開催

H20.3.26

１年間 兵庫県病院局
医学研究科

医学部附属病院

H19.8.24

１年間 丹波市 人文学研究科

H20.1.9

１年間 神戸市須磨区 医学部保健学科

H19.6.20

１年間 神戸市東灘区 海事科学研究科

経済経営研究所

部 局 に お け る 自 治 体 と の 協 定 （ 部 局 協 定 ）

１年間 篠山市

H19.4.5

農学研究科

H18.11.8

３年間 兵庫県

 
（実績を基に作成） 

 
《資料 244：部局単位の取組》 

部局名 取組 
文学部・人文学研究科 ○ 地域連携センターの「歴史文化に基礎をおいた地域社会形成のための自治体等との連携事

業」における自治体史編纂，博物館，文書館との連携事業等をさらに発展させ，資料解読と

整理，地域社会での公開を進めた。歴史文化以外にも，地域社会調査や地域社会のあらたな

倫理的規範形成等もふくめた広範な地域連携を進めるにあたって，平成 19 年度後期から開

始した「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」によるアクション・リサーチの手法を活用

し，倫理創成プロジェクトが主たる担い手となり，地域社会との広範な連携を図った。また，

丹波市と連携協定を締結した。 
医学系研究科・医学部

附属病院 
○ 兵庫県病院局と連携協定を締結し，医学及び医療における研究，教育，診療で連携するこ

ととした。 
医学部保健学科 ○ 人間発達環境学研究科が旧灘区役所庁舎に開設している「のびやかスペースあーち」にお

いて発達障害児を対象とした「ぽっとらっく」（大学教員を中心とした講義／学生ボランテ

ィア等によるマンツーマン託児）を継続して運営した。また，神戸市総合児童センターにお

ける低出生体重児支援事業について神戸市より新たに研究委託を受け，育児支援業務を開始

した。《資料 215》その他，子育て支援に関する 2 教室を神戸市，須磨区と連携して新たに開

始するとともに須磨区と新たな連携協定を締結し，灘区チャレンジ事業（高齢者の歩行支援）

を開始した。さらに，ジャワ島中部地震に関連して，ジョグジャカルタにてシンポジウムを

開催，被災地区における「子どもの家」の建設，運営に協力した。 
農学研究科 ○ 兵庫県農林水産部，神戸市産業振興局，コープこうべ，ＪＡひょうご中央会と「都市と農

村の協働のいま，これから」をテーマに五者連絡会議を開催した。兵庫県農林水産部及び兵

庫県農林水産総合技術センター等とは個別に連携した共同研究等を実施した。神戸市産業振

興局とは，篠山市と地域連携推進会議を立ち上げ，地域の発展に資する研究を進める拠点と

して，篠山フィールドステーションを開設し，篠山市と連携協定を締結し，双方の活性化と

人材育成に寄与した。さらに，兵庫工業会と農工連携推進委員会を設置した。 
海事科学研究科 ○ 本研究科と神戸市東灘区が，それぞれの持つ人材や知識・情報等の資源を活用し，相互

に協力することにより，人材育成と地域活性化に寄与することを目的として協定を締結し

た。 
（各部局の自己点検・評価報告書を基に作成） 
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《資料 245：青野原俘虜収容所に関する展示会》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2005_10_05_01.htm） 

 
 
《資料 246：青野原俘虜収容所演奏会の再現１》 

 
（大学 HP  http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2005_10_11_02.htm） 
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《資料 247：青野原俘虜収容所演奏会の再現２》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2006_10_30_01.htm） 

 
《資料 248：国土交通省との連携による地元の里山整備に関する調査研究事業》 
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（人文科学研究科 HP http://www.lit.kobe-u.ac.jp/~area-c/aina.html） 

 
 

計画１－４ 「地域のＮＰＯ，ＮＧＯとの学民連携（シンポジウム開催，研修プログラムの

開発など）を拡充する。」に係る状況 
 

「阪神・淡路大震災 10 周年事業」として，学民連携シンポジウム，メモリアル学術シ

ンポジウム，国際連携事業のシンポジウム，国際学術フォーラム等を開催するとともに，

慰霊事業の実施及び国連防災世界会議総合防災展への出展等を通じて，NGO，NPO との

連携を拡大させた《資料 249，250》。 
本学教員が代表を務める NPO 法人「ごみじゃぱん」では，環境省よりの助成金を得て，

神戸市及び NPO とのリサイクル社会実験を実施した。また，棚落ち商品のリサイクルに関

するプロジェクトを各種 NPO と共同実施した《資料 251》。 
現代的教育ニーズ取組支援プログラム「震災教育システムの開発と普及」において，都市

安全研究センターを中心に，自治体（兵庫県，神戸市等），市民団体，報道機関の４者と連

携して震災教育システムの開発・構築に取り組むとともに，シンポジウムの開催を行った《資

料 252》。 
発達科学部では，ヒューマン・コミュニティ創成研究センターにおいて，自治体，学校，

NPO との連携を深め，学外研究員を委嘱して，社会との連携強化を図っている。また，旧

灘区役所跡地に「のびやかスペースあーち」を開設し，地域と密着した活動を展開した《資

料 253》。 
医学部保健学科では，発達を専門とする小児科医，臨床心理士，保育士など多くの専門家

がチームを組んで，極低出生体重児とその家族のための子育て支援教室「YOYO クラブ」を，

神戸市総合児童センターと連携して運営した《資料 254》。 
経済学研究科では，兵庫県の外郭団体である「（財）ひょうご震災記念２１世紀研究機構」

への研究所長及び各種委員としての参加を通じて，兵庫県，神戸市等との連携を深めた。 
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《資料 249：「阪神・淡路大震災 10 周年事業」における学民連携シンポジウム等の開催状況》 
タイトル 開会記念講演 「震災に対する行政と法の対応」

主催 神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業委員会

日時 2004年11月5日(金)

タイトル 人文・社会系シンポジウム 「リスク社会と災害対応」

主催 神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業委員会

共催／後援 関西エネルギー・リサイクル科学研究振興財団

日時 2004年11月5日(金)

タイトル 学民連携シンポジウム 「災害の記録継承システムを考える－震災死をめぐる検証」

主催
神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業委員会
神戸大学文学部地域連携センター

日時 2004年9月23日(祝)

タイトル 学民連携シンポジウム 「大学と市民で創る地域コミュニティの可能性」

主催 神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業委員会

共催／後援
震災10年市民検証研究会
学術振興会人文・社会科学振興プロジェクト「被災地における共生社会の構築」

日時 2004年10月9日(土)

タイトル 理工系学術シンポジウム「震災から10年：安全で安心な社会の構築にむけて」

主催 神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業委員会

日時 2004年8月4日（水）、2004年11月11日（木）

タイトル 医学系学術シンポジウム「何が変わったか? これから目指すべきものは何か?」

主催 神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業委員会

日時 2004年11月20日（土）

タイトル 国際学術フォーラム「Constructing Safe and Secure Urban Society for the 21st Century」

主催 神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業委員会

日時 2004年12月10日（金）  
（神戸大学 阪神・淡路大震災 10 周年事業報告書を基に作成） 
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《資料 250：国連防災世界会議総合防災展 出典状況》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/research/reports/sinsai10/vol-5/index.htm） 

 
《資料 251：リサイクルに関する NPO との共同事業》 

プロジェクト名 六甲アイランド簡易包装プロジェクト

企画・運営 特定非営利活動法人ごみじゃぱん

実施期間 平成19年2月1日～28日

協力
環境省、神戸市、神戸大学、3Ｒ活動推進フォーラム、生活共同組合コープこうべ、アストラカン、
ウィル・コーポレーション

目的 市民の意識の変化によって神戸市のごみ発生量を減少させる。

プロジェクト名 減装（へらそう）ショッピング

企画・運営 特定非営利活動法人ごみじゃぱん

実施期間 平成20年5月15日～

参加企業
大塚製薬株式会社・花王株式会社・株式会社マンダム・日本ハム株式会社・ネスレコンフェクショ
ナリー株式会社・ハウス食品株式会社・レンゴー株式会社

目的 生産から流通までの流れの中でごみを減量する購買スタイルを社会に定着させる。  
（ごみじゃぱん HP を基に作成） 
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《資料 252：本学を含む４者連携による震災教育システムの開発・構築体制》 

 
（都市安全研究センターHP http://www.edu.kobe-u.ac.jp/rcuss-aegp/organization.html） 

 
《資料 253：のびやかスペースあーちの活動風景》 

 
（のびやかスペースあーち HP http://www2.kobe-u.ac.jp/~zda/arch-prep.html） 

 
《資料 254：低出生体重児支援事業》 
＜極低出生体重児とその家族のための子育て支援教室「YOYO クラブ」＞ 
・極低出生体重児（出生体重 1500g 以下の児）を対象とした親子教室を開催しています。 
・12 月末までに神戸市総合児童センターを中心に 36 回の教室事業（親子水泳 1 回，動物園への遠足 1 回，クリスマス

会 3 回を含む）を実施しています。 
・平成 18 年度には，年齢の異なる 4 つのクラスに計 120 組の極低出生体重児家族が参加しました。 
・受講を終了した最年長クラスの親子を対象に，平成 19 年 2 月に最後の教室を開催し，終了式を行いました。 
・現在，神戸市内及び加古川市内の周産期医療施設と協力して，来年度 5 月生を募集中です。 
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（YOYO くらぶ HP から抜粋） 
 
 

計画１－５ 「高大連携の観点から，オープン・キャンパスを充実するとともに，高校生を

対象とする「体験授業」や「出前講義」の要望に積極的に応えていく。」に係る

状況 
 

オープン・キャンパスについては，毎年８月に全学部において開催しており，学部紹介，

入試結果を始め体験講義，在学生との交流，研究室紹介等を実施し，高大連携の促進に努め

た。平成 19 年度の参加者数は 9,030 名であった。また，高校からの要請に基づき，入試説

明や施設見学のために，多数の高校の来訪があった《前掲資料 13》。 
平成 16 年度から，兵庫県教育委員会との「高大連携特別授業に関する協定書」に基づく

「公開授業」として，県下全ての高校生を対象とする「人文科学概論」と「自然科学概論」

を夏季休業中に実施するとともに，「開放授業」を毎年提供しており，多数の県内高校生の

参加を得ている。また，本学教員が高校へ出向いて授業を行う「出前授業」や高校において

大学での講義や実験が体験できる「体験授業」も積極的に実施した《資料 255》。 
この他，文学部では，豊かな地域像の形成を生徒に促す技能を持った高校教員の養成が緊

急の課題となっていることを踏まえ，兵庫県教育委員会が進める人文系教育改革事業のモデ

ル校等と連携しながら，地域文化を担う高い学識と実践力を持った地歴科高校教員を養成す

るプログラムを開発するとともに，本学学生がモデル校において授業を実施し，兵庫県，モ

デル校，本学の三者に有益な事業を展開した《資料 256》。 
また，理学研究科では，科学の５分野（数学，物理学，化学，生物学，地球惑星科学）に

ついての最新研究を分かりやすく紹介する「サイエンスセミナー」を法人化以前（平成 13
年度）から実施してきた。これは，従来の「公開講座」の内容を充実・発展させたもので，

高校生以上を対象としている《資料 257》。「オープンラボ」方式の体験学習会を開催してき

た。これは，先ず高校教員に対して講習会を開催し，実験設備の使用法に習熟してもらった

後，技術を習得した高校教員に自校の生徒を引率して来学してもらい，生徒に対する実習を

実施してもらうというものである。この企画では，高校教員は最新の知識を獲得して，魅力

ある授業が展開可能となるとともに，生徒は最新の実験設備を利用して理学への興味が増す

ことを目的としている《資料 258》。 
さらに，内海域環境教育研究センターでは，高校の授業や臨海実習などにマリンサイトを

提供した。また，小学校，中学校，高等学校，養護学校などの教員向けの講義や実習を実施

した《資料 259》。 
 
《資料 255：公開授業，開放授業等の実施状況》 

 公開授業 開放授業 出前授業 体験授業 
平成 16 年度 60 名 7 科目 3,407 名 1,307 名

平成 17 年度 72 名 24 科目 3,298 名 2,077 名

平成 18 年度 42 名 17 科目 3,457 名 2,415 名

平成 19 年度 49 名 12 科目 3,394 名 2,058 名
※開放授業は大学の通常授業に高校生の出席を認めるものであり，複数回の授業に対する「参加者数」という概念が馴染まないた

め科目数のみの表示としている。 
（実績を基に作成） 
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《資料 256：地域文化を担う地歴科高校教員の養成事業》 

 
（人文学研究科 HP  http://www.lit.kobe-u.ac.jp/%7Ekyouin/） 

 
《資料 257：理学部サイエンスセミナー》 

 
（理学研究科 HP http://www.sci.kobe-u.ac.jp/news/2007/070731.htm） 
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《資料 258：「オープンラボ」方式の体験学習会》 

 
（理学研究科 HP http://www.sci.kobe-u.ac.jp/hs_labo/index.htm） 

 
《資料 259：内海域環境教育研究センターのマリンサイトを活用した実習》 
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（内海域環境教育研究センターHP http://www.research.kobe-u.ac.jp/rcis-kurcis/） 

 
 

計画１－６ 「附属図書館においては，夜間及び休日開館を含め，資料提供等による生涯学

習の支援を行い，地域社会への貢献を図る。」に係る状況 
 

附属図書館利用規程及び利用細則を改正し，平成 17 年度から学外者への館外貸出サービ

スを開始した《資料 260》。 
時間外開館については，利用者の動向や利用者アンケートの分析等に基づき，平成 18 年

度に拡大を図った。通常期は，研究所図書館を除き平日夜間開館，土曜開館を，社会科学系

図書館では日曜開館も開始した。また，医学分館及び自然科学系図書館では，利用者を限定

した 24 時間開館を実施している《資料 261》。 
平成７年に発生した阪神・淡路大震災を契機として「震災文庫」を開設し，図書・雑誌等

公刊されているものから文集・レジュメ・チラシ類に至るまで多種多様な資料収集に努めた。

平成 16 年度の社会科学系図書館の増築に伴い震災文庫閲覧室を整備するとともに震災文庫

の電子化を推進している。また，震災関係のシンポジウムや講演会等に職員を派遣し，震災

文庫の取組について発表活動を行っている《資料 262，263》。 
学内研究成果や「新聞記事文庫」については，外部資金を獲得することによりデジタル化

を推進し，社会に公開している《資料 264》。 
この他，図書館資料展示会を平成 16 年度から毎年開催している。平成 17 年に震災 10 周

年事業の一環として展示会・記念講演会を実施した。平成 18 年度までは企画展を，平成 19
年度は２回の常設展示を実施し，一般市民を含め多数の参加を得た《資料 265》。 

 
《資料 260：一般市民への図書貸出件数》 

 貸出件数 
平成 16 年度 124 件（半年間の試行） 
平成 17 年度 678 件 
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平成 18 年度 696 件 
平成 19 年度 480 件 

（各年度の附属図書館年次報告書を基に作成） 
 
《資料 261：各館室の開館時間》 
 

  総合・国際 社会科学系 自然科学系 人文科学 人間科学 
平日  8：45-21：30  8：45-21：30  8：45-21：30  8：45-20:00  8：45-20:00 
土曜 10：00-18：00 10：00-18：00   10：00-18：00 10：00-18：00 10：00-18：00  通常期 
日曜   休  館   10：00-18：00（注）   休  館   休  館   休  館 

平日 17:00 まで 平日 17:00 まで 平日 17:00 まで 平日 17:00 まで
休業期 

土日休館 
通常期と同じ 

８月は土日休館 土日休館 土日休館 土日休館 
（注）毎月第１日曜日は除く 

  研究所 医学分館 保健科学 海事分館  
平日  8：45-17：00  8：45-21:00  8：45-20:00  8：45-20:00  
土曜    休  館 9：00-17：00 10：00-18：00 10：00-18：00  通常期 
日曜    休  館    休  館    休  館   休  館 

平日 17:00 まで  
休業期 通常期と同じ 通常期と同じ 平日 17:00 まで 

土日休館 土日休館  
＊24 時間開館 （図書館特別利用）   

  医学分館 H9～ 教職員，大学院学生，医学科 3-6 年次学生 
  自然科学系図書館 H11～ 教職員，大学院学生 

＊試験期特別開館  各館室で開館時間延長，土日祝日の開館を実施 
  

（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/www/html/overview/yoran2006/yoran1.pdf） 
 
《資料 262：震災文庫 デジタルギャラリー》 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/eqb/） 

 
《資料 263：震災文庫資料受入数》 
 全点数 

（タイトル数） 
平成 19 年度 

新着 
 全点数 

（タイトル数） 
平成 19 年度 

新着 
図書資料 6,294(5,568) 247(207) 地図資料 132(126) 0(0) 
雑誌資料 12,180(3,014) 357(35) 映像資料 248(205) 5(5) 
新聞・広告誌資料 12,810(2,290) 258(42) 音声資料 83(68) 0(0) 
パンフレット資料 5,294(5,247) 112(110) コンピュータ資料 80(79) 2(1) 
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一枚もの資料 5,852(5,852) 145(145) Web 資料 7(1) 0(0) 
写真資料※ 86(84) 0(0) 総計 43,066(22,534) 1,126(545) 
※雑誌等の各号を 1 冊と数えた数が「点」（件），同一タイトルを 1 と数えた数が「タイトル」。 
※写真資料はコレクション単位（概ね撮影者単位）を 1 としているため，点数が少ない。（2 万枚のコレクションもある。） 

（平成 19 年度附属図書館年次報告書から抜粋） 
 
《資料 264：新聞記事文庫》 

 
（附属図書館 HP http://www.lib.kobe-u.ac.jp/sinbun/） 

 
《資料 265：附属図書館展示会参加者数》 

年度 テーマ 来場者数 
平成 16 年度 震災文庫展示会：資料でたどる阪神・淡路大震災の記録と記憶 887 名 
平成 17 年度 近代神戸の足跡：神戸大学附属図書館図書資料から 750 名 
平成 18 年度 東アジアの中の日本：古地図と文献に見る交流の風景 722 名 
平成 19 年度 第１回 近代神戸の源流を訪ねて －開港と居留地－ 

第２回 近代神戸の源流を訪ねて －鈴木商店とマッチ産業の盛衰－ 
374 名 

257 名（5 月 13 日現在）

（各年度の附属図書館年次報告書を基に作成） 
 
 

b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，公開講座を積極的に実施したこと，百年記念館や附属

図書館において諸種のテーマによる常設展と特別展を開催したこと，自治体との連

携協定に基づき様々な事業を展開したこと，多数の学民連携シンポジウムを開催し

たこと，高大連携としてオープン・キャンパスや出前授業を実施したこと等が挙げ

られる。このような状況を踏まえ，計画１－１，１－３～１－６を「良好」，計画

１－２を「おおむね良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のと

おりと判断する。 
 
 

○ 小項目２「産学官連携はもとより，民との協同も重視し，社会の多様な活動との連携，協力

を図る。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「産官民との人事交流を積極的に進め，実務家教員や社会人を講師とする講義

等の拡充を図るなど，研究・教育の両面からの連携を深める。」に係る状況 
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国際文化学部，経済学部・経済学研究科，経営学部・経営学研究科，国際協力研究科など

では，産民官との人事交流に積極的に取組，実践的で特色のある授業等を実施することで，

研究・教育の両面から産民官との連携を深化させた《資料 266》。 
工学部，農学部，医学部を対象とする知的財産に関する講義の開講に当たっては，連携創

造本部が窓口となり，知的財産担当として採用した特命教授が担当した。《資料 266，267》。 
海事科学部では，日本財団から講師の派遣を受け「総合海洋学 ―海をめぐる人・社会・

自然―」を共通教育部開講の総合教養科目Ⅶとして実施した《資料 266，268》。 
工学部では，経済産業省から出向で教授を戦略企画担当として迎え，「特別講義Ⅱ 研究

開発マネジメント」を行うとともに，大学主催の講演会を実施した《資料 269》。 

国際協力研究科では，平成 16 年に外務省との人事交流を開始し，同省から人材を受け入

れる一方で，研究科教員が公使として在外公館に赴任し，我が国を代表して外交活動に携わ

った。赴任国の経済社会の動向や法的整備の状況，我が国との協力関係に関する著作物を刊

行する等，研究科における教育研究活動に活かされた《資料 270》。外務省から赴任した職

員は，研究科が力を入れている海外実習先の開拓に大きな力を発揮した。国際機関が多数集

積し，全世界が参加する国際会議が頻繁に開催されているジュネーブに学生を派遣し，外交

交渉の現場を体験させる実習を企画立案し実施した。 
また，平成 17 年度から，インターネットで国際協力研究科と世界銀行のワシントン本部

を結び，遠隔講義を実施している。「人類が直面している世界規模の開発チャレンジ」 をテ

ーマに 15 回の講義を行い，そのうち 13 回が世界銀行の各分野の上級専門家によって行われ

た《資料 271》。本学の学生としては，国際問題の理解と解決法について第一線の専門家の

講義を直接聞くことができ，世界銀行としては諸国の拠出金で賄われている活動の内容を加

盟国に説明する責任を果たすことができるという意味で互いに得ることが多い協力体制を

組むことができた。連続講義にかかる費用を，世界銀行が負担した上で同講義の開講を続け

ていることから，そのことが窺える。 
 
《資料 266：人事交流例》 

部局名 取組 
国際文化学部 ○ 民間企業から講師を迎えて授業を実施した。 
経済学部・経済学研究科 ○ 官庁・企業・各種団体から講師を迎え特別講義を実施した。 

○ 日本経済研究センターの講師派遣によるスキルアップ・コース科目「日本経済入門－

経済データの読み方」を開講した。 
経営学部・経営学研究科 ○ 平成 19 年 5 月 1 日現在、産業界から６名の教員を迎え、その能力を活かし，学部専

門教育においては，高度な専門性を反映した専門科目を開講し，また，海外勤務経験を

活かした外国書購読，留学生向け英語授業を実施した。 
○ 企業・各種団体・官庁から講師を迎えて講義（「トップマネジメント講座」）を実施し

た。 

工学部 ○ 経済産業省から出向で教授を迎え，講義を実施した。 
海事科学部 ○ 日本財団から講師の派遣を受け，寄附講義を実施した。 
国際協力研究科 ○ 外務省国際協力部による授業を実施した。 
連携創造本部 ○ 特命職員制度を活用して，知的財産関係についての有識者を採用し，工学部，農学部，

医学部において，知的財産関係授業を担当した。 
○ 知的財産，技術移転，リエゾン，契約，法務，会計，利益相反などで実務経験に長け

た者を，企業等に席を残したまま非常勤の客員教授として迎えた。 
○ 地域産業活性化のための業務連携に関する基本協定を締結している「みなと銀行」か

ら出向している従業員に「産学連携アドバイザ－」の名称を付与し，ネットワ－クを活

用することでシ－ズの情報発信及び技術相談等を行い，県下の中小企業への研究成果の

活用に積極的に取り組んだ。 
○ 人事交流として文部科学省から連携創造本部教授として迎え，文部科学省，兵庫県，

神戸市等の官公庁を中心に産学官民連携を推進した。 
（各年度の実績報告を基に作成） 
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《資料 267：知的財産関係についての有識者による講義例》 

 
（平成 19 年度工学部シラバスから抜粋） 

 
《資料 268：日本財団からの講師による授業科目の開講》 

平成 18 年度後期 総合教養 日本財団寄附講座「総合海洋学」「U217」 
＊＊＊ 日本財団 総合海洋学 ―海をめぐる人・社会・自然― ＊＊＊ 
コーディネイター 海事科学部 石田廣史 
曜日・時限：月曜日・５時限  対象学部：全学部  教室：未定 
 
◎講義概要 
 海・船を取り巻く諸問題を理解，認識し，海洋を「知る」・「守る」・「利用する」の３つの視点から，調和と持続可能

な海洋利用のための必要な人材の育成および知識の習得のため，上記の３つの分野に関連した各方面の内容についての

講義を計画する。そして，受講学生に３つの視点から見た海洋に関連する知識を把握させ，そして理解する能力を養う

ために総合海洋学を開講する。また，講義途中で，土・日曜日を利用した関連施設の学外見学会を２回計画する。 
（平成 18 年度シラバスから抜粋） 

 
《資料 269：経済産業省から出向者による講演》 

 
（講演概要パンフから抜粋） 
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《資料 270：人事交流による教育研究成果１》 

 
（大学 HP  http://www.kobe-u.ac.jp/research/news/H18/gsics/bk2006_02_a.htm） 

 
《資料 271：世界銀行による遠隔講義》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_04_11_02.htm） 
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計画２－２ 「寄附講座を活用し，プライオリティの高い研究について，機動的な研究推進

体制を整える。」に係る状況 
 

医学系研究科では，平成 16 年４月に「臨床薬効評価学講座」を，10 月には「立証検査医

学講座」を設置した。さらに，平成 18 年１月に新たに兵庫県が研究費用を支出する「へき

地医療学講座」を開設した。また，平成 20 年４月には内科系講座に「こども発育学部門」

を設置することを決定した。 
医学部保健学科では，法人化以前から「膠原病学講座」を設置していたが，設置期間終了

後，別の企業からの寄附により，同名の寄附講座を設置した。 
また，バイオシグナル研究センターでは，平成 18 年４月に寄附研究部門「細胞核情報伝

達研究分野」を設置した《資料 272》。 
なお，法学部・法学研究科では，平成 18 年度から，寄附講座ではないものの，朝日新聞

社，読売新聞社，神戸新聞社の奨学寄附金による「ジャーナリズム・プログラム」を開設し

ており，複数種類の実践的ジャーナリズム科目を通年で提供している。このプログラムで醸

成される表現力や問題意識は，政治学・法学等の専門知識とあいまって，ジャーナリストの

みならず，これからの「公共」社会に必要とされる人材の育成に貢献するものである。 
 
《資料 272：寄附講座設置状況 平成 20 年３月 31 日現在》 

設置部局名 寄附講座名／寄附講座部門名 期 間 
医学部保健学科 膠原病学講座 平成 14 年４月１日～平成 19 年３月 21 日 
医学系研究科 臨床薬効評価学講座 平成 16 年４月１日～平成 21 年３月 21 日 
医学系研究科 立証検査医学講座（シスメックス） 平成 16 年 10 月１日～平成 21 年９月 30 日 
医学系研究科 へき地医療学講座 平成 18 年１月１日～平成 22 年３月 31 日 
ﾊﾞｲｵｼｸﾞﾅﾙ研究センター 細胞核情報伝達研究分野 平成 18 年４月１日～平成 21 年３月 31 日 
医学部保健学科 膠原病学（富山化学工業）寄附講座 平成 19 年４月１日～平成 24 年３月 30 日 

（寄附講座設置に関する資料を基に作成） 
 
 

計画２－３ 「産学官民連携に関する研究情報の社会への提供体制を整備する。」に係る状況 
 

本学ホームページのトップページに産学官民・地域・大学連携のページへのリンクを設け，

教員の研究テーマ・技術シーズをはじめ産学官民連携に関する情報を提供した《資料 273》。 
連携創造本部では，シーズ発信として，一日神戸大学を年６回程度，JST Innovation 

Bridge 神戸大学研究シーズ発表会を毎年開催《資料 274》するとともに，大型フォーラムと

して，平成 17 年度には「産学官民連携フォーラム」《資料 275》，平成 18 年度には「東京フ

ェア」《前掲資料 206》，平成 19 年度には「医工農連携オープンフォーラム」《前掲資料 214》
を開催し，部局を超えて研究情報の提供を行った。 
なお，これらのシーズ発信を有効に行うため，「技術シーズ集」（４分野 10 カテゴリー）

を作成しており，機会を通じて周知し共同研究の増加に努めた《資料 276》。 
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《資料 273：産学官民・地域・大学連携に関する情報提供》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/cooperation/index.htm） 
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《資料 274：連携創造本部による情報提供》 

 
（連携創造本部 HP http://www.innov.kobe-u.ac.jp/） 
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《資料 275：産学官民連携フォーラム》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2005_12_06_01.htm） 

 
《資料 276：共同研究件数推移》 
 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

件数 167 217 244 265 
（実績を基に作成） 

 
 

計画２－４ 「近隣の公私立大学等が集合する会議等において，教育研究交流を推進すると

ともに，大学関係に関する様々な課題について意見交換を行い，問題解決にあ

たっての連携を図る。」に係る状況 
 

「県下大学長会議」及び兵庫県下の 34 の国公私立大学が加盟している「大学コンソーシ

アムひょうご神戸」に理事長校及び社会連携委員会の委員長校として参加し，中心的役割を

果たした。 
同コンソーシアムでは，各種委員会において大学関係の諸課題について意見交換を行い，

その解決に向け連携を図った《資料 277》。平成 19 年度の特徴的な取組として，平成 20 年

５月に神戸において開催される G８環境大臣会合に合わせて「持続可能な社会のための環境

学生会議 第１回」を開催することを提案し，県内大学と連携の上，本学において実施する

こととした《資料 278》。 
また，「ひょうご大学連携事業推進機構」に参加し，「ひょうご講座」に，大学主催による

出前の公開講座を学外科目として提供した。さらに，大学内で開催されている講義及び公開
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講座を学内科目として提供した《資料 279》。 
この他，部局レベルでも，附属図書館において兵庫県大学図書館協議会の監事館を務め，

総会・研究会活動を運営したほか，国際協力研究科において，「兵庫国際サマースクール（ア

ジア若者塾）」を兵庫県下の公私立大学と協力して運営にあたるなど，教育研究交流の推進

を図った。 
 
《資料 277：大学コンソーシアムひょうご神戸 平成 19 年度実施事業概要》 

委員会名 事業内容 
国際交流委員会 ① 海外インターンシップ事業 クイーンズ大学に 12 名を派遣 
社会連携委員会 ① サイエンスカフェひょうごの開催 ５回 189 名が参加 

② 「港島４大学連携による消防団活動を軸とした安全・安心活動の実践」の開催 
③ 「水害で水損した歴史資料の保全・修復ができるボランティアの養成事業」の実施 
④ 「持続可能な社会のための環境学生会議」のプラン作成 

地域交流委員会 ① 子育て支援に関するシンポジウムの開催 
② 大学と自治体の連携をどう進めるかについて市長とのシンポジウムの開催 
③ キッズオープンキャンパスの開催（９大学） 

学生交流委員会 ① 学生音楽祭の開催（６大学） 
② 学生プロジェクトプラン・コンペ発表会の開催 

研修交流委員会 ① 第２回 FD・SD セミナーの開催 
② 科学研究費補助金についての説明会の開催 

（大学コンソーシアムひょうご神戸平成 19 年度各事業委員会事業報告から抜粋） 
 
《資料 278：持続可能な社会のための環境学生会議 第１回》 

 
（大学コンソーシアムひょうご神戸 HP http://www.consortium-hyogo.jp/） 
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《資料 279：「ひょうご大学連携事業推進事業」学内科目，学外科目》 
年度 学外科目（テーマ） 学内科目 

平成 16 年度 地球のなりたちと環境 ・公開講座６講座を学内科目として提供 
・６学部で科目等履修生として受入実施 

平成 17 年度 「情報」の視点からの環境科学へ

のアプローチ 
・公開講座７講座を学内科目として提供 
・５学部で科目等履修生として受入実施 

平成 18 年度 環境科学の金字塔と今後の展開 ・公開講座７講座を学内科目として提供 
・５学部で科目等履修生として受入実施 

平成 19 年度 欧州連合の現在と未来－ヨーロッ

パ統合の深化からわれわれは何を

学ぶことができるか 

・公開講座７講座を学内科目として提供 
・４学部で科目等履修生として受入実施 

（実施実績を基に作成） 
 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，複数の部局で実務家教員や高度な専門性を有した社会

人を講師とする講義を拡充したこと，寄附講座を活用した連携を促進したこと，大

学コンソーシアムひょうご神戸の理事長校として県下の大学と連携を図ったこと

等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画２－２を「おおむね良好」，計画

２－１，３，４を「良好」と判断することから，当該小項目の達成状況を上記のと

おりと判断する。 
 
 

②中項目１の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
   （判断理由） 小項目１，２を「達成状況が非常に優れている」と判断することから，当該中項

目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 一般市民が飲み物を片手に気軽に科学などの話題について語り合う新しい

コミュニケーションの場として，平成 17 年度から「サイエンスカフェ神戸」

を開始した。平成 19 年度末までに 41 回開催しており，毎回満席になる盛況

振りとなっている。平成 19 年度には，神戸市から同取組が優れた社会連携活

動であると認められ，同市からの助成金により「サイエンスカフェひょうご」

として兵庫県下においても拡大して実施した。（計画１－１） 
２． 本学が保有する特色ある資源の活用として，海事科学研究科が保有する練

習船深江丸を利用して緊急時の透析患者海上輸送システムの検証を行い，当

該輸送システムを全国に広める結果に繋がった。（計画１－２） 
３． 同じく本学保有の資源活用例として，農学研究科では，兵庫県農林水産技

術総合センターと共同研究した「スーパー酒米プロジェクト」の成果である

酒米「杜氏の夢」を，同研究科附属食資源教育研究センターにおいて栽培し，

地元酒造に製造を依頼した純米大吟醸酒「神戸の香」を発売している。（計

画１－２） 
４． 「地域歴史遺産の活用を図る地域リーダー養成」事業が文部科学省の現代

GP プログラムに採択されたことを契機に，小野市，朝来市，兵庫県と連携

協定を締結し，地域貢献事業を活発に展開した。当該取組は，大学教育と地

域連携が結びついた試みとして地域関係者が参加する「歴史文化をめぐる地

域連携協議会」でも高く評価された。（計画１－３） 
５． 自治体等との特色ある連携として，小野市との連携協定に基づいて，第一

次世界大戦当時ドイツ兵，オーストリア＝ハンガリー兵を収容していた青野

原俘虜収容所の実態究明活動があり，地元での展示会開催及び収容所演奏会

の再現，本学での展示会開催及び収容所演奏会の再現という成果に結実した。

なお，これらの取組は更に発展して，平成 20 年９月に，捕虜の祖国の一つ
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であるオーストリアのウィーンにて，「青野原俘虜収容所里帰り展覧会・再

現演奏会」を開催することとなった。（計画１－３） 
６． 人文学研究科では，国土交通省と連携して，神戸市北区山田町藍那地区に

おいて，里山の整備に関する調査研究を実施した。（計画１－３） 
７． 文学部では，豊かな地域像の形成を生徒に促す技能を持った高校教員の養

成が緊急の課題となっていることを踏まえ，兵庫県教育委員会が進める人文

系教育改革事業のモデル校等と連携しながら，地域文化を担う高い学識と実

践力を持った地歴科高校教員を養成するプログラムを開発するとともに，本

学学生がモデル校において授業を実施し，兵庫県，モデル校，本学の三者に

有益な事業を展開した。（計画１－５） 
８． 理学研究科では，「オープンラボ」方式の体験学習会を開催してきた。こ

れは，先ず高校教員に対して講習会を開催し，実験設備の使用法に習熟して

もらった後，技術を習得した高校教員に自校の生徒を引率して来学してもら

い，生徒に対する実習を実施してもらうというものである。この企画では，

高校教員は最新の知識を獲得して，魅力ある授業が展開可能となるとともに，

生徒は最新の実験設備を利用して理学への興味が増すことを目的としてい

る。（計画１－５） 
９． 図書館資料展示会を毎年開催し，一般市民を含め多数の参加を得ている。

また，附属図書館利用規程及び利用細則を改正し，平成 17 年度から学外者

への館外貸出サービスを実施している。（計画１－６） 
10． 国際協力研究科では，平成 16 年に外務省との人事交流を開始し，在外公

館に赴任した本学教員は，赴任国の経済社会の動向や法的整備の状況，我が

国との協力関係に関する著作物を刊行するという成果を挙げ，本学に赴任し

た外務省職員は，国際機関が多数集積し，全世界が参加する国際会議が頻繁

に開催されているジュネーブに学生を派遣し，外交交渉の現場を体験させる

実習を企画立案し実施した。（計画２－１） 
11．平成 17 年度から，インターネットで国際協力研究科と世界銀行のワシント

ン本部を結びんだ，遠隔講義「人類が直面している世界規模の開発チャレン

ジ」を実施している。本学の学生としては，国際問題の理解と解決法につい

て第一線の専門家の講義を直接聞くことができ，世界銀行としては諸国の拠

出金で賄われている活動の内容を加盟国に説明する責任を果たすことがで

きるという意味で互いに得ることが多い協力体制を組むことができた。連続

講義にかかる費用を，世界銀行が負担した上で同講義の開講を続けているこ

とから，そのことが窺える。（計画２－１） 
12． 本学の研究に関するニュースレターの発行，「研究シーズ集」の発行と「一

日神戸大学」の開催に加え，「産学官民連携フォーラム」や「東京フェア」，

「医工農連携オープンフォーラム」等の大型フォーラムを開催し，情報提供

に努めた。（計画２－３） 
13． 「県下大学長会議」及び兵庫県下の 34 の国公私立大学が加盟している「大

学コンソーシアムひょうご神戸」に理事長校及び社会連携委員会の委員長校

として参加し，中心的役割を果たすとともに，平成 20 年度に神戸で開催さ

れる環境大臣会議に合わせて「持続可能な社会のための環境学生会議第１

回」を本学において実施することを提案するなど，近隣大学等との連携に努

めた。（計画２－４） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． 阪神・淡路大震災を契機として「震災文庫」を開設し，図書・雑誌等公

刊されているものから文集・レジュメ・チラシ類に至るまで多種多様な資

料収集に努めた。また，平成 16 年度の社会科学系図書館の増築に伴い震

災文庫閲覧室を整備するとともに震災文庫の電子化を推進している。さら

に，震災関係のシンポジウムや講演会等に職員を派遣し，震災文庫の取組

について発表活動を行っている。この他，「阪神・淡路大震災 10 周年事業」

として，各種シンポジウムの開催や慰霊事業の実施及び国連防災世界会議

総合防災展への出展等を通じて，NGO，NPO と神戸大学との連携を拡大



神戸大学 社会連携 

- 224 - 

させた。（計画１－４） 
 
 

（２）中項目２「国際交流等に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「外国人研究者と留学生の受け入れを更に推進し，そのための受け入れ体制の整備

を推進する。同時に研究者及び学生の海外派遣も推進する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「国際交流事業促進基金（平成１５年度設置）による，学術交流協定機関（現

在，１３８校）への学生の留学を支援する。」に係る状況 
 

国際交流事業促進基金に基づく学生の海外協定締結校への留学派遣に係る渡航費・滞在費

の一部を補助する制度を活用した支援を継続して行っており，平成 16 年度からは，応募機

会を年 2 回に拡充し，より多くの学生が応募するようになった。《前掲資料 30》 
 
 

計画１－２ 「学術交流協定機関を核にして，シアトル，北京に海外拠点（ワールド・サテ

ライト・ネットワーク）を設置するなど，学生及び教職員の交流，産学連携等

を推進する。」に係る状況 
 

国際連携強化のため，学術交流協定機関を核にして，「ボスワース記念・神戸大学安全と

共生の都市空間デザインセンター」をシアトル（アメリカ）に，「国際経営教育研究中心・

中国コラボレーションセンター」を北京（中国）に設置した《前掲資料 184》。 
また，全学的海外拠点として，平成 20 年 1 月に神戸大学中国事務所を北京（中国）に設

置した《資料 280》。 
国際交流推進本部において，協定校との教員の相互派遣のための協定大学教員交流プログ

ラム派遣及び受入制度を確立し，派遣・受入された教員がそれぞれの大学の学生教育を担当

した《資料 281》。 
事務職員を海外の大学に派遣し，実務能力の向上を図るとともに，相互派遣の可能性につ

いての調査を行った《資料 282》。 
学生交流としては，海外留学の他に，毎年秋に神戸大学 Week《前掲資料 182》を開催し，

各地域より学長級を含む研究者及び学生を招いて，討論会や地域ごとの海外留学フェアを併

せて実施した《資料 283》。また，韓国の協定校が所有する練習船が神戸大学 Week に合わ

せて寄港した際には市民交流を実施した。 
この他，関西における EU に関する高度な学術研究・教育・広報活動の推進等を目的に，

EU から資金援助を得るコンソーシアム（関西学院大学，大阪大学）として，EUIJ 関西を

設立し，知の融合に取り組んだ《資料 284》。平成 18 年には欧州委員長，平成 19 年にはイ

タリア家族保健省大臣が本学を訪れて講演会を開催した。 
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《資料 280：神戸大学北京事務所の開設》 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2008_01_31_01.htm） 

 
《資料 281：協定大学教員交流プログラム派遣及び受入》 

年度 派遣 受入 合計 
平成 18 年度 1 5 6 
平成 19 年度 1 3 4 

 
 
《資料 282：事務職員の海外派遣実績》 

年度 人数 
平成 17 年度 1 
平成 18 年度 3 
平成 19 年度 1 
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《資料 283：北米 Week 概要》 

 
（北米 Week 周知ポスター） 
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《資料 284：EUIJ 関西》 

 
（EUIJ 関西 HP http://euij-kansai.jp/） 

 
 

計画１－３ 「単位互換を前提とした学術交流協定の拡充を図る。」に係る状況 
 

留学生の受入・派遣に関わる基本方針の策定，海外の大学との協定に基づく学生交流に

係る受入・派遣手続き及び交換学生の資格・条件を明確にし，これまで 30 ヶ国 102 大学

と学生交流協定を締結《資料 285》し，単位互換を前提として学生の相互交流を行って来

た。平成 19 年度の学生交流（授業料不徴収）は，受入が 42 大学 68 名，派遣が 32 大学

63 名であった《資料 286》。 
留学生センターでは，常時１名担当教官を配置し留学相談を行うとともに，年４回海外

留学フェアを開催して学生に情報提供を行った。 
 
《資料 285：学生交流協定締結状況 平成 19 年度末現在》 

地域 国数 協定締結大学数 
アジア 11 ヶ国 41 大学 
北アメリカ 2 ヶ国 15 大学 
南アメリカ 1 ヶ国 4 大学 
ヨーロッパ 13 ヶ国 33 大学 
オセアニア 1 ヶ国 6 大学 
中東 1 ヶ国 1 大学 
アフリカ 1 ヶ国 2 大学 

（学生交流協定締結実績を基に作成） 
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《資料 286：学生交流協定に基づく学生受入・派遣の推移》 
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（学生受入・派遣実績を基に作成） 

 
 

計画１－４ 「留学生センター及び国際コミュニケーションセンターを中核として，留学生

や教員の受け入れと派遣に関わる総括的計画を策定し，その実施を図る。」に係

る状況 
 

国際交流推進本部において，①留学生の受入に関しては，各国の卓越した大学との連携

を強化し，量から質への転換を図ること，②日本人学生の派遣に関しては，外国語教育の

充実を図ること，海外研修・海外実習・海外インターンシップを組み入れたカリキュラム

を整備すること，交換留学を促進すること，③教員を含めた交流に関しては，アメリカ，

ヨーロッパ，アジアそれぞれの特性に応じた研究教育連携を推進することなどを内容とす

る総合的計画を策定した。 
留学生の受入に関しては，178 大学まで増加していた交流協定について，有効に機能し

ているものを中心に見直し，新たな協定も含めて 102 大学まで厳選することで，量から質

への転換を図った《前掲資料 285》。また，学術交流協定校との相互交流を推進させるため，

平成 15 年度から「夏期日本語日本文化研修プログラム」を実施しており，平成 19 年度は韓

国，中国，アメリカ，オーストラリア，イギリス等の 23 大学から 40 人の留学生の参加を得

た《資料 287》。 
受け入れた留学生に対しては，日本への適応支援，勉学の支援はもちろん，「グローバル

キャリアセミナー」と題した就職支援活動も実施し，入学から卒業に至るまで，一貫して手

厚い支援を展開した《前掲資料 68，69，137》。同セミナーは，卒業留学生が一堂に会する

留学生ホームカミングデイの一環として平成 19 年度に開催したもので，卒業留学生による

講演の他，17 社の企業が個別相談会を行った。現役留学生に対する卒業留学生からのアド

バイス等も行われ，このセミナーを契機に５名の留学生が内定を得た《資料 288》。平成 20
年度には，規模を拡大して実施する予定である。 

日本人学生の派遣に関しては，海外の協定大学が実施する同様のサマープログラムに本

学学生を派遣した《資料 289》。また，各部局で，海外実習や海外インターンシップを教育

課程に取り入れる一方で，海外語学研修として，ワシントン大学，メルボルン大学，北京

外国語大学，グラーツ大学，フランシュ・コンテ大学において英語，中国語，ドイツ語，

フランス語研修を実施した《前掲資料 25》。 
教職員の交流に関する状況については，《前掲資料 281，282》に示すとおりである。 
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《資料 287：夏期日本語日本文化研修プログラム》 

 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_08_28_02.htm） 
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《資料 288：「グローバルキャリアセミナー」の開催》 

 

 
（大学 HP http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_10_10_01.htm） 

 
《資料 289：海外大学のサマープログラムへの参加状況》 

年度 韓国 中国 合計 
平成 16 年度 木浦大学校（3），漢陽大学校（3），成均館

大学校（2） 
－ 8 

平成 17 年度 木浦大学校（3），漢陽大学校（3），成均館

大学校（4） 
山東大学（1） 11 

平成 18 年度 木浦大学校（3），漢陽大学校（3），成均館

大学校（4），釜山大学校（3） 
山東大学（1），復旦大学（4） 18 

平成 19 年度 木浦大学校（3），漢陽大学校（3），成均館

大学校（3），釜山大学校（3） 
山東大学（2），華東師範大学（2） 16 

合計 43 10 53 
（学生派遣実績を基に作成） 
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b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，学術交流協定を拡充し，派遣，受入とも増加したこと，

国際交流事業促進基金に基づく留学派遣支援を実施したこと，夏期日本語日本文化

研修プログラムを実施し留学生を短期で受け入れたこと，教員や事務職員の海外派

遣にも取り組んだこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画１－１を「お

おむね良好」，計画１－２～１－４を「良好」と判断することから，当該小項目の

達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

○ 小項目２「海外の大学，研究機関との連携を強め，国際共同研究を推進する。」の分析 

 

   a)関連する中期計画の分析 

計画２－１ 「独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）との協力によるアジア・太平洋地域

の国々を対象とした教員等研修プログラムの充実を図る。」に係る状況 

 
独立行政法人国際協力機構（JICA）が実施する「アグロバイオテクノロジー」，「植物保

護のための総合防除」，「大都市地震災害軽減のための総合戦略」をはじめとする集団研修コ

ースの研修員受入を行った《資料 290》。 
また，同機構の事業として，「ラオス国国立大学経済経営学部支援プロジェクト」，「イエ

メン国タイズ州女子教育向上計画プロジェクト」及び「ソロモン国マラリア対策強化プロジ

ェクト」を受託し，専門家派遣及び研修員受入等を通じた支援を行った《資料 291》。 
この他，国際協力銀行（JBIC）事業として，「中国人材育成事業」を受託し，経営学研究

科教員だけでなく事務局職員も一体となって研修プログラムを作成し，大学運営に関する講

義を実施した《資料 292》。 
 
《資料 290：集団研修コースの研修員受入実績》 

研修名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 
アグロバイオテクノロジー 9 7 9 8 
植物保護のための総合防除 10 9 10 12 
大都市地震災害軽減のための総合戦略 8 10 10 12 
環境負荷物質の分析技術及びリスク評価 － 8 7 6 

（実績を基に作成） 
 
《資料 291：アジア・太平洋地域の国々を対象とした教員等研修プログラムの充実例：ラオス》 
（１）専門家派遣 

当研究科からは 3 名の長期専門家が派遣されて，経済経営学部全般の指導に当たりました。また，短期専門家は延

べ 63 名が派遣されていますが，そのうち 33 名は神戸大学関係者，さらに 28 名は当研究科の教員（協力講座を含む）

です。短期専門家は，教科書作成・改訂，講義，教員の指導，学部運営の改善などを精力的に実施しました。また，

これら以外にも必要に応じて教職員や学生を現地に派遣して専門家の支援に当たらせました。 
 

（２）講師受入れ 
プロジェクト期間とフォローアップ期間を通じて経済経営学部から延べ 23 名の講師が日本の大学で長期研修を受

けましたが，そのうち 13 名が神戸大学，うち 9 名が当研究科に受け入れられ，博士号や修士号を取得しました（取

得中の者 2 名を含む）。また，この期間に日本で短期研修を受けた講師は延べ 17 名いますが，そのうち 10 名は神戸

大学で研修を受けています。その成果は，学位の取得，教科書の作成，学部運営の改善など多岐に及んでいます。 
 
（３）遠隔講義 

現地での講義に加えて，JICA ネットという双方向の視聴覚通信手段を利用した遠隔教育が 5 科目ほど実施されま

したが，そのうち 3 科目は神戸大学の教授が実施したもので，現地の新聞にも取り上げられ大きな反響を呼びました。

 
（４）学位取得 

プロジェクトが開始された頃，博士号は言うに及ばず，修士号の取得者も 11 名しかいない状況でしたが，専門家の

精力的な指導と支援の結果，多くの講師が留学して修士号ないし博士号の学位を取得するようになりました。その数

は年々増え続け，2006 年には 45 人に増え，2007 年 9 月には 57 名に達すると予想されています。学位取得者の比率

も着実に上昇し，2006 年には 86.5％に達しています。2007 年にかけてその比率は 83.3％へと若干低下していますが，

これは学部の急拡大に対応して講師の数が増加したためです。 
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（５）教科書・学内紀要など 
ラオスでは書籍が絶対的に不足しているため，プロジェクトではできるだけ多くの教科書を購入可能な価格で提供

することが重視されました。プロジェクト期間とフォローアップ期間を通じて 21 科目の教科書が出版され，2007 年

2 月までに 10 科目について原稿が完成しました。さらに 14 科目の教科書が発行される予定ですが，これが実現され

ると 45 冊の教科書が完成します。そのうち神戸大学の教員が支援したものは 20 冊になります。また，支援期間中に

4 冊の学内紀要が発行され，近日中に 5 冊目が発行される予定です。 
 
（６）学生数 

ラオス国立大学は 5 年制です。昼間コースについては 2003 年までは３～５年生を担当してきましたが，2004 年か

ら 2 年生も担当するようになったため，学生数は急増しています。昼間コースの学生数が比較的落ち着いているのに

対して学生総数の増勢が収まらないのは，2000 年から始まった夜間コースの学生が急増しているためです。公務員の

編入学も受け入れているため，現在の学生総数は 4000 人に膨れ上がっています。元々プロジェクトが想定した学生

数は各学年 150 人，総計 450 人でしたから，この学生急増は「想定外」というほかありません。その主な原因は，ラ

オスでは一般に高等教育に対する需要が高いこともありますが，ラオス国立大学で経済経営学部が最も人気のある学

部となっていることです。卒業生の数も年々増えており，プロジェクトの成果が着実に現れていると言えます。 
（プロジェクト成果報告書から抜粋） 

 
《資料 292：国際協力銀行からの受託事業 「中国人材育成事業」》 

 
（大学 HP  http://www.kobe-u.ac.jp/info/topics/t2007_08_02_02.htm） 

 
 

計画２－２ 「既設のＹＬＰ（Young Leaders’ Program）の充実を始め，外国の行政機関や

教育研究機関等における教員等の人材養成機能を充実する。」に係る状況 
 

外国の行政機関や教育研究機関等の職員，教員等の人材養成として，YLP に受け入れる

学生を充実（法人化以降は法人化以前の約２倍）させるとともに，教員研修プログラムと

して法人化以降，多数の国から学生を受け入れ，人材養成機能を充実させた《資料 293》。
また，平成 16 年末に発生したインドネシア・スマトラ沖地震により被災したシアクアラ

大学の人材育成プログラム支援として，同大学所属講師３名を平成 17 年 10 月から留学生

として受け入れた。 
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《資料 293：YLP，教員研修プログラム受入実績》 
○ YLP 

国名 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 計 
タイ 1 1 2 1 1 6 
インドネシア 1 1    2 
マレーシア  1   1 2 
中国  2 1 2 1 6 
パキスタン  2  2 1 5 
ベトナム   1   1 
フイリピン    1 2 3 
インド 1   1  2 
ラオス   1 1 1 3 
カンボジア   1 1 1 3 
ウズベキスタン 1 1 1 2 1 6 
カザフスタン  1   1 2 
ハンガリー 1     1 
ポーランド  1    1 

合計 5 10 7 11 10 43 
 
○ 教員研修プログラム 

国名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 計 
タイ 1    1 
インドネシア   1  1 
韓国 2 1  2 5 
フイリピン 4 3 4 1 12 
ラオス  1  1 2 
オーストラリア  1 1  2 
アフガニスタン  1   1 
ウズベキスタン  1  1 2 
アメリカ合衆国  1   1 
メキシコ 1 1   2 
ペルー    1 1 
イエメン 1    1 
オーマン    1 1 

合計 9 10 6 7 32 
  

（学生受入実績を基に作成） 
 
 

計画２－３ 「中期計画に記載されていない措置等」に係る状況 
 

21 世紀 COE プログラムに採択された７拠点の内５拠点において，国際共同研究を進め

た《前掲資料 184》。グローバル COE プログラムにおいても，ワシントン大学（アメリカ）

や国立成功大学（台湾）と共同研究を実施している「統合的膜生物学の国際教育研究拠点」

が採択されており，引き続き国際共同研究を推進している《前掲資料 185》。 
この他，医学系研究科で，文部科学省の「新興・再興感染症海外拠点形成プログラム」

に「インドネシアにおける新興・再興感染症の国際共同研究拠点形成」プロジェクトが採

択されるなど《前掲資料 186》，各部局が国際共同研究を推進した。 
 
 

b)「小項目２」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が良好である。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，21 世紀 COE プログラムをはじめ，多数の海外大学等

との共同研究を実施したこと，JICA の受託事業として，ラオス，イエメン，ソロ

モンにおいて支援を実施したこと等が挙げられる。このような状況を踏まえ，計画

２－１を「良好」，計画２－２を「おおむね良好」と判断することから，当該小項

目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
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②中項目２の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
   （判断理由） 小項目１を「達成状況が非常に優れている」，小項目２を「達成状況が良好であ

る」と判断することから，当該中項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 関西における EU に関する高度な学術研究・教育・広報活動の推進等を目

的に，EU から資金援助を得るコンソーシアム（関西学院大学，大阪大学）

として，EUIJ 関西を設立し，知の融合に取り組んだほか，平成 18 年には

欧州委員長，平成 19 年にはイタリア家族保健省大臣が本学を訪れて講演会

を開催した。（計画１－２） 
２． 30 ヶ国 102 大学と学生交流協定を締結し，単位互換を前提とした学生の

相互交流を年々増加させてきた。また，受入が上回り勝ちなことに鑑み，留

学生センターで，常時１名担当教官を配置し留学相談を行うとともに，年４

回海外留学フェアを開催して学生に情報提供を行った。（計画１－３） 
３． 卒業留学生が一堂に会する留学生ホームカミングデイの一環として「グロ

ーバルキャリアセミナー」を開催し，卒業留学生による講演の他，17 社の

企業が個別相談会を行った。現役留学生に対する卒業留学生からのアドバイ

ス等も行われ，このセミナーを契機に５名の留学生が内定を得た。（計画１

－４） 
４． JICA が実施する集団研修コースの研修員を積極的に受け入れるとともに，

同機構の事業として「ラオス国国立大学経済経営学部支援プロジェクト」，

「イエメン国タイズ州女子教育向上計画プロジェクト」及び「ソロモン国マ

ラリア対策強化プロジェクト」を受託し，専門家派遣及び研修員受入等を通

じた支援を行った。（計画２－１） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． 国際協力銀行（JBIC）事業として，「中国人材育成事業」を受託し，経

営学研究科教員だけでなく，事務局職員も一体となって研修プログラムを

作成し，大学運営に関する講義を実施した。（計画２－１） 
 
 

（３）中項目３「附置研究所に関する目標」の達成状況分析 
 
  ①小項目の分析 

○ 小項目１「経済経営研究所は神戸大学における唯一の附置研究所であり，社会科学分野にお

けるわが国の研究拠点の一つとして，経済学と経営学の学際領域におけるフロンティア研究

とそれらの基礎的研究に基づく独創的な応用研究の実施を目標とする。」の分析 
 
   a)関連する中期計画の分析 

計画１－１ 「「２１世紀 COE プログラム」の採択拠点として，国際共同研究を推進し，わ

が国で卓越した研究拠点としての役割を果たすとともに国際的な学術ネットワ

ークの構築を図り，その核となる「グローバル経済研究室」（仮称）の設置を検

討する。」に係る状況 
 

「21 世紀 COE プログラム」の採択拠点として，様々な最先端国際共同研究を行った《資

料 294》。EU に関する研究も活発に行い，コーポレート・ガバナンスや国際会計及び金融

政策の運営方式であるインフレ目標政策に関する国際共同プロジェクトを実施した《資料

295》。さらに，計画に基づき「グローバル経済経営サポート室」を設置し，海外より著名

な国際経済学，ミクロ経済学，マクロ経済学，計量経済学，実験経済学者，ファイナンス

の専門家を招へいし，所員との国際共同研究を推進するとともに，内外の著名な経済学者
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による国際会議及び大学院生を対象とした集中セミナー等を開催した《資料 296，297》。 
 

《資料 294：国際共同研究のリスト》 
 平成 16～19 年度 計 57 件 
〈著書〉 

1 Seiichi Katayama, Heinrich W. Ursprung，International Economic Policies in a Globalized World，
Springer. Berlin，August 2004 

2 Hiro Lee，Eric D. Ramstetter， Oleksandr Movshuk，Restructuring of the Steel Industry in Northeast 
Asia（レフェリー付），Palgrave Macmillan，February 2005 

3 Jeffrey E. Hanes，Hidetoshi Yamaji，Image and Identity –Rethinking Japanese Cultural History –，

RIEB, Kobe University, March 2005 

4 趙 炳澤・井川 一宏，『韓・日 FTA と韓国 IT 産業－グローバル化と東アジア経済統合の進展の中で－』，

神戸大学経済経営研究所，2006 年 3 月 

5 
Ralf  Bebenroth, Werner Pascha, and Marcus Schuermann, Expatriate versus Local? Vor- und 
Nachteile von Expatriates in japanischen Tochtergesellschaften deutscher Unternehmen.，Nexxus 
Communications K.K., 30p，July 2007 

6 Henry Y. Wan Jr （Edited by Koji Shimomura) Globalization and Economic Development in East Asia:
Lecture Notes of Professor Henry Y. Wan Jr. RIEB, Kobe University，March 2008 

 
〈論文〉 

1 Kazuhiro Igawa and Bonggil Kim，"East Asian Free Trade Agreement: Strategic Aspects for Japan"，
East Asian Economic Regionalism: Feasibilities and Challenges，pp.21-36，October 2005 

2 
Takehiko Isobe, Shige Makino and Anthony Goerzen ， "Japanese Horizontal Keiretsu and the 
Performance Implications of Membership"，Asia Pacific Journal of Management，Vol.23, No.4, 
p.453-466,，December 2006 

3 
Christine M. Chan, Shige Makino, Takehiko Isobe ，"Interdependent Behavior in Foreign Direct 
Investment: the Multi-level Effects of Prior Entry and Prior Exit on Foreign Market Entry"，Journal 
of International Business Studies，Vol.37, No.5, pp. 642-665，September 2006 

4 
Kegang You, Sseiichi Katayama ， "Intellectual Property Rights Protection and Imitation: An 
Empirical Examination of Japanese F.D.I. in China"，Pacific Economic Review，Vol.10, Issue4, 
pp.591-604.，December 2005 

5 
Satya P. Das and Seiichi Katayama，"Factor Price Equalization （FPE) Implies Product Quality 
Equalization （PQE)"，Proceedings of 2006 International Conference “Globalization and the Regional 
Economic Development”，pp.401-416，June 2006 

6 
Hassan Benchekroun , Seiichi Katayama and Ngo Van Long， "Capital Resource Substitution, 
Overshooting, and Sustainable Development"，Optimal Control and Dynamic Games，pp.41-60，June 
2005 

7 
Seiichi Katayama and Heinrich W. Ursprung，"Commercial Culture, Political Culture and Economic 
Policy Polarization: the Case of Japan"，Journal of Economic Behavior ＆ Organization，vol.54, #3, 
pp.351-375.，July 2004 

8 Takashi Kamihigashi and Santanu Roy，"A Nonsmooth, Nonconvex Model of Optimal Growth"，
Journal of Economic Theory，132 （1), 435-460，January 2007 

9 
Takashi Kamihigashi and Santanu Roy，"Dynamic Optimization with a Nonsmooth, Nonconvex 
Technology: The Case of a Linear Objective Function"，Economic Theory，29 （2）, 325-340，October 
2006 

10 
J. Goto, N. Zubarevich, and K. Kumo，"Trade Policy and WTO Accession: Implications for the Regions 
in Russia"，Trade Policy and WTO Accession for Economic Development in Russia and the CIS: A 
Handbook，pp45-60，March 2006 

11 
Koji Shimomura and Danyang Xie，"Advances on Stackelberg open-loop and feedback strategies"，
International Journal of Economic Theory ， Vol. 4 Special Issue on Nonlinear Macroeconomic 
Dynamics, pp. 115–133，March 2008 

12 
Been-Lon Chen, Kazuo Nishimura and Koji Shimomura，"Time preference and two-country trade"，
International Journal of Economic Theory ， Vol. 4 Special Issue on Nonlinear Macroeconomic 
Dynamics, pp. 29–52，March 2008 
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13 
Kenji Fujiwara, Koji Shimomura, and Kar-yiu Wong，"Choosing between Innovation and Imitation in 
a Model of International Rivalry"，Trade, Globalization and Poverty edited by Elias Dinopoulos, 
Pravin Krishna, Arvind Panagariya, and Kar-yiu Wong，Chapter 6，January 2008 

14 Murray C. Kemp and Koji Shimomura，"Optimal Commodity Taxation with a Representative Agent 
"，Review of Development Economics，Vol. 11 Issue 2, pp. 385–389，May 2007 

15 Ngo Van Long and Koji Shimomura， "Voluntary contribution to a public good: non-neutrality 
results"，Pacific Economic Review，Vol.12 Issue 2, pp. 153-170，May 2007 

16 Kazuo Nishimura, Koji Sshimomura and Ping Wang，"Duality with sector-specific externalties under 
social constant returns"，Japanese Economic Review，Vol. 57 Issue 4, pp. 467–475，December 2006 

17 
Yunfang Hu, Kazuo Nishimura and Koji Shimomura，"Dynamic Three-Factor Models of International 
Trade"，Asia-Pacific Journal of Accounting and Economics，Volume 13, Issue No. 2, pp. 73-85，

December 2006 

18 
Subrata Guha, Dipankar Dasgupta, Koji Shimomura ，"On the Relationship between the Number of 
Firms and the Endogenous Growth Rate for a Model with Public Infrastructure"，Contemporary 
Issues and Ideas in Social Sciences ，Vol. 2, No. 3，December 2006 

19 
Dipankar Dasgupta and Koji Shimomura， "Public infrastructure, employment and sustainable 
growth in a small open economy with and without foreign direct investment " ， Journal of 
International Trade & Economic Development，Volume 15, Number 3, pp. 257-291，September 2006 

20 Yunfang Hu, Murray C. Kemp, Koji Shimomura，"Endogenous Growth: Fragile Foundations? "，
Review of Development Economics，Vol. 10 Issue 1, pp. 113–115，February 2006 

21 Toru Kikuchi, Koji Shimomura and Dao-Zhi Zeng，"On the Emergence of Intra-industry Trade "，
Journal of Economics，Volume 87, Number 1, pp. 15-28 ，January 2006 

22 
Kazuo Nishimura, Koji Shimomura and Ping Wang，"Production externalities and local dynamics in 
discrete-time multi-sector growth models with general production technologies "， International 
Journal of Economic Theory，Vol. 1 Issue 4, pp. 299–312，December 2005 

23 
Yunfang Hu, Murray C. Kemp, and Koji Shimomura，"A Factor Endowment Theory of Endogenous 
Growth and International Trade "，Review of Development Economics，Vol. 9 Issue 4, pp. 467–481，

November 2005 

24 Murray Kemp and Koji Shimomura ，"Trade between countries with radically different preferences"，
Economics Bulletin，Vol.6 No.19, pp.1-9, October 2005 

25 Kazuo Mino, Koji Shimomura and Ping Wang，"Occupational choice and dynamic indeterminacy"，
Review of Economic Dynamics，Volume 8, Issue 1, pp. 138-153，January 2005 

26 Ngo Van Long and Koji Shimomura，"Relative wealth, catching up, and economic growth"，Economic 
Growth and Macroeconomic Dynamics，Chapter 2, 18-45, June 2004 

27 Ngo Van Long and Koji Shimomura，"Relative wealth, status-seeking, and catching-up"，Journal of 
Economic Behavior & Organization，Volume 53, Issue 4, pp. 529-542，April 2004 

28 Roberto Serrano and Ken-Ichi Shimomura ， "A comparison of the average prekernel and the 
prekernel"，Mathematical Social Sciences，Volume 52, Issue 3, pp. 288-301，December 2006 

29 Cheng-Zhong Qin, Lloyd S. Shapley and Ken-Ichi Shimomura，"The Walras Core of an Economy and 
Its Limit Theorem"，Journal of Mathematical Economics，Volume 42, Issue 2, pp.180-197，April 2006

30 Yuqing Xing and Laixun Zhao，"Reverse Imports, Foreign Direct Investment and Exchange Rates"，
Japan and the World Economy，Volume 20, Issue 2, pp 275-289，March 2008 

31 Laixun Zhao, E. Dinopoulos，"Child Labor and Globalization,"，Journal of Labor Economics，Volume 
25, Number 3, pp. 553-579，July 2007 

32 Laixun Zhao，Yuqing Xing，"Global Production and Currency Devaluation"，Review of International 
Economics，Vol.14 No.2， pp.202-211，May 2006 

33 Laixun Zhao，Zhihao Yu，Yoshiko Onuma，"A Theory of Mutual Migration of Polluting Firms"，
Canadian Journal of Economics，Vol.38 No.3，pp.900-918，August 2005 
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34 
青島矢一 , 竹田陽子 , 延岡健太郎 , 李世国， "Diffusion of 3-D CAD and its Impact on Product 
Development Processes: A comparison between Japanese and Chinese Companies"，技術マネジメント研

究（Yokohama Journal of Technology Management Studies），Vol.5， pp.25-41，February 2006 

35 Goehlich, R., Bebenroth, R，"Outsourcing Strategies in Europe, USA and Japan: A Case of Space 
Organizations.，Kokumin Keizai Zasshi. March 2008 

36 Bebenroth, R., Pascha. W., "Germans to the front?: Die Entsendung deutscher Expats nach Japan."，
Personalwirtschaft-Luchterhand Verlag, February 2008 

37 Bebenroth, R., Li.D.，"Performance of inbound Japanese M&A."，In the wave of M&A: Europe and 
Japan. Germany.， p. 122-144.，Iudicium Verlag, , Bebenroth （Ed.) ，September 2007 

38 Kshetri, N., Bebenroth, R., Li. D.，"The Case of TCL in Europe."， In the wave of M&A: Europe and 
Japan.，p. 41-69.，Iudicium Verlag, Germany, Bebenroth （Ed.)，September 2007 

39 
Ralf Bebenroth，Uwe Vollmer，"Bank of Japan versus Eurosystem: A Comparison of Monetary Policy 
Institutions and Conduct in Japan and in the Euro Area"，Intereconomics，Vol.42 No.1， p.43-53，

January 2007 

40 Michael ‘Rube’ Redfield，Ralf Bebenroth，"Are All Sogo Daigaku the Same: Japanese Students’ 
Interest in Europe"，『大阪経大論集』，第 57 巻第 5 号，185-191 頁，January 2007 

41 Ralf Bebenroth，Michael ‘Rube’ Redfield，"Do OUE Students Want Content-Based Instruction? An 
Experimental Study"，『大阪経大論集』，第 55 巻第 4 号，91-96 頁，November 2004 

42 吉原 英樹，欧陽 桃花，「ハイアールの市場主義管理」，『国民経済雑誌』，第 191 巻第 3 号，17-28 頁，

2005 年 3 月 

43 
Hiro Lee，Dominique van der Mensbrugghe，"Deep Integration and Its Impacts on Non-members: EU 
Enlargement and East Asia"，International Economic Integration and Asia，Chapter 6，pp.213-242，

November 2006 

44 利 博友，ドミニク・ヴァンダー・メンズブルグ，「米国の鉄鋼セーフガード措置の応用一般均衡分析」，

『国民経済雑誌』，第 194 巻第 3 号，13-28 頁，2006 年 9 月 

45 
Hiro Lee，David Roland-Holst，Dominique van der Mensbrugghe，"General Equilibrium Assessments 
of Free Trade Agreements in East Asia"，FTAs in East Asia: Trade Link Models，pp.451-475，March 
2005 

46 
Hiro Lee，Eric D. Ramstetter，Oleksandr Movshuk，"Issues Raised by Restructuring of the Steel 
Industry in Northeast Asia"， Restructuring of the Steel Industry in Northeast Asia，Chapter 1，

pp.3-25 February 2005 

47 
Oleksandr Movshuk，Eric D. Ramstetter，Hiro Lee，"Why Did Japan’s Steel Industry Contract So 
Much in the 1990s?"，Restructuring of the Steel Industry in Northeast Asia，Chapter 2，pp.29-57，

February 2005 

48 
Hiro Lee，Dominique van der Mensbrugghe ，"The Impact of the U.S. Safeguard Measures on 
Northeast Asian Producers: General Equilibrium Assessments"，Restructuring of the Steel Industry 
in Northeast Asia，Chapter 7，pp.152-176，February 2005 

49 利 博友，エリック・D・ラムステッター，オレクサンダー・モヴシュク，「北東アジアの鉄鋼業」，『東

アジアへの視点』，第 15 巻 5 号，45-60 頁，2004 年 12 月 

50 
Hiro Lee，David Roland-Holst，Dominique van der Mensbrugghe，"China’s Emergence in East Asia 
under Alternative Trading Arrangements"，Journal of Asian Economics，Vol. 15, No. 4，pp. 697-712，

August 2004 

51 利 博友，ドミニク・ヴァンダー・メンズブルグ，「米国の鉄鋼セーフガード措置と日中韓台への影響」，

『東アジアへの視点』，第 15 巻 3 号，25-35 頁，2004 年 6 月 

（『研究活動報告』2004～2007 を基に作成） 
 
《資料 295：国際共同プロジェクト 開催記録》 
■インフレ目標政策に関するプロジェクト 

年 月 日 プログラム 
神戸大学金融研究会 1 月例会 
アジア金融政策会議 
～インフレーション・ターゲテ

1 月 17 日 
＜パート 1：インフレーションターゲティング＞ 
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ィングと国際的連関～ 
 
平成 20 年 1 月 17 日・18 日 
神戸大学国際協力研究科 1 階 

大会議室 
 

座長：石垣 健一（神戸学院大学） 
“Inflation Targeting in Practice:The Korean Experience” 

報告者：Dr. Hyun Euy Kim, Bank of Korea 
 討論者：地主 敏樹（神戸大学） 
“Monetary Policy Management in Thailand” 
 報告者：Dr. Don Nakornthab, Bank of Thailand 
 討論者：三重野 文晴（神戸大学） 
“Monetary Policy Behavior and Exchange Rate Stability in East Asia” 
 報告者：宮尾 龍蔵（神戸大学） 
 討論者：北岡 孝義（明治大学） 
1 月 18 日 
＜パート 2：国際的連関＞ 
座長：藤原 秀夫（同志社大学） 
“The Broad Yen-Carry Trade” 
 報告者：服部 正純（日本銀行） 
 討論者：猪口 真大（京都産業大学） 
“Implication of a Changing Environment for Monetary Policy  

in East Asia” 
 報告者：Dr. Giovanni Capannelli,  

Asian Development Bank 
 討論者：小川 英治（一橋大学） 
“Stock Market Liberalization and International Risk Sharing” 
 報告者：Prof. Shigeru Iwata, University of Kansas 
 討論者：岩壷 健太郎（神戸大学） 

 
■コーポレート・ガバナンス ・ 国際会計に関するプロジェクト 

年 月 日 プログラム 

「国際会計シンポジウム」 
－EU から押し寄せる会計国際

化の波－  
  
平成 18 年 3 月 20 日 
神戸大学本館 102 号室 

基調講演  
ＥＵの国際会計戦略 徳賀 芳弘（京都大学経済学部）  

パネルディスカッション  
EU Financial Reporting Latest Development Stig ENEVOLDSEN 
（European Financial Reporting Advisory Group）  
会計基準のコンバージェンス－日本の視点 式部 透（金融庁）  
IFRS 2005 Big bang for Europe Peter SAMPERS（Royal DSM N.V.）  
国際会計基準への収斂と相互承認 野村 嘉浩（野村證券金融経済研究所） 

RIEB-Center Workshop 
“In the wave of M&A: Europe 
and Japan” 
 
平成 19 年 2 月 20 日 
神戸大学経済経営研究所  
会議室（新館 2 階） 
 
 

First Session: Europe in the wave of M&A 
Chair: Prof. Susumu TABUCHI, Osaka University of Economics  
Dr. Joerg MAHLICH, Austrian Federal Economic Chamber, Vienna 
“What drives the likelihood of being acquired  
-Evidence from European Data（Co-authored with Burcin Yurtoglu)” 
Prof. Dr. Nir KSHETRI, University of North Carolina -Greensboro, USA 
 “The Case of TCL in Europe （co-authored with Bebenroth / Li)”  
Keynote Speech: 
Prof. Dr. Shinobu MURAMATSU,  
Kyushu Institute of Information Sciences 
 “M&A in Japan-Past and Present”  
Second Session: M&A for European and Japanese companies 
Chair: Prof. Kohei NISHIKAWA, Konan University  
Prof. Andrew STAPLES, Kansai Gaidai University 
 “Inward investment and the revitalization of the Japanese economy” 
Prof. Dr. Ralf BEBENROTH / Prof. Dr. Donghao LI, Kobe University 
 “Performance of inbound Japanese M&A”  
Panel Discussion 
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RIEB-Center Workshop 
“Human Resource 
 Management and Japan” 
 
平成 20 年 3 月 27 日 
神戸大学経済経営研究所  
会議室（新館 2 階） 
 

 

First Session: Human Resources, Influences for Japan 
Chair: Prof. Toshihiro KANAI, Graduate School of Business 
Administration, Kobe University  
Dr. Markus PUDELKO, University of Edinburgh Management School, 
Scotland 
 “Japanese Human Resource Management: Inspirations from Abroad and 
Current Trends of Change”  
Dr. Joerg MAHLICH, Austrian Federal Economic Chamber, Vienna, 
Austria 
 “HRM in Japanese, German and the US Subsidiaries. Are HRM 
practices converging?”  
Keynote Speech: 
Prof. Mary Yoko BRANNEN, San José State University, USA 
 “Global Talent Management and Learning for the Future: Pressing 
Concerns for Japanese Multinationals”  
Second Session: Human Resources in Japan 
Chair: Prof. Dr. LI Donghao, Wakayama University  
Prof. Dr. Philippe DEBROUX, Soka University, Tokyo 
 “Diversity management in Japan: the case of women”  
Prof. Sue BRUNING, Manitoba University, Canada 
 “Broadening the Human Resource Practices-Organizational 
Performance Framework to include International Human Resource 
Management Practices”  
Discussion 

（経済経営研究所 HP，「研究活動報告」2004～2007 を基に作成） 
 
《資料 296：国際会議等のリスト》 
 平成 16～19 年度 計 32 件 

 開催年月日 演    題 

1 2008 年 3 月 27 日 RIEB-Center Workshop "Human Resource Management and Japan" 

2 2008 年 3 月 21 日 Kobe Global COE Workshop "Economics of Diversity: Issues and Prospects" 

3 2008 年 3 月 15 日 One-Day Workshop on: Trade, IO and Regional Growth 

4 2008 年 2 月 22 日 One-Day Workshop on: Growth, Finance and Public Policy 

5 2008 年 1 月 26 日 神戸フォーラム（会計学）「日本のもの造り組織指向の会計と国際会計」  

6 2008 年 1 月 25 日 サンダー教授招聘研究会（ワンデー・ワークショップ） 
「アメリカ会計学における証券市場理論指向研究と契約理論指向研究の相互関係」

7 2008 年 1 月 17 日 アジア金融政策会議～インフレーション・ターゲティングと国際的連関～ 

8 2007 年 11 月 22 日 

～11 月 24 日 
Conference on Globalization, International Trade and Economic Dynamics: in 
Memory of Koji Shimomura  

9 2007 年 10 月 26 日 One-Day Workshop on: Trade, Growth and Inequalities 

10 2007 年 5 月 14 日 "Kobe Roundtable on Latin American Politics in Development Featuring IDB 
2007 Report: Living with Debt: How to Limit the Risks of Sovereign Debt" 

11 
 2007 年 2 月 20 日 RIEB-Center Workshop "In the wave of M&A: Europe and Japan" 

12 2006 年 12 月 21 日 

～12 月 22 日 COE ワークショップ "COE Workshop on Economic Theory and Policy" 

13 2006 年 8 月 8 日 

～ 8 月 10 日 

COE カンファレンス "NEW PARADIGMS IN ECONOMICS OF WELFARE 
AND TRADE UNDER GLOBALISATION AND REGIONALISATION -A 
Conference on the Occasion of Professor Murray Kemp's 80th Birthday-" 
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14 2006 年 6 月 26 日 "Kobe Roundtable on Latin American Politics in Development Featuring IDB 
2006 Report: The Politics of Policies" 

15 2006 年 5 月 19 日 神戸大学経済経営研究所・経済学研究科－漢陽大学校経済金融大学・経済研究所 
共同研究発表会 「アジアにおけるマクロ経済運営の課題」 

16 2006 年 3 月 29 日 Seattle-Kobe Workshop on Dynamic Economics 

17 2006 年 3 月 28 日 RIEB International Conference 2006 "Technology and International Trade" 

18 2006 年 3 月 20 日 神戸フォーラム（会計学）「ＥＵから押し寄せる会計国際化の波」  

19 2006 年 2 月 23 日 RIEB Half-a-Day Conference:  
contemporary social issues in the world and their ecnomic analysis 

20 2006 年 2 月 18 日 平成 17 年度神戸大学「ツーリズム」フォーラム アジア諸国に学ぶわが国の観光立国政

策 

21 2005 年 10 月 13 日 Kobe COE One-day Workshop on International Trade 

22 2005 年 6 月 25 日 神戸大学・日韓研究会＆フォーラム 

23 2005 年 6 月 23 日 COE コンファレンス "Kobe COE Conference on International Trade" 

24 2005 年 5 月 12 日 COE コンファレンス "Kobe COE Conference on International Trade" 

25 2005 年 3 月 2 日 

～ 3 月 3 日 COE コンファレンス "Kobe COE Conference on International Trade" 

26 2004 年 12 月 17 日 
実験科学国際コンファレンス International Conference Experiments in 
Economic Sciences: New Approaches to Solving Real-world Problems? 神戸大学

経済経営研究所セッション 会計学と経済学（Accounting and Economics) 

27 2004 年 12 月 11 日 

～12 月 12 日 
国際会議"New Dimensions in International Trade -Outsourcing, Merger, 
Technology Transfer, and Culture-" 

28 2004 年 11 月 4 日 

～11 月 5 日 COE コンファレンス "Kobe COE Conference on Economic Theory" 

29 2004 年 10 月 1 日 神戸大学経済経営研究所・経済学研究科－漢陽大学校経済金融大学・経済研究所 

共同研究発表会 「グローバル下におけるアジア経済の課題」 

30 2004 年 8 月 19 日 COE コンファレンス "Kobe COE One-Day Conference on Growth and Trade"

31 2004 年 6 月 24 日 

～ 6 月 25 日 
COE 国際コンファレンス "AESS International Conference on Economic 
Theory" 

32 2004 年 5 月 28 日 COE コンファレンス Kobe COE Workshop on International Trade 

32 2004 年 5 月 28 日 COE コンファレンス Kobe COE Workshop on International Trade 

（経済経営研究所 HP，『研究活動報告』2004～2007 を基に作成） 
 
《資料 297：集中セミナー開催記録》 
 
 
 
 
【目的と概要】 
国際的業績をあげつつあり，実力のある研究者を海外から短期間（3 週間程度）招聘し，事業推進担当者と

国際共同研究を行うとともに，院生／若手研究者を参加させることにより，高度教育を行うことを目的とし

ています。 具体的には，院生／若手研究者にあらかじめ当該研究者の最新の論文を割り当て，各 Unit にお

Kobe COE Advanced Economic Study Series 
（大学院生，若手研究者対象の集中セミナーシリーズ） 
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いて「著者を前にした『外国文献研究報告』」を行っていただくことになっています。 
 
【高度教育内容】  
 各シリーズは 4－5units（1unit＝2 時間）から構成されています。  
Unit1 
Unit2 
Unit3 
Unit4 
Unit5     
 
 
■ 開催記録 

（以下は平成 16 年度以降行われた AESS のうち，研究所が主催した Series のみ抜粋，計 10 件） 
 開 催 日 報 告 者 

第１回  招聘研究者：Kwan CHOI （Iowa State University 教授） 
  
  H16.5.21 院生 ： 馬 岩 （Yan MA) “The Heckscher-ohline-Vanek Theorem without Factor 

Price Equalization” 
  
  H16.5.26 教授 ： Kwan CHOI “How to Publish in Top Journal” 

  
  H16.5.28 教授 ： Kwan CHOI “Are Counterfeit Products Harmful to Trading 

Countries?” 
  
  H16.5.28 教授 ： Sajal LAHIRI “Temporary Tariffs and Capital Market Restrictions: 

Strategic Interactions and Endogenous Leadership” 
  
  H16.5.28 助教授 ： 菊地 徹 “Monopolistic Competiton with Efficiency Gaps and a 

Heckscher-Ohlin Trade Pettern” 
  
  H16.5.28 教授 ： 大山 道広 “Partial Free Agreement and Economic Welfare” 

第２回  招聘研究者：Ping WANG （Vanderbilt University 教授） 
  
  H16.6.22 教授 ： Ping WANG “Sorting by Foot: Consumable Travel-for Local Public 

Good and Equilibrium Stratication” 
  
  H16.6.24

  
  H16.6.25

“AESS International Conference on Economic Theory” 

  
  H16.6.29 院生 ： 大土井 涼二 

     （大阪大学） “Occupational Choice and Dynamic Indeterminacy” 

  
  H16.7.2 院生 ： 藤原 憲二 “Outsourcing of Innovation” 

第３回   招聘研究者：Henry Y WAN Jr.（Cornell University） 
  
  H16.7.30 第 1 回講義 

“World Development: Last Six Decades” 
  
  H16.8.2

第 2 回講義 
“Interaction Promotes Development: The East Asian 
Nexus” 

  
  H16.8.4

第 3 回講義 
“Policies Facilitate Interaction: Cases from Japan to 
Penang” 

  
  H16.8.6

第 4 回講義 
“Korea and Taiwan - Alternative Modes of 
Development” 

  
  H16.8.9

第 5 回講義 
“Hong Kong, Singapore and Penang: Contrasting 
Lessons” 

  
  H16.8.11

講演者 ： Henry Y WAN Jr.
教授 

 
座長（第 1 回講義）： 
下村 耕嗣教授 
（RIEB, Kobe University）
  
（第 2 回�第 6 回講義）： 
 Been-Lon CHEN 教授 
 （IE, Academia Sinica） 

第 6 回講義 
“Aspects of Chinese Trade Expansion: Nature and 
Impact” 

第４回 招聘研究者：Elhanan HELPMAN（Tel-Aviv University, Harvard University） 
  

H17.5.10 助手 ： 胡 云芳 “Status-Seeking, Catching-Up and Policy Effects in a 
Dynamic Heckscher-Ohlin Model” （with Koji 

あらかじめ院生/若手研究者を複数人選び，招聘研究者の最近の論文（未公刊も含む）

をあらかじめ読んだ上で，招聘研究者の前で内容について報告・コメントします。  

招聘研究者自身により論文の報告，または事業推進担当者との共同研究内容についての

報告を行います。 
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Shimomura) 

  
H17.5.10 院生 ： 藤原 憲二 “Unilateral and Multilateral Gains from Trade in 

International Oligopoly” 
  

H17.5.11 教授 ： Elhanan 
HELPMAN 

“Contracts and the Division of Labor” （a joint paper 
with Daron Acemoglu and Pol Antras) 

  H17.5.12 “Kobe COE Conference on International Trade” 
第５回 招聘研究者：Wilfred ETHIER（University of Pennsylvania） 
  H17.6.21 院生 ： 藤原 憲二 “The Banana Republic and Losses from Trade” 

  
H17.6.21 助教授 ： 馬 岩 “Vertical Production Chain, Trade, Tariffs in a 

Two-Factor Model” 
  H17.6.23 

RIEB セミナー

共催 
“Kobe COE Conference on International Trade” 

  
H17.6.27 助教授 ： 菊地 徹 “On Chamberlinian-Ricardian Trade Patterns”（with 

Dao-Zhi Zeng and Koji Shimomura) 
  H17.6.27 教授 ： Wilfred ETHIER “The Theory of Trade Policy and Trade Agreements: A 

Critique” 
  

H17.7.1 助教授 ： 松島 法明 “Profit-enhancing parallel imports” （with Toshihiro 
Matsumura) 

  H17.7.1 助手 ： 胡 云芳 “Dynamic Labor Standards under International 
Oligopoly” （with Laixun Zhao) 

第６回 招聘研究者：大垣 昌夫（オハイオ州立大学） 
  

H17.8.24 
第 1 回特別講義 
“Structural Macroeconometrics I （確率的説明変数，長

期分散の推定など）” 
  

H17.8.24 
第 2 回特別講義 
“Structural Macroeconometrics II （ベクトル表現の回

帰，一般化モーメント法など）” 
  

H17.8.24 
第 3 回特別講義 
“Structural Macroeconometrics III （一般化モーメント

法を使った実証，単位根など）” 
  

H17.8.25 
第 4 回特別講義 
“Structural Macroeconometrics IV （共和分，「見せかけ

の回帰」など）” 
  

H17.8.25 
第 5 回特別講義 
“Structural Macroeconometrics V（合理的期待モデル，

ベクトル自己回帰など）” 
  H17.8.26 特別トーク 

“専門ジャーナルへの論文投稿のヒント” 
  H17.9.2 

COE/RIEB セ

ミナー共催 

第 1 回セミナー 
“Structural Spurious Regressions and A Hausman-type 
Cointegration Test” 

  H17.9.6 
COE/RIEB セ

ミナー共催 

教授 ： 大垣 昌夫 

第 2 回セミナー 
“Monetary Distortions in the Consumpution-Leisure 
Choice: An Empirical Investigation” （Young-Soo BAE, 
Vikas KAKKARとの共著) 

第７回 招聘研究者：Peter BOSSAERTS（California Institute of Technology） 
  H18.3.9 第 1 回講義 

「ファイナンス理論入門」 
  H18.3.22 第 2 回講義 

「金融市場の実験」 
  H18.3.23 第 3 回講義 

「意思決定のニューロエコノミックス」 
  H18.3.24 

COE/RIEB セ

ミナー共催 

教授 ： Peter 
BOSSAERTS 

“Are Cognitive Biases Relevant for Asset Pricing?” 

第８回 招聘研究者：Soo Hong CHEW（香港科技大学経済学部 教授） 
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  H18.3.14 第 1 回講義 
「意思決定の理論と実験 I」 

  H18.3.15 第 2 回講義 
「意思決定の理論と実験 II」 

  H18.3.16 
COE/RIEB セ

ミナー共催 

教授 ： Soo Hong CHEW
“Decision-making under uncertainty in small worlds: 
Probabilistic sophistication without continuity or 
monotonicity” 

第９回 招聘研究者：Theodore BERGSTROM（カリフォルニア大学サンタバーバラ校経済学部 教授） 
  H18.9.19 第 1 回講義 

「実験で学ぶミクロ経済学」 
  H18.9.20 第 2 回講義 

「生物的進化と人間の選好の形成」 
  H18.9.21 

COE/RIEB セ

ミナー共催 

教授 ： Theodore 
BERGSTROM 

“One Chance in a Million: The Economics of Bone 
Marrow Donation” 

第 10 回 招聘研究者：Jean-Michel GRANDMONT（ヴェニス国際大学国際経済・金融センター 上席研究員） 
  H20.3.6 第 1 回講義 

“Heterogeneous beliefs, risk sharing and asset pricing”
  H20.3.11 第 2 回講義 

“Non-linear dynamics, I : Basic methods” 
  H20.3.14 第 3 回講義 

“Non-linear dynamics, II : economic applications” 
  H20.3.17 第 4 回講義 

“Non-linear dynamics, II : economic applications” 
  H20.3.24 

兼松セミナー

共催 

上席研究員 ： Jean-Michel 
GRANDMONT

第 5 回講義 
“Learning and （non）convergence to rational 
expectations” 

  
（経済経営研究所 HP，「研究活動報告」2004～2007 を基に作成） 

 
 

計画１－２ 「経済学と経営学の学際的研究を追及することにより，関連部局と補完的な研

究連携を図る。そのために，研究所内の研究部会を活用した学内共同研究プロ

ジェクトを実施する。」に係る状況 
 

「21 世紀 COE プログラム」に採択された「新しい日本型経済パラダイムの研究教育拠

点 －グローバル化と人口減少下の持続可能経済－」は，経済学研究科と経済経営研究所

の大型共同プロジェクトであり，両部局間の研究連携を様々なレベルで促進した。また，

国際協力研究科・経営学研究科等の他の関連部局とも積極的に研究連携を図り，多数の共同

論文執筆《資料 298》及びシンポジウム等の開催《資料 299》につなげた。さらに，技術経

営を専門とする教員が中心となり，連携創造本部との連携で，神戸のベンチャー企業支援

の研究会を開催するとともに《資料 300》，工学系の学生，教員を対象に技術マネジメント

の特別講義を実施して経営学と工学の間での学際的な研究を推進した《資料 301》。また，

少子化問題研究部会等の研究部会では他部局からのメンバーを迎え，活発な研究連携をさ

らに促進している《別添資料 21：各研究部会の活動状況》。 
 
《資料 298：学内他研究科との共著論文リスト》 
  
著者名のうち，研究所教員の名前には下線を付す。 
■経済学研究科との共著論文 計 14 本 

1 T. Kikuchi, K. Shimomura，“A two-country dynamic trade model with endogenous time preferences”，
Keio Economic Studies，Vol. 42, No. 1-2, pp. 83-102，2005. 

2 加藤弘之，西島章次，「グローバル化と地域格差：中国とブラジルの比較」，『国民経済雑誌』，第 191 巻第 2
号，29-46 頁，2005 年 2 月 

3 加藤弘之，西島章次，「経済全球化与地区差距：中国与巴西的比較」，『全球化：与中国内陸区域経済発展論

文集』，pp.38-49，2005 年 3 月 
4 Toru Kikuchi, Koji Shimomura and Dao-Zhi Zeng，“On the Emergence of Intra-industry Trade ”，

Journal of Economics，Volume 87, Number 1, pp. 15-28 ，January 2006. 
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5 Toru Kikuchi and Koji Shimomura，“On dynamic Chamberlin-Heckscher-Ohlin trade patterns”，
Economics Bulletin，Vol. 6 no. 4, pp. 1-8，February 2006. 

6 Yunfang Hu, Murray C. Kemp, Koji Shimomura “Endogenous growth: fragile foundations?”, Review of 
Development Economics Vol.10 No.1, 113-115, 2006. 

7 Yunfang Hu, Kazuo Nishimura and Koji Shimomura  Dynamic Three-Factor Models of International 
Trade, Asia-Pacific Journal of Accounting and Economics Vol.13 No.2, 73-85, 2006. （with Kazuo 
Nishimura and Yunfang Hu) 

8 Toru Kikuchi and Koji Shimomura ， “Monopolistic competition with efficiency gaps and  a 
Heckscher-Ohlin trade pattern”，Japanese Economic Review，Vol. 57 Issue 3, pp. 426–437，September 
2006. 

9 Toru Kikuchi and Koji Shimomura， “Monopolistic competition with cross-country technological 
differences and international trade”，Japan and the World Economy，Volume 19, Issue 2, pp. 236-247，
March 2007. 

10 Toru Kikuchi and Koji Shimomura，“A New Dynamic Trade Model of Increasing Returns and 
Monopolistic Competition ”，Review of Development Economics，Vol. 11 Issue 2, pp. 232–241，May 2007.

11 Yunfang Hu and Koji Shimomura，”Status-Seeking, Catching-Up, and Comparative Statics in a 
Dynamic Heckscher–Ohlin Model “，Review of Development Economics，Vol. 11 Issue 2, pp. 258–274，
May 2007 

12 Toru Kikuchi, Koji Shimomura, and Dao-Zhi Zeng “On Chamberlinian-Ricardian Trade Patterns” 
Review of International Economics Vol. 16, Issue 2, pp. 285-292, May 2008 

13 Junko Doi, Kenji Fujiwara,Toru Kikuchi and Koji Shimomura, “A Modified Heckscher-Ohlin Theorem 
under Quasi-Liner Utility Functions”, 2006.（未掲載論文） 

14 Toru Kikuchi and Koji Shimomura, “A Simple Model of Trade with Heterogeneous Firms”, 2006. （未掲

載論文） 
 
■経営学研究科との共著論文 計７本 

1 後藤紘行，山地秀俊，「収支計算（会計学）と最大化計算（経済学）」，『会計』，第 166 巻第 5 号，667-678
頁，2004 年 11 月 

2 山地秀俊，後藤紘行，「コーポレート・ガバナンスの実験的分析」，『組織科学』，Vol.39 No.1，36-46 頁，

2005 年 9 月 
3 後藤雅敏，山地秀俊，「証券市場における情報量と取引報酬の関係」，『会計』，第 170 巻第 2 号，163-172

頁，2006 年 8 月 
4 Kazuhisa Otogawa，Hedetoshi Yamaji，“Corporate Groups and Stock Pricing in Japan -Information 

Transfer Effects of Earnings Forecast Revision-”，Kobe Economic & Business Review，51th Annual 
Report，pp.33-47，2007 年 2 月 

5 Ralf Bebenroth, Li Donghao，“Outside Directors and the Japanese Board Room: An in-depth study
（with Li, D.) ”，Corporate Ownership and Control，Vol.3 No.2, 2005-2006 winter，2007 年 8 月 

6 Ralf Bebenroth, Li Donghao，“Performance Impact at the Board Level: Corporate Governance in 
Japan”，Asian Business & Management，Vol. 6, No. 3, Sept. 2007, pp. 303-326 ，2007 年 9 月 

7 桜井久勝・村宮克彦，「倒産企業の財務比率の時系列特性」，『国民経済雑誌』，第 196 巻第 6 号, 1-16 頁，

神戸大学，2007 年 12 月 
 
■国際協力研究科との共著論文 計２本 

1 Hiroshi Ohta, Seiichi Katayama，“Renewable resources, capital accumulation and sustainability”，
Preprints of the 16th IFAC World Congress，pp.1-6, Paper Code=Mo-T13.TO/2,2005，2005 年 7 月 

2 浜口伸明・高橋百合子，「条件付現金給付による貧困対策の政治経済学的考察：ラテンアメリカの事例から」，

『国民経済雑誌』，197 巻３号，神戸大学経済経営学会，2008 年 3 月 
 
■工学研究科との共著論文 計１本 

1 下村 研一，石川 路子，「市場経済発生の実験分析:独占的競争の一般均衡モデルの一応用」，『国際公共政策

研究』，Vol.11, No.1（通号 19），pp. 31-38，2006 年 9 月 
  

（経済経営研究所 HP，「研究活動報告」2004～2007 を基に作成） 
 
《資料 299：学内他研究科と共同で主催した研究会開催記録》 
 
■カンファレンス 
○経済学研究科（21 世紀 COE プログラム関係） 

年 月 日 論    題 
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平成 16 年 10 月 1 日 

神戸大学 経済経営研究所・大学院経済学研究科 
漢陽大学校 経済金融大学・経済研究所 
共同研究発表会 
「グローバル下におけるアジア経済の課題」 

平成 16 年 12 月 17 日 ”COREAP 経済学国際共同研究センター開設記念シンポジウム” 

平成 17 年 9 月 9 日～10 日 Modern Monetary Economics Summer Institute （MME SI) in Kobe 

平成 18 年 5 月 19 日 

神戸大学 経済経営研究所・大学院経済学研究科 
漢陽大学校 経済金融大学・経済研究所 
共同研究発表会 
「アジアにおけるマクロ経済運営の課題」 

平成 18 年 8 月 26 日～27 日 Modern Monetary Economics Summer Institute （MME SI） in Kobe 

平成 19 年 8 月 25 日～26 日 Modern Monetary Economics Summer Institute （MME SI) in Kobe 

平成 19 年 11 月 30 日 ラウンド・テーブル：新しい日本型経済パラダイム 
－グローバル化と人口減少下の持続可能経済－ 

 
○国際協力研究科  

年 月 日 論    題 

平成 18 年 6 月 26 日 Kobe Roundtable on Latin American Politics in Development 
Featuring IDB 2006 Report: The Politics of Policies 

平成 19 年 5 月 14 日 
Kobe Roundtable on Latin American Politics in Development 
Featuring IDB 2007 Report: Living with Debt: How to Limit the Risks of 
Sovereign Debt 

平成 20 年 3 月 21 日 Kobe Global COE Workshop "Economics of Diversity: Issues and 
Prospects" 

 
■セミナー 
○経済学研究科 

開催年月日 セミナー名 論題 報告者 
平成 16 年 5 月 26 日 第 395 回神戸大学

金融研究会（六甲フ

ォーラム共催） 

“The Evolution of Bank Capital 
Regulation Under the Basle 
Capital Accord” 

ロフボロ大学 教授  
Maximilian HALL 

平成 17 年 1 月 22 日 第 401 回神戸大学

金融研究会（六甲フ

ォーラム共催） 

「人民元と中国経済」 慶應義塾大学 助教授 
白井 早由里 

平成 17 年 9 月 20 日 第 408 回神戸大学

金融研究会（六甲フ

ォーラム共催） 

“Learning about belief about 
inflation target and stabilization 
policy （with Takeshi Kimura)” 

ロンドン・スクール・オ

ブ・エコノミクス 講師 
青木 浩介 

平成 19 年 1 月 16 日 RIEB セミナー（六

甲フォーラム共催）

第 2 次大戦前の日本における財政

の維持可能性 
神戸大学経済経営研究所 
鎮目 雅人 

平成 20 年 1 月 24 日 RIEB セミナー（六

甲フォーラム共催）

Adoptive Expectations: Rising 
Son Tournaments in Japanese 
Family Firms 
 
The Value of Family Networks: 
Marriage and Network 
Formation in Family Business 
Groups 

アルバータ大学ビジネス

学部／一橋大学経済研究所

Vikas MEHROTRA 
 
一橋大学経済研究所 
Yupana 
WIWATTANAKANTANG

平成 20 年 3 月 26 日 RIEB セミナー（六

甲フォーラム共催）

Foreign Portfolio Flows and 
Emerging Market Returns: 
Evidence from Thailand 

タマサート大学 商業・会

計学部 
Pantisa PAVABUTR 

 
○国際協力研究科 

開催年月日 セミナー名 論題 報告者 
平成 18 年 3 月 20 日 ラテンアメリカ・セ The US Assistance Policy on Florida International  
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ミナー（国際協力研

究科セミナー/ラテ

ン・アメリカ政治経

済研究部会共催） 

Economic Development of Latin 
American Countries 

University 
Dr. Carl A. CIRA 

平成 19 年 2 月 13 日 RIEB セミナー（国

際協力研究科共催）

<9：30am～> 
世界の動向からみた我が国国有林

改革の特徴 
 
<11:00am～> 
国連食糧農業機関（FAO）につい

て 

北海道大学 名誉教授 
石井 寛 
 
外務省経済局経済安全保

障課 
福田 淳 

平成 19 年 12 月 6 日 

第 432 回 神戸大

学金融研究会 
GSICS セミナー共

催 

“Microfinance and the Market” ニューヨーク大学 教授 
Jonathan MORDUCH 

 
○法学研究科 

開催年月日 セミナー名 論題 報告者 
平成 16 年 11 月 13 日 RIEB セミナー（五

百旗頭研究会共催）

「東京三百年祭」における「江戸

の近代的記憶」の構造 
東京大学 助教授 

Jason G, KARLIN 
平成 18 年 11 月 25 日 RIEB セミナー（法

学研究科 COE 共

催） 

To Whom Do Positive Norm and 
Negative Norm of Reciprocity 
Apply?: Effects of Inequitable 
Offer, Relationship, and 
Relational-self Orientation 

ワシントン大学経営学部 
Xiaoping CHEN 

平成 19 年 10 月 20 日 兼松セミナー（日本

外交史研究会（五百

旗頭研究会）共催 

19 世紀後半のアメリカ写真と米欧

回覧実記 
神戸大学経済経営研究所 
山地 秀俊 

 
○工学研究科 

開催年月日 セミナー名 論題 報告者 
平成 16 年 6 月 25 日 RIEB セミナー（工

学部 COE（重村力

代表）共催) 

Designing the 'Livable City'  
（ sumigokochiyoki toshi): Seki 
Hajime and his Progressivist 
Legacy 

オレゴン大学アジア太平

洋学研究所長 
Jeffrey HANES 

  
（経済経営研究所 HP，「研究活動報告」2004～2007 を基に作成） 

 
《資料 300：「神戸のベンチャー企業支援＆研究会」開催記録》 
 
神戸ベンチャー支援&研究会 Kobe V-STARS 

■設立の狙い  
神戸大学コミュニティを核に神戸・兵庫地域におけるベンチャー起業・中小企業活動を活性化  
「知の時代」を迎えた２１世紀のわが国において，知的財産の活用による新事業の創成と雇用機会の拡大が重要な課題

であることは論を待ちません。神戸市，より広くは兵庫県，関西圏にとっても同様であり，地域内で生まれた知的財産

を活用し新規事業を生み出すベンチャー企業の創成をより一層進める必要があります。そこで，「神戸ベンチャー支援＆

研究会」は，神戸大学の強みである経営学の教員陣を中核とする本学コミュニティとベンチャーに造詣の深い広範なエ

キスパートを活用し，第二創業などを目指す中小企業を含めた広義のベンチャーの事業拡大・成長支援を基本理念とし

ます。 
 
神戸大学発ベンチャー企業の起業・育成支援をミッションとする神戸大学連携創造本部と連携する。 
■事業内容  
１．ベンチャー支援  
広義のベンチャーは，ミドル・レイトステージにおいて資金調達／人材確保，法務／財務／経理処理，マーケティング

／販路拡大，提携戦略，技術移転，株式公開，Ｍ＆Ａなど，外部経営資源との連携が必要な様々な経営課題を抱えてい

る。「神戸ベンチャー支援＆研究会」では，各社に最適な連携支援プロジェクトチームを作り，ハンズ・オンで経営課題

の解決をサポートする。 
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２．研究会活動  
更に，「神戸ベンチャー支援＆研究会」は研究会を定期的に開催し，ベンチャー起業や第二創業気運の活性化，人的ネッ

トワーク形成とビジネスチャンス拡大，またベンチャー・中小企業の事業拡大・成長支援に関する知識，経験及び能力

の向上を目指す。 
  
■ 神戸ベンチャー支援&研究会 開催記録 
経済経営研究所からは，経営系の教員２名が 06 年度の研究会において基調講演を行った。 
研究会名 開催年月日 論題 講演者 
第 1 回研究会 
 

2004 年 10 月 27 日 （記念講演） 
「大学発ベンチャーの陥りやすい

罠」 

 
大阪大学医学部教授 
森下竜一  

第 2 回研究会  2005 年２月 21 日 講演Ⅱ 
「知財戦略は中小企業の武器（仮

題)」 
講演Ⅰ 
「元気な中小企業･企業との共生

（仮題)」 

 
小倉知財弁理士事務所 
小倉啓一 
 
（株）ロダン21 代表取締役  
品川隆幸 

05 年度 
第 1 回研究会 

2005 年９月 14 日 （特別講演） 
「大学発ベンチャーは成功するの

か（仮題）」 

 
神戸大学経営学研究科教授 
加護野 忠男 

05 年度 
第 2 回研究会 

2006 年２月 28 日 （基調講演） 
「ベンチャービジネスの真髄」 

 
（株）堀場製作所 最高顧問 
堀場雅夫 

06 年度 
第 1 回研究会 

2006 年９月 19 日 （基調講演） 
「技術経営による競争力収益力の

向上」 

 
神戸大学経済経営研究所 助

教授 
伊藤宗彦 

06 年度 
第 2 回研究会 

2007 年２月 28 日 （基調講演） 
「大学発ベンチャーの研究：ハイテク

タートアップの創出・経営・成長戦略

 
神戸大学経済経営研究所

講師 
上野 正樹 

  
（連携創造本部 HP を基に作成） 

 
《資料 301：「技術マネジメントについての特別講義」開催記録》 
 

課外セミナー講座案内 
MOT（技術経営）入門 

－ 技術者のための経営学入門 － 
 
１．講座の目的： 
 技術経営とは，技術とそれによる価値の創出を志向した経営のことです。高度経済成長期までは，独自に基礎的・基

幹的な技術を開発することより，高度な生産マネジメントによって高品質で低価格な製品を提供することが日本企業の

戦略の中心となっていました。しかしながら，欧米においてもこの日本企業の生産マネジメント手法が導入される一方，

従来以上にイノベーションを促進するような組織マネジメントが導入されていますし，またアジアでも，日本の戦略ス

タイルが踏襲されることなどにより，日本企業以上に低価格で，高品質の製品が提供されるようになり，このような戦

略は通用しにくくなってきています。このため，近年になってイノベーションを志向する戦略への転換のため，技術経

営の必要性が叫ばれるようになってきましたが，日本企業は未だ十分対応できているとはいえない状況です。 
技術経営は，技術者が経営を学び，実践していくことにより有効に機能しうるといえます。理工系出身者が一技術者

にとどまらず，積極的に起業あるいは会社組織内において新プロジェクトを企画・実行していく企業家になることが社

会的に要請されているのです。 
 本課外セミナーは，①MOT（技術経営）をはじめとした経営学に関する基礎知識の講義，②ビジネスプラン作成の演

習，③実務家による体験談から構成されています。本課外セミナーは非常に短いプログラムですが，技術者が経営を学

ぶ必要性を認識し，より本格的な勉強に取り組むきっかけとなることを期待しています。 
 
２．対象：工学系大学院生，工学部学生，その他理工系学生 
３．教室：工学部 創造工学スタジオ （教室は 16:50 に開錠します） 
４．開講：平成 18 年 10 月 5 日－12 月 20 日。毎週水曜日 17:00－18:30 （第１回のみ，木曜日） 
５．単位：単位なし 
６．日程と概要 

 日付 科目 概要 担当講師 
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第１回 10 月 5 日 ・ガイダン

ス 
・技術経営

（MOT）の

背景と意義 

・セミナーの構成と受講の注意 
・MOT が脚光を浴びるようになった社会的背景と意

義について講義する。 

経済経営研究所  
助教授 伊藤宗彦 

第２回 10 月 11 日 技術経営論 技術戦略，研究開発マネジメント，生産マネジメント

など技術経営のコアコンセプトについて講義する。 
経済経営研究所  
助教授 伊藤宗彦 

第３回 10月 18日 技術経営論 技術経営において知的財産の扱いは中心的重要性を

もつ。ここでは，知的財産戦略の立案，特許管理など

知財マネジメントについて講義する。 

連携創造本部  
客員教授 石井昭三

第４回 10月 25日 新規事業開

発の 
実際 

日本の企業の中では新技術の開発，事業化が進められ

ているのか？企業内技術者として自らの経験をもと

に事業化プロセスについて紹介する。企業内での技術

経営について実感頂けるであろう。 

三菱電機 神戸製作

所  
次長 葛本昌樹氏 

第５回 11 月 1 日 戦略論， 
マーケティ

ング論 

技術経営は技術を核として経営全般を体系的にマネ

ジメントするものである。したがって，経営学につい

て基礎的知識をもつことが必要である。 
ここでは，企業戦略，事業戦略，バリューチェーン，

SWOT など戦略論について講義する。 

流通科学大学  
産業サービス学部 

教授 井上芳郎 

第６回 11 月 8 日 財務会計・ 
管理会計 

株主をはじめとする企業のステークホルダーへの報

告と企業活動の管理のためには会計は不可欠の制度

であり技術である。 
ここでは会計面について，簿記，財務諸表および管理

会計の基礎的知識について講義を行う。 

経営学研究科  
助教授 安井一浩 

第７回 11 月 15 日 経営財務 企業戦略を合理的に評価し，管理するためには財務的

技術を利用することが有効な手段のひとつである。こ

こではコーポレートファイナンス論にもとづいて，戦

略的投資，利益管理，資本構成の決定方法などについ

て講義する。 

連携創造本部  
特別研究員 土居雅

彦 

第８回 11 月 22 日 ベンチャー

経営 
エイ・アイ・エルは本学工学部教官が，大学の技術を

もとに起業したベンチャーである。研究者から起業，

売るための技術開発，売ることの難しさとマーケット

の重要さの自覚，そしてベンチャー社長に至る経緯を

お話し，ベンチャー経営の一端をご紹介する。 

エイ・アイ・エル 株

式会社  
社長 瀧和男氏 
（元神戸大学工学部

教授） 
第 9 回 11 月 29 日 財務計画ケ

ース 
スタディー 

ビジネスケースをもとに，事業戦略を財務計画に落と

し込む方法について説明し，財務会計，経営財務の理

解を深める。 

監査法人トーマツ 
公認会計士 南方得

男氏 
第 10回 12 月 6 日 ビジネスプ

ラン 
経営理論とビジネスプラン 
ビジネスプランの作成法 

流通科学大学  
産業サービス学部 

教授 井上芳郎 
第 11 回 12月 13日 ビジネスプ

ラン 
ディスカッションとビジネスプラン作成 経営学研究科  

助教授 安井一浩 
第 12回 12月 20日 ビジネスプ

ラン 
ディスカッションとビジネスプラン作成 監査法人トーマツ 

公認会計士 南方得

男氏 
    

（神戸大学工学部，連携創造本部資料） 
 
 

計画１－３ 「産官学による社会科学に関する共同研究を「附属政策研究リエゾンセンター」

で実施し，政策提言を積極的に発信するとともに，国際的研究集会やセミナー

などの開催により，社会的貢献を図る。」に係る状況 
 

附属政策研究リエゾンセンターでは，技術経営に関する「情報家電産業・技術経営研究

会」を産学官協同プロジェクトとして年４回前後開催し，総計 500 名を超える参加者を集

めている《資料 302》。また，研究面では，政策研究ワークショップの開催や，企業経営に

関する諸問題を提起し解決策を提言している《資料 303》。さらに，社会の諸機関に分散保

有されている個別企業情報を収集整備し一般利用に供するとともに，経営史研究・企業分

析を行っているほか《資料 304》，日銀スタッフや民間エコノミストも参加する「神戸大学
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金融研究会」を年 10 回程度開催している《資料 305》。これらの成果は報告書等にまとめ，

概要はホームページでも公開している。 
 
《資料 302：「情報家電産業・技術経営研究会」開催記録及び参加者記録》 
 
経済経営研究所附属政策研究リエゾンセンターでは，情報家電（デジタル機器）産業を取り巻く環境変化に対応した，

新しい技術・経営モデルを構築することを目的とする産学官協同プロジェクトとして，平成 16 年度より情報家電産業・技

術経営研究会を実施してきた。同研究会は，情報家電産業の技術経営の前線において活躍される企業人・関係者の参加に

より，明確な問題設定とその解決のための活発なディスカッション等を行うものである。実施状況は以下のとおりである。

 ■開催記録       
参 加 者 

  年 月 日 論    題 報 告 者 所 属 
産 官 学

合

計

【平成 16 年度】

第１回 1 
H16.10.22 

「薄型ディスプレイにおける今後

の技術戦略の展望」 
神戸大学／シャープ株式会社

／富士通株式会社 20 4 8 32

2 第 2 回 

  H16.11.19 

「ＤＶＤレコーダーなど光ディス

クにおける技術動向と収益モデ

ル」 

神戸大学／松下電器産業株式

会社／東京大学ものづくり経

営研究センター 
23 3 9 35

3 第 3 回 

  H16.12.3 

「デジタルカメラ（DSC）におけ

る日本企業の国際競争戦略」 
神戸大学／株式会社キヤノン

／三洋電機株式会社 25 5 11 41

4 第 4 回 

  H17.1.14 

「システムＬＳＩと組み込みソフ

トの開発マネジメント」 

神戸大学／ルネサステクノロ

ジー株式会社／ＮＥＣシステ

ムテクノロジー株式会社 
29 4 17 50

5 第 5 回 

  H17.2.4 

「携帯電話における技術動向と製

品開発モデル」 
神戸大学／松下電器産業株式

会社／三洋電機株式会社 25 3 16 44

6 第 6 回 

  H17.3.4 
「グローバルＩＴ企業の競争戦略」

神戸大学／ソレクトロン株式

会社／シスコシステムズ社 22 2 13 37

7 【平成 17 年度】

第１回 
  H17.9.30 

「垂直統合と水平分業の新たな展開」

－ＰＣ産業の現状と今後の展開－

神戸大学／株式会社野村総合

研究所／富士通株式会社 21 2 16 39

8 第 2 回 

  H17.12.2 
「モジュールの市場化とコモディ

ティ化」 
神戸大学／株式会社富士キメ

ラ総研 18 4 10 32

9 第 3 回 

  H18.1.13 

「ハードとソフトの両面から考え

るデジタル機器の高付加価値化」

－カーナビの場合－ 

神戸大学／富士通テン株式会

社／株式会社ゼンリン 32 2 13 47

10 第 4 回 

  H18.2.17 

「デジタル機器開発におけるプラ

ットフォーム戦略の追求」 －シ

ステムＬＳＩを中核として－ 

神戸大学／松下電器産業株式

会社／ルネサステクノロジー

株式会社／エイ・アイ・エル株

式会社 

28 2 8 38

11 【平成 18 年度】

第 1 回 

  H19.2.16 

「光ディスク・メディア産業にお

ける日本の競争力」 

横河電機株式会社／株式会社

リコー／NEC エレクトロニク

ス株式会社 
27 2 15 44

12 【平成 19 年度】

第 1 回 
  H19.6.8 

「FPD 産業の現状と日本の競争

力」 

株式会社テクノ・システム・リ

サーチ／松下電器産業株式会

社 
35 3 12 50

13 第 2 回 「揺れ動く携帯電話ビジネスと端

末開発」 

イー・アクセス株式会社／エス

テ ィ ー モ 株 式 会 社 ／ Sony 
Ericsson Mobile 
Communications／ソフトバ

43 1 14 58
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計       348 37 162 547
  

（情報家電産業・技術経営研究会資料を基に作成） 
 
《資料 303：「政策研究ワークショップ」開催記録》 
 
■開催記録 

年 月 日 プログラム 

RIEB 政策研究ワークショッ

プ「財政政策のマクロ経済効果」 
 
平成 18 年 2 月 1 日 
神戸大学経済経営研究所 
会議室 
 

（1）財政改革のマクロ経済効果 
「わが国資金循環の変化が政府債務に及ぼす影響 

－財政投融資制度の変革を中心に－」 
報 告 者：財務省財務総合政策研究所 主任研究官 中田 真佐男 
          財務省財務総合政策研究所 研究員 安達 茂弘 
討 論 者：同志社大学経済学部 教授 北坂 真一 

 
（2）成長理論からみた財政政策 

「経済成長，所得格差及び財政政策－理論面からの展望」 
報 告 者：神戸大学大学院経済学研究科 教授 中村 保 

RIEB 政策研究ワークショッ

プ 
「量的緩和政策の効果」 
 
平成 19 年 1 月 13 日 
神戸大学社会科学系フロンテ

ィア館 
（日本金融学会関西部会・中

央銀行研究部会・神戸大学金

融研究会共催） 
 

報告 
 （1）「量的緩和政策と時間軸効果：論点整理」 
  神戸大学経済経営研究所 教授 宮尾 龍蔵 
 （2）「量的緩和政策の帰結」 
  一橋大学経済研究所 教授 渡辺 努 

パネル討論 
 京都大学公共政策大学院 教授 白川 方明 
 大阪大学大学院経済学研究科長 本多 佑三 
 一橋大学大学院経済学研究科 教授 齊藤 誠 

RIEB 政策研究ワークショップ 
「日本における近代通貨シス

テムへの移行の世界史的意

義：『決済』の観点から」 
 
平成 20 年 1 月 26 日 
神戸大学国際協力研究科 1 階 

大会議室 
 

（神戸大学金融研究会共催） 
 

報告 1 「日本における近代通貨システムへの移行の世界史的意義： 
『決済』の観点から」 

  神戸大学経済経営研究所 教授 鎮目雅人 
報告 2 「近世日本の決済システムとその変容」 
  流通科学大学商学部 教授 加藤慶一郎 
 
コメント 1 「日本経済史の観点から」 
  法政大学経済学研究科 教授 靎見誠良 
コメント 2 「アジア経済史の観点から」 
  一橋大学大学院経済学研究科 准教授 城山智子

コメント 3 「ヨーロッパ経済史の観点から」 
  名古屋学院大学経済経営研究科 教授 名城邦夫

総括 松山大学経済学部 教授 岩橋勝 
 
■成果発表物 

RIEB リエゾンセンター・モノグラフ（ワークショップ内容を報告書形式でとりまとめたもの） 
  

（経済経営研究所 HP，「研究活動報告」2004～2007 を基に作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



神戸大学 社会連携 

- 251 - 

《資料 304：附属政策研究リエゾンセンター所蔵資料及び刊行物》 
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（経済経営研究所『概覧』2007） 

 
《資料 305：「神戸大学金融研究会」開催記録》 
 
神戸大学金融研究会は昭和 22 年に発足し，これまでに 400 回を超えて開催している｡平成 16 年度以降の状況は以下

のとおりである｡  
 

年 月 日 論    題 報 告 者 
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第 393 回 
H16.4.17 

「銀行による流動性需要と金融政策」 
大阪大学  
社会経済研究所 教授 
小川 一夫 

第 394 回 
H16.5.8 

「金本位制神話の解体から見えてくること－拙著『ポンドの苦

悶－金本位制とは何だったのか』の内容を中心に－」 
名古屋大学 教授 
金井 雄一 

第 395 回 
H16.5.26 
六甲フォーラム

共催 

“The Evolution of Bank Capital Regulation Under the 
Basle Capital Accord” 

ロフボロ大学 教授  
Maximilian HALL 

第 396 回 
H16.6.18 
RIEB セミナー共

催 

「貿易におけるインボイス通貨の決定について： 
『円の国際化』へのインプリケーション」 

日本銀行金融研究所 
調査役 
大谷 聡  

第 397 回 
H16.7.17 「人民元切り上げの中国経済への影響」 

東北財経大学 
国際経済貿易学院 教授 
劉 昌黎 

第 398 回 
H16.10.16 

「アジアにおける債券市場の育成と円：ベトナム国債市場のケ

ース」 
京都大学 教授 
森 純一 

第 399 回 
H16.11.20 「自然利子率について：理論整理と計測」 日本銀行企画局 政策調査 

小田 信之 

第 400 回 
H16.12.18 

「バブル前後の資金フローの変化」 
 
「日本の決済システムと決済リスク」 

神戸大学 教授 
地主 敏樹 
 
近畿大学 教授 
安孫子 勇一 

第 401 回 
H17.1.22 
六甲フォーラム

共催 

「人民元と中国経済」 慶應義塾大学 助教授 
白井 早由里 

第 402 回 
H17.3.5 

「新規開業企業の資金調達 
－融資の利用可能性と担保要求－」 

神戸大学 助教授 
忽那 憲治 

第 403 回 
H17.4.16 「新 BIS 規制とその含意」 中央青山監査法人 金融部

安井 肇 

第 404 回 
H17.5.21 「アジア債券市場の発達の鍵」 近畿大学 教授 

山上 秀文 

第 405 回 
H17.6.18 「中小企業財務データベース機関立ち上げの経験から」 

有限責任中間法人CRD協会

代表理事 
引馬 滋 

第 406 回 
H17.7.9 「ユーロと EU 新規加盟国」 福岡大学 教授 

Mariusz K. KRAWCZYK

第 407 回 
H17.9.10 
MME 研究会共

催 

「公的債務をめぐる中央銀行と財政当局の行動」 同志社大学 教授 
北坂 真一 

第 408 回 
H17.9.20 
六甲フォーラム

共催 

“Learning about belief about inflation target and 
stabilization policy （with Takeshi Kimura)” 

ロンドン・スクール・オ

ブ・エコノミクス 講師 
青木 浩介 

第 409 回 
H17.10.29 「金融システム問題」 預金保険機構 理事 

田辺 昌徳 

第 410 回 
H17.11.19 

“Sluggish loan rate adjustment and optimal monetary 
policy” 

中京大学 講師 
小林 照義 
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第 411 回 
H17.12.10 

「エマージング市場経済における通貨・金融危機をめぐって」

 
“Financial and Capital Markets' Responses to Changes in 
the Central Bank's Target Interest Rate: the Case of Japan” 
（Yuzo Honda and Yoshihiro Kuroki) 

岡山商科大学 助教授 
田中 勝次 
 
大阪大学 教授 
本多 佑三 

第 412 回 
H18.1.14 

「ECB の金融政策と安定成長協定～ユーロ圏経済の見通しを

踏まえて～」 

三菱 UFJ 証券株式会社 
経済調査部 
矢口 満 

第 413 回 
H18.3.4 「銀行の流動性需要について」 神戸大学 助教授 

畠田 敬 

第 414 回 
H18.4.22 “On Asian Monetary Union” 広島大学 教授 

矢野 順治 

第 415 回 
H18.5.20 「デフレ克服と日本銀行政策－独立性と説明責任・透明性－」

関西学院大学 教授 
春井 久志 

“Overpricing of New Issues in the Japanese Straight Bond 
Market” 

横浜国立大学 助教授 
松井 建二 

第 416 回 
H18.6.17 

「地域再生ファンドと地域金融機関」 桃山学院大学 助教授 
松尾 順介 

第 417 回 
H18.7.22 「世界経済の不均衡と為替相場の役割について」 

国際金融情報センター

理事長 
溝口 善兵衛 

第 418 回 
H18.9.30 

“Can New-Keynesian Phillips Curve Explain Japanese 
Inflation Dynamics?: A Labor Share Correction Approach” 

日本銀行金融研究所 主

査 
武藤 一郎 

第 419 回 
H18.10.27 
RIEB セミナー共

催 

“A Neoclassical Analysis of the Korean Crisis” 
日本銀行金融研究所 
個別事務職員 
大津 敬介 

第 420 回 
H18.11.11 “Loan Officers and Relationship Lending” 和歌山大学 助教授 

内田 浩史 

“Nominal Debt and Inflation Stabilization” 和歌山大学 助教授 
北野 重人 

第 421 回 
H18.12.9 “On the Determinants of Exporters’ Currency Pricing: 

History vs. Expectations” （with Masanori Ono) 
東京大学 教授 
福田 慎一 

第 422 回 
H19.1.13 
日本金融学会関

西部会・中央銀

行研究部会共催 

RIEB 政策研究ワークショップ「量的緩和政策の効果」 

第 423 回 
H19.3.17 

“Dollarization and the Multiple Currency Phenomenon in 
Lao PDR: Costs, Benefits and Policy Options” 

アジア開発銀行研究所

上級研究フェロー 
Jayant MENON 

第 424 回 
H19.4.21 「金融契約に関する理論的分析」 関西大学 教授 

宇惠 勝也 

第 425 回 
H19.5.28 
RIEB セミナー共

催 

“Towards a More Perfect U.S. Payments Union: The Civil 
War as a Second Revolution” 

コロンビア大学 教授 
David WEIMAN 

第 426 回 
H19.6.16 「不良債権問題はどのように解消されたのか？」 学習院大学 教授 

細野 薫 
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第 427 回 
H19.7.4  
EU インスティ

テュート関西共催 

“The Euro: Past, Present and Future” イタリア銀行調査局長 
Salbatore ROSSI 

「金融政策と期待形成」 
三菱総合研究所政策・経済

研究センター 主席研究員

後藤 康雄 

第 428 回 
H19.7.14 
日本金融学会中

央銀行研究部会

共催 「マネーマーケットから見た量的緩和策の実際」 
東短リサーチ株式会社

取締役チーフエコノミスト

加藤 出 

第 429 回 
H19.9.29 

“Liquidity demand and quantitative monetary easing policy 
in Japan: Evidence from panel data” 

名古屋大学 准教授 
清水 克俊 

第 430 回 
H19.10.20 「為替レートのマイクロストラクチャー分析」 神戸大学 准教授 

岩壷 健太郎 

第 431 回 
H19.11.17 

“Foreign Reserve Management for Japan as a Developing 
Country during the Interwar Period” 

日本銀行金融研究所 企

画役 
畑瀬 真理子 

第 432 回 
H19.12.6 
GSICS セミナー

共催 

“Microfinance and the Market” ニューヨーク大学 教授 
Jonathan MORDUCH 

“Exchange Rate, Expected Profit and Capital Stock 
Adjustment: Japanese Experience” 

神戸大学 教授 
松林 洋一 

第 433 回 
H19.12.8 

「新しい開放マクロ経済モデルにおける財政政策の効果」 一橋大学 教授 
塩路 悦朗 

第 434 回 
H20.1.17 
国際シンポジウ

ム 

アジア金融政策会議 
～インフレーション・ターゲティングと国際的連関～ 

第 435 回 
H20.1.26 

RIEB 政策研究ワークショップ 
「日本における近代通貨システムへの移行の世界史的意義：『決済』の観点から」 

第 436 回 
H20.3.1 “Business Cycle Implications of Internal Habit Formation” 東京大学 助教 

加納 隆 

  
（経済経営研究所 HP，「研究活動報告」2004~2007 を基に作成） 

 
 

計画１－４ 「関連する研究科への教育参加とともに，ポスドクを対象とする高度研究者養

成教育としてＯＪＴ（職場研修）ベースでの「研究者養成インターン・プログ

ラム」（仮称）の実施を検討する。」に係る状況 
 

経済経営研究所に所属する教授・准教授は，経済学研究科，経営学研究科，国際協力研

究科において講義・演習を担当することにより教育参加を果たした《資料 306》。本研究所

ではさらに，ポスドク等を対象に高度研究者養成プログラムを実施した。具体的には，ポ

スドク等の若手研究者及び産業界・官界からの人材を積極的に採用し，本研究所の教員が

主導する研究プロジェクト及び研究会等の運営に参加させることにより，独立した研究者

になるための OJT（職場研修）を行った。平成 16～19 年度における本研究者養成プログ

ラムへの参加者は 29 名であり，修了者の多くが他大学等に採用されている《資料 307》。 
 
《資料 306：平成 19 年度の各学部・研究科の講義担当科目名リスト》 

当研究所の教員はそれぞれの専攻により，大学院経済学研究科，経営学研究科及び国際協力研究科ならびに経済学部

及び経営学部の講義，演習を担当している。 
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経済学研究科 

応用国際経済学Ⅱ，演習・特殊研究 
ラテン･アメリカ経済論，特殊研究 
演習，演習・特殊研究，海事経済論 
応用時系列分析，演習・特殊研究 
応用国際経済学Ⅰ 
国際開発論，演習・特殊研究 
経済理論持論 
欧州経済論 

経営学研究科 

情報公開特殊研究，演習 
国際戦略分析特殊研究，経営戦略応用研究Ⅰ★，経営戦略応用研究Ⅱ★ 
演習，テクノロジーマネジメント応用研究★ 
マーケティング特殊研究 
イノベーション・マネジメント特殊研究 

国際協力研究科 地域経済論演習，地域経済論 
地域経済論演習 

★は専門職学位課程（MBA）の授業科目を示す。 

  
 
《資料 307：高度研究者養成プログラム参加者と修了者進路の内訳》 

 参加者数 
（平成 16～19 年度）

修了者数 
（平成 16～19 年度）

修了者の進路 

本学教員 ５ 
他大学教員 ７ ポスドク等 24 18 

その他 ６ 
本学教員 １ 

産業界・官界 ５ ２ 
その他 １ 

（採用・進路実績を基に作成） 
 
 

b)「小項目１」の達成状況 

（達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
（判断理由） 当該小項目の状況として，21 世紀 COE プログラム採択拠点として国際共同研究

を推進し，50 件を超える業績を上げたこと，30 件を超える国際会議等を開催した

こと，学内他研究科教員との連携により，20 件を超える共同研究業績を上げたこ

と，附属政策研究リエゾンセンターを中心に政策ワークショップの開催等を通じて

諸問題に関する解決策の提言を行ったこと等が挙げられる。このような状況を踏ま

え，計画１－１～１－３を「良好」，計画１－４を「おおむね良好」と判断するこ

とから，当該小項目の達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

②中項目３の達成状況 
   （達成状況の判断） 達成状況が非常に優れている。 
   （判断理由） 小項目１を「達成状況が非常に優れている」と判断することから，当該中項目の

達成状況を上記のとおりと判断する。 
 
 

③優れた点及び改善を要する点等 
   （優れた点） １． 経済学研究科と共同で平成 15 年度「21 世紀 COE プログラム」に採択さ

れ，世界的に著名な経済学者を中心に総計 203 名の研究者を海外より招聘

し，所員との国際共同研究を推進するとともに，数多くの国際会議や集中セ

ミナーを開催した。（計画１−１） 
２． 「21 世紀 COE プログラム」および研究所内の研究部会を中心に他の関連

部局と積極的に研究連携を図り，24 本の共同論文執筆，23 回の共同シンポ

ジウム等の開催など，数多くの学内共同研究プロジェクトを実施した。（計
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画１－２） 
３． 附属政策研究リエゾンセンターを中心に，「情報家電産業・技術経営研究

会」，「政策研究ワークショップ」，「神戸大学金融研究会」などの産学官協同

プロジェクトを多数実施し，企業経営や経済政策に関する解決策を提示した。

さらに，企業情報データを収集・整備・分析するとともに一般利用に供し，

より一層の社会的貢献を果たした。（計画１－３） 
   （改善を要する点） 特になし 
   （特色ある点） １． ポスドク等の若手研究者，及び産業界・官界からの人材を積極的に採用

し，先端研究に基づく高度研究者養成を行っている。（計画１－４） 
 




